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刊行によせて

原子力委員会委員長　岡　芳明

　我が国における原子力の研究、開発及び利用は、原子力基本法にのっとり、これを平
和の目的に限り、安全の確保を旨とし、民主的な運営の下に自主的に行い、成果を公開し、
進んで国際協力に資するという方針の下、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術
の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上に寄与する
べく行われています。

　原子力委員会はその設置法に基づき、安全確保のうちその実施に係るものを除く、原
子力利用の政策、事務の調整、資料の収集と調査等を行っています。

　原子力白書は原子力行政のアーカイブであるとともに、「原子力利用に関する基本的
考え方」（平成 29 年 7 月策定）や、原子力委員会が「決定」した文書や「見解」で述べ
たことをフォローする役割も担っており、毎年作成することとしています。今回の白書
は、おおむね令和元年度の事柄を取りまとめ、広く国民の皆様にご紹介するものです。

　今回は特集として、原子力分野を担う人材の育成について、国内外の取組等を紹介し
ました。また、白書全体にわたって、コラムとしてトピックスや注目点を記載しており
ます。

　平成 23 年の東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故は、福島県民をはじめ多
くの国民に多大な被害を及ぼしました。福島の着実な復興と再生、様々な改善に真摯に
取り組むことが我が国の原子力利用にとって必須です。

　原子力利用のためには、政府と民間、原子力関係組織がそれぞれの役割と責任を踏ま
えつつ、国民の利益と負担の観点で、その責務を果たし、業務にあたることが求められ
ます。

　原子力白書が原子力政策の透明性を向上し、原子力利用の課題の解決に役立つことを
期待します。
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はじめに 

1. 原子力委員会について

ははじじめめにに  

我が国の原子力の研究、開発及び利用（以下「原子力利用」という。 ）は、1955  年  12 月

 19  日に制定された原子力基本法（昭和  30  年法律  186 号）に基づき厳に平和の目的に限り、

安全の確保を前提に、民主、自主、公開の原則の下で開始されました。同法に基づき、原子

 力委員会は、国の施策を計画的に遂行し、原子力行政の民主的運営を図るため、1956 年１

月１日に設置されました。原子力委員会は、様々な政策課題に関する方針の決定や、関係行

政機関の事務の調整等の機能を果たしてきました。 

2．原子力委員会の役割の改革 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故（以下「東電福島第一原発事故」という。）

を受けて、原子力を巡る行政庁の体制の再編が行われるとともに、事故により原子力を取り

巻く環境が大きく変化しました。これを踏まえ、「原子力委員会の在り方見直しのための有

 識者会議」が 2013  年 7月に設置され、原子力委員会の役割についても抜本的な見直しが行

われ、2014  年 6月に原子力委員会設置法が改正されました。 

その結果、原子力委員会は、関係組織からの中立性を確保しつつ、平和利用の確保等の原

子力利用に関する重要事項にその機能の主軸を移すこととなりました。その上で、原子力委

員会は、原子力に関する諸課題の管理、運営の視点に重点を置きつつ、原子力利用の理念と

なる分野横断的な基本的な考え方を定めながら、我が国の原子力利用の方向性を示す「羅針

盤」として役割を果たしていくこととなりました。 

求められる役割を踏まえ、2014  年 12 月に新たな原子力委員会が発足し、現在は、岡芳明

 委員長、佐野利男委員、中西友子委員の 3 名で活動をしています。新たな原子力委員会で

は、東電福島第一原発事故の発生を防ぐことができなかったことを真摯に反省し、その教訓

を生かしていくとともに、より高い見地から、国民の便益や負担の視点を重視しつつ、原子

力利用全体を見渡し、専門的見地や国際的教訓等に基づき、課題を指摘し、解決策を提案し、

その取組状況を確認していくといった活動を行ってきました。こうした活動などを通じて、

原子力委員会は、原子力利用における「羅針盤」としての機能を果たせるよう、今後も努め

てまいります。 

3．我が国の原子力利用の方向性 

このような役割に鑑み、原子力委員会では、かつて策定してきた「原子力の研究、開発及

び利用に関する長期計画」や「原子力政策大綱」のような網羅的かつ詳細な計画を策定しな

いものの、今後の原子力政策について政府としての長期的な方向性を示唆する羅針盤とな
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る「原子力利用に関する基本的考え方」（以下「基本的考え方」という。）を策定することと

しました。 

新たな原子力委員会が発足して以降、東電福島第一原発事故及びその影響や、原子力を取

り巻く環境変化、国内外の動向等について、有識者から広範に意見を聴取するとともに、意

見交換を行い、これらの活動等を通じて国民の原子力に対する不信・不安の払拭に努め、信

頼を得られるよう検討を進め、その中で様々な価値観や立場からの幅広い意見があったこ

とを真摯に受け止めつつ、2017 年 7 月 20 日に「基本的考え方」を策定しました。さらに、

翌 21 日の閣議において、政府として「基本的考え方」を尊重する旨が閣議決定されました。 

「基本的考え方」では、原子力政策全体を見渡し、我が国の原子力の平和利用、国民理解

の深化、人材育成、研究開発等の目指す方向性や在り方を分野横断的な観点から示していま

す。この中では、特に、東電福島第一原発事故の教訓と反省の上に立ち、安全性の確保を大

前提に、国民の理解と信頼を得つつ進めていくことの重要性を改めて強調しました。今後、

「基本的考え方」において示した原子力政策の本質的な課題や、幅広い国民の方々の声にも

しっかり向き合っていくことで、国民の理解と信頼を得られるよう努めてまいります。

4．「原子力白書」の発刊 

原子力委員会が設置されて以来継続的に発刊してきた「原子力白書」は、東電福島第一原

発事故の対応及びその後の原子力委員会の見直しの議論と新委員会の立ち上げを行う中で、

約７年間休刊していましたが、我が国の原子力利用に関する現状及び取組の全体像につい

て国民の方々に説明責任を果たしていくことの重要性を踏まえ、2018 年から「原子力白書」

の発刊を再開することとしました。 

「原子力白書」では、「基本的考え方」についてフォローアップした内容を中心に記載す

るとともに、関係行政機関や関係事業者からのヒアリングを行い、進捗の確認等を行ってき

ました。また、原子力分野の取組について、国民のより適切な理解を得るため、特集として、

年度毎に原子力分野に関連したテーマを設定し、国内外の取組を分析しています。本年度の

原子力白書の特集では、原子力分野を担う人材の育成をテーマに、国内外の取組事例等につ

いて紹介しています。 

さらに、第１章以降では、福島の着実な復興・再生の推進と教訓の活用や安全文化の確立

に向けた取組、エネルギーシナリオにおける原子力の役割、核燃料サイクル、国際連携、平

和利用の担保、核不拡散、核セキュリティ、国民理解の深化、放射性廃棄物の処理・処分、

放射線・放射性同位元素の利用、人材育成、研究開発・技術開発といった原子力利用全体の

現状や継続的な取組等の進捗について俯瞰的に説明しています。 

なお、本書では、原則として 2020 年 3 月までの取組等を記載しています。ただし、一部

の重要な事項は、2020 年 8 月までの取組等を記載しています。 

来年以降も継続的に「原子力白書」を発行し、我が国の原子力に関する現状及び国の取組

等について国民に対し説明責任を果たしていくとともに、「原子力白書」や原子力委員会の
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活動を通じて、「基本的考え方」で指摘した事項に関する原子力関連機関の取組状況につい

て原子力委員会自らが確認し、専門的見地や国際的教訓等を踏まえつつ指摘を行うなど、今

後も必要な役割を果たせるよう努めてまいります。 
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特集 原子力分野を担う人材の育成 

＜概要＞ 

1 はじめに

科学技術を含む様々な分野において、その分野の発展や競争力の維持・拡大を図るために

は、現役世代はもとより、次世代を担う人材を育成していくことが重要です。特に原子力分

野においては、安全の確保を図りつつ、研究、開発及び利用を支える優秀な人材を育成・確

科学技術を含む様々な分野において、その分野の発展や競争力の維持・拡大を図るた

めには、現役世代はもとより、次世代を担う人材を育成していくことが重要です。特に

原子力分野においては、安全の確保を図りつつ、研究、開発及び利用を支える優秀な人

材を育成・確保していくことが必要です。原子力関連機関では、セクター間で連携して、

より効率的かつ効果的な活動を進めていくことが望まれており、国内外の良好事例を共

有し改善に向けた取組を進めていくことが求められます。 

我が国では、原子力関連の教育は複数の大学において実施されています。大学・大学

院に原子力分野を学ぶ学科・専攻等が設置され、一体的な教育や連携を実施するととも

に、教育認証による教育改善、各大学が抱えるリソースの最大限の活用、海外大学や国

際機関並びに産業界との連携等、各大学の特色を生かした原子力教育を提供しています。

一方、課題として、大学が抱える研究基盤の老朽化やそれに伴う教育・研究機会の減少、

国際的なプレゼンスの低下が挙げられます。加えて、学生からの人気低下や学部の大く

くり化による教育実験等の希薄化等、学内における原子力分野のプレゼンスが低下して

いる現状を改善することが求められます。 

このような課題に取り組むに当たり、海外の大学や各国の取組から我が国が学べる点

が多々あります。例えば大学では、国境を越えてグローバルに活躍できる人材を育成す

るという理念の下、授業や教育カリキュラムの外部評価等を通じて教育の質を向上させ

るとともに、産業界への長期的なインターンシップや産官学共同研究プロジェクトを実

施するなど産官学の緊密な連携が見られます。また、産官学が連携し、将来求められる

人材の評価シナリオ作成、原子力プロジェクトに関わる社会人に必要な知識を学べるオ

ンラインコースの開設、マネジメントに特化した訓練コースやセミナーの設置等、就職

後の社会人が教育を受けられる環境が整備されています。 

原子力分野における我が国の競争力を向上させるためには、国内外の事例を参考にし

つつ、優秀な人材を確保・育成していくことが重要です。そのためには、産官学で連携し

て今後求められる人材のビジョンを明確にしつつ、大学における教育と研究の質を向上

させるとともに、国際的なプレゼンス向上に向けて関係組織が不断の努力をしていくこ

とが求められます。 
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保していくことが必要です。 

我が国においては、原子力基本法（昭和 30 年法律第 186 号）に基づき、原子力利用の取

組が開始されました。実験用原子炉から始まり、現在では、商業用原子炉が建設・稼働しエ

ネルギーを供給するとともに、農業・工業・医療等の様々な分野において放射線が利用され、

国民生活の向上に寄与してきています。これらは、研究者や技術者を含む原子力に関わる人

材の尽力によるものであり、今後も原子力分野を維持・発展させていくためには、社会にお

ける原子力の位置付けを見極めつつ、情熱を持って原子力に関わる人材が生まれ、そのよう

な人材が社会で活躍できる好循環の構築が必要です。そのため、原子力分野に関係する国、

大学、産業界等のセクター間で連携し、人材育成の観点で効率的かつ効果的な活動を進めて

いくことが望まれます。 

本特集では、今後の我が国における人材育成の参考となりうる、国内外の大学の取組や良

好事例、各国の施策を紹介します。 

2 我が国の大学における原子力教育の特徴

我が国においては、原子力分野の学問を志す学生の多くは、原子力関係の学科・コースが

設置されている大学に進学し、そこで専門的な知識を学んでいきます。一方で、原子力利用

を取り巻く環境変化等の要因により、原子力分野への進学・就職を希望する学生の減少（図 

1）や現場の技術者の高齢化等も進み、人材の枯渇や知識の継承への不安等の問題が生じて

います。このような背景から、各大学には、創意工夫を凝らし研究の質を保ちつつ、原子力

教育に力を入れ人材の輩出を行う使命があります。国立大学における原子力教育の特徴は、

表 1 のとおりです。 

図 1 原子力関連学科等における入学者数の推移 

 （出典）第 2 1 回原子力科学技術 委員会資料 3-1 文部科学省「原子力イノベーションの実現に向けた研究開発・研究基盤・人材

育成施策の方向性について」（201 9 年） [1]
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表表  11  我我がが国国のの国国立立大大学学ににおおけけるる原原子子力力教教育育のの特特徴徴  

大学名 特徴 

北海道大学 

 2017 年寄附分野「原子力支援社会基盤技術分野」設置。社会や企業のニ

ーズと原子力系研究室のシーズとのマッチング

 主専攻に加え副専修科目を履修する「双峰型教育」

 国際交流の拡大

東北大学 

 専任（基幹）4講座 14 分野に加え、協力講座が 4講座 7分野あり、協力

して教育と研究を実施

 学部 2年次後半にコースに配属、3年次前半終了時に、専任の各分野（研

究室）と協力講座に配属

 豊富な実験・実習

東京大学 

 ピアレビューによる、原子力国際専攻は国際原子力機関（IAEA1）認定、

原子力専攻は日本技術者教育認定機構（JABEE2）認証

 産官学連携（社会連携講座等）を強化

 原子力専攻は専門職大学院で、多くの必修科目。原子炉主任技術者、核

燃料取扱主任者の試験の一部免除に対応する教育・厳しい単位認定。国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）

での実験実習、修士論文なし、1年で修了

東京工業大

学 

 工学院/物質理工学院/環境・社会理工学院横断型の複合型コースの一つ

として原子核工学コースを設置（学士課程と大学院課程の一貫化）

 修士課程では、所属以外の複数の研究室での講義や実験に参加

 国際交流（マサチューセッツ工科大学（MIT3）、ロシア等）

 国内外の大学が連携した原子力基礎教育（大学連合 ATOM）

名古屋大学 

 原子炉物理や原子燃料サイクルなど、原子力工学の基礎講義を学部 3年

から実施

 近大炉（学部）、京大炉（大学院）において臨界実験に参加

京都大学 

 基礎科目と実験実習を重視した少人数教育

 学部から放射線と原子力を系統的に学修

 大学院は他分野が受験しやすいような科目選択制

 京大複合原子力科学研究所での原子炉基礎演習・実験

大阪大学 
 大学科・大専攻の環境エネルギー工学科・専攻の中で原子力教育を実施

 大学院では履修科目に加え原子炉主任技術者試験講座を開講

九州大学 

 学部で炉物理、計測、原子核物理学は履修、他科目は主に専攻にて履修

 学部、専攻共に実験を重視

 学部では放射線計測、溶媒抽出を実施

 専攻では共沈分離、中性子輸送、トリチウム同位体分離等の実験を実施
（出典）第 9 回原子力委員会資料第 1-1 号 原子力政策担当室「原子力分野の大学教育関連情報（国内大学ヒアリングの結果概

要）」（2020 年） [2]に基づき作成

これらの大学では、それぞれの特色を生かした原子力教育が実施されています。良好事例

として、学部と大学院による一貫教育の実施や連携強化、原子力分野と放射線分野の教員の

1 International Atomic Energy Agency 
2 Japan Accreditation Board for Engineering Education 
3 Massachusetts Institute of Technology 
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連携強化、教育認証による教育改善、競争的資金等の獲得による実験設備等の更新・充実等

が挙げられます [3]。 

3 海外における原子力人材育成、基盤維持・強化の取組

欧米諸国においては、大学や国レベルで我が国とは異なる取組を実施し、優秀な人材獲得

の一助としている事例があります。本特集では、米国のカルフォルニア大学（UC）バークレ

ー校やパデュー大学、カナダのマクマスター大学、イタリアのミラノ工科大学における原子

力学科・コースについて概略を述べるとともに、米国、英国、フランス、中国及びドイツの

原子力人材育成の取組についても紹介します。 

 海外の大学における原子力教育 

欧米諸国では、大学の教育・研究を支える上で、様々な観点において我が国とは異なるシ

ステム等を導入しています。ここでは、UC バークレー校等の事例を紹介します。

① 米国・UC バークレー校

UC バークレー校はカルフォルニア州の州立大学で、研究力ランキングの上位に入る米国

屈指の研究大学です。特に原子力分野では、シーボーグ教授によるプルトニウムの発見等、

世界をリードする業績を上げています。 

教育 

米国では、工学部のカリキュラム認定を行う工学系高等教育課程認定機関（ABET4）によ

るレビューが 7 年ごとに行われています。この評価システムは学生の質に重点を置いてい

るため、カリキュラムの目的を設定し、実現するために必要な講義の配置やシラバスの整合

性を図ること等が必要です。 

UC バークレー校は、原子力分野において 9 項目の能力を教育の目標として掲げており、

原子力工学コースのカリキュラムとの関係性が整理されています。また、授業評価において

も、学生にアンケートを実施して集計結果を公表するなど、厳格な運用が行われています。 

4 Accreditation Board for Engineering and Technology 
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図図  22  原原子子力力ココーーススのの目目標標ととココーーススのの関関係係性性  

（出典）UCバークレー校資料に基づき作成

研究 

分野によって大きく異なるものの、大学院生は教員や大学等から学費や生活費等の財政

的サポートを得ながら研究を進めていき、就職、あるいは、博士研究員、任期付教員、テニ

ュア5教員とステップアップしながら研究活動を実施していきます。 

また、教員は、エネルギー省（DOE6）、原子力規制委員会（NRC7）、科学財団（NSF8）等の

政府関係機関のプロジェクトだけでなく、外国の研究機関、民間企業等が提供する外部資金

にも応募しますが、その際には、大学内の事務局と緊密に連携して応募書類を用意し、大学

院生等を雇うようにしています。 

教員の評価システム 

優秀な教員を獲得することは、原子力分野はもちろんのこと、大学全体にとって重要です。

そのため、教員の募集・採用に加えて、採用後の評価についても透明性を踏まえて検討され

ます。教員を新規で採用する場合は、学科の選考委員会が設置され候補者の評価・審査を行

い、その後、大学に設置された予算委員会にて再度審査を行った上で決定されます。また、

任期付教員がテニュアを獲得するためには、任期付教員としての最大 8 年間の任期満了ま

でに、2年に 1度の業績評価を受けて、テニュア審査基準を満たす必要があります。加えて、

テニュアを取得した後も、3年に 1回の評価を受けるなど評価が行われます。

このように、UC バークレー校に限らず米国では大学の競争力を保つために、カリキュラ

ム認定や授業評価等によって教育の質を担保するとともに、教員評価による研究者の質が

担保されています。 

5 米国の大学における終身雇用資格。 
6 Department of Energy 
7 Nuclear Regulatory Commission 
8 National Science Foundation 
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② 米国・パデュー大学

パデュー大学はインディアナ州の州立大学で、2013 年には原子力分野を含む工学学科の

全米ランキングで 8 位に位置するなど、研究力が高い大学です。また、留学生の割合が高

く、2012 年から 2013 年の実績では、特に中国、インド、韓国からの留学生が多くなってい

ます [4]。 

ション能力を間近に見ることで、説明能力を磨く有用な機会にもなっています。

教育 

原子力学科を含む工学部の教育では、1 年次では全員が特定の専攻を選ばない基礎工学

（Freshman Engineering）カリキュラムを選択し、2年次から 4年次に航空宇宙、化学工学、

土木、電子工学、原子力等の各専門分野を専攻します（図 3）。 

図図  33  パパデデュューー大大学学のの工工学学部部  

（出典）第 32 回原子力委員会資料第１号 北海道大学三輪修一郎「Purdue 大学における原子力教育事情」（2018 年）

学生が 2 年次からのコース選択を行うに当たり、大学卒業後の原子力技術者としてのキ

ャリアについて考える必要があるため、自己責任型の教育になっていることが特徴です。 

2 年次以降に行われるセミナーでは、第一線の研究者による講演を実施し、原子力分野の

最先端の研究課題等の最新情報に接することができます。第一線の研究者のプレゼンテー

また、学生自身が研究室や教員を調べて研究室を希望することができますが、学生の志望

と当該研究室の内容等が合致しなければ、配属後に辞めることもできます。一方で、当該研

究室での研究を行うための十分な能力がないと判断された学生は研究室から外されること

もあります。しかし、その場合でも、教員が別の方向性を提案するなどのフォローが行われ

る場合があります。  

米国では一般的に、大学を卒業した学生は即戦力として雇用されます。それに備えて、セ

ミナーで最先端の知見を得るとともに、2  か月から 3か月のインターンシップを行い、給与
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も支給されながら実際のエンジニアの仕事を体験することができます。このように、パデュ

ー大学の工学部は、教育機関のみならずキャリアの育成機関としての機能も担っています。 

学科の運営 

パデュー大学では、学科長が学科の独立的な運営を行います。また、工学部長は、基本的

にヘッドハント等により外部の組織から招へいされて就任します。学部長や学科長が新た

に外部から着任する場合には、セミナーを行い学生にアンケートを取るという民主的な選

出プロセスが必ず実施されます。 

③ カナダ・マクマスター大学

カナダのハミルトンにあるマクマスター大学は、世界の 100 を超える国からの多くの留

教育 

4 年間コース以外にも、資格やスキルを取得する 5年間のコースを設置するなど、柔軟な

カリキュラムが組まれているのが特徴です。インターンシップも熱心に活用されており、3、

4 年次には、4 か月から 16 か月程度の企業経験が可能な Co-op プログラムがあります。加

えて、1年次であっても優秀な学生は、夏季休暇中に研究室に配属されて研究に従事するこ

とも可能であり、学生生活の早い段階から大学院生とともに研究を行うことが可能です。 

マクマスター大学では、工学物理学科に原子力工学を学ぶコースが設置されていますが、

放射線防護や放射線医科学等は他学部との連携によって実施されています。また、教育用に

設置された小型原子炉ではヨウ素 125 が製造されており、世界のシェアの約 7 割を占めて

います。加えて、実験用のホットセル9も設置されていますが、これらの運転操作や原子炉

直近での実験装置の設置等は、安全委員会による資格取得者のみが行うこととされており、

手軽な実験は難しくなっています。 

産業界との連携 

マクマスター大学を含むカナダの大学では、原子力分野における産業界との協力が進ん

でいます。例えば、研究機関や産業界からなる原子力工学研究ネットワーク（UNENE10）によ

9 強い放射性物質を取り扱えるように十分な遮蔽を施した実験室等の一区画。 
10 University of Excellence of Nuclear Engineering： 

カナダの大学における原子力教育、研究開発能力の支援と開発のため、マクマスター大学、オンタリオ工

科大学、クイーンズ大学、ウェスタン大学、ウォータールー大学等の複数の大学や、原子力施設、研究機

関及び規制当局からなる連合組織。2002 年に設置。

学生が学んでおり、2016  年の大学院生の約 22％が海外からの留学生です。工学部は、化学

工学、 土木工学等の 7つの学科からなり、原子力工学を学ぶコースは工学物理学科にありま

す [5]。 
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り、大学における原子力教育・研究に対する支援が行われています。これは、産業界による

バックアップの下、非常に優秀な研究成果を上げる教員に「インダストリアルリサーチチェ

ア」という称号を付与して潤沢な研究資金を提供することにより、人材を確保するとともに、

学生の指導と先端研究の実施を可能とするものです。 

さらに、マクマスター大学を中心に計画されている小型炉の研究開発プロジェクトにお

いては、複数の大学、産業界、カナダ自然科学・工学研究会議（NSERC11）、及び連邦資源省

が協働しています。このような具体的な国家プロジェクトの存在は、原子力業界が進もうと

する方向性や、将来有望な事業があるということを示す強いメッセージになっていると考

えられます。大学単独の予算による研究に比べ、産業界や国が一体になって進める研究は、

研究に参加する学生に対し、プロジェクトとしての重要性や将来性をより強くアピールす

るものになっていると言えます。 

教育の質の確保 

カナダでは、大学における教育の質を確保するために様々な取組が実施されています。例

えば、学生による授業評価制度があり、学生の評価が低い教員は学科長の面談を要求される

とともに、評価結果が昇進、昇給、長期休暇取得等の様々な場面で活用されています。 

また、カナダ工学認定機構（CEAB12）という外部評価組織があり、全大学の工学部につい

て 7年ごとに教育内容が評価されます。この外部評価では、授業評価に加え、学生や教員の

インタビュー、実験環境の視察も行われるとともに、前回評価時に指摘された課題への対応

状況についても確認されます。評価結果は、評価員のコメントを含め公開されています。 

さらに、国及び州の予算で実施されているプロジェクトにおける教育は、NSERC が評価を

行います。当初予定より参加学生の数が少なければプロジェク予算を打ち切るなど、研究を

通した教育の質の確保に対して非常に力を入れていることが特徴です。そのほかにも NSERC

は、学生の先進的な研究の支援、基礎研究の促進・支援、カナダ国内の様々な組織による高

等教育レベルの研究プロジェクトへの参加と投資の奨励を行うことにより、イノベーショ

ンを促進する役割も担っています [6]。

④ イタリア・ミラノ工科大学

ミラノ工科大学は、イタリアで最大の工学、建築、デザイン部門で構成される大学です。

原子力工学科の学生数は、外国人留学生の増加等により近年増加しており、その要因の一つ

として、修士・博士課程の全ての講義が英語で実施されるようになったことが挙げられます 

[7]。

11 Natural Sciences and Engineering Research Council of Canada： 

教育と研究（インフラ整備を含む）の向上・発展に向けた資金援助を行う連邦機関。民間企業や州も参

加。 
12 Canadian Engineering Accreditation Board
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留学 

ミラノ工科大学では、EU 域内での留学や海外でのインターンシップへの参加等を促進し

ています。その背景には、他大学での単位互換取得を可能にする制度が整備されていること

があります。例えば、EU 域内での留学支援制度であるエラスムス計画は、欧州単位互換制

度（ECTS13）を確立しており、EU 各国の高等教育機関間の交流や学生の交流の促進に貢献し

ています。 

学生の主体性に応えるコース設定 

原子力工学科内では、原子力プラントコース、原子力技術コースと原子力システム－物理

コースの 3 つが設置されており、学生は 2 年次の最終学期までにコースを選択することが

可能です。 

近年、原子力工学科への進学者が急増している背景には、上記の講義が全て英語で実施さ

れることに加え、エネルギー工学部門の中に原子力工学科が設置されていることが挙げら

れます。学生は、エネルギー工学部門の中で物理、化学、情報、生物等を学ぶことを通じて、

基礎的な視点でものを考える力が身につきます。また、同じエネルギー工学の中にある原子

力工学の存在を他分野と比較した上で、目的や意識を持ってコースに挑戦することができ

ます。 

大学間の連携 

大学間の単位や研究の連携も進められています。例えば、トリノ工科大学とミラノ工科大

学は共通のプログラムを設置しており、トリノ工科大学とミラノ工科大学でそれぞれ 1 年

間ずつ学び、修士論文を書き上げる制度等が整備されています。また、原子核研究大学間コ

ンソーシアム（CIRTEN14）の枠組みにおいても、修士論文を執筆する制度が整備されていま

す。 

原子力産業がないイタリアにおいて、ミラノ工科大学の原子力部門は、自国以外の国のた

めに人材を供給する形になっています。そのため、欧州内のみならず、中国等の原子力産業

が今後盛んになる国の大学との協力が検討されています。 

教育 

基本的に、学部、学科、部門では、研究のみならず学生への講義や教育に力を注いでいま

す。具体的には、シラバス、講義計画、毎回の講義終了報告、講義の内容、教員の講義ノー

トが部門内で公開されるとともに、管理部門が講義内容の在り方や形式の確認を行います。

また、部門による講義評価においては、学生の授業評価結果が大きな比重を占めます。 

13 European Credit Transfer and Accumulation System 
14 Consorzio Interuniversitario per la Ricerca TEcnologica Nucleare： 

ピサ大学、トリノ工科大学、ミラノ工科大学等から成るコンソーシアム。原子力工学分野での修士、博士

課程での教育プログラムを提供。 
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米国における人材育成の取組 

① 原子力政策方針と人材育成及び基盤維持・強化に関する考え方

原子力政策方針

米国では、議会及び行政府共に原子力発電の利用に肯定的であり、連邦政府は、原子力関

連の研究開発支援や安全規制の役割を担っています。例えば、歳出法による DOE への手厚い

研究開発予算の配賦や、NRC に対して先進的な商用原子炉の許認可プロセス確立を求める法

律の制定等が行われています。また、一部の州は、温室効果ガス排出削減目標の達成等を目

指すため、原子力発電所の運転継続に係る経済的支援政策を実施しています。 

放射線利用分野での方針 

放射線利用は、工業のみならず、医療、食品、農業等の分野で広く行われています。DOE

の国立研究所では、大型の放射線源や加速器等を利用した研究開発が実施されてい ます。

DOEは、自ら研究開発を進めることに加え、外部の研究者等が施設を利用できる機会を提供

し、放射線利用の促進に貢献しています。DOEの施設の利活用方針は、連邦政府・DOEが予

算を要求し、それを議会が歳出法として決定する形で定められています。 

 DOE  は  2014  年に、同年から  2018  年の 5 年間を対象とした「戦略計画」を策定しました。

同計画の戦略目標の一つとして、「自然に対する我々の理解を一変させ、基礎科学の進展と

技術革新とのつながりを強化する、科学的発見や主要な科学ツールの提供」が挙げられてお

り、この目標をより具体化して「ミッション重視型研究を可能にし、科学的発見を促進する

世界一の科学利用施設を米国の研究者に提供」することとしています。DOEはこの目標も踏

 まえ、加速器、X 線光源施設、中性子源施設等の放射線利用に欠くことのできない施設を、

大学、研究機関、民間企業、政府機関等が利用できるようにしています [8]。 

原子力人材や基盤の維持・強化に係る課題と取組方針 

米国では、一貫して原子力人材や基盤の維持・強化の必要性が認識されており、法律制定

 や D OE  プログラムとして具体化されてきました。例えば、2007 年に制定された米国競争力

法では、高等教育機関における原子力人材確保のためのプログラムが規定されています。そ

の目的として、高等教育機関における原子力科学教育のために活用できる人員やリソース

の減少問題に対応し、米国の経済競争力やエネルギーセキュリティにおいて戦略的重要性

を有する原子力関連の学位取得者数を増加させることが明記されています [9]。 

このように、高等教育機関を対象とした支援は、連邦政府が中心となって進められていま

す。一方、産業界では、原子炉の新設プロジェクトが長期間途絶えたことによる人的資源の

喪失が課題として認識されています。例えば、 ボーグル原子力発電所で 2基のプラントが建

設されていますが、建設に従事した経験を持つ人材の不足も一因となり、建設スケジュール

は遅れています。 
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 ② 人材育成、基盤維持・強化の取組

人材育成や基盤維持・強化の国家予算

DOE は、米国競争力法に基づき原子力人材の育成を行うため、2009 年から原子力エネルギ

ー大学プログラム（NEUP15）を実施しています。NEUP の目的は、大学における研究を DOE の

技術支援プログラムに組み込んだ形で実施し、革新的な原子力分野における最先端の傑出

した研究を支援することとされています。そのため、大学への支援を一つのイニシアティブ

に統合し、以下の取組を実施するとしています [10]。 

 原子力教育の再興と DOE 原子力エネルギー局が定める研究開発プログラムの目的達成

のため、大学、国立研究所及び産業界において必要とされる研究開発の統合を支援す

る資金援助

 原子力に関連するエンジニアリング、保健物理学・核物質科学・放射化学等の関連学

科、及び応用核物理学分野における国家的知的資産の維持に対する支援

 原子力関連の研究開発や教育のための、大学におけるインフラの改善

NEUP は、次世代の原子力エンジニアや科学者の育成・訓練に貢献しています。DOE はこの

プログラムにより、大学における研究開発、インフラの整備、学生に対する奨学金支給等の

教育支援を行っています。2020 会計年度には、本プログラムのために 500 万ドルの予算が

確保されています [11]。また、奨学金の支給等を通じた原子力人材の育成支援は、2009 年

以降、DOE のみならず、NRC によっても実施されています [12]。 

大学等高等教育機関における人材育成の実際の取組 

2017 年には、DOE は NEUP を通じて、原子力関連専攻の学部生 58 名と大学院生 31 名に対

して計 500 万ドル以上の奨学金を支給しています。NEUP による奨学金は、学部生の場合は

1 人当たり 7,500 ドル、大学院生の場合は年間最大 50,000 ドルが 3 年間にわたり支給され

ます。また、大学院生の奨学金には、夏のインターンシップのための費用 5,000 ドルも含ま

れています。インターンシップは、国立研究所やその他の DOE が承認した施設で実施され、

DOE が実施している原子力研究プログラムについて大学院生が知ることが期待されていま

す。なお、2009 年以降、DOE は累計 700 名以上の学部生や大学院生に対して計 3,800 万ドル

以上の奨学金を支給しています [13]。 

DOE オークリッジ国立研究所（ORNL16）は、設立当初から大学との連携を構想しており、

現在、テネシー大学、デューク大学、フロリダ州立大学、ジョージア工科大学、ノースカロ

ライナ州立大学、バンダービルト大学、バージニア大学及びバージニア工科大学と研究開発

において連携しています。大学と連携して、共同研究を行うことにより、学生の卒業後の進

路選択の幅が広がるとされています。また、これらの大学は ORNL の組織管理に参画してい

るため、大学の学生が ORNL の研究プログラムに参加できるとともに、ORNL の研究プログラ

15 Nuclear Energy University Program 
16 Oak Ridge National Laboratory 
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ムの将来的な方向性の意思決定プロセスに大学幹部が参画できるようになっています

[14]。

大学等高等教育研究機関における研究開発施設等の維持・活用に関する実際の取組 

米国の高等教育機関における研究インフラ活用の取組として、NEUP、原子力分野のイノベ

ーション加速プログラム（GAIN17）、及び原子力科学ユーザー施設（NSUF18）の 3 つを紹介

します。 

NEUP 

NEUP では、研究用原子炉（研究炉）を含めた大学の研究インフラの整備に対する支援が

実施されています。米国では 22 大学で研究炉が運転中です（表 2）。これらの研究炉は、

NEUP による支援を通じて安全性や性能、学生に対する教育機能の向上が図られています。 

例えば 2019 年には、オハイオ州立大学研究炉の制御棒駆動装置の刷新のために 23 万ド

ル、リード大学の原子炉プログラムの信頼性と研究能力の向上のために 10 万 4,000 ドルの

支援を行うことが決定されました。また、このような支援は、研究炉のみならず、実用炉に

関するものも対象とされています。NuScale 社が開発を進めている小型モジュール炉（SMR19）

のシミュレータを 3 か所の大学に設置するプログラムに対する支援はその例です。このプ

ログラムは、実際のプラントの操作室と同様の遠隔シミュレータを設置するものであり、学

生がプラントの操作等について学ぶことができます [15]。 

これらの支援に加えて、大学の研究炉における新しい燃料の購入と使用済燃料の撤去を

支援する、研究炉インフラ（RRI20）プログラムも実施しています。RRI プログラムは、大学

における原子炉を用いた研究・訓練能力の維持を目的としており、大学の研究炉の維持が、

将来の科学者やエンジニアの養成において重要な役割を果たすと DOE は考えています [11]。 

表表  22  米米国国でで研研究究用用原原子子炉炉をを設設置置ししてていいるる大大学学（（運運転転中中のの原原子子炉炉にに限限るる））  

大学名 学部・学科名等 

アイダホ州立大学 科学・工学科 

カンザス州立大学 機械・原子力工学科 

マサチューセッツ工科大学 原子炉実験室 

ノースカロライナ州立大学 原子力工学科 

オハイオ州立大学 工学科 

17 Gateway for Accelerated Innovation in Nuclear 
18 Nuclear Science User Facilities 
19 Small Modular Reactor 
20 Research Reactor Infrastructure 
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大学名 学部・学科名等 

オレゴン州立大学 工学科 

ペンシルベニア州立大学 放射線科学・工学センター 

パデュー大学 工学科 

リード大学 同大学には原子力学科や工学科はない 

レンセラー工科大学 原子力工学科 

テキサス農工大 原子力工学科 

カリフォルニア大学デービス校 マクミラン原子力研究センター

カリフォルニア大学アーバイン校 物理科学科 

フロリダ大学 工学科 

メリーランド大学 工学科 

マサチューセッツ大学ローウェル 放射線研究所 

ミズーリ大学コロンビア校 研究炉センター 

ニューメキシコ大学 工学科 

テキサス大学 工学科 

ユタ大学 工学科 

ウィスコンシン大学 工学・物理学科 

ワシントン州立大学 原子力科学センター 

（出典）NRC 及び各大学ウェブサイトに基づき作成

GAIN 

 GAIN は、革新的な原子力技術の商業化を実現するために、連邦政府が原子力業界に対し

て、開発リスクを伴う技術開発や規制対応に係る支援を行う取組です。連邦政府の資金によ

 り、新たな企業の原子力分野への参入を促進するとともに、GAIN  への参加企業等は  DOE の

国立研究所等のインフラを活用することができるようになります [16]。 

 GAIN  においては、DOE の研究所に加えて、大学も自発的に研究インフラを提供していま

す。このようにインフラを提供している大学の情報は、「大学ディレクトリ」と呼ばれるパ

ン フレットにまとめられています。最新の 2020年の「大学ディレクトリ」では、テネシー

 大学やマサチューセッツ工科大学等、合計 12大学の、原子力関連学科や重点プロジェクト

等の情報が整理されています [17]。 

NSUF 

NSUFは、DOE原子力エネルギー局が実施しているプログラムの一つであり、同局が目指す

ミッションの実現のために、革新的なアイデアに対して支援を行うものです。優れたアイデ

アと必要な能力を組み合わせるため、全国の原子力研究施設と人材等の知的資産を統合す

 るプログラムとなっています。NSUF は、全米各地に立地する原子力研究施設の利活用促進
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や、原子力科学・研究分野における大学、企業及び研究所の協力を図っています。NSUF パ

ートナーシップで活用できる研究施設の例として、アイダホやオークリッジ等国立研究所

のホットセルや照射後試験施設、マサチューセッツ工科大学の中性子照射施設、ミシガン大

学のイオンビーム施設等、また、民間企業であるウェスチング社のホットセル等、多数の施

設が挙げられます。 

NSUF プログラムが費用負担を行う支援対象は、競争により選定されます。選定されると、

プログラムに参画している研究施設との共同実験や、通常はアクセスできない高性能なコ

ンピューターの利用が可能となります [18]。

社会人向けの取組 

社会人向けの訓練や資格認定は、原子力発電運転協会（INPO21）が中心となり実施されてい

ます。INPO は、スリー・マイル・アイランド原子力発電所2号機の事故を受け、1979 年に米

国の原子力産業界が中心となって設立された組織です。1985 年に原子力産業界は、高いレベ

ルの訓練や資格認定を統一的に実施し、原子炉の運転に携わる人員の職業意識を高めること

を目的として、INPO が運営する全米原子力訓練アカデミーの立ち上げを決定しました。 

なお、事業者が実施する訓練プログラムの品質の認定は、INPO からは独立した全米原子

力資格認定会議が実施します。認定は継続的に維持され、トレーニングプログラムごとに 6

年に１回の割合で正式に更新されます。重大な問題が特定された場合は、初期認定を延期し

たり、認定プログラムを経過観察に処したり、場合によっては認定を取り消す可能性があり

ます。また、認定プロセスは NRC から独立していますが、NRC は規制トレーニング要件を満

たすための手段としてこの認定プロセスを認識し確認しています。 

全米原子力訓練アカデミーは、運転、メンテナンスに関する訓練と資格認定のガイドライ

ンを策定しています。このガイドラインは、事業者が訓練プログラムの策定や主要人員の選

任等を行う際の基盤となっており、産業界のニーズの変化や事象の分析等を踏まえて定期

的に改定されています。また、原子力技術の優れた管理、効果的なリーダーシップ、各事業

者のパフォーマンス改善を目的として、多様な訓練コースやセミナーを実施しています。訓

練コースやセミナーには次のようなものがあります。 

 最高経営責任者（CEO22）のためのセミナー

 事業経営層のための原子炉技術コース

 上級原子力責任者のためのセミナー

 上級プラントマネジメントコース

 形成層のための原子炉運転リスクに関するコース

 運転シフトマネージャー、運転の監督者、メンテナンスの監督者等のための専門セミ

ナー

21 Institute of Nuclear Power Operations 
22 Chief Executive Officer 
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 新部門マネージャーのためのセミナー

2006 年に立ち上げられた E ラーニングのシステムでは、プラントへのアクセス、放射線

業務従事者、ヒューマンパフォーマンスや産業安全等、一般的な訓練コース及びサイト固有

の訓練コースを提供しています [19]。 

マサチューセッツ工科大学は、社会人も対象とする「専門家教育」プログラムを実施して

おり、その一つとして原子炉安全に関するコースが開講されています。原子炉安全コースの

受講対象者の要件は、学位を取得し原子力施設に関する技術的な知見を有しており、現在又

は将来、大型炉や SMR 等の原子力施設の設計、建設、運転又は安全規制に従事する者とされ

ています。特に関心を持つ可能性がある対象として、原子力発電事業者、プラントメーカー、

資機材メーカー、NRC や DOE の職員、安全評価に従事する者が挙げられています [20]。 

英国における人材育成の取組 

① 原子力政策方針と人材育成及び基盤維持・強化に関する考え方

原子力政策方針

英国政府は、2008 年に公表した原子力白書において、低炭素電源の確保及び自国のエネ

ルギー安全保障の観点から、原子力発電所の新設を推進する方針を明示しており、この方針

は現在も維持されています。原子力発電所の新設計画を円滑に進めるため、英国政府は、建

設計画認可の円滑化、建設される炉の一般設計評価（GDA23）の推進、新設計画に対する資金

調達支援等の制度整備を進めています。 

放射線利用分野での方針 

放射線利用は、主にラザフォードアップルトン研究所（RAL24）の陽子加速器（ISIS）にお

いて実施されており、科学技術研究や産業利用等に活用されています。同研究所では、英国

内外の研究者向けに物理、化学、物質科学、工学、生物学等の様々な分野での放射線利用環

境を提供しているほか、商業利用も実施されています [21]。 

原子力人材や基盤の維持・強化に係る課題と取組方針 

英国では、国内における原子力発電所の新設が計画されている状況下で、将来の人材不足

や高い専門的知見の喪失が課題として認識されており、官民を挙げた対策が検討されてい

ます。英国政府は、2015 年に発表した原子力技能の維持に関する政策文書において、原子

力業界に従事する人に求められるスキルを 3つの階層に分類しています（図 4）。第 1階層

は、インターシップのような短期的な教育によって身に付けるスキル、他の産業界の転用可

能なスキル、様々なアプローチによる習得が可能であるスキルとされています。一方で、第

23 Generic Design Assessment 
24 Rutherford Appleton Laboratory 
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2、第 3階層のスキルは、産業界が自ら中長期的に育成していく必要があると指摘していま

す。政府は、将来的な原子力業界の成長・拡大を見据え、これら第 2、第 3階層のスキルを

育成するためには、ターゲットとするスキル等を明確にした上で教育コースを導入するな

ど、教育機関と協力した取組が必要になるとの見方を示しています。特に、第 3階層の高度

なスキルは研究機関における研究開発活動を通じて習得できるものであるため、原子力イ

ノベーション・研究諮問委員会（NIRAB25）は、人材育成を行う研究開発活動に対して国が資

金援助を行う必要性を指摘しています [22]。 

図図  44  原原子子力力産産業業界界にに従従事事すするる人人のの 33 階階層層ののススキキルル  

（出典）英国政府「Sustaining Our Nuclear Skills」（2015 年） [22]

具体的な取組として、原子力技能戦略グループ（NSSG26）による、将来必要となる原子力

人材の評価等が挙げられます。NSSG は産業界が主導していますが、研究機関代表を議長と

し、政府、安全規制当局、産業界、サプライチェーン、廃炉組織、さらには国防省や海軍等

の関係機関の代表がメンバーとして参加しています。NSSG は、2019 年に公表した原子力労

働力需給評価（NWA27）において、2030 年頃までに必要となる新規採用者数を予測していま

す。現在計画中の原子炉（合計設備容量 900 万 kW）が 2030 年頃までに運転開始するシナリ

オ 1、その倍となる 1,800 万 kW の原子炉が運転開始するシナリオ 2 の二つのシナリオを設

定しており、2017 年の常勤雇用者約 87,000 人に対し、シナリオ 1 では約 40,000 人、シナ

リオ 2 では約 60,000 人を 2030 年までに新規雇用する必要があると予測しています [23]。 

25 Nuclear Innovation and Research Advisory Board 
26 Nuclear Skills Strategy Group 
27 Nuclear Workforce Assessment 
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図図  55  英英国国でで将将来来必必要要ととななるる原原子子力力人人材材確確保保ののたためめにに必必要要なな新新規規雇雇用用者者数数  

（出典）NSSG「2019 Nuclear Workforce Assessment 2019」（2019 年） [23]

また NWA では、新規雇用する原子力人材の活動別のニーズ構成についても、二つのシナリ

オそれぞれについて予測しています（図 6、図 7）。

これらの活動別ニーズから、核保有国である英国では、国防分野の人材が継続的に必要で

あることに加えて、原子力施設の廃止措置に携わる人材のニーズが大きいことが分かりま

す。また、大規模な原子炉新設を想定するシナリオ 2 の場合、新設に携わる人材ニーズが

2030 年頃にかけて高まると予測されています。 
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図図  66  活活動動別別のの人人材材ニニーーズズ構構成成（（シシナナリリオオ 11））  

（出典）NSSG「Nuclear Workforce Assessment 2019」（2019 年） [23]

図図  77  活活動動別別のの人人材材ニニーーズズ構構成成（（シシナナリリオオ 22））  

（出典）NSSG「Nuclear Workforce Assessment 2019」（2019 年） [23]
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② 人材育成、基盤維持・強化の取組

人材育成や基盤維持・強化の国家予算

大学等の教育機関に対しては英国政府から補助金が支給されており、基本的には国家予

算での教育が実施されています。また、政府は 2016 年、英国の生産性向上に必要な 5つの

成長分野の人材育成を行うため、総額 8,000 万ポンドを投じて国立大学を新設する方針を

掲げました。この方針の下、2018 年 2 月には国家予算により原子力専門大学（NCfN28）が設

立されました。 

なお、政府方針においては、新たな国立大学の設立に対しては、国家予算だけでなく産業

界からの支援も受けることが想定されています [24]。 

大学等高等教育機関における人材育成の実際の取組 

英国では、表 3 に示すように、複数の大学に原子力コースが設置されています。 

表 3 英国の大学に設置されている原子力学コースの例 

大学名 原子力関連学科名 

インペリアル・カレッジ・

ロンドン

 化学・機械工学・材料学科（化学・原子力工学、材料学・

原子力工学、機械・原子力工学）

マンチェスター大学

 物理天文学科（原子力科学技術）

 機械、航空宇宙、土木工学科（原子力エンジニアリン

グ）

シェフィールド大学

 化学・生物エンジニアリング学科（原子力を活用した化

学エンジニアリング、原子力エンジニアリングと材料

科学）

リバプール大学
 物理学科（原子力科学技術）

 エンジニアリング学科

（出典）各大学ウェブサイトに基づき作成

2018 年 2 月に開校した NCfN の南北二つのキャンパスが立地するカンブリア州（ノースハ

ブ）とサマセット州（サウスハブ）は、それぞれ原子力産業との関わりが深い州であり、前

者には再処理プラント等が立地するセラフィールド原子力サイトが、後者には欧州加圧水

型原子炉（EPR29）2 基の新設が計画されるヒンクリーポイント C サイトが存在しています。

NCfN では、これらの原子力サイトに近接した場所で、事業者が現場の知見も生かした教育

支援を行いながら、現場のニーズに即した人材育成が行われています。具体的には、理論だ

けでなく実地研修も組み合わせた教育が提供され、バーチャルリアリティを活用した原

28 National College for Nuclear 
29 European Pressure Reactor 
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子力サイト環境の体験や、最新技術を使ったエンジニアリングワークショップの実施等が

計画されています [25]。 

また、高い専門性を有する人材の育成に関しては、英国工学・物理科学研究会議（EPSRC30）

の資金援助を受けた博士号プログラムが 2019 年 4 月に新設されています。同プログラムは、

安定的・経済的な原子力のエネルギー利用のためのスキル向上を目指した博士号育成（CDT 

GREEN31）と称されており、マンチェスター大学が主導し、イングランド北部の周辺大学が協

力して教育プログラムを提供します。このプログラムには英国内外の 12 の原子力事業者が

パートナーとして参加しており、雇用や人材育成が強化されることが期待されています。ま

た、産業界のパートナーの参加により、国内外の原子力産業動向に沿った教育の実施を目指

しています [26]。 

大学等高等教育研究機関における研究開発施設等の維持・活用に関する実際の取組 

英国政府は、2015 年に発表した原子力技能維持に関する政策文書において、人材ニーズ

を満たすため、更なる施設の共用化や設備投資が必要であると指摘しています [22]。 

これを受け、大学と企業が協力し、大学の敷地内に研究センターを設けて設備を共用する

とともに、学生の教育訓練の場等を提供するなど、産学連携の取組が行われています。例え

ばマンチェスター大学は、原子炉分野の研究等で得られた知見をいち早く実証化すること

を目指し、ロールスロイス社やフランス電力（EDF）等の事業者と協力しています。ロール

スロイス社はマンチェスター大学内に技術センターを設置し、学生や研究者が材料特性や

材料エンジニアリング等に関する研究を行うことを可能にしています [27]。 

また前述の NCfN も、産業界や他の大学と協力して教育コースを提供しています。例えば、

原子力業界に初めて就職・転職する労働者向けにエンジニアリング・建設産業訓練会議

（ECITB32）が認定する資格33に関しては、サウスハブが立地するサマセット州のブリッジウ

ォーター＆トーントン大学と連携した教育コースが提供されています [28]。 

社会人向けの取組 

社会人向けの人材育成の取組は、国立職業技能アカデミー原子力センター（NSAN34）が行

っています。NSAN には民生及び軍事それぞれの産官約 100 機関がメンバーとして参加して

おり、各機関のニーズに沿って、人材・技能育成のためのトレーニング講座等を提供してい

ます [29]。 

30 Engineering and Physical Sciences Research Council 
31 Centre for Doctoral Training in Nuclear Energy, Growing skills for Reliable Economic Energy 
from Nuclear 
32 Engineering Construction Industry Training Board 
33 Gateway Certificate in Nuclear Engineering and Science 
34 National Skills Academy for Nuclear 
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例えば、以下のような講座が設置されています。 

原子炉新設トレーニング講座 

英国政府が承認した原子炉新設プロジェクトに従事する人材を育成するため、EDF エナジ

ー社35、NSAN 等の関係機関が共同開発した三つのオンライン短期コースが開設されています 

[30]。

 基本的な共通事項

 原子力産業の事業環境に関する基本情報

 原子力産業界における基本的な行動

コース修了後には、原子力分野で就業できることを証明する NS4P36修了証書が付与され、

NSAN の NS4P オンラインシステムに受講者のキャリア情報の一部として登録されます。 

フランスにおける人材育成の取組

① 原子力政策方針と人材育成及び基盤維持・強化に関する考え方

原子力政策方針

フランスは、総発電電力量における原子力の比率を、2035年までに現行の70％強から50％

に縮減する方針を掲げています。一方で、2050 年までにカーボンニュートラルを実現する

という目標を掲げており、2035 年以降の低炭素電源確保のため、原子炉の新設オプション

も検討するとしています。政府は 2016 年以降、5 年ごとに、長期的なエネルギー計画であ

る多年度エネルギー計画（PPE37）を策定・改定しており、2020 年 4 月に改定された PPE で

は、EPR を 6 基建設する原子炉新設オプションを 2021 年半ばまでに検討する方針が示され

ています。 

放射線利用の方針 

フランスは、国内あるいは欧州を中心とした国際的な研究や産業利用等のために、放射線

利用を継続的に行っていく方針です。 

放射線利用は、放射線発生装置である研究炉や加速器、その他研究施設において行われて

います。研究炉の利用は、政府との契約に基づき、原子力・代替エネルギー庁（CEA38）が立

案する戦略の下で実施されています。その他研究施設のうち比較的小規模なものの利用に

関しては、国立科学研究センター（CNRS39）が政府と結ぶ複数年契約によって立案される戦

略に基づいて行われます。一方で、加速器等の大規模施設については、フランスの国家研究

35 EDF エナジー社は、ヒンクリーポイント C原子力発電所において EPR を建設中です。 
36 組織が、従業員の能力、トレーニング、資格を評価、検証及び記録できるシステム。 
37 Programmations pluriannuelles de l'énergie 
38 Commissariat à l’énergie atomique et aux énergies alternatives 
39 Centre national de la recherche scientifique 
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開発戦略に基づく研究施設開発ロードマップにおいて、大規模研究インフラ施設（TGIR40）

としての開発方針が規定されており、この開発方針の下で放射線利用が行われています。 

原子力人材や基盤の維持・強化に係る課題と取組方針 

フランスでは、前述のとおり、原子力発電比率を減らしながらも、将来的な原子炉新設の

可能性も検討されているため、原子力人材の維持が必要となります。フランスでは、毎年約

1,400 人（高校卒レベル技術者：100 人、上級技術者免状取得者：50 人、学士：230 人、修

士：800 人、博士：200 人）が教育課程を卒業して原子力業界に就職しています。これらの

学生の大半は、教育機関における座学だけでなく、インターンシップを通じた現場での職業

教育を受けています。また、一部の企業では、就職後に企業内研修や生涯教育を実施してお

り、原子力分野の従業員は平均して 16 日/年の訓練を受けています [31]。 

フランス政府は 2019 年 1 月に、産業界の代表組織である原子力産業戦略委員会（CSFN41）

との間で、2019年から2022年までの戦略契約に調印しました。その第一の取組分野として、

雇用、コンピテンス、人材育成が挙げられており、以下のような方針が示されています。 

 国と産業界が協力し、2019 年中に、地域において工場訪問やフォーラムを実施する。 

 政府は、若者が原子力に関する教育分野に関心を持つようなアピール活動を行う。

 産業界は、原子力分野での職業訓練契約を結べるようにする。

フランスでは、原子力関連の業務を 16 分野（プロジェクトマネジメント、放射線防護、

安全と中性子工学等）に分類し、更に職務・ポジションを 3つ（労働者、技術者、エンジニ

ア）に分類しています。これら 16 業務分野と 3つの職務・ポジション分類の組合せにより、

現在及び将来にわたり必要とされるスキル、更にそのようなスキルを身に付けた人材を育

成するために必要な資格や教育プログラムが明らかになるとしています。 

② 人材育成、基盤維持・強化の取組

人材育成や基盤維持・強化の国家予算

フランスでは、人材育成や基盤維持・強化のため、関係する政府機関等の予算が拠出され

ています。例えば CEA に関しては、主な国家予算としてフランス予算プログラム 172「分野

横断的な科学技術研究開発」と予算プログラム 190「エネルギー、開発、持続可能なモビリ

ティ分野」から拠出されており、2019 年の予算額は、前者が 6.9 億ユーロ [32]、後者が 4.6

億ユーロです [33]。

なお、後述する国際原子力学院（I2EN42）に対しては、予算プログラム 190 に基づく CEA

予算から年間 15 万ユーロが配賦されています [34]。 

40 Très Grande Infrastructure de Recherche 
41 Comité de pilotage stratégique de la filière nucléaire 
42 Institut international de l'énergie nucléaire 
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 原子力業界への就職を希望する初心者向けの準備プログラム

 原子力分野の保守・ロジスティクス分野の技術者養成プログラム

 原子力サイト専門の保守技術者養成プログラム

 原子力の保守分野の管理職養成プログラム

大学等高等教育機関における人材育成の実際の取組 

フランスでは、複数の大学や研究機関において原子力分野の教育が実施されており、教育

は原子力新規導入検討国に対する輸出コンテンツの一つとしても位置付けられています。 

政府は 2012 年に、国内外に開かれた教育プログラムを提供する目的で I2EN を設立して

おり、パリのエコールポリテクニク等のようにフランス国内の様々な教育機関で実施され

ている教育プログラムの情報を集約し、学生等に提供するワンストップ窓口となっていま

す。専門の研究所、大学院、大学、高校が提供するプログラムがあり、これらのプログラム

には、インターンシップの受入れや実験施設の提供等によりフランスの原子力事業者が参

画しています（図 8）。 

図図  88  II22EENN のの概概念念図図  

（出典）I2EN「Partners and Associate Members」 [35]

専門研究所である地方ポリテクニク研究所（IRUP43）の原子力教育訓練センターでは、建

設プロジェクトサイトにおけるマネジメント、機械工学、計装制御、非破壊検査等、幅広い

分野において、以下のような教育プログラムを提供しています [31]。 

43 Institut Régional universitaire polytechnique 
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 原子力の運転分野の管理職養成プログラム

 原子力施設エンジニアリング修士号プログラム [36]

また、国立先端技術学校（ENSTA ParisTech）では、複雑なプロジェクトの設計、遂行、

管理を行うためのエンジニアリング教育を提供するとともに、語学や人文科学、法律、コミ

ュニケーション、経済学、会計学、経営学等、ビジネスで必要となる広範な教育を実施して

います。ENSTA ParisTech では、原子力分野で以下のような修士号の取得が可能です。 

 エンジニアリング：

エネルギー・環境、輸送、システムエンジニアリングの 3つの専攻があり、このうち

エネルギー・環境専攻に原子力が含まれる。原子力分野の講義は、原子炉物理や解析

の専門家を養成するのではなく、原子力発電所のオペレーションを詳細かつ適切に理

解できる人材育成を目的としており、政策、経済、エネルギー市場戦略等も講義対象

となっている。また、学生が EDF やオラノ社等の事業者や CEA 等の研究機関と直接コ

ミュニケーションを取る機会もある。この修士号を獲得することにより、原子力業界

への就職が容易になるとされている。 

 原子力科学：

原子力プラント設計専攻では、原子力施設の設計建設に関して、安全確保、運転、構

造、インフラ、システム機器等についての広範な知見を得ることを目的としている。 

パリのエコールポリテクニクでは、エンジニアリング分野の教育プログラムを提供して

おり、ポリテクニク技師44、修士号、博士号の取得が可能です。技師の取得プログラムは 4

年間かけて実施され、基礎科学、エンジニアリング科学、経済学、社会科学等、分野横断的

な科学的バックグラウンドの習得が可能です。4年間のうち前半 2年間は物理学、化学、生

物学、機械学、経済学、コンピューターサイエンスに関する一般的・総合的な教育が実施さ

れます。3年次で学生は専攻を選択し、後半 2年間で専門教育が実施されます。選択できる

専攻として、例えば「21 世紀のエネルギー」があり、この専攻では応用数学、物質科学、機

械工学、物理学、経済学、熱水力学、原子炉物理学、核燃料サイクル等の様々な講義を通じ

て、エネルギー・環境問題に関して総合的な視点で学ぶことができます。また、3年次の後

半 4か月から 6か月は、研究機関や企業におけるフルタイムのインターンシップに参加し、

その後 4年次では原子力工学分野の専門性を高めていきます。 

なお、エコールポリテクニクの特徴は、多様な国際プログラムが用意されていることで、

全学生の 30％に当たる 850 人の外国人学生が所属しています [31]。 

大学等高等教育研究機関における研究開発施設等の維持・活用に関する実際の取組 

フランス国内では、CEA や大学等において 30 基以上の研究炉が運転されてきました。こ

44 Ingénieur Polytechnicien 

27特集　原子力分野を担う人材の育成

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



のうち、CEA のサクレー研究所の ISIS 炉やカダラッシュ研究所の MINERVE 炉等は教育訓練

にも活用されてきましたが、1950 年代に建設されたこれらの炉は、2020 年 2 月時点で閉鎖

され廃止措置に移行しており、フランス国内で運転中の研究炉は 3 基のみとなっています 

[37]。

一方で CEA は、フランス南部のカダラッシュに研究炉ジュール・ホロヴィッツ（RJH45）を

建設中です。RJH では、原子炉機器等の材料や燃料の照射試験が実施できるだけでなく、医

療用の放射性同位体（RI）の製造も可能であり、多目的利用が想定されています。また、フ

ランス国内向けの利用にとどまらず、CEA と協定を結んだ世界各国のパートナーも利用可能

となっており、我が国の原子力機構やインド原子力庁（DAE46）も既に CEA と協定を締結し

ています。 

なお、前述の ENSTA ParisTech やエコールポリテクニクはパリ南部のサクレーに立地し

ており、両校及び原子力分野以外の 3つの専門高等教育機関がパリポリテクニク研究院47と

して統合されました [38]。これらの教育機関が国際的に見ても高いレベルの教育を提供で

きるよう、新たな協力取組を締結しました。また、サクレーには CEA の研究所48が立地して

おり、統合された新たな教育機関は CEA とも協力していく方針です [39]。 

社会人向けの取組 

フランスでは、1956 年に CEA 傘下に国立原子力科学技術研究所（INSTN49）がパリ近傍の

サクレーサイトに設立され、原子力利用を進めるためのエンジニア、研究者及び技術者の育

成を行っています。また、INSTN はサクレーサイト以外に地方にも教育拠点を持っており、

地域の人材育成にも貢献しています。 

INSTN の社会人向け教育では、教育を受ける人のバックグラウンドに応じて様々なプログ

ラムが用意されており、初めて原子力分野に就職する人向けには、必要最低限の知識の取得

を目指すプログラム、既に原子力業界で働いている人向けには、新技術に関する知見の取得

やスキルアップを目指すプログラムを提供しています。 

社会人向け教育プログラムでは、放射能と環境、放射線防護、軽水炉、研究炉、高速炉、

燃料サイクル、材料学、原子力施設の操業・保守、廃止措置と放射性廃棄物管理等、原子力

に関する広範な分野・内容が対象になっています。例えば軽水炉分野では、原子力分野の科

学的・技術的な背景を持つ技術者やエンジニア向けに「原子炉基礎技術」というプログラム

が提供されています。同プログラムは、原子力安全原則と実務について理解を深めることを

45 Réacteur Jules Horowitz 
46 Department of Atomic Energy 
47 Institut Polytechnique de Paris 
48 CEAのサクレー研究所では、研究炉は閉鎖されていますが、材料試験設備 LECIや照射施設 POSEIDONが

運転中です。 
49 Institut National des Sciences and Techniques Nucléaires 
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目的としており、座学、実務、研究炉、シミュレータ等を活用した教育が行われます。また、

様々な炉型の原子炉開発の変遷についての学習のほか、研究炉の特性について理解するた

めの現場での研修も実施されます。この教育プログラムは、CEA と放射線防護・原子力安全

研究所（IRSN50）によって実施されます [40]。 

さらに、INSTN はこれらの教育プログラムのほか、IAEA が推奨する体系的な訓練アプロー

チ（SAT51） に基づくオーダーメイドの企業内研修も実施しています。

中国における人材育成の取組 

① 原子力政策方針と人材育成及び基盤維持・強化に関する考え方

50 Institut de radioprotection et de sûreté nucléaire 
51 Systematic Approach to Training 

原子力政策方針

中国における原子力の民生利用は、 商用炉の初号機商業運転が 1994年に開始されており、

他の主要国に比べて遅れたものの、一貫して積極的に原子力発電利用を推進する政策を堅

持しています。また、熱中性子炉から高速炉を経て核融合炉の利用に至るという、3ステッ

プの原子力開発路線を進めています [41]。 

中国では、5年ごとに「五か年計画」を策定してエネルギー政策を推進しており、2020年

 は第 13次五か年計画期間（2016  年から 2020年）の最終年です。 第 13次計画では、原子力

発電について、沿海部のプラントを中心として積極的に建設を進めていくとされていまし

た [42]。現在、2021  年から 2025  年を対象とした第 14次五か年計画の策定に向けた検討が

進められており、 第 14次計画においても積極的な原子力推進政策が堅持されることが見込

まれます。 

中国では、2020  年 3  月時点で 47基の原子炉が運転中、12基が建設中です [43]。運転中・

建設中のプラント基数は米国、 フランスに次いで世界第 3位であり、原子力推進政策を堅持

していることも踏まえ、今後も積極的な原子力人材の育成が必要になると考えられます。 

放射線利用分野での方針 

中国には、2018年末時点で、RIや照射装置の製造、販売及び使用に従事している組織は

7  万 3,000  以上あります。全国で 14万以上の放射線源、18万台以上の照射装置が利用され

 ています。2018  年 7 月には、甘粛省にある国内初の重イオン加速器を用いた治療装置の使

用許可証が発給されるなど、様々な分野で放射線が利用されています [44]。 

 中国では、原子力発電所を活用した放射線源の製造も行われています。2017  年 4 月に、

カナダ型重水炉(CANDU 炉)である秦山第三原子力発電所を利用して、コバルト 60 線源の製

造が開始されました [45]。これは、同原子力発電所の運転事業者が、RIの製造会社等と協

力して進めているものです。2020 年 2 月には、完成した線源がタイに向けて出荷されてい

ます [46]。 
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放射線利用の方針について定めた政策文書は特に策定されていませんが、2013 年に策定

された「国家重大科学技術インフラ建設中長期計画（2012 年から 2030 年）」において、材

料科学及び粒子物理・核物理科学の分野で、以下の施設の建設やそれらを用いた研究を行う

ことが示されています [47]。 

 シンクロトロン光源

 軟・硬 X線自由電子レーザー試験装置

 高エネルギー光子源試験装置（HEPS-TF52）

 高性能重イオン束研究装置

 強流放射性束実験施設

 強流量子直線加速器

原子力人材や基盤の維持・強化に係る課題と取組方針 

中国では、原子力発電の急拡大に伴い、特に発電所の運転や安全規制の面における人材育

成の強化が課題として認識されています。

原子力発電所の運転に従事する人材の育成

原子力発電の発展による人材需要を満たすため、政府の主導により人材教育や育成の計

画を定め、国、企業、高等教育機関、研究所において取組を進めています。2016 年に作成さ

れた「原子力の安全に関する条約」の第７回国別報告書では、人材強化の取組として以下の

5点が挙げられています [48]。 

 人材育成の体制整備：

政府の支援、大学と企業の協力等により、大学に原子力発電に関連する専攻を設置す

る。高等教育機関における、原子力を専門とする人材の募集定員を増やす。大学での

基礎教育や専門教育、現場業務に従事する前の企業での訓練を有機的に結合させる。 

 人材育成や求人ルートの拡大：

高等教育機関の定員増員、中途採用、国内外の専門家の採用等により、人材ニーズを

満たす。プラントの設計、エンジニアリング、運転等、業務ごとに異なる人材ニーズ

の特性に対応して、様々な育成方法を構築する。

 高レベル人材に対するニーズへの対応の重点化：

新しいプロジェクトの立ち上げ前に、事前に人材を選抜し、様々な高レベル人材を育

成する。原子力発電分野における教育や人材交流における協力を拡大し、管理や技術

において国際的な視野を備えた基幹的な人材を育成する。

 原子力発電に対して専門的なサポートを提供する体制の構築：

原子力発電に関する専門家委員会や、専門的なテーマを扱う技術検討チーム等を立ち

52 High Energy Photon Source-Test Facility 
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上げ、国内外から、また業界の内外から広範に人材関連情報を集めて人材情報データ

ベースを構築し、原子力発電人材共同プラットフォームを構築する。技術支援機関

（TSO53）の人材や技術的なリソースを、安全規制機関、産業界、原子力発電事業者の

重要な意思決定のための諮問組織として利用する。 

 人材交流の展開：

原子力発電所の部門間、原子力発電グループ企業が所有する原子力発電所間や原子力

発電グループ企業幹部人材の人事交流を実施し、人材の移動を促進することにより、

マネジメント経験の蓄積や交換を図る。

安全規制に従事する人材の育成 

原子力安全規制機関である国家核安全局は、安全規制業務に携わる人材の訓練に力を入

れています。そのため、「原子力・放射線安全監督検査人員の訓練業務計画」を策定し、人

材教育の体系や制度の整備を進めています。プラントシミュレータや非破壊検査を用いた

専門的な訓練が行われているほか、若手職員の地方監督機関への派遣、海外派遣等も行われ

ています [48]。 

② 人材育成、基盤維持・強化の取組

大学等高等教育機関における人材育成の実際の取組

北京の清華大学は、中国における原子力工学のトップクラスの大学の一つです。清華大学

では、工程物理系という学科で原子力教育が実施されています。工程物理系には、学部生約

600 名、大学院生約 800 名、教職員 109 名が所属しており、加速器を用いた教育や研究も実

施されています [49]。 

清華大学に属する開発機関である原子力・新エネルギー技術研究院（INET54）は、電気事

業者と協力して高温ガス炉の建設を進めるなど、中国の原子力開発の一翼を担っています。

また INET は、1982 年から 2016 年の約 35 年間で、博士課程 733 名、修士課程 1,644 名の合

計 2,377 名の大学院生を受け入れています。同研究院の核科学・技術専攻には、原子力科

学・エンジニアリング、燃料サイクル・材料、核技術・応用、放射線・環境防護の 4つの専

門コースが設置されており、原子力科学・エンジニアリングコースでは高温炉の研究を行う

研究室等が設置されています [50]。 

INET の原子炉構造研究室では、海外の教育機関との交流を活発に行っています。ここ 10

年間で、同研究室の 12 名の学生が短期留学生として海外で学んでいます。また、海外の大

学と協力して教育を行う修士課程と博士課程の大学院生が 1 名ずついます。こうした交流

を通じて、研究室では国際的な学術の動向を理解し、最新の科学技術に関する情報を入手し

ています [51]。 

53 Technical Support Organization 
54 Institute of Nuclear and New Energy Technology 
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大学等高等教育研究機関における研究開発施設等の維持・活用に関する実際の取組 

2018 年末時点で、中国には 19 基の民生用研究炉や臨界装置があり、このうち 9基が運転

中、1基が停止中、4基が長期運転停止中、5基はまだ運転を開始していません。19 基のう

ち 9 基を中国核工業集団公司(CNNC55)グループの研究機関である中国原子能科学研究院

（CIAE56）が、5基を同じく CNNC グループの中国核動力研究設計院が運営しており、1基は

医療技術を研究している企業が有しています。また、3基を清華大学が、1基を深圳大学が

運営しています [44]。 

これらの研究炉は、様々な形で活用が図られています。例えば、CIAE の北京にあるプー

ル型炉を用いて、2017 年 11 月に冬季間の熱供給の実証試験が行われています [52]。また、

多方面での利用に開かれた炉として、CIAE の「中国先進研究炉」（CARR57）があります。CARR

は熱出力 6 万 kW のプール型炉で、2010 年に初臨界を実現しています。CARR は多用途の科

学プラットフォームと位置付けられており、人材育成等の目的での活用も視野に入れられ

ています [53]。

社会人向けの取組 

中国において原子力発電事業を実施している 3 グループ（CNNC グループ、中国広核集団

（CGN58）グループ、国家電力投資集団公司（SPIC59）グループ）のうち、CGN グループの原

子力発電所の人材育成について、特色等を整理します [54]。 

中国広核電力股份有限公司の人的資源の概要 

CGN グループの中で原子力発電事業を実施している中国広核電力股份有限公司（中広核電

力）には、事務職員と技術職員合わせて 1万 9,000 人近い従業員がいます。図 9 は中広核

電力の従業員の年齢構成を示しています。2018 年時点で、35 歳以下の従業員が約 3 分の 2

を占めており、若い職員の多い会社であるということができます。 

55 China National Nuclear Corporation 
56 China Institute of Atomic Energy 
57 China Advanced Research Reactor 
58 China General Nuclear Power Group 
59 State Power Investment Corporation 
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図 9 中広核電力の従業員の年齢構成 

（出典）中国広核電力股份有限公 司「2018  年度報告」（2019 年） [54]

 2018  年に中広核電力は  316  名を採用しており、そのうち新卒採用は  263 名、中途採用は

 53 名です。なお、原子力分野の人材供給は多くないことから、採用活動においてはキャン

パスにおけるリクルーティングが主となっています。 

人材育成のシステム 

中広核電力は中国国内の多くの高等教育機関と人材育成に関する協力協定を締結してお

り、一部の職員は大学在学中に既に原子力発電に関連する専門的な課程を受講しています。 

また社内に、原子力発電所の運転、エンジニアリング、科学技術及びマネジメントを学習

するための組織が設置されています。このようにして、「訓練・教育－試験－権限の付与－

職場への配置」というフローで、職員全員を育成するシステムが整備されています。 

人材育成ためのリソース 

中国の原子力発電の特徴の一つとして、国産炉や米国、フランス、ロシア、カナダのプラ

ント等、プラントの種類が多いことが挙げられます。表 4に示すとおり、中国では、同じ

発電所内で異なる炉型のプラントが運転しているケースもあり、中広核電力は様々な用途

のシミュレータを設置して、運転員の能力を向上させています。 

33特集　原子力分野を担う人材の育成

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



表表  44  中中広広核核電電力力がが設設置置ししてていいるるシシミミュュレレーータタ  

発電所名 
（プラントの炉型） 

フルスケー
ルのシミュ
レータ

プラントの
原理に関す
るシミュレ
ータ 

プラントの
機能に関す
るシミュレ
ータ 

事故分析の
ためのシミ
ュレータ 

シビアアク
シデントの
分析のため
のシミュレ
ータ

大亜湾 
（M310） 

4 2 2 1 1 

陽江 
（CPR-1000、
CPR-1000+、
ACPR1000） 

3 0 0 0 0 

台山 
（EPR） 

1 0 0 1 0 

防城港 
（CPR-1000、華

龍 1号） 
1 1 0 0 0 

寧徳 
（CPR-1000） 

2 0 1 0 0 

紅沿河 
（CPR-1000） 

2 0 0 1 0 

（出典）中国広核電力股份有限公 司「2018  年度報告」（2019 年） [54]
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＜参考：脱原発に係るドイツの取組＞ 

2022 年までの脱原発完了が決定しているドイツですが、原子力発電から撤退する場合で

あっても、原子力発電所が運転を終了するまで、最新の科学技術水準に照らして継続的に安

全性の維持向上を図る必要があるのはもちろんのこと、運転終了後には廃止措置、放射性廃

棄物の管理・処分等の活動が長期間続きます。さらに、自国の脱原発後も世界各国で原発利

用が続いていく中、自国の原子力安全と原子力分野における国際的な影響力を維持するた

めには、周辺国や世界における原子力安全の維持向上について、最新の技術水準に基づいて

専門的な見地から評価し、見解、主張を示す能力が不可欠であると認識されています。 

このような観点からドイツ政府は、1998 年に脱原発政策を掲げた直後の 1999 年に政府委

員会を設置し、原子炉の安全研究と放射性廃棄物処分研究において今後注力する優先分野

を特定するとともに、そのために必要な人材・知見維持の在り方を検討する取組を開始しま

した。 

同委員会は、2000 年に最終報告書を政府に提出し、原子力技術に関する知見や人材に関

する情報を集積して国内での協力・調整を図る「コンピテンス・プール60」を設置する方針

を示しました。これを受けて同年内に、原子力関連研究を行う複数の公立研究所を中心に、

原子力技術に関する情報共有の場として「原子力技術コンピテンス同盟」が設立されました。 

この組織は、脱原発政策に伴い原子力分野への政府投資の縮小が見込まれる中、リソース

の重複を避け、効率的に必要な研究を進めていくため、全国規模で取り組むべき研究内容の

調整や、学術・実務分野で必要となる人員の検討等を行っています。 

コンピテンス同盟では、ドイツ国内を地域別に 5つの「コンピテンスセンター」に分け、

それぞれに地域内の研究施設や大学等の取りまとめ役となる研究機関を指定しています。

また、連邦機関である連邦教育研究省と連邦経済エネルギー省も常時オブザーバとして参

加しています。さらに、コンピテンスセンターには、各地に所在する原子力発電事業者やメ

ーカー等の関連企業が参画し、産学連携の受皿となっています。これら原子力事業者は、教

育・研究機関における寄附講座の提供、研究者への資金支援や共同研究、学生への奨学金や

インターンシップ機会の提供等、幅広い協力を行っています。

60 The Competence Pool 
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一方で、諸外国の大学の取組における良好事例として、以下の項目が挙げられます [3]。 

 学部から修士までの一貫教育の実施や連携強化、学部生の原子力分野への関心の喚起

 原子力分野の教員と放射線分野の教員との教育面における連携強化

 教育認証による教育改善

 競争的資金等を活用した実験設備の更新・充実

 学生教育への教員の積極的な関与

 単位取得認定の厳格運用と、科目履修順序の指定、各講義間でのシラバスの整合性等

 博士号取得の資格試験（Qualifying Exam）の厳格運用

 学生の授業評価の厳格運用と教員評価への反映

 認定機関の活用による教育評価と改善

 優秀教員のリクルート方策

 透明なテニュア獲得の基準と若手教員育成、昇進のための定期的な審査

 国際的プレゼンスの向上活動、海外の優秀大学院生の獲得

 原子力分野の学問的奥行きや魅力を高校生等に伝えるコンテンツの作成

 教員の負担が少ない簡素な事務手続き、外部資金への応募をサポートする大学の事務

システム

これらを踏まえると、我が国の原子力関係の大学教育の課題として、以下のような項目が

挙げられます。大学等関係者には、これらの課題を踏まえつつ、教育の質の向上に向けて、

様々な取組を進めていくことが求められます。 

4 まとめ 

我が国における今後の大学教育と原子力人材育成 

原子力委員会では「原子力利用に関する基本的考え方」（ 2017  年 7 月原子力委員会決定、政

府として尊重する旨閣議決定） [55]において、「大学における原子力分野の教育が希薄化して

いるため、原子力分野の基幹科目を充実させるとともに、学んだ知識について基礎実習や実験

等を通して体系的に習得し実践的能力を付けさせるなど、基礎力をしっかりと育てることも重

要である」としています。また、「原子力分野における人材育成について（見解）」（2018年 2月

原子力委員会決定） [56]では、高等教育段階における人材育成について、優秀な人材の獲得の

必要性とともに、「基礎を体得した人材を育成することは大学教育の重要な役割である」、「大学

教育はアウトプットとしての学生の質に重点をおいた教育を目指す必要がある」、「実験の実施

については大学の研究設備の老朽化が進んでおり、抜本的な対策が必要である」、「学生は演習

や実験、更には卒業論文や修士論文、博士論文の作成によって学んだ知識を体得する」と述べ

ています。これらを踏まえ、我が国の原子力関係学科・専攻等においては、人材育成の取組強

化に向けた努力が行われていますが、更なる改善と支援が必要であると考えられます。 

原子力委員会が国内外の様々な大学の教員にヒアリングを行った結果、我が国の大学に

おける原子力教育に関しての良好事例として以下の項目が挙げられます。 
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 教育の質の向上（教員と社会の意識転換の必要性）

 原子力関係の研究・教育の国際的なプレゼンスの向上

 教員数の削減が進む中での原子力教育の維持、若手教員の確保

 実験実習設備（核燃料・RI 施設等）の老朽化による維持困難性の増大への対応、技術

職員の定員削減対策

 学外の実験施設の停止・廃止に伴う教育研究機会の喪失

 学部の大くくり化による原子力系の科目の教育・実験等の希薄化

 学生間における原子力分野に対する人気の低下

 企業による短期セミナーやインターンシップの増加等による学生の研究時間の減少

 外部資金の支援を受けた教育プログラムの継続性

  ① 原子力教育の改善に向けた取組

  米国やカナダの大学では、教育改善の仕組みとして  ABET    と C  E AB があり、学科の教育内

容について、7年ごとに外部組織による評価を受けます。この仕組みが教育改善に一役買っ

ていることから、我が国においても、外部組織の評価を受けることが大学における原子力教

育の自主的な改善に役立つと考えられます。 米国の ABETの評価基準は、「何を教えるか」か

ら「どのような人材を育てるか」に変更され注目を集めており、我が国においても、このよ

うな着眼点を参考にしていくことが必要です。文部科学白書においても、「大学教育の質保

証の仕組みの更なる向上に取り組んでいく必要がある」とされています [57]。 

また、米国の大学は、事務手続が簡素であるだけでなく、教員と事務・サポートスタッフ

との役割分担と責任がはっきりしており、外部資金への応募をサポートする体制も整って

います。 

我が国の原子力関係の大学において、教員、学科・専攻等、更には大学レベルで教育の

改善を進めることが期待されます。改善の取組を進めるに当たっては、オンライン教育の活

用による学習や双方向コミュニケーションの改善を、良好事例として参考にすることが望

まれます。 

  ② 原子力関係の研究・教育の国際的なプレゼンスの向上

大学は、世界から優秀な人材を集める機能を発揮するポテンシャルを持つという意味で、

他の組織には見られない重要な役割があり、この役割を強化するためには、大学の国際的な

プレセンスを向上することが求められます。例えば、米国の大学が持つ競争力の高さが多様

な国際人材を確保することによって支えられているように、先進国の大学は、世界から優秀

な人材を集めるため様々な取組を行っています。 

世界各国の優秀な学生の中には、学部教育を母国で受けた後、国費の奨学金を得て海外の

大学院に留学するケースが見られます。大学院にこのような優秀な留学生を集めるために

は、大学の国際的なプレゼンスのみならず、研究における教員及び研究室の国際的プレゼン

スも高める必要があります。そのため原子力分野においても、例えば、論文の被引用件数、
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海外からの優秀な大学院生や博士研究員の獲得実績、研究の実用化・国際化実績、教育のグ

ローバルスタンダードへの適合等を高めることにより、国際プレゼンスを向上させ優秀な

学生を呼び込むことが求められます。文部科学白書においても「社会や経済のグローバル化

が進展する我が国においては、優秀な外国人留学生を獲得し我が国の成長に生かすことや、

個々の能力を高めグローバル化した社会で活躍する人材を育成することが喫緊の課 題とな

っている」と述べられています [57]。 

広く海外からの留学生が集まることにより、その大学の質が更に高まるという好循環が

生まれることも期待されます。また、大学教育の一環として、国内に加え国外の機関とのイ

ンターンシップ制度を整備することは、質の高い学生が集まるだけでなく、卒業後の進路選

択の多様化にもつながります。我が国は欧米諸国の大学に比べて、周辺諸国との間に物理

的・文化的距離があり、連携を阻んでいると考えられがちです。しかし、ミラノ工科大学の

アジア諸国との連携、フランスにおける原子力機器の輸出先国の学生を想定した教育のよ

うに、既存の物理的・文化的枠組みにとらわれない、柔軟かつ戦略的な取組事例も見られま

す。我が国の大学でも、アジアの国に拠点を置く例が見られるなど、新たな取組も始められ

ています。諸外国との連携を進めるに当たっては、大学教育の先にある産業界の海外展開等

を見据えることや、連携により国内の学生の関心を集め、ひいては大学教育の質自体の向上

につながることが期待されます。 

 ③ 大学における原子力教育の維持

 我が国では 1990年代以降、旧帝国大学を皮切りに、大学の教育組織を、従来の学部を基

礎とした組織から大学院を中心とした組織に変更する大学院重点化が行われました。大学

院重点化を受け、学部教育の大くくり化が進行するとともに、大学院の専攻名を「原子力」

から「量子」に変更した例もありました。これらの理由により、多くの大学で、学部教育に

おける原子力関係科目数が減少し、全体として原子力教育の希薄化が生じたとも考えられ

ています。一方で、産業界からは、原子力分野固有の科目である原子炉物理学の教育を維持

し、その基礎を習得した学生を輩出することを、原子力関係の専攻を有する大学に期待する

声が上がっています。原子力分野は他の工学系の学科・専攻よりも歴史が浅く、規模も比較

的小さいため、原子力教育の維持において、国内大学も苦労と工夫を重ねています。良好事

例として紹介した、学部から修士までの一貫した原子力教育、原子力分野と放射線分野の教

員の教育面での一体化等に成功している大学もあります。 

また、原子力教育を維持するためには、実験施設の整備も不可欠です。米国では、DOEの

 NEUP によって、大学の実験設備の更新が支援されています。一方、我が国では、実験設備

の劣化が進んでいます。外部資金によって実験設備の更新が行われた例もありますが、研究

炉等の学外の実験施設の停止・廃止に伴う教育研究機会の喪失も生じており、対策が求めら

れています。なお、文部科学省では試験研究炉のニーズ調査が行われています。 

また、カナダでは、マクマスター大学の原子力教育において、研究機関や産業界からなる

UNENE による研究支援が行われており、優秀な研究成果を上げる教員に豊富な研究資金が
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提供されます。また、マクマスター大学を含む複数の大学が計画を進めている小型炉の研究

開発には、産業界、NSERC 及び連邦資源省が共同で参加しています。産業界と連携した具体

的な国家プロジェクトの存在は、原子力工学分野への進学や、卒業後の進路として原子力業

界を選択するインセンティブとなっています。 

④ 大学外での人材育成

大学における原子力教育は、基礎的理論や知識の習得を目的としており、原子力人材の育

成基盤が大学教育にあることは言うまでもありません。一方で、大学外での人材育成は、大

学では経験できない事象や応用問題に対応するための経験や知識を身に付けるために役立

ちます。特に、単なる座学で終わらず、学生が自ら考え手を動かすことによって、知識や経

験を得られる点が重要です。在学中のインターンシップのみならず、実務と関連して経験を

積める機会が多く提供されることが望まれます。 

米国の場合、一般的に大学を卒業した学生は即戦力として雇用されます。インターンシッ

プにおける実働、第一線の専門家によるセミナーにおける最先端の教育等は、就職先の業務

に必要な基礎知識等の習得につながるため、受け入れ企業との関係においても必然である

と考えられます。米国の大学は全般的に、教育機関としてのみならず、企業との連携による

キャリア育成機関としてもよく機能しています。

就職後の人材育成は、企業や研究開発機関の責任において行われます。原子力委員会では、

「原子力分野における人材育成について（見解）」において、適性を見極めた仕事の割当て

等について述べています。 

⑤ 原子力分野の魅力の発信

原子核科学は多数のノーベル賞受賞者を輩出してきた先端分野であり、今後も基礎と応

用の両分野において、様々な発展が期待されます。また、放射線・加速器利用においても同

様であり、原子力エネルギーと同程度の経済規模があります。 

原子力発電に対する国民の受け止め方や原子力分野の学生人気は、社会情勢等様々な要

因により変動しうるものです。一方で、原子力は社会の基盤を構成するエネルギー分野の一

つであり、原子力発電は計画から廃止措置や放射性廃棄物処分まで長期にわたる息の長い

分野です。また、放射線利用についても、暮らしの身近にあるものから、工業製品の製造、

医療、農業、社会インフラとして重要な構築物の健全性維持・診断等、幅広い分野で利用さ

れ、社会を支える技術となっています。 

学生、特に、原子力以外の工学系の学生の間で、原子力分野に対する人気が低下していま

す。原子力分野の学問的奥行きや魅力を高校生等に伝えるコンテンツを作成し、入学者数を

大幅に増やしたという米国の事例等も参考に、我が国の教育機関においても原子力の必要

性や魅力を発信する活動の強化が求められています。 
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  国と産業界が協力し、2019 年中に、地域において工場訪問やフォーラムを実施する。 

 政府は、若者が原子力に関する教育分野に関心を持つようなアピール活動を行う。

 産業界は、原子力分野での職業訓練契約を結べるようにする。

各国における原子力人材育成 

① 原子力人材育成の方針

米国では、一貫して原子力人材や基盤の維持・強化の必要性が認識されており、それが法

律や DOE によるプログラムに反映されてきています。2007 年に制定された米国競争力法で

は、高等教育機関における原子力人材確保のためのプログラムが規定されています。その目

的として、高等教育機関における原子力科学教育のために活用できる人員やリソースの減

少問題に対応し、米国の経済競争力やエネルギーセキュリティにおいて戦略的重要性を有

する原子力関連の学位取得者数を増加させることが、明確に示されています。 

英国では、国内における原子力発電所の新設計画実現に向け、将来の人材不足や高い専門

的知見の喪失が課題として認識されており、官民を挙げた対策が検討されています。2015 年

に公表された原子力技能の維持に関する政策文書は、英国政府としての取組を示す一例で

す。同文書では、3階層に分類した原子力技術のそれぞれについて、具体的な取組にも言及

しています。 

フランス政府は、2019 年 1 月に、産業界の代表組織である CSFN との間で、雇用、コンピ

テンス、人材育成の取組を含む戦略契約に調印し、以下のような取組方針を明確にしていま

す。 

② 国際的なプレゼンスの向上

英国では、高い専門性を有した人材育成に関しては、EPSRC の資金援助を受けた博士号プ

ログラムが 2019 年 4 月に新設されています。このプログラムには国内外の 12 の原子力事

業者がパートナーとして参加しており、雇用や人材育成が強化されることが期待されてい

ます。また、産業界のパートナーの参加により、国内外の原子力産業動向に沿った教育の実

施を目指しています。 

フランスでは、教育は原子力新規導入検討国に対する輸出コンテンツの一つとしても位

置付けられており、国際的なスケールで活躍する人材の育成も目指しています。政府は 2012

年に、国内外に開かれた教育プログラムを提供する目的で I2EN を設立しています。 

③ 産業界と大学等との連携

米国では、DOE が原子力人材の育成のために 2009 年から実施している NEUP を挙げること

ができます。NEUP の目的は、大学の原子力分野における傑出した、最先端で革新的な研究

を支援することとされています。その取組の一つとして、DOE 原子力エネルギー局が定める

研究開発目的を達成するために必要な、大学、国立研究所及び産業界の研究開発の統合を支

援するための資金援助等が実施されています。 

英国政府は、人材ニーズを満たすため、更なる施設の共用化や設備投資が必要であると指

40 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



摘しています。この政府方針に基づき、大学と企業が協力し、大学内に研究センターを設け

て設備を共用するとともに、学生の教育訓練の場を提供するなど、産学連携の取組が行われ

ています。また、原子力専門大学（NCfN）は、原子力サイトに近接して設立され、事業者が

現場の知見も生かした教育支援を行い、現場のニーズに即した人材育成が行われています。 

フランスの高等教育機関においては、早期の段階では原子力の専門性を高めるのではな

く、総合的な教育を重視することが一般的です。産業界側は、学生に高い科学的能力を求め

ますが、原子力に関する実際的な知識は企業内の研修でカバーし、就職後の長期的な経験や

知見の積み重ねによって専門性を高めることができるシステムが構築されています。また、

研究機関である IRUP の原子力教育訓練センターでは、建設プロジェクトにおけるマネジメ

ント、機械工学、計装制御、非破壊検査等、幅広い分野において、実地に即した教育プログ

ラムを提供しています。

原子力教育の活性化のためには、国によるあるいは国と産業界が一体となった将来の原

子力計画に沿って、必要な人材像や産業界が求める人材ニーズが明確にされていることが

重要です。特に、新人と企業のミスマッチを極力避けるためにも、産業界及び個々の企業の

具体的な人材ニーズを明確にすることは極めて重要です。産業界側は、コミュニケーション

能力や原子力の基礎知識等の基本的事項に加え、企業の即戦力になれる人材を育てるよう

大学へ働きかけることも必要です。これにより、大学側としても、教育の具体的な目標や、

学生が習得すべき知識、経験すべきことを明確にすることができます。それがひいては、学

生が卒業後の進路を選択する際、あるいは高校生が進学先を絞る際に、原子力分野を選択す

るインセンティブになることが期待されます。 
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1－1 福島の着実な復興・再生の推進と教訓の活用 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下「東電福島第一原発」という。）の事

故は、福島県民をはじめ多くの国民に多大な被害を及ぼし、これにより、我が国のみな

らず国際的にも、原子力への不信や不安が著しく高まり、原子力政策に大きな変動をも

たらしました。放射線リスクへの懸念等を含むこうした不信・不安に対して真摯に向き

合い、その軽減に向けた取組を一層進めていくとともに、事故の発生を防止できなかっ

たことを反省し、国内外の諸機関が取りまとめた事故の調査報告書の指摘等を含めて、

得られた教訓を生かしていくことが重要です。 

また、事故から 9年が経過した現在も、多数の住民の方々が避難を余儀なくされ、一

部食品の出荷制限が継続する等、事故の影響が続いています。福島の復興･再生に向け

て全力で取り組み続けることは重要であり、引き続き以下のような取組が進められて

います。 

 東電福島第一原発の廃炉と事故状況の究明

 放射性物質に汚染された廃棄物の処理施設、中間貯蔵施設の整備と、廃棄物や除去

土壌等の輸送、貯蔵、埋立処分等

 避難指示の解除と、避難住民の方々の早期帰還に向けた安全・安心対策、事業・生

業の再建や風評被害対策等の生活再建に向けた支援への取組

 福島イノベーション・コースト構想をはじめとした、復興・再生に向けた取組

事故後、国内外の諸機関が事故の調査・検証を行い、多くの提言等を取りまとめ、事故調

査報告書として公表してきました（表 1-1） [1] [2] [3] [4] [5] [6] [7] [8]。 

東電福島第一原発事故の調査・検証

① 東電福島第一原発事故に関する調査報告書

第第１１章章  
福福島島のの着着実実なな復復興興・・再再生生とと教教訓訓をを真真摯摯にに受受けけ止止めめたた  

不不断断のの安安全全性性向向上上  
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表表  11--11  東東京京電電力力福福島島原原子子力力発発電電所所事事故故にに関関すするる主主なな事事故故調調査査報報告告書書  

報告書名 発行元 発行年月 

東京電力福島原子力発電所事故調査

委員会報告書 

東京電力福島原子力発電所事故

調査委員会 
2012 年 7 月 

東京電力福島原子力発電所における

事故調査・検証委員会最終報告 

東京電力福島原子力発電所にお

ける事故調査・検証委員会 
2012 年 7 月 

福島原子力事故調査報告書 
東京電力株式会社（現東京電力ホ

ールディングス株式会社） 
2012 年 6 月 

福島原発事故独立検証委員会調査・

検証報告書 
福島原発事故独立検証委員会 2012 年 2 月 

福島第一原子力発電所事故 

その全貌と明日に向けた提言 

学会事故調 最終報告書 

一般社団法人日本原子力学会 2014 年 3 月 

The Fukushima Daiichi Accident 

Report by the Director General 
国際原子力機関（IAEA1） 2015 年 8 月 

The Fukushima Daiichi Nuclear 

Power Plant Accident: OECD/NEA 

Nuclear Safety Response and 

Lessons Learnt 

経済協力開発機構/原子力機関

（OECD/NEA2） 
2013 年 9 月 

Five Years after the Fukushima 

Daiichi Accident: Nuclear Safety 

Improvement and Lessons Learnt 

経済協力開発機構/原子力機関

（OECD/NEA） 
2016 年 2 月 

国会に設置された「東京電力福島原子力発電所事故調査委員会」（以下「国会事故調」と

いう。）の報告書では、表 1-2 に示す 7つの提言が出されました [1]。提言を受けて政府が

講じた措置については、毎年、国会への報告書の提出が義務付けられており、政府は年度ご

とに報告書を取りまとめ、国会に提出しています3。2019 年度に政府が講じた主な措置は、

2020 年 6 月に閣議決定された「令和元年度 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会の報

告書を受けて講じた措置」に取りまとめられています（表 1-3）。 

政府に設置された「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会」（以下「政

府事故調」という。）の報告書においても、表 1-4 に示す 7つの提言が出されました [2]。

1 International Atomic Energy Agency 
2 Organisation for Economic Co-operation and Development/Nuclear Energy Agency 
3 「国会法」（昭和 22 年法律第 79 号）附則第 11 項において規定。 
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政府は、これらの提言を受けて講じた措置についても、年度ごとに報告書を取りまとめてい

ます。 

表表  11--22  国国会会事事故故調調報報告告書書のの提提言言内内容容  

提言 

提言 1 

規制当局に

対する国会

の監視 

国民の健康と安全を守るために、規制当局を監視する目的で、国会
に原子力に係る問題に関する常設の委員会等を設置する。 

提言 2 

政府の危機

管理体制の

見直し 

緊急時の政府、自治体、及び事業者の役割と責任を明らかにするこ
とを含め、政府の危機管理体制に関係する制度についての抜本的な
見直しを行う。 

提言 3 

被災住民に

対する政府

の対応 

被災地の環境を長期的・継続的にモニターしながら、住民の健康と
安全を守り、生活基盤を回復するため、政府の責任において対応を
早急に取る必要がある。 

提言 4 
電気事業者

の監視 

東電は、電気事業者として経産省との密接な関係を基に、電気事業
連合会を介して、保安院等の規制当局の意思決定過程に干渉してき
た。国会は、提言 1 に示した規制機関の監視・監督に加えて、事業
者が規制当局に不当な圧力をかけることのないように厳しく監視す
る必要がある。 

提言 5 
新しい規制

組織の要件 

規制組織は、今回の事故を契機に、国民の健康と安全を最優先とし、
常に安全の向上に向けて自ら変革を続けていく組織になるよう抜本
的な転換を図る。新たな規制組織は以下の要件を満たすものとする。 

①高い独立性、②透明性、③専門能力と職務への責任感、
④一元化、⑤自律性

提言 6 
原子力法規

制の見直し 
原子力法規制については、抜本的に見直す必要がある。 

提言 7 
独立調査委

員会の活用 

未解明部分の事故原因の究明、事故の収束に向けたプロセス、被害
の拡大防止、本報告で今回は扱わなかった廃炉の道筋や、使用済み
核燃料問題等、国民生活に重大な影響のあるテーマについて調査審
議するために、国会に、原子力事業者及び行政機関から独立した、
民間中心の専門家からなる第三者機関として「原子力臨時調査委員
会〈仮称〉」を設置する。また国会がこのような独立した調査委員会
を課題別に立ち上げられる仕組みとし、これまでの発想に拘泥せず、
引き続き調査、検討を行う。 

（出典）東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調）「国会事故調報告書」（2012 年）に基づき作成

表表  11--33  「「令令和和元元年年度度  東東京京電電力力福福島島原原子子力力発発電電所所事事故故調調査査委委員員会会のの報報告告書書をを受受けけてて  

講講じじたた措措置置」」にに記記載載さされれてていいるる政政府府のの取取組組（（抜抜粋粋））  

国会事故調査報告書

の提言内容 
提言に対する措置の例 

提言 2 

政府の危機

管理体制の

見直し 

【基本的な対応】 
 2012 年 9 月に、原子力災害対策本部等の拡充とともに、平時の

体制では原子力防災会議を新設。同年 10 月、官邸を中心とした
情報収集・意思決定を行う有事の体制を確立。2014 年 10 月に原
子力防災に係る総合調整を一元的に担う内閣府政策統括官（原子
力防災担当）を設置。

 原子力発電所立地地域の「地域原子力防災会議」の活動を通じ、
地域防災計画・避難計画の具体化等を支援。「緊急時対応」を原
子力防災会議で了承。毎年、複合災害を想定した原子力総合防災
訓練を実施。
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 2012 年 10 月に原子力災害対策指針を策定し、原子力災害対策重
点区域（PAZ4（原子力施設からおおむね 5km）、UPZ5（同おおむね
30km））、緊急時活動レベル（EAL6）等を設定。国と地方の役割分
担を含むオフサイト対応措置を強化。緊急時モニタリング体制や
原子力災害時の医療体制を強化。

【2019 年度に講じた主な措置】 
 2019 年 7 月に原子力災害対策指針及び「安定ヨウ素剤の配布・

服用にあたって」を改正し、適切な服用タイミング及び服用を優
先すべき者への配慮、薬剤師会会員が所属する薬局等での配布を
可能とすること等を明示した。

 同年 11 月に、島根原子力発電所を対象に、原子力総合防災訓練
としては初めて 3 日間に渡り令和元年度原子力総合防災訓練を
実施、「島根地域の緊急時対応」の取りまとめに向けてその実効
性を確認。

 2020 年 3 月に、女川地域原子力防災協議会において「女川地域
の緊急時対応」を取りまとめ。

提言 3 

被災住民に

対する政府

の対応 

【基本的な対応】 
 国は、福島県が創設した「福島県民健康管理基金」に交付金を拠

出し、福島県はこの基金を活用して、県民健康調査や内部被ばく
線量の検査等を実施。環境省は、福島県が行う取組を支援すると
ともに、疾病罹患動向の把握、地域ニーズに合ったリスクコミュ
ニケーション事業等を実施。「総合モニタリング計画」に沿って
モニタリングを実施し、原子力規制委員会が結果を公表。

 除染特別地域は環境省等が、汚染状況重点調査地域は市町村が中
心となって除染を実施。帰還困難区域を除き、2018 年 3 月には
全ての面的除染が完了。

 2020 年 3 月までには、全ての避難指示解除区域及び居住制限区
域の避難指示を解除。避難指示解除後は、「「原子力災害からの福
島復興の加速に向けて」改訂」の要件に沿って、国と地元が一体
となって帰還、復興の作業を一層本格化。

【2019 年度に講じた主な措置】 
 中間貯蔵施設整備に必要な用地として 2019 年度末までに 1,759

人、約 1,164ha の契約に至る。2017 年から除去土壌等の分別処
理と分別した土壌の貯蔵を開始し、2019 年度末までに累計で約
668 万㎥の除去土壌等を搬入。除去土壌等の最終処分に向けて、
再生利用実証事業等を推進。

 特定復興再生拠点区域の一部地域の避難指示の解除を、帰還困難
区域として初めて実施。

 東京電力が原子力損害賠償を実施。

提言 4 
電気事業者

の監視 

【基本的な対応】 
 原子力規制委員会は、被規制者等との面談等のルールを定め、情

報公開を徹底。原子力事業者等が 2012 年に設立した「原子力安
全推進協会（JANSI7）」において、事業者間の相互監視体制を構
築。

 原子力産業界での連携を強化し、原子力発電所の安全性を更に高
い水準で結び付けていくため、原子力事業者に加え、メーカー及
び関係団体も含めた原子力産業界の組織として、原子力エネルギ
ー協議会（ATENA8）を 2018 年 7 月に設立。

 廃炉・汚染水対策のための体制を強化し、引き続き事業者に加え
国も前面に立って対策を実施。汚染水対策については、予防的か

4 Precautionary Action Zone 
5 Urgent Protective action planning Zone 
6 Emergency Action Level 
7 Japan Nuclear Safety Institute 
8 Atomic Energy Association 
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つ重層的な対策を実施。廃炉を着実に進められるよう、2014 年 5
月に原賠機構に「事故炉の廃炉支援業務」を追加。2016 年 4 月
より「楢葉遠隔技術開発センター」（楢葉町）、2018 年 3 月より
「大熊分析・研究センター」（大熊町）の運用を開始。 

【2019 年度に講じた主な措置】 
 原子力規制委員会は、安全性向上に係る取組等について原子力事

業者との意見交換を実施。原子力を取り巻く課題や具体的な技術
的事項について意見交換の場を設けることについて合意。

 廃炉対策については、使用済燃料プールからの燃料取り出しに向
けた取組として 2019 年 4 月から 3 号機の燃料取り出しを開始
し、2020 年 3月 31 日時点で全燃料 566 体のうち 119 体の取り出
しを完了。

 汚染水対策については、「多核種除去設備等処理水の取扱いに関
する小委員会」の 2020 年 2 月の報告書も踏まえ、政府として多
核種除去設備等処理水の取扱い方針を決定するため、4月から幅
広い関係者の意見を伺う場を開催することを決定。

提言 5 
新しい規制

組織の要件 

【基本的な対応】 
 2012 年 9 月に、関係行政機関が担っていた原子力の規制等の機

能を統合し、国家行政組織法第 3条に規定される委員会として、
原子力規制委員会を設置。

 国際原子力機関（IAEA）の総合規制評価サービス（IRRS）や国際
核物質防護諮問サービス（IPPAS）での指摘や、委嘱した国際ア
ドバイザーの助言等から取り入れた最新の知見を踏まえて自己
変革を実施。

【2019 年度に講じた主な措置】 
 IRRS フォローアップミッションの結果、2016 年の IRRS ミッシ

ョンで受けた 13 の勧告と 13 の提言のうち、新検査制度の導入
などにより 10 の勧告と 12 の提言について対応が完了するなど、
大きな進展があったことを確認。

 IPPAS ミッションで示された勧告事項や助言事項への対応状況
等の確認を受けるためのフォローアップミッションの報告書を
2019 年 4 月に受領。同報告書では「前回のミッション以降、日
本の核セキュリティ体制に顕著な改善がみられる。その体制は、
強固で十分に確立されており、改正核物質防護条約の基本原則に
従ったものである。」と評価。

提言 6 
原子力法規

制の見直し 

【基本的な対応】 
 2013年に、シビアアクシデント対策の強化やバックフィット制度

の導入等のいわゆる新規制基準を策定し、世界で最も厳しい水準
の新たな規制を導入した。

 2017年4月の原子炉等規制法の改正により、検査制度を見直し、
安全確保に係る事業者の一義的責任の徹底、規制機関による包括
的な監視・評価、検査結果を踏まえた原子力施設ごと評定結果の
その後の監視・検査の継続又は強化への反映等により、より高い
安全性の確保を行う。

【2019年度に講じた主な措置】 
 2017年4月に成立した原子炉等規制法等改正法について、2020年

4月の法施行を受けて、新たな検査制度の本格運用を開始。
 事故の原因を究明するための継続的な取組として、原子力規制委

員会において、事故分析の実施方針及び体制について改めて整備
し、2020年内を目途に、中間的な報告書を取りまとめることとし
た。

（出典）「令和元年度 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会の報告書を受けて講じた措置」（2020 年）に基づき作成 
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表表  11--44  政政府府事事故故調調報報告告書書のの提提言言内内容容  

提言 

提言 1 安全対策・防災対策の基

本的視点に関するもの 

1）複合災害を視野に入れた対策に関する提言

2）リスク認識の転換を求める提言

3）「被害者の視点からの欠陥分析」に関する提言 

4）防災計画に新しい知見を取り入れることに関する提言

提言 2 
原子力発電の安全対策に

関するもの 

1）事故防止策の構築に関する提言

2）総合的リスク評価の必要性に関する提言

3）シビアアクシデント対策に関する提言

提言 3 
原子力災害に対応する態

勢に関するもの 

1）原災時の危機管理態勢の再構築に関する提言

2）原子力災害対策本部の在り方に関する提言

3）オフサイトセンターに関する提言

4）原災対応における県の役割に関する提言

提言 4 
被害の防止・軽減策に関

するもの 

1）広報とリスクコミュニケーションに関する提言

2）モニタリングの運用改善に関する提言

3）SPEEDI システムに関する提言

4）住民避難の在り方に関する提言

5）安定ヨウ素剤の服用に関する提言

6）緊急被ばく医療機関に関する提言

7）放射線に関する国民の理解に関する提言

8）諸外国との情報共有や諸外国からの支援受入れに

関する提言

提言 5 国際的調和に関するもの 1）IAEA 基準などとの国際的調和に関する提言

提言 6 
関係機関の在り方に関す

るもの 

1）原子力安全規制機関の在り方に関する提言

2）東京電力の在り方に関する提言

3）安全文化の再構築に関する提言

提言 7 
継続的な原因解明・被害

調査に関するもの 

1）事故原因の解明継続に関する提言

2）被害の全容を明らかにする調査の実施に関する提言
（出典）東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会（政府事故調）「最終報告」（2012 年）に基づき作成 

② 事故原因の解明に向けた取組

国会事故調や政府事故調、IAEA 事務局長報告書等において、事故の大きな要因は、津波

を起因として電源を喪失し、原子炉を冷却する機能が失われたことにあるとされています。

その後、原子力規制委員会では、国会事故調報告書において未解明問題として指摘されてい

る事項については、おおむね検討を終え、2014 年 10 月に「東京電力福島第一原子力発電所

事故の分析中間報告書」に取りまとめました [9]。しかし、事故現場の放射線量が非常に高

い等の理由により現地調査に着手できない事項等もあり、継続した現地調査・評価・検討が

必要であるとしています。また、東電福島第一原発における廃炉作業の進捗に併せ、新たに

明らかになる事実等についても、今後、現地調査や東京電力株式会社9（以下「東京電力」

という。）への確認等を行った上で、長期的に検討を継続する必要があるとしています。 

9 2016 年 4 月からホールディングカンパニー制に移行し、「東京電力ホールディングス株式会社」に社名変

更。 

52 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



東京電力は、事故の総括として「福島原子力事故調査報告書」（2012 年 6 月公表）と「福

島原子力事故の総括及び原子力安全改革プラン」（2013 年 3 月公表）を取りまとめています

が、事故発生後の詳細な進展メカニズムに関する未確認・未解明事項について、引き続き、

計画的な現場調査やシミュレーション解析を用いて調査・検討を継続しています [10]。ま

た、事故の教訓を生かした設備面・運用面及びマネジメント面の安全対策強化状況は、四半

期に一度「原子力安全改革プラン進捗報告」として公表しています [11]。 

OECD/NEA は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）

が関係機関と協議しつつ提案した「福島第一原子力発電所の原子炉建屋および格納容器内

情報の分析（ARC-F10）」国際共同研究プロジェクトを 2019 年 1 月から開始しています。同

プロジェクトは、先行する「東電福島第一原発事故のベンチマーク研究（BSAF11）」プロジェ

クトを引き継いで、更に詳細に事故の状況を探り、今後の軽水炉の安全性向上のための研究

に役立てることを目的としています [12]。 

原子力規制委員会は、現場環境の改善や廃炉の進捗等により東電福島第一原発における

事故の分析に必要な現場調査等が可能となったこと等を踏まえ、2019 年 9 月に事故分析の

実施方針及び体制について改めて整備及び決定しました [13]。現場調査や試料採取等の情

報収集を行い、得られた情報を基に、原子炉格納容器耐圧強化ベントラインを通じた放射性

物質等の放出経路等について「東京電力福島第一原子力発電所における事故分析に係る検

討会」で検討を行っており、2020 年内を目途に中間報告書を取りまとめる予定です。また、

事故分析と廃炉作業を両立するために必要な事項を関係機関と公開で議論・調整する場と

して「福島第一原子力発電所廃炉・事故調査に係る連絡・調整会議」が設けられました [14]。 

なお、国会事故調報告書で示された「提言 6：原子力法規制の見直し」の中で、原子力法

規制が、内外の事故の教訓、世界の安全基準の動向及び最新の技術的知見等が反映されたも

のになることを求めた提言に対し、先にふれた「令和元年度 東京電力福島原子力発電所事

故調査委員会の報告書を受けて講じた措置」では、原子力規制庁による具体的な措置として

以下の内容が報告されています。 

 （原子力安全研究の推進）

原子力規制庁は、軽水炉照射材料健全性評価や電気・計装設備用高分子材料の長期健

全性評価に係る安全研究を始めとした 13 研究分野 24 件の安全研究プロジェクトを

実施し、その結果をもって、原子力規制庁職員により、2 件の NRA 技術報告の公表、

1件の NRA 技術ノートの公表、23 件の論文誌への掲載、4件の国際会議論文発表及び

38 件の学会発表を行った。

また、衆議院に設置されている原子力問題調査特別委員会において、原子力問題に関する件

10 Analysis of Information from Reactor Building and Containment Vessels of Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Station  
11 Benchmark Study of the Accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 

53第１章　福島の着実な復興・再生と教訓を真摯に受け止めた不断の安全性向上

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



（原子力規制行政の在り方）として、原子力規制委員長等による報告に基づき審議が行われ

ています。 

福島の復興・再生に向けた取組

① 被災地の復興・再生に係る基本方針

東電福島第一原発事故により、発電所周辺地域では地震と津波の被害に加えて、放出され

た放射性物質による環境汚染が引き起こされ、現在も多数の住民の方々が避難を余儀なく

されるなど、事故の影響が続いています。このような状況に対処するため、政府一丸となっ

て福島の復興・再生の取組を進めています（図 1-1）。 

原子力災害対策本部の下に設置された廃炉・汚染水対策チームは東電福島第一原発の廃

炉や汚染水への対応、原子力被災者生活支援チームは避難指示区域の見直しや原子力被災

者の生活支援等の役割を担っています。復興庁12は、復旧・復興の取組として長期避難者へ

の対策や早期帰還の支援、避難指示区域等における公共インフラの復旧等の対応を行って

います。環境省は、特定復興再生拠点区域における放射性物質で汚染された土壌等の除染や

廃棄物処理、除染に伴って発生した土壌や廃棄物を安全に集中的に管理・保管する中間貯蔵

施設の整備等に取り組んでいます。福島の現地では、原子力災害対策本部の現地対策本部、

廃炉・汚染水対策現地事務所、復興庁の福島復興局、環境省の福島地方環境事務所が対応に

当たっています。 

12 復興庁は、復興庁設置法により 2021年 3月 31日までを 期限として時限措置的に設置されていましたが、

2019 年  12 月 20日に閣議決定された「『復興・創生期間』後における東日本大震災からの復興の基本方針」

 において設置期間を  10 年延 長し、2025  年度に組織の在り方を検討することが示されました。2020  年 6 月

には、復興庁の設置期間の 10年延長等を定める「復興庁設置法等の一部を改正する法律」が成立、公布さ

れました。 
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図図  11--11  福福島島のの復復興興にに係係るる政政府府のの体体制制（（22002200 年年 22 月月時時点点））  

（出典）復興庁「福島の復興・再生に向けた取組」（2019 年） [15] 

福島の復興・再生に向けて、「福島復興再生特別措置法」（平成 24 年法律第 25 号。以下

「福島特措法」という。）及び同法に基づく「福島復興再生基本方針」（2012 年 7 月閣議決

定）において、福島の復興・再生の意義、目標、基本姿勢が示されるとともに、政府が実施

すべき施策に関する基本的な事項が記載されています。また、「『復興・創生期間』後におけ

る東日本大震災からの復興の基本方針」（2019 年 12 月 20 日閣議決定）において、福島の復

興・再生は中長期的対応が必要であり、復興・創生期間後も引き続き国が前面に立って取り

組むこと、及び当面 10 年間は本格的な復興・再生に向けた取組を行うことが示されていま

す [16]。同方針に基づき、復興・創生期間後の 2021 年度以降の復興を支える仕組み・組

織・財源を整備するため、復興庁の設置期間を 10 年間延長すること等が決定されています 

[17]。

② 放射線影響への対策

1） 避難指示区域の状況等

東電福島第一原発事故を受け、年間の被ばく線量を基準として「避難指示解除準備区域13」、

13  2011  年  12  月  26  日時点で年間積算線量が  20 ミリシーベルト以下となることが確実であることが確認さ

れた区域。 
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「居住制限区域14」、「帰還困難区域15」が設定されました。避難指示は、①空間線量率で推定

された年間積算線量が 20 ミリシーベルト以下になることが確実であること、②電気、ガス、

上下水道、主要交通網、通信等の日常生活に必須なインフラや医療・介護・郵便等の生活関

連サービスがおおむね復旧すること、子どもの生活環境を中心とする除染作業が十分に進

捗すること、③県、市町村、住民との十分な協議の 3要件を踏まえ、解除されます。2020 年

3 月 4 日に双葉町の避難指示解除準備区域・特定復興再生拠点区域16の一部区域、同 5 日に

大熊町の特定復興再生拠点区域の一部区域、同 10 日に富岡町の特定復興再生拠点区域の一

部区域で、それぞれ避難指示が解除されました。これにより、全ての避難指示解除準備区域、

居住制限区域の避難指示が解除されるとともに、帰還困難区域内に設定された特定復興再

生拠点区域で初めて避難指示が解除されました [18]。 

2020 年 3 月時点での避難指示区域は図 1-2 の最右図のとおりです。空間線量から推計し

た年間積算線量の推移は、図 1-3 のとおりです。 

政府としては、たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域全てを避難指示

解除し、復興・再生に責任を持って取り組むとの決意の下、可能なところから着実かつ段階

的に政府一丸となって、帰還困難区域の一日も早い復興を目指して取り組んでいくことと

しています。 

14  2011  年 1 2  月 2 6  日時点で年間積算線量が 2  0 ミリシーベルトを超えるおそれがあり、住民の被ばく線量

を低減する観点から引き続き避難を継続することが求められる区域。 
15  2011  年 1 2  月 2 6  日時点で年間積算線量が 5 0   ミリシーベルトを超え、5 年間を経過してもなお、年間積

算線量が 20ミリシーベルトを下回らないおそれがある区域。 
16 将来にわたって居住を制限するとされてきた帰還困難区域内で、避難指示を解除し、居住を可能とする

区域。2017   年5月の福島特措法の改正で、特定復興再生拠点区域の復興及び再生を推進するための計画制

度が創設されました。 
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2011 年 4 月時点 

（事故直後の区域設定が完了） 

2013 年 8 月時点 

（避難指示区域の見直しが完了）

2020 年 3 月時点 

図図  11--22  避避難難指指示示区区域域のの変変遷遷（（22001111 年年 44 月月かからら 22002200 年年 33 月月ままでで））  

（出典）内閣府原子力被災者生活支援チーム「避難指示区域の見直しについて」（2013 年）及び「避難指示区域の概念図（2020

年 3 月 10 日時点）」（2020 年）等に基づき作成 

福島第二 

原子力発電所 

福島第一 

原子力発電所 

22001111 年年 1111 月月 55 日日時時点点のの線線量量分分布布  22001199 年年 99 月月 1188 日日時時点点のの線線量量分分布布  

図 1-3 空間線量から推計した年間積算線量の推移 

（注）本値は対象 地域を 250k m メッシュに区切り、各メッシュの中心点の測定結果の比から算出したもの。 

（出典）原子力規制委員会「福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測定結果について」等に基づき内閣府原子力

被災者生活支援チーム作成 
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放射線への対策として、生活環境を中心にした除染に加え、放射性物質による汚染の疑わ

れた食品の管理、福島県民の健康影響への対応、また、環境放射線に係るモニタリング等が、

国の検討と対応を踏まえ福島県及び各地方自治体で計画的に実施されてきています。詳し

い内容を次節以降に示します。 

2） 食品中の放射性物質への対応

2012 年 4 月以降、厚生労働省では、より一層の食品の安全と安心の確保をするために、

事故後の緊急的な対応としてではなく、長期的な観点から新たな基準値を設定しました。コ

ーデックス委員会17が定めた国際的な指標を踏まえ、食品の摂取により受ける放射線量が年

間 1ミリシーベルトを超えないようにとの考え方で設定されています（図 1-4） [19]。 

図図  11--44  食食品品中中のの放放射射性性物物質質のの新新たたなな基基準準値値のの概概要要  

（出典）厚生労働省「食品中の放射性物質の新たな基準値」（2012 年） [19]

また、食品中の放射性物質については、原子力災害対策本部の定める「検査計画、出荷制

限等の品目・区域の設定・解除の考え方」（2011 年 4 月初版公表）を踏まえ、17 都県18を中

心とした地方公共団体によって検査が実施され、基準値を超過した食品はキノコ・山菜類、

水産物を除けば見られなくなっています（表 1-5）。 

なお、福島県産米については、2012 年から全量全袋検査が実施されています。あわせて、

福島県の生産現場では、カリウム肥料の追加施用による放射性物質の吸収抑制、土壌から作

物への放射性物質の移行低減のための反転耕、また機械の清掃等による生産管理等、徹底し

た生産対策が実施されてきました。そのような対策も奏功し、2015 年からは基準値を超え

るものは検出されていません。福島県では、今後の検査の方向性として、通算 5年間基準値

を超えるものがない時点を目途にモニタリング（抽出）検査に移行することを示しています 

[20]。

17 消費者の健康の保護等を目的として設置された、国際的な政府間機関。 
18 青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、埼玉県、東京

都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県の  17 都県。 
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表表  11--55  農農林林水水産産物物のの放放射射性性セセシシウウムム検検査査結結果果（（1177 都都県県））  

基準値超過割合 

～ 

2011 年度
注 1

2012 年度
注 2

2013 年度
注 2

2014 年度
注 2

2015 年度
注 2

2016 年度
注 2

2017 年度
注 2

2018 年度
注 2

2019 年度 
注 2

米注 3 2.2% 0.0008% 0.0003% 0.00002% 0% 0% 0% 0% 0% 

麦 4.8% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

豆類 2.3% 1.1% 0.4% 0.1% 0% 0% 0% 0% 0% 

野菜類 3.0% 0.03% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

果実 7.7% 0.3% 0% 0% 0% 0% 0.06% 0% 0% 

茶注 4 8.6% 1.5% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

その他 

地域特産物 
3.2% 0.5% 0% 0% 0.1% 0% 0% 0% 0% 

原乳 0.4% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

肉・卵 
（野生鳥獣肉 

除く）

1.3% 0.005% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

キノコ・

山菜類
20% 9.2% 2.6% 1.2% 1.0% 0.7% 0.7% 1.8% 1.5% 

水産物注5 17% 5.6% 1.5% 0.5% 0.07% 0.06% 0.06% 0.04% 0.05% 

（注 1） 2012 年 4 月施行の基準値（100Bq/kg）を超過した割合（原乳については 50Bq/kg）。なお、茶は、荒茶や製茶の状態で

500Bq/kg を超過した割合。 

（注 2） 穀類（米、大豆等）について、生産年度と検査年度が異なる場合は、生産年度の結果に含めている。 

（注 3） 福島県で行った 2011 年度産の緊急調査、福島県及び宮城県の一部地域で 2012 年度以降に行った全袋検査の点数を

含む。 

（注 4） 2012 年度以降の茶は、飲料水の基準値（10Bq/kg）が適用される緑茶のみ計上。 

（注 5） 水産物については全国を集計。 

（出典）農林水産省「令和元年度の農産物に含まれる放射性セシウム濃度の検査結果（令和元年 4 月～）」 [21]に掲載の「平成

23 年 3 月～現在（令和 2 年 4 月 27 日時点）までの検査結果の概要」に基づき作成

また、厚生労働省は、全国 15 地域で実際に流通する食品を対象に、食品中の放射性セシ

ウムから受ける年間放射線量の推定を行っています。2019 年 9・10 月の調査では、年間上

限線量（年間 1ミリシーベルト）の 0.1％程度と推定されています19。 

諸外国・地域では、東電福島第一原発事故後に輸入規制措置が取られました。2020 年 5 月

現在、規制措置を設けた 54 の国・地域のうち、34 の国・地域で規制措置が撤廃され、輸入

規制を継続している国・地域は 20 になっています。2019 年に 3月にバーレーン、同 6月に

コンゴ民主共和国、同 10 月にブルネイ、2020 年 1 月にはフィリピンで、輸入規制措置が撤

廃されました [22]。風評被害を防ぐとともに、輸入規制の緩和・撤廃に向け、我が国にお

ける食品中の放射性物質への対応等について、より分かりやすい形で国内外に発信してい

くなどの取組を継続していく必要があります。 

19 詳しいデータは、厚生労働省ウェブサイト「流通食品での調査（マーケットバスケット調査）」（2019

年） [151]を参照。 
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③ 放射線影響の把握の取組

1） 放射線による健康影響の調査

福島県は県民の被ばく線量の評価を行うとともに、県民の健康状態を把握し、将来にわた

る県民の健康の維持、増進を図ることを目的に、「県民健康調査」を実施しています。この

中では「基本調査20」と「詳細調査21」が実施されており、個々人が調査結果を記録・保管で

きるようにしています。国は、2011 年度に県が創設した「福島県民健康管理基金」に交付

金を拠出するなど、県を財政的に支援しています。 

国は 2015 年 2 月に公表した「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康管理

のあり方に関する専門家会議の中間取りまとめを踏まえた環境省における当面の施策の方

向性」 [23]に基づき、リスクコミュニケーション事業の継続・充実、福島県の県民健康調

査「甲状腺検査」の充実、福島県及び福島近隣県における疾病罹患動向の把握、事故初期に

おける被ばく線量の把握・評価の推進の取組を進めています。 

なお、放射線の健康管理は中長期的な課題であることから、放射線による健康への影響に

ついて調査を継続するとともに、科学的に正確な情報や客観的な事実（根拠）に基づき、一

般の国民にとってより分かりやすく説明していくことが求められます。 

2） 東電福島第一原発事故に係る環境放射線モニタリング

東電福島第一原発事故を受けて、放射線モニタリングを確実かつ計画的に実施すること

を目的として、政府は原子力災害対策本部の下にモニタリング調整会議を設置し、「総合モ

ニタリング計画」（2011 年 8 月決定）に基づき、関係府省、地方公共団体、原子力事業者等

が連携して放射線モニタリングを実施しています（表 1-6） [24]。モニタリングの結果は、

原子力規制委員会から「放射線モニタリング情報22」として公表され、特に、空間線量率に

ついては、全国に設置されたモニタリングポストの測定結果をリアルタイムで確認するこ

とができます。 

また、原子力規制委員会では、帰還困難区域等のうち、要望のあった川俣町、富岡町、大

熊町、浪江町、葛尾村、双葉町、飯舘村の区域を対象として、測定器を搭載した測定車によ

る走行サーベイ及び測定器を背負った測定者による歩行サーベイも実施しています [25]。 

20 問診表に基づく行動記録から、外部被ばく実効線量が推計されています。 
21 「甲状腺検査」、「健康診査」、「こころの健康度・生活習慣に関する調査」、 「妊産婦に関する調査」の 4

種の調査が含まれています。 
22 https://radioactivity.nsr.go.jp/ja/ 
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表表  11--66  総総合合モモニニタタリリンンググ計計画画  

（出典）原子力規制委員会「放射線モニタリングの実施状況」（2019 年） [24] 

④ 放射性物質による環境汚染からの回復に関する取組と現状

1） 除染の取組

「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成 23 年

（2011 年）法律第 110 号。以下「放射性物質汚染対処特措法」という。）に基づき除染が実

施され、福島県内の 11 市町村の除染特別地域については、2017 年 3 月末までに帰還困難区

域を除き、面的除染が完了しました（図 1-5 左図）。汚染状況重点調査地域についても、2018

年 3 月に完了しました（図 1-5 右図）。また、特定復興再生拠点区域では、区域内の帰還環

境整備に向けた除染・インフラ整備等が集中的に実施されています。 

図図  11--55  国国直直轄轄除除染染及及びび市市町町村村除除染染のの進進捗捗状状況況（（22002200 年年 33 月月 3311 日日時時点点））  

（出典）環境省「除染情報サイト」 [26]に基づき作成 

国国直直轄轄のの進進捗捗状状況況  市市町町村村除除染染のの進進捗捗状状況況  
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2） 放射性物質に汚染された廃棄物の処理

ｲ） 廃棄物の分類

放射性物質汚染対処特措法において、廃棄物の分類と遵守すべき処理基準が定められま

した。この中で、環境大臣が指定した汚染廃棄物対策地域（以下「対策地域」という。）に

ある廃棄物のうち、一定要件に該当する「対策地域内廃棄物」と、事故由来放射性物質によ

る汚染状態（放射能濃度）が合計で 8,000Bq/kg を超えると認められ、環境大臣の指定を受

けた「指定廃棄物」の 2つを併せて「特定廃棄物」と定め、国が収集、運搬、保管及び処分

を行うこととしています。 

なお、放射能濃度が 8,000Bq/kg 以下に減衰した指定廃棄物については、放射性物質汚染

対処特措法施行規則(平成 23 年環境省令第 33 号)に基づき、当該指定廃棄物の指定の解除

が可能となり、通常の廃棄物と同様に管理型処分場で処分することができます。また、指定

解除後の廃棄物の処理について、国は、技術的支援のほか、指定解除後の廃棄物の処理に必

要な経費を補助する財政的支援を行うこととしています。 

ﾛ） 廃棄物の処理

福島県の 11 の市町村にまたがる地域23が対策地域として定められ、対策地域内廃棄物処

理計画に沿って、2020 年 1 月末までに、対策地域内の災害廃棄物等約 255 万 t の仮置場へ

の搬入が完了しました [27]。これらの災害廃棄物等は、仮設焼却施設により減容化を図る

とともに、金属くず、コンクリートくずは安全性が確認された上で、再生利用を行っていま

す。 

2020 年 3 月末時点で、福島県を含めた 10 都県24において、約 30 万 t25が指定廃棄物とし

て環境大臣による指定を受け、国に引き渡されるまでの間、適切に一時保管されています 

[28]。福島県内の対策地域内廃棄物及び指定廃棄物のうち、放射能濃度が 10 万 Bq/kg 以下

の廃棄物は、富岡町にある既存の管理型処分場（旧フクシマエコテッククリーンセンター）

へ搬入され（図 1-6）、10 万 Bq/kg を超えるものは、中間貯蔵施設に搬入することとされて

います。 

管理型処分場への搬入は 2017 年 11 月に開始され、2020 年 3 月時点で累計 117,671 袋の

廃棄物が搬入されています [29]。また、福島県内において、指定廃棄物に指定された焼却

23 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村の全域、並びに田村市、南相馬市、川俣

町及び川内村のうち警戒区域又は計画的避難区域に指定されていた区域の計 11市町村。 
24  2017  年に山形県で、2019  年に静岡県で、それぞれ全量が  8,000Bq/kg を下回ったことから指定廃棄物の

指定が解除されたため、12都県から 10都県へ減少。 
25 2019 年  12  月 31日時点より、福島県の集計から、国の仮設焼却施設において焼却処理するため搬出した

 指定廃棄物  17,442t を除外。一方、国が当該搬出した指定廃棄物を焼却処理（広域処理）した結果、発生

した焼却灰を新たな指定廃棄物として計上。 
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2） 放射性物質に汚染された廃棄物の処理

ｲ） 廃棄物の分類

放射性物質汚染対処特措法において、廃棄物の分類と遵守すべき処理基準が定められま

した。この中で、環境大臣が指定した汚染廃棄物対策地域（以下「対策地域」という。）に

ある廃棄物のうち、一定要件に該当する「対策地域内廃棄物」と、事故由来放射性物質によ

る汚染状態（放射能濃度）が合計で 8,000Bq/kg を超えると認められ、環境大臣の指定を受

けた「指定廃棄物」の 2つを併せて「特定廃棄物」と定め、国が収集、運搬、保管及び処分

を行うこととしています。 

なお、放射能濃度が 8,000Bq/kg 以下に減衰した指定廃棄物については、放射性物質汚染

対処特措法施行規則(平成 23 年環境省令第 33 号)に基づき、当該指定廃棄物の指定の解除

が可能となり、通常の廃棄物と同様に管理型処分場で処分することができます。また、指定

解除後の廃棄物の処理について、国は、技術的支援のほか、指定解除後の廃棄物の処理に必

要な経費を補助する財政的支援を行うこととしています。 

ﾛ） 廃棄物の処理

福島県の 11 の市町村にまたがる地域23が対策地域として定められ、対策地域内廃棄物処

理計画に沿って、2020 年 1 月末までに、対策地域内の災害廃棄物等約 255 万 t の仮置場へ

の搬入が完了しました [27]。これらの災害廃棄物等は、仮設焼却施設により減容化を図る

とともに、金属くず、コンクリートくずは安全性が確認された上で、再生利用を行っていま

す。 

2020 年 3 月末時点で、福島県を含めた 10 都県24において、約 30 万 t25が指定廃棄物とし

て環境大臣による指定を受け、国に引き渡されるまでの間、適切に一時保管されています 

[28]。福島県内の対策地域内廃棄物及び指定廃棄物のうち、放射能濃度が 10 万 Bq/kg 以下

の廃棄物は、富岡町にある既存の管理型処分場（旧フクシマエコテッククリーンセンター）

へ搬入され（図 1-6）、10 万 Bq/kg を超えるものは、中間貯蔵施設に搬入することとされて

います。 

管理型処分場への搬入は 2017 年 11 月に開始され、2020 年 3 月時点で累計 117,671 袋の

廃棄物が搬入されています [29]。また、福島県内において、指定廃棄物に指定された焼却

23 楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村の全域、並びに田村市、南相馬市、川俣

町及び川内村のうち警戒区域又は計画的避難区域に指定されていた区域の計 11市町村。 
24  2017  年に山形県で、2019  年に静岡県で、それぞれ全量が  8,000Bq/kg を下回ったことから指定廃棄物の

指定が解除されたため、12都県から 10都県へ減少。 
25 2019 年  12  月 31日時点より、福島県の集計から、国の仮設焼却施設において焼却処理するため搬出した

 指定廃棄物  17,442t を除外。一方、国が当該搬出した指定廃棄物を焼却処理（広域処理）した結果、発生

した焼却灰を新たな指定廃棄物として計上。 

灰（10 万 Bq/kg 以下）のうち、放射性セシウムの溶出量が多いと想定される焼却飛灰及び

それと主灰の混合灰を、放射性物質汚染対処特措法に基づいて安全に埋立処分できるよう

セメント固型化処理を行う施設（特定廃棄物等固型化処理施設）が、2019 年 3 月から稼働

を開始しています。 

図図  11--66  放放射射能能濃濃度度がが 1100 万万 BBqq//kkgg 以以下下のの廃廃棄棄物物のの管管理理型型処処分分場場  

（出典）環境省「放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト」 [30]に基づき作成 

このほか、指定廃棄物が多量に発生し、保管がひっ迫している宮城県、栃木県、千葉県、

茨城県及び群馬県の 5県について、宮城県、栃木県及び千葉県では、国が当該県内に長期管

理施設を設置する方針であり、また、茨城県及び群馬県では、8,000Bq/kg 以下となるまで

に長時間を要しない指定廃棄物については、「現地保管継続・段階的処理」として、

8,000Bq/kg 以下になったものを、指定解除の仕組み等を活用しながら段階的に既存の処分

場等で処理する方針が決定されるなど、各県の実情に応じた取組が進められています（図 

1-7）。 [31]
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図図  11--77  指指定定廃廃棄棄物物のの処処理理  

（出典）環境省放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト「指定廃棄物について」 [32] 

3） 除染に伴って発生した土壌等のための中間貯蔵施設の整備に向けた取組

放射性物質汚染対処特措法等に基づき、福島県内の除染に伴い発生した放射性物質を含

む土壌及び福島県内に保管されている10万Bq/kgを超える指定廃棄物等を最終処分するま

での間、安全に集中的に管理・保管する施設として中間貯蔵施設が整備されています。中間

貯蔵施設については、「中間貯蔵・環境安全事業株式会社法」（平成15年法律第44号）におい

て「中間貯蔵開始後30年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ずる」

こととされています。 

2015 年 3 月から、仮置場から中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送が開始されており、2020

年 1 月に環境省が公表した「2020 年度の中間貯蔵施設事業の方針」の中で、2021 年度まで

に県内に仮置きされている除去土壌等（帰還困難区域を除く）のおおむね搬入完了を目指す

としています [33]。施設の整備・稼働状況や輸送の状況は、中間貯蔵施設情報サイト26にて

公表されています。 

福島県内で発生した除去土壌等の県外最終処分の実現に向けては、最終処分量を低減す

るため、政府一体となって、除去土壌等の減容・再生利用を進めていきます。技術開発の検

討が進められるとともに、南相馬市及び飯舘村において除去土壌再生利用の実証事業が実

施されています（図 1-8）。中間貯蔵施設事業の確実な実施に向けて、安全確保を大前提と

して、今後も地方公共団体や地元住民と十分に協議を行いつつ、これらの取組を進めていき

ます。 

26 http://josen.env.go.jp/chukanchozou/ 
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図図  11--88  飯飯舘舘村村ににおおけけるる除除去去土土壌壌再再生生利利用用実実証証事事業業のの概概要要  

 2018 年４月に認定された「飯舘村特定復興再生拠点区域復興再生計画」において、実

証事業により安全性を確認したうえで、造成が可能な農用地等については、再生資材

で盛土した上で覆土することで、農用地等の利用促進を図ることとされている。

 2018 年 9 月から実証事業に着手した後、2019 年 1月からビニールハウス内における遮

へい土による花卉類等の生育性について確認。

 2019 年 6 月から盛土実証ヤードにて露地栽培を開始し、資源作物の放射性セシウムの

移行について確認。試験栽培については、安全評価での想定よりも十分安全側の結果

が得られた。

 2020 年度は、引き続き試験栽培を実施するとともに、農地造成工事に着手予定。

【全体整備規模】候補値：34ha（今後変更となる場合がある） 

※盛土量等について、今後の計画により具体化する。

再再生生資資材材化化ププラランントト

（（22001199 年年 1100 月月 2288 日日撮撮影影））

ビビニニーールルハハウウススででのの栽栽培培状状況況

（（  22001199 年年 88 月月 33 日日撮撮影影））

盛盛土土実実証証ヤヤーードド状状況況

（（  22001199 年年 88 月月 1133 日日撮撮影影））

盛盛土土実実証証ヤヤーードドににおおけけるる

作作付付けけのの状状況況

（（  22001199 年年 66 月月 1188 日日撮撮影影））

（出典）中間貯蔵施設環境安全委 員会（第 1 7 回）資 料 1 環境省「中間貯蔵施設事業の状況について」を一部加工 [34] 

 ⑤ 被災地支援に関する取組と現状

 1） 避難指示の解除と早期帰還に向けた支援の取組

 避難指示区域からの避難対象者数は、2019  年 4  月時点では約  2.3 万人となっています 

[35]。 事故から 9年が経過し、帰還困難区域を除くほとんどの地域で避難指示が解除され、

福島の復興及び再生に向けた取組には着実な進展が見られる一方で、避難生活の長期化に

伴って、健康、仕事、暮らし等の様々な面で引き続き課題に直面している住民の方々もいま
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す。復興の動きを加速するため、早期帰還支援、新生活支援の対策、安全・安心対策の充実、

帰還支援への福島再生加速化交付金の活用、帰還住民のコミュニティ形成の支援等の取組

に、国と地元が一体となって注力しています。 

 帰還困難区域においては、2018  年 5 月までに、双葉町、大熊町、浪江町、富岡町、飯舘

村、葛尾村の特定復興再生拠点区域復興再生計画が認定され、帰還環境の整備が推進されて

います [36]。前述のとおり、2020  年 3月には、双葉町、大熊町、及び富岡町でそれぞれ、

特定復興再生拠点区域の一部の避難指示が解除されました [18]。また、双葉町、大熊町で

は、避難指示の解除と同時に、特定復興再生拠点区域内における立入規制の緩和区域が設定

されました [37] [38]。さらに、 同月 7日には常磐道の「常磐双葉インターチェンジ」が開

通し  [39]、同月  14 日には東電福島第一原発事故以降一部区間で運転を見合わせていた常

磐線で富岡から浪江間の運転が再開されて全線開通となりました [40]。 

 2） 生活の再建や自立に向けた支援の取組

 避難指示等の対象となった被災 12 市町村のおかれた厳しい事業環境に鑑み、12 市町村の

事業者等の自立へ向けて、事業や生業の再建を図ることが重要です。 

 2015  年 8 月に国、福島県、民間の構成により創設された「福島相双復興官民合同チーム

（官民合同チーム）」は、 避難指示等の対象となった 12 市町村の被災事業者・農業者を個別

に訪問し、事業再開等に関する要望や意向を把握するとともに、その結果を踏まえ、専門家

を交えたチームにより、事業再建計画の策定支援、支援策の紹介、生活再建への支援等を実

 施しています。また、2017  年 9 月からは、分野横断・広域的な観点から、商業施設やまち

づくり会社の創設・運営等、12 市町村へのまちづくり専門家支援を進めています。さらに、

地域経済に新たな波及効果をもたらすために、官民合同チームでは交流人口増加につなが

る自治体による情報発信を支援し、域外からの人材の呼び込みと域内での創業支援にも取

り組んでいます。 

 3） 新たな産業の創出・生活の開始に向けた広域的な復興の取組

 「福島  12  市町村の将来像に関する有識者検討会」において、2015  年 7 月、30  年から 40

 年後の姿を見据えた 2020 年の課題と解決の方向が提言として取りまとめられました。当該

提言の主要個別項目の具体化・実現に向けた進捗管理を行うため、「福 島 12 市町村将来像提

言フォローアップ会議」 では 2016  年 5月に 「福島 12  市町村将来像実現ロードマップ 2020」

を策定し、2017  年 6月、2018  年 5月、2019  年 6月にその後の進捗を踏まえて改訂していま

す [15]。 

これらの取組の一つにも挙げられている「福島イノベーション・コースト構想」は、東日

本大震災及び原子力災害によって失われた浜通り地域等の産業を回復するため、当該地域

の新たな産業基盤の構築を目指すものです。廃炉、ロボット、エネルギー、農林水産等の分
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野におけるプロジェクトの具体化を進めるとともに、産業集積や人材育成、交流人口の拡大

等に取り組んでいます（図 1-9）。 

2018 年 4 月、福島県が策定した重点推進計画を内閣総理大臣が認定し、実施主体として

「公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構27」を位置づけ、本構想の具体

化を推進しています。 

また、復興・創生期間後も見据え、構想の深掘りを軸に浜通り地域等の自立的・持続的な

産業発展を実現するため、2019 年 12 月、復興庁、経済産業省、福島県の 3者により、地域

の現状と今後の見通し、目指していく姿とその実現に向けた取組の方向性を整理する「福島

イノベーション・コースト構想を基軸とした産業発展の青写真」が取りまとめられました

[41]。

図図  11--99  福福島島イイノノベベーーシショョンン・・ココーースストト構構想想  関関連連ププロロジジェェククトト  

（出典）福島イノベーション・コースト構想推進分科会（第 3 回）資料 3 福島イノベーション・コースト構想推進分科会事務局「福島

イノベーション・コースト構想の進捗状況」（2019 年） [42]

4） 風評払拭・リスクコミュニケーションの強化

2017年12月、復興庁を中心とした関係府省庁において「風評払拭・リスクコミュニケーシ

ョン強化戦略（以下「強化戦略」という。）」 [43]が取りまとめられました。この中で、

27 2019 年 1 月 1 日に一般財団法人から公益財団法人へ移行。 
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科学的根拠に基づかない風評や偏見・差別は、福島県の現状についての認識が不足してきて

いることと、放射線に関する正しい知識や福島県における食品中の放射性物質に関する検

査結果等が十分に周知されていないことに主たる原因があると考えられるとされています。

そのため、従来実施されてきた被災者とのリスクコミュニケーションに加え、この経験を生

かしながら、国民一般を対象としたリスクコミュニケーションにも重点を置くことが述べ

られています。 

強化戦略に基づき、「知ってもらう」、「食べてもらう」、「来てもらう」の観点から関

係府省庁が連携して取組を進めています。また、「原子力災害による風評被害を含む影響へ

の対策タスクフォース」において、強化戦略に基づく取組状況の継続的なフォローアップが

行われています。2019年11月に開催された同タスクフォースでは、復興大臣より、2020年東

京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会28（以下「東京2020大会」という。）

を契機とした風評払拭のための情報発信等の必要な施策において、より効果的な取組とな

るよう検討し、強力に推進すること等が指示されています [44]。 

28 2020 年 3 月 30  日に、東京オリンピック競技大会は 2021 年 7 月 23 日から 8 月 8 日に 、東京パラリンピ

ック競技大会は同年 8月 24 日か ら 9月 5 日に開催されることが決定されました。 
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東電福島第一原発の状況、及び福島県の各種放射線モニタリング結果や復興の状況につ

いて、様々な情報発信の取組が実施されています。 

タルサイト「ふくしま復興ステーション」を立ち上げています。

同サイトでは、“情報の見つけやすさ”、“視覚的なわかりやすさ”を重視し、東電福島第

一原発の状況、福島県で測定している空間線量率や食品中の放射性物質濃度等、「震災・復

興」関連情報を 10 のカテゴリーに整理するとともに、写真や動画、図解記事等が多く用い

られています。また、国内外を問わず多くの人に福島の現状を発信するため、英語、中国語、

韓国語、ドイツ語、フランス語、イタリア語、スペイン語、ポルトガル語、タイ語の 9か国

語に対応しています。 

また、外務省は、東電福島第一原発事故を含む東日本大震災からの復興関連情報をまとめ

た英語サイト29を公開しています。 

復復興興情情報報ポポーータタルルササイイトト「「ふふくくししまま復復興興スステテーーシショョンン」」  

（出典）福島県復興情報ポータルサイト「ふくしま復興ステーション」 [45] 

29 https://www.mofa.go.jp/j_info/visit/incidents/index.html 

コラム ～福島県の現状に関する国内外に向けた情報発信の取組～ 

福島県では、誰もが親しみやすく、分かりやすい情報発信をコンセプトに、復興情報ポー
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5） 原子力損害賠償の取組

我が国においては、原子炉の運転等により原子力損害が生じた場合における損害賠償に

関する基本的制度である原子力損害の賠償に関する法律（昭和 36 年法律第 147 号。以下「原

賠法」という。）が制定されています。同法に基づき、文部科学省に設置された「原子力損

害賠償紛争審査会」は、被害者の迅速、公平かつ適正な救済のために、「東京電力株式会社

福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」（以

下「中間指針」という。）を策定し、賠償すべき損害として一定の類型化が可能な損害項目

やその範囲等を示すとともに、中間指針に明記されていない損害についても、事故との相当

因果関係があると認められたものは賠償の対象とするよう、柔軟な対応を東京電力に求め

ています [46]。中間指針は、2020 年 3 月時点で第四次追補まで策定されています。 

原子力損害賠償の迅速かつ適切な実施及び電気の安定供給等の確保を図るため、原子力

損害賠償・廃炉等支援機構は「原子力事業者からの負担金の収納」、「原子力事業者が損害賠

償を実施する上での資金援助」、「損害賠償の円滑な実施を支援するための情報提供及び助

言」、「仮払法に基づく国又は都道府県知事からの委託による仮払金の支払」、「廃炉の主な課

題に関する具体的な戦略の策定」等の業務を実施しています。また、原子力損害賠償紛争解

決センターにおいては、事故の被害を受けた方からの申立てにより、仲介委員が当事者双方

から事情を聴き取り損害の調査・検討を行い、和解の仲介業務を実施しています（図 1-10）。 

東京電力は中間指針等を踏まえた損害賠償を実施しており、2020 年 3 月 27 日現在、総額

で約 9兆 4,829 億円の支払を行っています [47]。 

図図  11--1100  原原子子力力損損害害賠賠償償・・廃廃炉炉等等支支援援機機構構にによよるる賠賠償償支支援援  

（出典）経済産業省「平成 26 年度 エネルギー白書」（2015 年）に基づき作成 
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1－2 福島事故の教訓を真摯に受け止めた不断の安全性向上 

国会事故調及び政府事故調の提言を受けて、原子力行政体制の見直しや、過酷事故対

策等を盛り込んだ新規制基準の制定等による原子力安全対策の強化が図られました。 

原子力規制委員会は、安全の確保の事務を一元的に実施し、国民の安全を最優先とし

た活動に取り組んでいます。また、国内外の最新知見を踏まえた規制の継続的な改善に

取り組んでいます。2017 年 4 月には「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律」（昭和 32 年法律第 166 号。以下「原子炉等規制法」という。）の改正法が成

立し、原子力事業者等が安全確保の水準の維持・向上に主体的に取り組む意識・意欲を

高めるため、検査制度が見直されることとなりました。試運用を経て、2020 年度から

新たな検査制度の本格運用が開始されました。 

原子力安全対策に関する基本的枠組み

① 原子力安全対策に関する枠組み

1） 国際的な動向

東電福島第一原発事故は国際社会に大きな影響を与え、事故を受けて、国際機関や諸外国

においては、原子力安全を強化するための取組が進められています。 

IAEA が 2011 年 6 月の「原子力安全に関する IAEA 閣僚会議」において取りまとめた「原

子力安全に関する閣僚宣言」 [48]を基に「原子力安全に関する IAEA 行動計画」が策定さ

れ、同年 9月の第 55 回 IAEA 年次総会で承認されました [49]。この原子力安全行動計画に

従って、IAEA 加盟国は自国の原子力安全の枠組みを強化するための様々な取組を実施して

います。また、IAEA は原子力利用に際して高い安全性を確保するために参照すべき安全基

準文書（安全原則、安全要件、安全指針）を策定していますが、ほとんどの安全要件が、東

電福島第一原発事故の教訓を踏まえて改訂されました [50]。 

OECD/NEA は、各国の規制機関が今後取り組むべき優先度の高い事項を示しています [7] 

[8] 。特に、原子力の安全確保においては、人的・組織的要素や安全文化の醸成が重要であ

るとし、OECD/NEA 加盟国による継続的な安全性向上の取組を支援しています [51]。 

米国や欧州諸国においても、事故の教訓を踏まえ、より一層の安全性向上に向けた追加の

安全対策の検討や導入を進めています。例えば米国では、事故直後に米国原子力規制委員会

（NRC30）に設置された短期タスクフォースの勧告 [52] [53]に基づき、規制の見直しや、

電気事業者に対する安全性強化措置の要請を進めています。EU31では、事故直後に域内の原

子力発電所に対してストレステスト（耐性検査）を行うとともに、2009 年に採択された原

子力安全に関する EU 指令が 2014 年 7 月に改定され、EU 全体での原子力安全規制に関する

規則が強化されました [54]。 

30 Nuclear Regulatory Commission 
31 European Union 
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 2） 国の役割

IAEAの安全基準文書を構成する安全原則では、政府の役割について「独立した規制機関を

含む安全のための効果的な法令上及び行政上の枠組みが定められ、維持されなければなら

ない」とされています。 

我が国では、東電福島第一原発事故の反省を踏まえ、規制組織の独立性の担保や縦割り行

政の弊害の解消のため、原子力行政体制が見直され、原子力規制委員会が発足しました。原

子力規制委員会は、「原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること」を組織理

念として、独立性、実効性、透明性、向上心と責任感、 緊急時即応に関する 5つの活動原則

を掲げています [55]。また、行動規範や外部有識者の選定に係る要件を定め、組織の中立

性の確保に努めています [56] [57]。さらに、委員会の各種会合は原則として内容を公開す

るなど、情報公開を徹底し、意思決定プロセスの透明性の確保を図っています。 

原子力規制委員会は、国内外の多様な意見に耳を傾け、孤立と独善を戒めることを活動原

則の一つとしています。原子力規制委員会は、外部とのコミュニケーションにも取り組んで

おり、規制活動の状況や改善等に関して、原子力事業者、 地元関係者等との意見交換等を行

っています [58] [59] [60] [61]。また、IAEA  及び OECD/NEA等の国際機関や諸外国の原子

力規制機関との連携・協力を通じ、我が国の知見、経験を国際社会と共有することに努めて

います [62]。 

 3） 原子力事業者等の役割

IAEAの安全原則では、「安全のための一義的な責任は、放射線リスクを生じる施設と活動

に責任を負う個人又は組織が負わなければならない」と規定し、安全確保の一義的な責任は

原子力事業者等にあるとしています。 

原子力事業者等は、新規制基準で採用されている「深層防護」の考え方に基づき、安全確

保のための措置を講じています。また、新規制基準に対応するだけでなく、最新の知見を踏

まえつつ、安全性向上に資する措置を自ら講じる責務を有しています。このような自主的か

 つ継続的な安全性向上の取組については、第 1  章 1－5「ゼロリスクはないとの認識の下で

の安全性向上への不断の努力」に記載しています。 

 ② 原子力安全規制に関する法的枠組みと規制の実施

 1） 新規制基準の導入と原子力安全規制の継続的な改善

 東電福島第一原発事故後、2012 年の原子炉等規制法の改正により、その目的に、国民の

 健康の保護、環境の保全等が追加されました。また、2012 年の改正後の原子炉等規制法で

は、原子力安全規制の強化のため、（1）重大事故対策の強化、（2）許可済み原子力施設に対

して最新の技術的知見を踏まえた新たな規制基準が定められた場合の当該基準への適合の

義務付け（バックフィット制度の導入）、（3）運転期間延長認可制度の導入（運転可能期間
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を、最初の使用前検査合格日から起算して 40 年とする。ただし、原子力規制委員会が認可

した場合は、1回に限り 20 年を限度に延長可能とする）、（4）発電用原子炉施設に関する規

制の原子炉等規制法への一元化等が新たに規定されました。 

この改正を受け、最新の技術知見、IAEA 安全基準を含む各国の規制動向等を取り入れて、

2013 年 7 月に、実用発電用原子炉施設の新規制基準が施行されました。同様に、同年 12 月

には核燃料施設等の新規制基準が施行されました [63]。新規制基準は、地震や津波等の自

然災害や火災等への対策を強化するとともに、万一重大事故が発生した場合に対する十分

な準備等を要求しています。また、意図的な航空機の衝突等のテロリズムに対処する施設の

整備等についての規定が新設されました [64]。2019 年 10 月には、テロリズム以外による

重大事故等発生時にも特定重大事故等対処施設を用いて対処するために必要な事項を定め

ること等が求められるようになりました [65]。 

自然災害のうち地震については、安全上重要な施設が「基準地震動による地震力」によっ

て、その安全機能が損なわれるおそれがないかを確認しています。「基準地震動」とは、施

設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震に伴って生じる揺れのことを指し、最新の科学

的・技術的知見を踏まえ、敷地周辺の地質構造や地盤構造等に基づき策定されます。なお、

津波についても、地震と同様に「基準津波」による波力等を用い、安全上重要な施設の安全

機能が損なわれるおそれがないかを確認しています。さらに、火山・竜巻・森林火災につい

ても想定を大幅に引き上げた上で防護対策を要求しています。例えば火山については、原子

力発電所の半径 160km 圏内の火山を調査し、火砕流等の設計対応不可能な火山事象の可能

性を評価するとともに、敷地周辺で確認された火山灰層厚から火山灰の影響を評価し、あら

かじめ防護措置を講じることを要求しています。 

また、原子力規制委員会は、国内外における最新の技術的知見や動向を考慮して、規制の

継続的な改善にも取り組んでいます。2016 年 1 月には、IAEA が加盟国の原子力規制に関す

る法制度や組織等について IAEA 安全基準に照らして総合的なレビューを行う総合規制評価

サービス（IRRS32）を受け入れました。これにより、検査と執行、放射線源規制・放射線防

護及び人材育成・確保等の課題が指摘され [66] [67]、2020 年 1 月には、これらの課題へ

の対応状況等のレビューを行う IRRS フォローアップミッションを受け入れました。 

IRRS フォローアップミッションの最終報告書は 2020 年 3 月に日本政府へ提出され、2016

年に指摘された課題の多くが改善されていると評価されました。一方で、統合マネジメント

システムの実施及び従事者の放射線防護に対する規制の強化や、放射性物質輸送における

緊急時対応措置の定期的な訓練や検査の拡大が勧告されています [68]。  

32 Integrated Regulatory Review Service 
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2） 原子炉等規制法等に基づく規制の実施

ｲ） 実用発電用原子炉施設に係る規制

実用発電用原子炉施設については、原子力規制委員会が、原子炉等規制法に基づき、設計・

建設段階、運転段階の各段階の規制を行っています。設計・建設段階では、まず、電気事業

者が設備の設計方針について記した原子炉設置（変更）許可申請を原子力規制委員会に提出

します。これを受け、原子力規制委員会は設置許可基準規則等に定められた技術基準に適合

しているかを審査し、原子炉の設置（変更）の許可について判断します。設置（変更）許可

を受けた電気事業者は、設備の詳細な設計内容を示した工事計画について、原子力規制委員

会に認可申請を行います。電気事業者は、工事の各工程において、設計及び工事の計画との

適合性や技術基準との適合性を確認する使用前事業者検査を行い、原子力規制検査でその

状況を確認します。また、運転開始に当たっては、原子力発電所の運転の際に実施すべき事

項や、従業員の保安教育の実施方針等原子力発電所の保安に関する基本的な事項を定めた

保安規定の審査・認可を行います。2020 年 3 月時点で 16 基が設置変更許可を受けており、

そのうち 9基が再稼働しています33。 

2019 年度の新規制基準適合性に係る審査では、東北電力株式会社女川原子力発電所 2 号

機について、原子力規制委員会により設置変更の許可がなされました [69]。また、原子力

規制委員会は 2019 年 6 月に原子炉等規制法に基づき、関西電力株式会社高浜発電所、大飯

発電所及び美浜発電所について、基本設計ないし基本的設計方針の変更を命じました [70]。

これは、既に許可されていた大山火山の噴火規模に係る想定が、新知見により基準を満たし

ていないと判明したことによるものであり、バックフィットを適用したものです。運転段階

では、電気事業者による「定期事業者検査」が行われ、さらに原子力規制委員会は原子力規

制検査を通じて、技術基準への適合性をはじめ、事業者の安全活動におけるパフォーマンス

を監視します。なお、発電用原子炉設置者は、運転に関する主要な情報については定期的に、

事故や故障等のトラブルについては直ちに、原子力規制委員会に報告することとされてい

ます。

ﾛ） 核燃料施設等に係る規制

原子炉等規制法に基づき、製錬施設、加工施設、試験研究用等原子炉施設、使用済燃料

貯蔵施設、再処理施設、廃棄物埋設施設、廃棄物管理施設、使用施設等に対する規制が行

われています。これらの施設は、取り扱う核燃料物質の形態や施設の構造が多種多様であ

ることから、それぞれの特徴を踏まえた基準を策定する方針が採られています。これらの

施設についても新規制基準への適合性審査が進められています。 

33 詳細は、第 2 章 2-1(1)②「我が国の原子力発電の状況」を参照。 
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原子力安全対策に関する最近の取組

 ① 新規制基準を踏まえた安全対策に関する取組

原子力事業者の自主的な安全性向上の取組を促進するために、原子炉等規制法では、定期

的に施設の安全性の向上のための評価（以下「安全性向上評価」という）を行い、その結果

 を原子力規制委員会に届け出ることを事業者に義務付けています。2019 年度には関西電力

 株式会社高浜発電所 3  号機及び大飯発電所 3  号機、四国電力株式会社伊方発電所 3 号機、

 九州電力株式会社玄海原子力発電所 3号機の安全性向上評価が届け出されました。 

 また、2019  年 8  月には、日本原子力発電株式会社敦賀発電所 2 号機における屋外重要施

 設の配置等が見直されました。これは、2019  年 4 月に地震動評価を見直した結果、基準地

震動が引き上げられたことへの対策であり、重大事故等発生時の安全性を向上させるため

のものです [71]。 

 ② 検査制度の見直しに関する取組

2016  年に実施された IAEA  の IRRSチームによる検査制度への勧告や提言 [66]を踏まえ、

検査制度の見直しが進められています。検査制度見直しに係る考え方として、原子力施設の

安全確保に一義的責任を有する原子力事業者等自らが、安全確保のための取組を適切に実

施し、その取組について評価・改善し、規制は安全上重要な事項に焦点を当て、検査官が監

視・評価を行うこととしています。 

 新たな検査制度の  2020  年度実運用開始に向け、2018  年  10  月 1  日から  2020  年 3  月 3 1 日

 にかけて試運用が実施されました。試運用フェーズ  1（2018  年 10  月 1  日から  2019  年 3 月

 31 日）では、新検査制度に係る文書類の現場活用における問題点の抽出・改善、各検査ガ

イドの所要時間の適正化、新検査制度における検査活動に対する経験の蓄積を狙いとした

検査が実施されました  [72]。試運用フェーズ  2（2019  年 4  月 1  日から  2019  年 9  月 3 0 日）

では、 フェーズ 1での課題を是正しつつ、本格運用に限りなく近い状況を模擬して試運用を

実施・検証しました。その一環として、関西電力株式会社大飯発電所及び東京電力柏崎刈羽

原子力発電所を代表プラントとしてチーム検査が実施されるとともに、大飯発電所につい

 ては、フェーズ 2 終了後、総合的な評定が実施されました [73]  [74]。試運用フェーズ 3 

（2019  年 10  月 1  日から 2020  年 3  月 31 日）では、本格運用直前であることを考慮し、本格

運用と同等なプロセスに従った検査、サンプル数の適正化、ほとんどの原子力施設を対象と

したチーム検査等が実施されました [75]。また、いずれの試運用でも、原子力規制庁と原

子力事業者が定期的に状況を共有するとともに、公開会合や現場において議論が行われま

した [76]。これらのスムーズな検査の導入に向けた取組を経て、本格運用が開始されまし

た。 



③ 原子力安全研究

原子力規制委員会では、「規制基準等の整備に活用するための知見の収集・整備」、「審査

等の際の判断に必要な知見の収集・整備」、「規制活動に必要な手段の整備」、「技術基盤の構

築・維持」等を目的として、安全研究を実施しています。原子力規制委員会は、2019 年 7 月

に発表した「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針（令和 2年度以降の安全研究

に向けて）」において、横断的原子力安全（外部事象、火災防護、人的組織的要因）、原子炉

施設（リスク評価、シビアアクシデント（軽水炉）、熱流動・核特性、核燃料、材料・構造、

特定原子力施設）、核燃料サイクル・廃棄物（核燃料サイクル施設、放射性廃棄物埋設施設、

廃止措置・クリアランス）、原子力災害対策・放射線規制等（原子力災害対策、放射線規制・

管理、保障措置・核物質防護）、技術基盤の構築・維持の 5つのカテゴリーについて 2020 年

度以降の安全研究プロジェクトの概要を示しています [77]。 

原子力機構や国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「量研」という。）では、

IAEA 等の国際機関及び諸外国の研究機関と連携し、安全研究を実施しています。具体的に

は、事故時の燃料破損挙動や原子炉冷却に係る現象把握、材料・構造安全性、核燃料施設の

過酷事故の発生可能性、燃料デブリ等の臨界34安全、放射性廃棄物管理、リスク評価・放射

線安全・防災研究、保障措置、核不拡散に関する研究等を行っています。 

経済産業省では、東電福島第一原発以外の廃止措置を含めた軽水炉の安全技術・人材の維

持・発展のため、国、原子力事業者、学会等の関係者が担うべき役割や各課題の優先度を明

確化した「軽水炉安全技術・人材ロードマップ」（2015 年 6 月自主的安全性向上・技術・人

材ワーキンググループ、2017 年 3 月改訂） [78]の優先度に基づく研究開発を「原子力の安

全性向上に資する共通基盤整備のための技術開発委託費」事業において推進しています 

[79]。

34 原子核分裂の連鎖反応が一定の割合で継続している状態のこと。 
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1－3 過酷事故の発生防止とその影響低減に関する取組 

国民の安全を確保する上で、多量の放射性物質が環境中に放出される事態を招くお

それのある過酷事故の発生を防止すること及び万が一発生してしまった場合の影響を

低減することは非常に重要です。現在、原子力事業者等は、新規制基準を踏まえた過酷

事故対策を講じるとともに、国や研究開発機関を含む原子力関係機関は、過酷事故に対

する理解を深め、更なる安全対策に生かすための研究開発を進めています。 

過酷事故対策

事故の教訓を踏まえ、原子力事業者等は、過酷事故の発生を防止するための対策や、万が

一事故が発生した場合でも事故の影響を低減するための対策を新たに講じています（図 

1-11、図 1-12）。津波への対策としては、発電所敷地内への津波の浸入を防ぐための防潮堤

を設置するとともに、防潮堤を超える高さの津波によって敷地内が浸水した場合でも建物

内の重要な機器やエリアの浸水を防止するための防潮壁、水密扉を設置しています。 

図 1-11 東京電力柏崎刈羽原子力発電所の防潮堤、防潮壁・防潮板 

（出典）東京電力「津波による浸水防止」 [80] 

また、大規模な地震による送電鉄塔の倒壊や津波による発電所内非常用電源の浸水を想

定し、敷地内の高台に配備された発電機車や電源車から発電所に電源を供給するなど、電源

設備の多重化・多様化も行っています。さらに、全ての電源が失われた場合でも原子炉や使

用済燃料プールを冷却し続けるための多様な注水設備や手段を確保しており、非常時には

発電所の外から予備タンクや貯水池、海水を水源としたポンプ車による発電所内への注水

を行うことができます。 

炉心を冷却し続けることができず、燃料が損傷に至った場合を想定した対策も講じられ

ています。格納容器や原子炉建屋内での水素爆発を防止するための対策として、水素と酸素

を結合させて水蒸気にする静的触媒式水素再結合装置や、短時間のうちに多量に発生した

水素を計画的に燃焼し除去する電気式水素燃焼装置を設置しています。また、格納容器内の

気体を排出し圧力を下げることで格納容器の過圧による破損を防止するフィルタベント設

備を設置しています。気体に含まれる放射性物質はフィルタで除去されるため、周辺環境の
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土壌汚染は大幅に抑制されます。さらに、原子炉建屋や格納容器が破損した場合でも、屋外

に配備した放水設備から破損箇所に向けて大量の水を放出することで放射性物質の大気へ

の拡散を抑制します。発電所敷地内には、このような対策の実行に必要となる人や車両の通

路を確保するため、地震や津波によって散乱した瓦礫等を撤去するための重機も配備して

います。 

意図的な航空機の衝突等のテロリズムへの対策として、特定重大事故等対処施設も設置

が進められています。同施設は、テロ行為によって炉心が損傷した場合でも、放射性物質の

異常な放出を抑制するため、原子炉建屋とは離れた場所に設置され、炉心や格納容器内への

注水設備、電源設備、通信連絡設備を格納するものです。また、これらの設備を制御するた

めの緊急時制御室も備えています。 

図図  11--1122  過過酷酷事事故故のの影影響響をを低低減減すするるたためめのの対対策策例例  

（出典）東京電力「柏崎刈羽原子力発電所における福島第一原子力発電所事故の教訓をふまえた対策について」（2016 年） 

[81] 

フィルタベント設備

静的触媒式水素再結合装置 屋外放水設備 
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東北電力株式会社女川原子力発電所では、東日本大震災発生時に運転中であった 1～3号

機の原子炉が安全に冷温停止しましたが、東電福島第一原発事故の教訓を踏まえ、更なる安

全性向上に取り組んでいます。安全性向上対策は主に「地震・津波への対策」、「電源の確保

対策」、「冷却機能の確保対策」、「閉込機能の確保対策」、「事故対応の基盤整備」、「地震・津

波以外のさまざまなリスク事象への対策」に分けられます。 

東電福島第一原発事故の原因であると考えられている津波の対策として、最新の知見を

踏まえて津波の高さを最大 23.1m と想定し、国内最高レベルとなる海抜 29m の防潮堤を設

置しています。なお、東日本大震災で東北電力株式会社女川原子力発電所に到達した津波の

高さは約 13m でした。また、原子炉を冷やすために必要な電源の確保対策として、外部電力

や原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機が使用できなくなった場合に備えてガスタービ

ン発電機や電源車を整備しています。電源を喪失した場合でも原子炉を冷やし続けること

ができるように、電気がなくても蒸気で駆動するポンプや、送水ポンプ車が設置されました。

万が一事故が起きた場合にも備えて、事故の影響を抑える対策や、事故に対応する基盤の整

備、事故を想定した訓練が行われています。例えば、放射性物質の環境中への拡散を抑制す

るために、放水砲やシルトフェンスが配備されています。 

 これらの安全性向上対策を踏まえて、東北電力株式会社女川原子力発電所は 2020 年 2 月

26 日に原子力規制委員会から設置変更の許可を受けました。 

東東北北電電力力株株式式会会社社女女川川原原子子力力発発電電所所ににおおけけるる安安全全性性向向上上対対策策のの例例  

（出典）東北電力株式会社「女川 2 号機の主な安全対策」 [82] 

コラム ～東北電力株式会社女川原子力発電所の安全性向上対策～ 
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過酷事故に関する原子力安全研究

① 原子力規制委員会における安全研究

原子力規制委員会は、過酷事故研究を通じて、新規制基準に基づき原子力事業者等が策定

した過酷事故対策の妥当性を審査する際に必要となる技術的知見や評価手法を整備し、関

連する規格基準類に反映しています。 

過酷事故時に発生する物理化学現象の中には、予測や評価に大きな不確実性を伴う現象

が存在します。原子力規制委員会は、これらの重要な現象を解明し、最新の知見を拡充する

ための研究に取り組んでいます。特に、過酷事故時の格納容器内における水素等の気体の水

スプレイによる攪拌挙動（図 1-13）、格納容器内に落下した溶融炉心がコンクリートを侵食

する反応（MCCI35）、溶融炉心の冷却性等について、関係機関と協力し、国内外の施設を用い

た実験を行っています。実験で得られた知見は、過酷事故時の安全性を評価するための解析

コードの開発や精度向上、確率論的リスク評価（PRA36）手法の高度化に活用しています。ま

た、OECD/NEA が行う ARC-F 等の国際共同プロジェクトに参加し、国内外の専門家から最新

の情報を収集しています。なお、原子力機構は、原子力規制委員会によるこれらの実験や研

究の一部を実施しており、科学的・合理的な規制の構築に貢献しています。 

図図  11--1133  大大型型格格納納容容器器実実験験装装置置にによよるる熱熱流流動動実実験験のの概概要要  

（出典）原子力規制委員会「平成 29 年度安全研究計画」（2017 年） [83]に基づき作成 

② 経済産業省における安全研究

経済産業省は、「軽水炉安全技術・人材ロードマップ」の中で優先度が高いとされた課題

の解決に向けた技術開発を支援しています。過酷事故が発生した場合でも事故対応のため

35 Molten Core Concrete Interaction 
36 Probabilistic Risk Assessment 
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の猶予期間を確保するため、過酷事故条件下でも損傷しにくい新型燃料部材の開発に取り

組んでいます。また、原子力発電所の包括的なリスク評価手法の高度化のため、地震や津波

を対象とした確率論的リスク評価（PRA）手法の高度化にも取り組んでいます。 

③ 文部科学省における安全研究

文部科学省は、原子力機構が所有する研究施設を活用し、過酷事故を回避するために必要

となる安全評価用データの取得や安全評価手法の整備に取り組んでいます。原子炉安全性

研究炉（NSRR37）では、試験燃料棒が破損する様子を観察することで、燃料破損メカニズム

を解明し、過酷事故への進展防止等の検討に必要な知見を取得しています。 

④ 原子力機構における安全研究

原子力機構では、独立性の高い規制支援機関としての安全研究センター、廃炉国際共同研

究センター（CLADS38）が過酷事故研究に取り組んでいます。安全研究センターは、多様な施

設を活用した実験（図 1-14）を通じて、原子力規制委員会への技術的支援や長期的視点か

ら先導的・先進的な安全研究を実施しており、過酷事故の防止や影響緩和に関する評価、放

射性物質の環境への放出とその影響に関する研究について重点的に取り組んでいます。ま

た、廃炉国際共同研究センターは、東電福島第一原発の廃炉に向けた研究の一環として、事

故進展解析による炉内状況の把握、燃料の破損・溶融挙動の解明、溶融炉心・コンクリート

反応による生成物の特性把握、セシウム等の放射性物質の化学挙動に関する知見の取得に

取り組んでいます。これらの成果の一部は、現行の過酷事故用解析コードの高度化や事故対

策の高度化等、将来の安全研究に役立てることとなっています。 

37 Nuclear Safety Research Reactor 
38 Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science 
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図図  11--1144  原原子子力力機機構構のの研研究究をを支支ええるる主主なな施施設設  

（出典）第 5 回原子力委員会資料 1 号 原子力機構「安全研究センターの研究活動について」（2019 年） [84] 

⑤ 電力中央研究所における安全研究

一般財団法人電力中央研究所の原子力リスク研究センター(NRRC39)は、原子力事業者等の

安全性向上に向けた取組を支援するため、PRA 手法やリスクマネジメント手法に関する研究

を実施しています。過酷事故状況下における運転員による機器操作等の信頼性評価や過酷

事故時に放出される放射性物質による公衆や環境への影響の評価に関する技術開発に取り

組むとともに、地震、津波、竜巻、火山噴火等の外部事象に対する原子力施設のフラジリテ

ィ（地震動の強さに対する機器、建物・構築物等の損傷確率）評価手法の開発も進めていま

す。 

39 Nuclear Risk Research Center 
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OECD/NEA では、我が国を含めた各国の関係機関が参加し、過酷事故に関する現象の解明

や事故の防止・緩和に関する国際共同研究プロジェクトが実施されています。 

進行中の主な過酷事故関連プロジェクト 過去の報告書等 

東電福島第一原発事故のベンチマーク研究（BSAF）プロジェクトフェ

ーズ 2 ※ 
[85] 

シビアアクシデントの不確実性低減プロジェクト（ROSAU40） ― 

燃料デブリの分析に関する予備的研究（PreADES41）※ [86] 

原子炉建屋内及び格納容器内の調査結果の分析（ARC-F42） ― 

福島第一原子力発電所の事故進展シナリオ評価に基づく燃料デブリ

と核分裂生成物の熱力学特性の解明に係る協力プロジェクト

（TCOFF43）※ 

[87] 

ヨウ素挙動プロジェクト（BIP44）フェーズ 3 [88] 

ソースターム評価・緩和プロジェクト（STEM45）フェーズ 2 [89] 

原子力安全のための水素影響緩和試験プロジェクト（HYMERS46）フェ

ーズ 2 
[90] 

熱水力、水素、エアロゾル及びヨウ素挙動に関するプロジェクト

（THAI47）フェーズ 3 
[91] [92]

事故シミュレーションのための先進的な熱水力試験ループプロジェ

クト(ATLAS48)フェーズ 2
[93] 

一次冷却系ループ試験設備プロジェクト（PKL49）フェーズ 4 [94] [95]

スタズビック被覆管健全性プロジェクト（SCIP50）フェーズ 3 [96] 

（出典）Nuclear Energy Agency「2018 NEA Annual Report」（2019 年） [97]、Nuclear Energy Institute「NEA joint projects」 [98]、

原子力機構「OECD/NEA 国際共同研究プロジェクト「福島第一原子力発電所の原子炉建屋および格納容器内情報の分析

（ARC-F）」を開始」 [99]に基づき作成 

※次項で説明しています。

コラム ～OECD/NEA による過酷事故研究の取組～ 

40 Reduction Of Severe Accident Uncertainties 
41 Preparatory Study on Analysis of Fuel Debris 
42 Analysis of Information from Reactor Building and Containment Vessel and Water Sampling in 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 
43 Thermodynamic Characterisation of Fuel Debris and Fission Products Based on Scenario Analysis 

of Severe Accident Progression at Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 
44 Behaviour of Iodine Project 
45 Source Term Evaluation and Mitigation 
46 Hydrogen Mitigation Experiments for Reactor Safety 
47 Thermal-hydraulics, Hydrogen, Aerosols and Iodine 
48 Advanced Thermal-hydraulic Test Loop for Accident Simulation 
49 Primary Coolant Loop Test Facility 
50 Studsvik Cladding Integrity Project 
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東電福島第一原発の事故や廃炉戦略に関連する代表的なプロジェクトとしては以下があ

ります。 

東電福島第一原発事故のベンチマーク研究（BSAF）プロジェクト 

東電福島第一原発事故時の挙動データと各種の過酷事故進展解析コードの比較・検証を

行っています。フェーズ 1 では、13 種類の過酷事故進展解析コードを用いて事故後 6 日間

の原子炉容器内の状況の解析を行い、予測精度向上のための課題が抽出されました。フェー

ズ 2が 2015 年から始まり、フェーズ 1の結果を踏まえ事故後 3週間までの解析を行い、燃

料デブリの位置等の評価を行っています。 

燃料デブリの分析に関する予備的研究（PreADES） 

東電福島第一原発事故に関連する安全研究の知識ギャップを埋めるための研究課題の抽

出を目的に、2013 年から 2016 年にかけて「東電福島第一原発事故後の安全研究の可能性に

関する上級タスクグループ（SAREF51）」が実施されました。PreADES は、SAREF を通じて提案

された短期プロジェクトの一つで、燃料デブリの分析に関する知見や方法論を向上させる

ために必要な情報の収集等を目的としています。 

福島第一原子力発電所の事故進展シナリオ評価に基づく燃料デブリと核分裂生成物の熱力

学特性の解明に係る協力プロジェクト（TCOFF プロジェクト） 

2017 年 6 月にプロジェクトを立ち上げ、燃料デブリや核分裂生成物等の化学反応に関す

る基礎データを収集し、燃料デブリや事故進展挙動の解析に適した熱力学データベースの

整備に取り組んでいます。燃料デブリの取り出しだけでなく、既存解析コードの精度向上等

の成果も期待されています。 

51 Senior Expert Group on Safety Research Opportunities Post-Fukushima 
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 過酷事故・防災プラットフォーム

これまでの我が国における過酷事故に関する安全研究では、原子力関連機関の連携や協

働の取組が十分とはいえず、研究を通じて得られた知見や知識が組織ごとに存在している

状況でした。そのため、「原子力利用に関する基本的考え方」（2017 年 7 月原子力委員会決

定、政府として尊重する旨閣議決定）を踏まえ、原子力機構を幹事機関として、「過酷事故・

防災プラットフォーム」が発足しました。プラットフォームでは、関係各機関の協力の下、

国内外の最新の知見を収集・共有し、報告書・解説・研修資料等として公開すること等を目

的とした活動が行われています。 

SA52アーカイブズ（軽水炉過酷事故技術資料）は、過酷事故の推移や個別現象、その影響

と対策を俯瞰的に理解すること、また、これらを体系的に学習する研修資料とすることを目

的とし、原子力機構を中心に複数の原子力関連機関による整備が進められています。プラッ

トフォームには、このような関係者による共同作業や情報交換を通じて、人材育成の促進、

ニーズ対応型の研究開発の創出・促進、情報公開を通じた国民理解の促進、知識基盤の構築・

強化、根拠情報の明示・俯瞰等の成果が期待されています。 

52 Severe Accident 

85第１章　福島の着実な復興・再生と教訓を真摯に受け止めた不断の安全性向上

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



1－4 原子力分野の構造的特性を踏まえた安全性向上への対応 

東電福島第一原発事故後、原子力行政体制や規制基準の見直し、原子力関係事業者等

の自主的な安全性向上に関する取組等が進められています。しかし、規制基準を満たせ

ば事故が起きないという誤解を再び生まないためにも、国や原子力関係事業者等の原

子力関連機関の関係者は常に緊張感を持って不断の安全性向上に取り組むとともに、

従来の日本的組織や国民性の弱点を克服した安全文化を確立していくことが不可欠で

す。そのため、原子力規制委員会及び原子力事業者等における安全文化醸成の取組が進

められています。 

安全神話からの脱却と安全文化の醸成

IAEAでは、安全文化を「全てに優先して原子力施設等の安全と防護の問題が取り扱われ、

その重要性に相応しい注意が確実に払われるようになっている組織、個人の備えるべき特

性及び態度が組み合わさったもの」としています [100]。 

2016  年に OECD/NEAが取りまとめた規制機関の安全文化に関する報告書においても、安全

文化に国民性が影響を及ぼすという指摘がある [51]ように、国民性は価値観や社会構造に

組み込まれており、個人の仕事の仕方や組織の活動にも影響を及ぼすと考えられます。我が

国においては、特有の思い込み（マインドセット）やグループシンク（集団思考や集団浅慮）、

多数意見に合わせるよう暗黙のうちに強制される同調圧力、現状維持志向が強いことが課

題の一つとして考えられます [1]。 

国や原子力関係事業者等の原子力関連機関の関係者は、国民や地方公共団体等のステー

クホルダーの声に耳を傾け、不断の安全性向上に取り組むとともに、従来の日本的組織や国

民性の良いところは生かしつつ、一方で上記のような弱点を克服した安全文化を確立して

いくことが不可欠です。 

 ① 原子力規制委員会における取組

2016  年に実施された IAEAの総合規制評価サービス（IRRS）ミッションでは、規制行政の

マネジメントシステムについて、高いレベルの安全を達成するため、問いかける姿勢を養う

など、安全文化の向上を継続して強化することが必要であると指摘されました。そのため、

原子力規制委員会は「原子力規制委員会マネジメントシステムに関する改善ロードマップ」

（2016  年 11 月原子力規制委員会決定）を策定し、安全文化の醸成のための取組を進めてい

ます。 

IAEA  の IRRSミッションでは「人的及び組織的要因を設計段階で体系的に考慮することの

要求」が課題として提示されたことから、原子力規制委員会は、安全のためのリーダーシッ

 プとマネジメントに関する IAEAの安全要件 [101]を踏まえ、安全文化及び原因分析に係る

それぞれのガイドの策定に着手しました。両ガイドは、安全文化及び原因分析に係る規則の
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1－4 原子力分野の構造的特性を踏まえた安全性向上への対応 

東電福島第一原発事故後、原子力行政体制や規制基準の見直し、原子力関係事業者等

の自主的な安全性向上に関する取組等が進められています。しかし、規制基準を満たせ

ば事故が起きないという誤解を再び生まないためにも、国や原子力関係事業者等の原

子力関連機関の関係者は常に緊張感を持って不断の安全性向上に取り組むとともに、

従来の日本的組織や国民性の弱点を克服した安全文化を確立していくことが不可欠で

す。そのため、原子力規制委員会及び原子力事業者等における安全文化醸成の取組が進

められています。 

安全神話からの脱却と安全文化の醸成

IAEAでは、安全文化を「全てに優先して原子力施設等の安全と防護の問題が取り扱われ、

その重要性に相応しい注意が確実に払われるようになっている組織、個人の備えるべき特

性及び態度が組み合わさったもの」としています [100]。 

2016  年に OECD/NEAが取りまとめた規制機関の安全文化に関する報告書においても、安全

文化に国民性が影響を及ぼすという指摘がある [51]ように、国民性は価値観や社会構造に

組み込まれており、個人の仕事の仕方や組織の活動にも影響を及ぼすと考えられます。我が

国においては、特有の思い込み（マインドセット）やグループシンク（集団思考や集団浅慮）、

多数意見に合わせるよう暗黙のうちに強制される同調圧力、現状維持志向が強いことが課

題の一つとして考えられます [1]。 

国や原子力関係事業者等の原子力関連機関の関係者は、国民や地方公共団体等のステー

クホルダーの声に耳を傾け、不断の安全性向上に取り組むとともに、従来の日本的組織や国

民性の良いところは生かしつつ、一方で上記のような弱点を克服した安全文化を確立して

いくことが不可欠です。 

 ① 原子力規制委員会における取組

2016  年に実施された IAEAの総合規制評価サービス（IRRS）ミッションでは、規制行政の

マネジメントシステムについて、高いレベルの安全を達成するため、問いかける姿勢を養う

など、安全文化の向上を継続して強化することが必要であると指摘されました。そのため、

原子力規制委員会は「原子力規制委員会マネジメントシステムに関する改善ロードマップ」

（2016  年 11 月原子力規制委員会決定）を策定し、安全文化の醸成のための取組を進めてい

ます。 

IAEA  の IRRSミッションでは「人的及び組織的要因を設計段階で体系的に考慮することの

要求」が課題として提示されたことから、原子力規制委員会は、安全のためのリーダーシッ

 プとマネジメントに関する IAEAの安全要件 [101]を踏まえ、安全文化及び原因分析に係る

それぞれのガイドの策定に着手しました。両ガイドは、安全文化及び原因分析に係る規則の

要求事項を審査や検査で確認する際に用いられるものです [102]。 

両ガイド案は事業者による試運用を経て、2019 年 9 月 26 日から 10 月 25 日まで意見募集

が実施されました。原子力規制庁は、意見募集の結果を踏まえて修正したガイドを 2020 年

4 月 1日より施行しました [103]。 

なお、2020 年 1 月に行われた IRRS フォローアップミッションでは、規制の取組に関し

IAEA の専門家チームによる評価が行われました [104]。 

② 原子力事業者等における取組

原子力発電所においては、原子炉等規制法と、民間規格である原子力安全のためのマネジ

メントシステム規定 JEAC4111-2013 に基づいて安全文化醸成の活動が行われています。同

規格は、新検査制度の運用開始、新品質基準制定を踏まえ、改訂の検討が進められています。 

また、原子力事業者等が自主的・継続的に安全性向上に取り組み、その時点での世界最高

水準の安全性（エクセレンス）を追求していくために 2012 年に設置された自主規制組織で

ある一般社団法人原子力安全推進協会（JANSI）は、安全文化推進セミナー等の活動を行っ

ています。2019 年には 4回のセミナーが開催されました。2019 年 5 月 23、24 日に開催され

た第 12 回セミナー（基礎編）では、「組織における安全文化を創続するリーダーシップ力の

強化」をテーマに、講師による情報提供や、受講者による職場の課題分析と情報交換が行わ

れました [105]。研修の終了時には受講者が職場で実践する行動目標を設定し、10月10日、

11 日に開催された第 12 回セミナー（フォローアップ編）において、その実践に対する職場

の同僚、部下たちからの評価についての情報共有と分析が行われました（図 1-15） [106]。 

図図  11--1155  第第 1122 回回安安全全文文化化セセミミナナーー（（フフォォロローーアアッッププ編編））ででのの受受講講者者にによよるる  

情情報報交交換換（（ググルルーーププワワーークク））のの様様子子  

（出典）一般社団法人原子力安全推進協会「第 12 回安全文化セミナー（フォローアップ編）を実施しました」 [106] 
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1－5 ゼロリスクはないとの認識の下での安全性向上への不断の努力 

あらゆる科学技術がリスクとベネフィットの両面を持つように、原子力についても

ゼロリスクは有り得ず、事故は起きる可能性があるとの認識の下、「残余のリスクをい

かにして小さく抑え、顕在化させないか」という認識を定着させ、東電福島第一原発

事故の教訓を踏まえ、規制基準への適合に留まらず、安全性向上への不断の努力を積

み重ねることが求められています。 

そこで、原子力事業者等を含む産業界全体で連携して、自律的かつ継続的な安全性

向上を推進するための新組織が設立され、共通的な技術課題の解決に向けて活動を開

始しています。 

原子力事業者等による自主的安全性向上に関する取組

安全性向上のためには、規制基準さえ満たせば安全であるという安全神話と決別し、原子

力施設の安全確保に一義的責任を有する原子力事業者等が自主的に取り組むことが重要で

す。原子力事業者等を含む産業界は、自主的安全性向上に取り組むに当たり、事業者を牽引

する組織として 2012 年 11 月に一般社団法人原子力安全推進協会（JANSI）を設立しました。

JANSI は世界最高水準の安全性（エクセレンス）の追求をミッションとしており、そのため

にエクセレンスの設定、評価、支援を行います。また、JANSI は米国原子力事業者の自主規

制機関である原子力発電運転協会（INPO53）をモデルとしており、「最高経営責任者（CEO54）

の関与」、「原子力安全へのフォーカス」、「産業界からの支援」、「責任」、「独立性」の 5つを

原則としています。2019 年 3 月には「JANSI-10 年戦略」を決定し、自主的安全性向上の取

組に関して JANSI と産業界が目指すべき姿とアクションプランを示しました [107]。 

JANSI と原子力事業者等は協働関係にあり、JANSI はたゆまぬエクセレンスの追求を効果

的、効率的に進める役割と責任を担います。JANSI の会員である電気事業者は個別及び集団

的責任を負うとともに、エクセレンスを追求する主体として一体的な安全性向上への取組

を継続します。JANSI による提言・勧告の策定に当たっては、必要に応じて外部の専門家で

ある技術評価委員や海外機関によるレビューを受けることで、客観性を確保しています。ま

た、世界原子力発電事業者協会（WANO55）と連携することで、高い水準のピアレビュー手法

を導入し、エクセレンスを追求しています。 

53 Institute of Nuclear Power Operations 
54 Chief Executive Officer 
55 World Association of Nuclear Operators 
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図図  11--1166  JJAANNSSII のの活活動動ササイイククルル  

（出典）一般社団法人原子力安全推進協会「JANSI について」 [108] 

表表  11--77  JJAANNSSII のの主主要要なな活活動動とと取取組組状状況況（（22002200 年年 22 月月時時点点））  

主要な活動 取組状況 

ピアレビューと支援 
 ピアレビューにより発電所の課題を評価（2012 年以降 19 回実施） 
 改善対策セミナー、ベンチマーク訪問、研修、連絡代表者訪問、専
門分野別の相談窓口等による支援

自主的安全性向上基

礎プログラムの充実 

 プログラムの考え方を整理し、事業者にエクセレンスを示す活動
を展開中
 是正措置プログラム（CAP）、構成管理（CM）、共通自主 PI、リス
クマネジメントのガイドラインを制定済

発電所再稼働の支援 
 先行プラントとの意見交換、事業者エキスパートによるウォーク
ダウン等による支援

運転経験情報の活用 

 国内外の運転経験情報を収集、分析し、必要に応じて事業者に対
策等を提示（2012 年以降重要度文書等を 20 件、注意喚起文書を 6
件発信）
 国内運転経験情報を公開データベース NUCIA56に登録し、必要に応
じて対応を求める

安全文化診断 
 3 年ごとに安全文化アンケートを実施
 安全文化アンケートの結果を基に、3 年から 4 年周期で安全文化
診断を実施

安全性向上策の提言 
 IAEA の評価手法に基づき、過酷事故対策に係る国内発電所の現状
を評価し、必要に応じて提言

発電所総合評価シス

テムの導入

 2018 年度実績に基づく評価を実施し、2019 年 11 月に CEO セッシ
ョンで情報を共有するとともに、評価結果を 2019 年度 JANSI 会費
に反映
 発電所表彰

リーダーシップ研修
 緊急時のノンテクニカルスキル醸成に焦点を当てた研修を企画、
実施
 各管理層を対象に、職制に応じた 10 コースの研修を提供

（出典）第 5 回原子力委員会資料 2 号 一般社団法人原子力安全推進協会「自主規制組織としてのＪＡＮＳＩの取組み」（2020 年） 

[109]に基づき作成

56 Nuclear Information Archives 
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INPO は、スリー・マイル・アイランド原子力発電所事故に関する調査委員会（通称「ケメ

ニー委員会」）による産業界への提言を契機に、自主的安全性向上を牽引する組織として

1979 年に設立されました。ケメニー委員会による主な提言は以下のとおりです。 

 効果的な管理や安全性を保証するために自ら基準を策定し、適合状況を確認する。

 原子力発電所における運転経験データを組織的に収集、レビュー及び分析する。また、

その結果を速やかに事業者へ伝達するための情報ネットワークを設置する。

INPO は提言を踏まえ、最高レベルの安全と信頼性を追求することをミッションとし、施

設に対するピアレビューや改善支援等に取り組んでいます。ピアレビューの結果は事業者

の CEO に通知され、CEO の責任で対応することになります。また、安全性に関する原子力発

電所の運営・運転・管理・保守等の情報は CEO 間で共有され、意見交換が行われます。これ

らの情報は原子力発電事業者の知的財産であり、自主的安全性向上を目的としているため

会員外には公開されず、これにより会員間の率直な共有が促されています。なお、米国外の

原子力事業者も参画しており、我が国では JANSI が会員となっています。 

主な活動 具体例 

施設・組織の評価 
 施設に赴き、現場の観察や質問を通じて設備の状況や職員のパフ
ォーマンス等を評価
 安全性と信頼性の観点から事業者を評価

訓練・資格認定 
 INPO の施設あるいはオンラインでの訓練プログラムを提供
 施設の長所・短所を評価するとともに改善点を提言
 優れた職員や訓練プログラムの認定

事象解析・情報共有 
 発電所における重要事象のレビューを支援
 原子力産業界における教訓や良好事例を共有

支援 
 各発電所の要請に応じて、発電所の運転等に関する技術的あるい
はマネジメント上の課題への取組を支援

（出典）INPO ウェブサイトに基づき作成 [110] 

このような自主的安全性向上の取組の結果として、米国では重要事象の発生頻度の減少、

稼働率の向上、出力向上等を達成し、原子炉数は増加していないにも関わらず総発電電力量

の増加にもつながり、安全性と経済性の両立を達成しています。 

米米国国のの原原子子力力発発電電所所のの重重要要事事象象発発生生率率とと発発電電電電力力量量のの推推移移  

（出典）米国原子力エネルギー協会（NEI）のデータに基づき作成
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INPO のエリス会長兼 CEO（当時）は、INPO 設立を「米国の原子力産業界における自律的

な規制の出発点」と表現しています。同氏は、原子力のような高度な技術を駆使する産業に

おける「自律的な規制」を支えるものとして以下の 5点を挙げています [111]。 

① トップ自らの関与

INPO 加盟各社のトップ自らが INPO の活動を支持し、それに関与することが、INPO 設立

に際しての重要な構成要素であった。例えば、エリス氏は 2010 年、加盟各社の全トップ

に対して、当時の原子炉における運転事象に係る望ましくない傾向を指摘する書簡を送り、

対応策を同氏に直接提示するよう求め、各社の CEO は対応した。 

② 原子力安全へのフォーカス

INPO のミッションとは、最高レベルの安全性と信頼性、すなわちエクセレンスの追求

である。単なる規制の遵守よりも、エクセレンスの追求が、原子力発電所における安全パ

フォーマンスの向上における INPO の基本的な役割である。

③ 原子力産業界からの支援

原子力産業界の継続的なエクセレンスに関する標準策定への関与と、その達成の遵守を

実施している。また、包括的かつパフォーマンスに基づく原子力発電所のピアレビューに

よるプラント評価を実施しており、商用炉や海軍のプラントで貴重な経験を積んだ人員を

評価チームの管理者として起用している。 

④ プラントの評価結果の公開

効果的なパフォーマンスと安全性の改善のため、プラント評価報告書を対象プラントの

みに公開している。事業者による適切な対応が行われるまで運転再開延期を求めることも

あった。 

⑤ 独立性

INPO が自律的な規制を行う組織としての責務を全うするためには、INPO 自身が加盟各

社から独立した存在であることが必要である。NRCとは独立である立場を明確にする一方、

パフォーマンス向上のために最新の情報を提供するなど、協力関係を構築、維持している。 

コラム ～INPO の自律的な規制を支える 5つの考え方～ 
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安全性向上のための新組織の設立

原子力産業界全体による自律的かつ継続的な安全性向上の取組を定着させていくために、

原子力発電所の安全性を更に高い水準へ引き上げることをミッションとした組織として、

2018 年に原子力エネルギー協議会（ATENA）が設立されました。ATENA は、東電福島第一原

発事故の反省と教訓に加え、事故後の事業者の取組状況を踏まえ、図 1-18 に示す共通的な

技術課題に取り組むとしています。また、規制当局との対話や社会とのコミュニケーション

を図っています。 

図図  11--1177  原原子子力力エエネネルルギギーー協協議議会会のの役役割割 

（出典）原子力エネルギー協議会パンフレット 
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図図  11--1188  原原子子力力産産業業界界ととししてて取取りり組組むむべべきき課課題題のの抽抽出出 

（出典）原子力エネルギー協議会「 2018  年度事業の概要」（2018 年） [112] 

2018年度は、ATENAに参加する会員等が保有する国内外の最新の知見を確認の上、更なる

安全性向上に資する共通課題として優先的に取り組 む 1 3 件のテーマを特定しました（表 

1-8） 。2019 年度は、テーマに対して個別に課題検討を進めるとともに、技術レポートを発

行しました。また、サイバーセキュリティ対策導入自主ガイドを発行し、原子力事業者に対

してガイドに示される安全対策の導入を要求しています [113]。 

 2020  年 1 月には、原子力規制庁と経年劣化管理に係る技術的な議論を行う場として「経

 年劣化管理に係る ATENA との実務レベルの技術的意見交換会」の設置が決定されました 

[114]。2020  年 3月に第一回意見交換会が開催され、プラント長期停止期間中における保全

について意見交換が行われました。意見交換会の内容は原子力規制庁により報告書として

取りまとめられ、原子力規制委員会に報告される予定です。 

また、ATENAは、原子力産業界の関係者が取り組むべき今後の課題を共有する機会として、

毎年フォーラムを開催しています。「ATENA  フォーラム 2020」では、「原子力の有効活用に向

 けた安全上の課題と ATENAの役割」をテーマとしたパネルディスカッションが行われ、問題

 が生じた時に  ATENA が産業界の声を代表することで規制当局との対話がより効果的に実施

できると示すことで、ATENA と規制当局の間で信頼が構築される等の意見が出されました 

[115]。
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表表  11--88  AATTEENNAA がが特特定定ししたた技技術術テテーーママ一一覧覧（（22001188 年年 99 月月決決定定））  

テーマ（2018 年度以降、短中期で取り組んでいくテーマ）
関連する 

技術課題注 1 

1 サイバーセキュリティ対策導入ガイドラインの立案 ①、②

2 自主的安全性向上対策導入の促進に向けた対応 ③ 

3 新規制基準への対応設備・運用の見直し ③ 

4 新検査制度の制度運用関連ルール作り ③ 

5 震源を特定せず策定する地震動の見直しへの対応 ② 

6 不確実さの大きい自然現象への対応 ② 

7 サプライヤー（素材・部品等）の不適合への対応要領の策定 ①、③

8 安全上の重要度に応じたバックフィットルールの検討 ① 

9 SA 設備注 2を収納した建屋免震の技術基準適合性評価手法の策定 ② 

10 SA 設備注 2の重要度分類に応じた効率的かつ効果的運用の推進 ① 

11 新知見による Ss 注 3見直しの際の対応方針の策定 ② 

12 地盤液状化現象の評価手法の高度化 ① 

13 ディジタル保護系共通要因故障対策導入ガイド ①
（注 1）①新知見・新技術の積極活用、②外的事象への備え、③自主的安全性の取組を促進する仕組み 

（注 2）SA 設備：シビアアクシデント（重大事故）への対処を目的に導入した設備 

（注 3）Ss：原子力発電所の耐震設計において基準とする地震動（基準地震動） 

（出典）総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会第 19 回会合 参考資料 2 原子力エネルギー協議会

「ATENA 技術課題（テーマ）への取組の状況」（2019 年）に基づき作成 [116] 

リスク情報の活用

東電福島第一原発事故以前には、発生頻度の低い事象の取扱いに関しては対応が十分で

はありませんでしたが、このような災害のリスクを見逃さず、安全性を更に向上させるため、

確率論的リスク評価（PRA）手法を活用した安全対策の検討にも取り組んでいます（図 1-19）。

PRA は、原子力発電所等の施設で起こり得る事故のシナリオを網羅的に抽出し、その発生頻

度と影響の大きさを定量的に評価することで、原子力発電所の脆弱箇所を見つけ出すため

の手法です。原子力事業者等を含む産業界は、一般財団法人電力中央研究所の下に設置され

た原子力リスク研究センター（NRRC）との連携を通じて、PRA の高度化に取り組んでいます。

NRRC は、PRA 手法及びリスクマネジメント手法に係る研究開発の中核を担い、高い専門性を

必要とする共通課題を解決するための研究開発を進め、原子力の自主的安全性向上への取

組を支援しています。 
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図図  11--1199  原原子子力力事事業業者者等等にによよるるリリススクク低低減減のの取取組組  

（出典）第 5 回原子力委員会定例会議 資料 1-1 号 電気事業連合会「原子力発電の安全性向上におけるリスク情報の活用につ

いて」（2018 年） [117] 

また、電気事業者は自主的・継続的な安全性向上のために、PRA 等から得られるリスク情

報を活用した意思決定（RIDM57）を発電所のリスクマネジメントに導入することを目指して

います（図 1-20） [118]。RIDM の導入により、発電所の運営に関わる全員が発電所のリス

クを理解し、起こり得る問題の重要度を考慮した意思決定を速やかに行うことで、対策の優

先順位を総合的に判断すること等が可能となります。なお、原子力施設の規制制度において

も、2020 年 4 月からリスク情報に着目した新たな検査制度の本格運用が開始されました。 

（注 1）是正処置プログラム（CAP
58

）：事業者における問題を発見して解決する取組。問題の安全上の重要性の評価、対応の優

先順位付け、解決するまで管理していくプロセスを含む。 

（注 2）コンフィグレーション管理：設計要件、施設の物理構成、施設構成情報の 3 要素の一貫性を維持するための取組。 

図図  11--2200  リリススクク情情報報をを活活用用ししたた意意思思決決定定にによよるるリリススククママネネジジメメンントトのの概概念念図図  

（出典）第5 回原子力委員会資料1-1 号 電気事業連合会「原子力発電の安全性向上におけるリスク情報の活用について」（2018

年） [117] 

57 Risk-Informed Decision-Making 
58 Corrective Action Program 
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電力事業者は、RIDM の導入に向けて 2020 年若しくはプラント再稼働までの期間をフェー

ズ 1と位置づけ、パフォーマンス監視・評価、リスク評価、意思決定・実施、CAP、コンフ

ィグレーション管理に取り組んでいます [119]。 

パフォーマンス監視・評価に関しては、安全実績指標（PI59）のデータ収集方法等に関す

るガイドラインを策定し、データ収集と自社プロセスの構築を行っています。リスク評価に

関しては、四国電力株式会社伊方発電所 3 号機と東京電力柏崎刈羽原子力発電所 7 号機を

パイロットプラントとして PRA モデル高度化のレビューを行い、得られた知見を各プラン

トに反映しています。また、NRRC が PRA ピアレビューガイド(試行版)を策定しています。

CAP 及びコンフィグレーション管理に関しては、2018 年に JANSI がそれぞれガイドライン

を取りまとめました。2019 年には、2020 年 4 月の本格運用に向けた改善が進められていま

す。また、CAP の試運用も行われています。 

これらのリスク情報活用や自主規制活動を含む、産業界大での安全性向上に関する取組

について、2019 年 2 月時点の「立ち位置」を再確認した整理を図 1-21 に示します。 

図図  11--2211  現現在在のの「「立立ちち位位置置」」再再確確認認（（22001199 年年 22 月月発発表表））  

（出典）第 19 回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会資料 5 電気事業連合会「産業界大での安全

性向上に関する取組みについて」（2019 年） [120] 

59 Performance Indicator 
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原子力規制委員会や原子力事業者等が取り組んでいる検査制度の見直しは、米国の原子

力規制委員会（NRC）によって 2000 年 4 月から運用されている原子炉監視プロセス（ROP60）

と呼ばれる検査制度を参考にして進められています。ROP は、PRA 等の結果から得られる定

量的な評価結果に代表されるリスク情報を活用し、規制の客観性・透明性を確保した上で、

安全上の重要性が高い問題に予算や人手を集中させることで、より効果的・効率的な安全性

向上を図ることを目指した制度です。 

ROP が開始される以前の NRC による検査制度である SALP61は、スリー・マイル・アイラン

ド原子力発電所事故の反省を踏まえて、事業者のパフォーマンスを長期視点で評価するこ

とを目的として 1980 年に導入されました。しかしながら、SALP は評価指標や規制措置の客

観性、予見性、判断のタイミング、評価の公平性等に問題があり、1985 年には、SALP によ

って機能を満足していると評価されたデービスベッセ原子力発電所で給水喪失事象が発生

しました。これを契機に規制プログラムが追加されましたが、NRC の規制活動には公衆の健

康と安全に有益とはいえないものが多いことや、NRC と産業界の協力体制が実効的ではない

こと等、その後も SALP や NRC への批判が続きました。一方、産業界は 1979 年に自主規制機

関として原子力発電運転協会（INPO）を設立し、自主的な安全性向上に取り組みました。 

NRC は内部で SALP の見直しを進めましたが、やがて行き詰まりを見せたことから産業界

と公衆を巻き込む方針に転換し、オープンなコミュニケーションが進められました。そこで、

既に安全性向上の効果を上げていた産業界から NRC に対する提案がなされ、それを基に官

民共同で議論を行い、新たな検査制度として ROP が開発されました。ROP は、関係者とのコ

ミュニケーションを通じて開発された経緯から、理念と制度が関係者の間で共通理解され、

規制当局と事業者が安全性を向上させるという共通の目的に向けて取り組むための共通基

盤となりました。 

ROP では、原子力発電所に期待するパフォーマンスを明確化するため、7つの監視領域（コ

ーナーストーン）と 3つの横断領域を設定しています。NRC は、これらの領域におけるパフ

ォーマンス指標62の結果や検査を通じて得られた気付き事項の安全上の重要度を評価しま

す。評価結果は四段階（安全上の重要度の高い順に、赤・黄・白・緑）に区分され、評価結

果に応じた追加検査や規制措置が原子力事業者に対して講じられます。つまり、原子力事業

者にとっては、原子力発電所のパフォーマンスが低下するほど、NRC によって追加の措置が

講じられることになりますが、一方で、重要度が低い軽微な問題については、NRC は介入せ

ず、原子力事業者の改善活動に委ねられることになります。このように、ROP は、原子力事

コラム ～米国の検査制度の変遷～ 

60 Reactor Oversight Process 
61 Systematic Assessment of Licensee Performance 
62 各領域の安全性に影響を及ぼす関連の客観的指標。例として、計画外の原子炉停止回数等があります。 
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業者が自律的に良いパフォーマンスを維持し、更なる安全性向上を目指すインセンティブ

が与えられる仕組みとなっています。また、これら一連のプロセスを詳細に明文化した検査

マニュアルやガイドライン、各原子力発電所の評価結果や検査報告書は、NRC のウェブサイ

トで公開されており63、客観性や予見性、一貫性が担保されています。

米米国国 RROOPP ににおおけけるる監監視視領領域域  

（出典）NRC「ROP Framework」 [121]に基づき作成

63 https://www.nrc.gov/reactors/operating/oversight.html 
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原子力産業界と規制当局との対話において、互いに本質的な指摘を行う際には、その論理

を根拠情報と合わせて提示し、文書化して公開することが必要となります。本コラムでは、

米国の NRC がバックフィットルールの導入に当たって、コストベネフィット分析を採用し

た際の考え方を紹介します [122]。 

バックフィットルールとは、遡及適用ルールとも呼ばれ、新しく策定された規制基準を、

既存の施設に遡及的に適用するためのルールです。 

NRC は、なぜ政府が規制活動を行う際にコストベネフィット分析が必要になるかの説明に

当たって、アダム・スミスの「神の見えざる手」の考え方を参照しています。つまり、ある

財やサービスが必要か否かを決定するのは市場であり、必要である場合は市場がその財や

サービスの価格や量を決定する、という考え方です。その上で、こうした市場による決定が

失敗する場合の一つとして、外部性が存在する場合を挙げています。そして、この外部性を

考慮に入れるために、コストベネフィット分析が必要になるとしています。 

外部性とは、ある行為が他者に対してコストや便益を生じさせるが、それに対して正当な

対価が支払われない場合に発生します。外部性の例として、原子力発電所からの温排水が周

辺の水温を上昇させるが、水温上昇による不利益に対するコストが電気事業者によって支

払われない場合や、電気事業者が安全上のリスクを他者に負わせるが、そのリスクに見合っ

た対価をその事業者が負担しない場合が挙げられています。 

以上を踏まえ、バックフィットルールを適用する場合、NRC は、新たに規制を課すことに

よって安全性が向上することにより得られる便益が、規制によって発生する直接・間接のコ

ストを正当化することを示さなければならない、との考え方が示されています。

コラム ～米国におけるコストベネフィットの考え方～ 
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事業者と規制機関の対話

事業者と規制機関の共通の目標である「原子力施設の安全性向上」を目指す上では、両者

が科学的な議論を行い、安全確保に関する方向性を共有することが重要です。対話を通じて

課題認識を共有し、円滑な規制の導入や効果的かつ効率的な審査及び検査を行うことで、安

全性向上が実現するといえます。 

また、2017 年から原子力事業者等の原子力部門責任者（CNO64）と原子力規制委員会との

意見交換会が開催され、原子力発電の課題や原子力事業者等の取組等について議論が行わ

れています。 

原子力規制委員会は、2016 年に実施された IAEA の総合規制評価サービス（IRRS）ミッシ

ョンにおいて、規制機関の責任と機能について、検査結果や規制上要求される事項及び課題

に関して事業者とコミュニケーションを取る仕組みの有効性を評価することを検討するべ

きであるとの指摘を受けました [66]。このような指摘も踏まえ、新検査制度の試運用期間

では、事業者と規制機関が公開の場で多数のコミュニケーションを取ることで、制度に対す

る共通の理解を持ち、本格運用に向けた準備を進めてきました。また、本格運用の開始後も、

原子力施設の安全性向上を目指し、より良い制度となるよう改善を図るため、関係者間の情

報共有の機会を設けることが主な検討事項として挙げられています [123]。 

64 Chief Nuclear Officer 
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1－6 原子力災害対策に関する取組 

2011 年 3 月に発生した東電福島第一原発事故の教訓を生かし、このような事故の再

発防止のための努力と、更なる安全性の向上を追求することが必要です。一方、原子力

災害が万一発生した場合には、原子力施設周辺住民や環境等に対する放射線影響を最

小限に留めるとともに、被害に対し応急対策を的確かつ迅速に実施することが不可欠

です。 

事故の教訓を踏まえて、原子力災害対策に関する枠組み及び原子力防災体制が見直

されました。これに基づき、防災計画の策定や訓練をはじめとして、平時から、適切な

緊急時対応のための準備が図られています。 

原子力災害対策の充実に向けた取組

① 原子力災害対策に関する枠組み

東電福島第一原発事故後、各事故調査報告書の提言等を基に、我が国の原子力災害対策に

関する枠組みが抜本的に見直され、「原子力災害対策特別措置法」（平成 11 年法律第 156 号。

以下「原災法」という。）及び関連法令が改正され、関連の指針・計画や体制等が整備され

ました（図 1-22）。 

図図  11--2222  平平時時とと緊緊急急時時のの原原子子力力防防災災体体制制  

（出典）内閣府「令和元年版 防災白書」（2019 年） [124]
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現行の原子力災害対策では、原子力規制委員会が事故の教訓や IAEA 安全基準を踏まえて

策定した「原子力災害対策指針」に基づき、原子力災害対策重点区域65等が設定され、緊急

時にはあらかじめ定められた基準に沿って避難や屋内退避をはじめとした防護措置が実施

されます [125]。 

同指針は、新たに得られた知見や防災訓練の結果等を踏まえ継続的な改定が進められて

います。2019 年 7 月には、安定ヨウ素剤の服用等に関して、放射線防護の専門家等からな

る検討チームで取りまとめた「安定ヨウ素剤の服用等に関する検討チーム会合報告書」に基

づく改正が行われました [126]。また、2020 年 2 月には、原子力事業者防災訓練を実施す

る中で見つかった課題を踏まえた緊急時活動レベルの見直し及び核燃料物質等の輸送時の

災害対策に係る記載内容の充実が行われています [127] [128]。 

② 地域の原子力防災の充実に向けた取組

防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、原子力災害対策重点区域を設定する都

道府県及び市町村は、情報提供や防護措置の準備を含めた必要な対応策を地域防災計画（原

子力災害対策編）にあらかじめ定めておく必要があります。 

そのため、2013 年 9 月の原子力防災会議決定 [129]に基づき設置された地域原子力防災

協議会及びその下の作業部会において、国と関係地方公共団体が一体となって地域防災計

画・避難計画の具体化・充実化に取り組んでいます（図 1-23） [130]。 

地域防災計画・避難計画の具体化・充実化が図られた地域については、避難計画を含む緊

急時対応を取りまとめ、協議会において、それが原子力災害対策指針等に照らし具体的かつ

合理的なものであることを確認しています。また、内閣府は原子力防災会議の了承を求める

ため、協議会における確認結果を原子力防災会議に報告することとしています。2020 年 6

月までに、川内地域、伊方地域、高浜地域、泊地域、玄海地域、大飯地域及び女川地域の計

7 地域の緊急時対応について、原子力防災会議でそれらの確認結果が了承されています 

[131]。緊急時対応の確認を行った地域については、PDCA サイクルに66基づき、原子力防災

対策の更なる充実、強化を図っています。2020 年 7 月までに、伊方地域及び高浜地域では

2回、泊地域、川内地域、玄海地域、女川地域及び大飯地域ではそれぞれ 1回緊急時対応が

改定されています [132] [133] [134] [135] [136] [137] [138] [139] [140]。 

65 住民等に対する被ばくの防護措置を短期間で効率的に行うために、重点的に原子力災害に特有な対策が

講じられる区域のこと。 
66 緊急時対応の具体化・充実化の支援及び確認（Plan）、協議会において確認した緊急時対応に基づく訓練

の実施（Do）、訓練結果からの教訓事項の抽出（Check）、その教訓事項を踏まえた緊急時対応の改善（Action）。 
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図図  11--2233  地地域域防防災災計計画画・・避避難難計計画画のの策策定定とと支支援援体体制制  

（出典）内閣府「地域防災計画・避難計画の策定と支援」 [141] 

③ 原子力総合防災訓練の実施

原子力総合防災訓練は、原子力災害発生時の対応体制を検証することを目的として、原災

法に基づき、原子力緊急事態を想定して、国、地方公共団体、原子力事業者等が合同で実施

する訓練です。 

令和元年度は 11 月 8 日から 10 日の 3 日間にわたり、中国電力株式会社島根原子力発電

所を対象とし、国、地方公共団体、原子力事業者、地域住民等の参加の下で実施されました。

同訓練は、「島根地域の緊急時対応」取りまとめに向けた避難計画の検証等を目的として、

自然災害及び原子力災害の複合災害を想定し、これらの事態の進展に応じた住民避難等に

係る意思決定や実動の訓練を実施しました [142]。 

④ 環境放射線モニタリングに関する取組

「大気汚染防止法」（昭和 43 年法律第 97 号）及び「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第

138 号）に基づき、環境省において放射性物質による大気汚染・水質汚濁の状況を常時監視

し、「放射性物質の常時監視67」にて公開しています。また、環境放射能水準調査等の各種調

査が関係省庁、独立行政法人、地方公共団体等の関係機関によって実施されており、それら

67 http://www.env.go.jp/air/rmcm/index.html  
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により得られた結果は、原子力規制委員会の「放射線モニタリング情報68」のポータルサイ

トや「日本の環境放射能と放射線69」のウェブサイト等に公開されています。

原子力事故が発生した場合等、緊急時には原子力災害対策指針に基づき地方公共団体や

原子力事業者等の関係機関が連携して緊急時モニタリングを実施します。 

1） 原子力施設周辺等の環境モニタリング

原子力規制委員会は、原子力施設の周辺地域等における放射線の影響や全国の放射能水

準を調査するため、全国 47 都道府県における環境放射能水準調査、原子力発電所等周辺海

域（全 16 海域）における海水等の放射能分析、原子力発電施設等の立地・隣接道府県（24

道府県）が実施する放射能調査及び環境放射能水準調査として各都道府県が設置し実施し

ているモニタリングポストの空間線量率の測定結果を取りまとめ、原子力規制委員会の放

射線モニタリング情報のポータルサイトで公表しています。 

また、環境省は、2001 年 1 月より、環境放射線等モニタリング調査として、離島等（全

国 10 か所）において、空間線量率及び大気浮遊じんの全α、全β放射能濃度の連続自動モ

ニタリング並びに測定所周辺で採取した環境試料（大気浮遊じん、土壌、陸水等）の放射性

核種分析を実施しています。これらの調査で得られたデータは、環境省のウェブサイト（環

境放射線等モニタリングデータ公開システム70）で公開されています。 

2） 原子力艦の寄港に伴う放射能調査

米国原子力艦の寄港に伴う放射能調査は、海上保安庁、水産庁、関係地方公共団体等の協

力を得て、原子力規制委員会が実施しています。2019 年 4 月から 2020 年 3 月までに実施さ

れた調査結果では、放射能による周辺環境への影響はありませんでした [143]。 

3） 緊急時の放射線モニタリングの充実

原子力災害対策指針では、緊急時モニタリング等の実測値に基づいて、緊急時における避

難、一時移転その他の防護措置の実施を判断する基準（運用上の介入レベル）を導入してい

ます。また、国の指揮の下で、地方公共団体、原子力事業者及び関係機関が連携して緊急時

モニタリングを実施することとしています [125]。このほか、原子力規制庁は、原子力災害

対策指針を補足し、緊急時モニタリングの目的、体制、内容等を示す資料として「緊急時モ

ニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」（2014 年作成、2019 年 7 月最終

改訂）を作成・公表する [144]など、緊急時モニタリングの体制の整備及び充実・強化を図

っています。 

68 https://radioactivity.nsr.go.jp/ja/ 
69 https://www.kankyo-hoshano.go.jp/kl_db/servlet/com_s_index 
70 http://housyasen.taiki.go.jp/ 
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4） 国外における原子力関係事象の発生に伴うモニタリングの強化

「国外における原子力関係事象発生時の対応要領」（2005 年放射能対策連絡会議）では、

国外で発生する原子力関係事象についてモニタリングの強化等の必要な対応を図ることと

しています [145]。原子力規制庁は、国外において原子力関係事象が発生した場合に空間放

射線量率の状況をきめ細かく把握できるよう、モニタリングポストの整備等を行っていま

す [146]。 

5） モニタリング技術の改良

緊急時及び平常時のモニタリングを適切に実施するためには、継続的にモニタリングの

技術基盤の整備、実施方法の見直し、技能の維持を図ることが重要です。そのため、原子力

規制委員会は、環境放射線モニタリング技術検討チームを開催して、モニタリングに係る技

術検討を進めています。2020 年 3 月現在、同チームでは「放射能測定法シリーズ No.7 ゲル

マニウム半導体検出器によるγ線スペクトロメトリー」の改訂について、検討を行っていま

す [147]。 

原子力事業者の緊急時対応の強化

原災法第 3 条には、原子力災害の拡大の防止及び復旧に対する原子力事業者の責務が明

記されています。さらに、原子力災害対策指針では、「原子力事業者が、災害の原因である

事故等の収束に一義的な責任を有すること及び原子力災害対策について大きな責務を有し

ていることを認識する必要がある」と規定されています [125]。 

原子力事業者は、原災法の規定に基づき、原子力事業者防災業務計画を作成し、原子力規

制委員会に提出しており、同業務計画は原子力規制委員会のウェブサイト71上で公表されて

います。また、原子力事業者は、原災法に基づき防災訓練を実施し、その結果を原子力規制

委員会へ報告しています。原子力規制委員会は、「原子力事業者防災訓練報告会」を開催し、

各事業者が実施した訓練の評価結果の説明や良好事例の紹介を行うなど、防災訓練の改善

を図る取組を実施しています。また、原子力規制庁は、原子力事業者防災訓練報告会の下に

「訓練シナリオ開発ワーキンググループ」を開催し、発電所の緊急時対策所や中央制御室の

指揮者の判断能力向上のための訓練及び現場の対応力向上のための訓練に係る検討を行っ

ています [148]。 

原子力事業者は、原子力発電所における事故を収束させるために必要な設備等を発電所

敷地内に配備するとともに、自治体との協働等を通じた敷地外からの支援を行うための組

織・体制も構築しています（図 1-24）。 

71 https://www.nsr.go.jp/activity/bousai/measure/emergency_action_plan/index.html 
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図 1-24 原子力事業者による防災対策の強化 

（出典）総合資源エネルギー調査会基本政策分科 会第  23 回会合資 料第  1 号 資源エネルギー 庁「2030 年エネルギーミックス実

現のための対策～原子力・火力・化石燃料・熱～ 」（2017 年） [149] 

原子力損害賠償制度に関する状況 

原賠法は、1961年に制定されて以降、必要な見直しが行われてきました。2018  年 12月に

は、原子力委員会原子力損害賠償制度専門部会における検討を踏まえ、万が一、原子力事故

が発生した場合における原子力損害の被害者の保護に万全を期するため、東電福島第一、第

二原発事故における対応のうち、一般的に実施することが妥当なもの等について所要の措

置を講じる「原子力損害の賠償に関する法律の一部を改正する法律」が成立しました。 

 同法は、関連する政省令とともに、2020  年 1  月 1 日に全面施行されました。この改正に

より、①原子力損害が発生した場合に、賠償の迅速かつ適切な実施を図るための方針（損害

賠償実施方針）の作成・公表を原子力事業者に義務付ける制度、②原子力損害を受けた被害

者に対して原子力事業者が仮払金の支払いを行おうとする場合に、国が仮払金の支払いの

ために必要な資金を貸し付ける制度、③原子力損害賠償紛争審査会が和解の仲介を 打ち切

った場合の時効の中断に関する特例等が創設されました [150]。 
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 63. —. 新規制基準. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日.)

https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/tekigousei.html. 

 64. —. 実用発電用原子炉及び核燃料施設等に係る新規制基準について（概要）. (オンラ

イン) 2016  年 2  月 17日. https://www.nsr.go.jp/data/000070101.pdf.

 65. —. 実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基

準の一部改正について. (オンライン) 2019年 10  月 2日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000286252.pdf. 

 66. —. IRRSミッション報告書の公開. (オンライン) 2016  年 4  月 25日.

https://www.nsr.go.jp/activity/kokusai/renkei_20160425_01.html. 

 67. —. 総合規制評価サービス（IRRS）において明らかになった課題への対応について.

 第 60  回原子力規制委員会資料 2-1. (オンライン) 2016  年 3  月 16日. 

http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11235834/www.nsr.go.jp/data/000143651.pdf. 

68. IAEA. IAEA Mission Sees Strengthened Safety Inspections in Japan, Encourag es

Further Enhancement of Regulatory Oversight. Press Release. (オンライン) 2020年

1  月 21日. https://www.nsr.go.jp/data/000298525.pdf. 

69. 原子力規制委員会. 発電用原子炉に係る安全審査状況 設置許可. (オンライン) (引

用日: 2020  年 3  月 13日.) 

http://www.nsr.go.jp/activity/regulation/reactor/kisei/shinsa/shinsa1.html. 

 70. —. 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模の見直しに伴うその他の審査・検査の取扱

 いについて（案）. 第 13  回原子力規制委員会 資料 2. (オンライン) 2019  年 6  月 19日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000273836.pdf. 

71. 日本原子力発電株式会社.  敦賀発電所 2号炉屋外重要施設の配置等の見直し及び敷地

 の地形，地質・地質構造の追加調査計画について. 第 758回原子力発電所の新規制基準適

 合性に係る審査会合資料 1-1. (オンライン) 2019  年 8  月 23日. 

http://www2.nsr.go.jp/data/000281422.pdf. 

72. 原子力規制委員会.   原子力規制検査の試運用について. 第 12回会合検査制度の見直

 しに関する検討チーム資料 1. (オンライン) 2018  年 9  月 11日. 

http://www.nsr.go.jp/data/000245286.pdf. 

 73.  —. 新検査制度の試運用フェーズ 2  に係る運用について. 第 24  回 WG検査制度の見直

 しに関する WG 参考資料. (オンライン) 2019年 3  月 4日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000263368.pdf. 

 74.  —. 試運用フェーズ２の実施状況について. 第 15回会合検査制度の見直しに関する検
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 討チーム資料 4. (オンライン) 2019  年 7  月 1日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000275237.pdf. 

 75.  —. 新検査制度の試運用フェーズ 3  の実施について. 第 29  回 WG検査制度の見直しに

 関する WG  資料 1-3. (オンライン) 2019  年 10 月 2日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000285792.pdf. 

76. 主要原子力施設設置者（北海道電力等９社、日本原子力発電及び電源開発）. 原子力

規制検査の試運用の状況について. (オンライン) 2019年 1  月 10 日. 

http://www.nsr.go.jp/data/000258488.pdf. 

77. 原子力規制委員会.  今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針（令和 2年度以

降の安全研究に向けて）. (オンライン) 2019  年 7  月 3日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000275693.pdf. 

78. 自主的安全性向上・技術・人材ワーキンググループ、日本原子力学会. 軽水炉安全技

術・人材ロードマップ. (オンライン) 2017年 3月. 

http://www.meti.go.jp/report/whitepaper/data/pdf/20170324001-1.pdf. 

79. 資源エネルギー庁.  第 3回原子力の安全性向上に資する共通基盤整備のための技術開

発事業及び原子力の安全性向上に資する技術開発費補助事業成果報告会について. (オン

ライン) 2018  年 8  月 31 日. (引用日: 2020  年 3  月 13日.)

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/event/18 08

31a/. 

80. 東京電力ホールディングス株式会社.   津波による浸水防止. (オンライン) (引用日:

2020  年 7月 17日.) https://www4.tepco.co.jp/kk-np/safety/tsunami/index-j.html. 

 81. —. 柏崎刈羽原子力発電所における福島第一原子力発電所事故の教訓をふまえた対策

について. (オンライン) 2016  年 5月. https://www4.tepco.co.jp/kk-

np/safety/images/leaflet3.pdf. 

82. 東北電力株式会社.  女川 2号機の主な安全対策. (オンライン) (引用日: 2020  年 6月

5日.) https://www.tohoku-

epco.co.jp/electr/genshi/safety/onagawa_safety/index.html. 

83. 原子力規制委員会.  平成 29年度安全研究計画. (オンライン) 2017年.

http://www.nsr.go.jp/data/000191282.pdf. 

84. 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構. 安全研究センターの研究活動について.

 第 5  回原子力委員会資料第 1号. (オンライン) 2019  年 2  月 12 日. 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2019/siryo5/1.pdf. 

85. OECD/NEA CSNI. Benchmark Study of the Accident at the Fukushima Daiic hi

Nuclear Power Plant(BSAF Project) Phase I Summary Report. (オンライン) 2015  年 3

月. http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2015/csni-r2015-18.pdf. 
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86 . —. NEA Preparatory Study on Analysis of Fuel Debris (PreADES) Project. (オン

ライン) 2017  年 12  月 19日. (引用日: 2020  年 3  月 13日.) https://www.oecd-

nea.org/jointproj/preades.html. 

87 . —. Thermodynamic Characterisation of Fuel Debris and Fission Products Base d

on Scenario Analysis of Severe Accident Progression at Fukushima-Daiichi Nuclear 

Power Station (TCOFF). (オンライン) 2019年 2  月 18日. (引用日: 2020  年 3  月 13日.) 

https://www.oecd-nea.org/science/tcoff/. 

88 . —. OECD/NEA Behaviour of Iodine Project Final Summary Repor t. (オンライン)

2012  年 1月 11 日. http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2011/csni-r2011-11.pdf. 

89 . —. NEA Source Term Evaluation and Mitigation Project Phase 2 (STEM-2). (オン

ライン) 2017  年 12  月 22 日. (引用日: 2020  年 3  月 13日.) https://www.oecd-

nea.org/jointproj/stem2.html. 

90 . —. Resolving Complex Safety Relevant Issues Related to Hydrogen Release  in

Nuclear Power Plant Containments During a Postulated Severe Accident. (オンライ

 ン) 2018年 11  月 23日. http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2018/csni-r2018-11.p df.

91 . —. Aerosol and Iodine Issues,and Hydrogen Mitigation under Accident al

Conditions in Watercooled Reactors Final Report. (オンライン) 2016年. 

http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2016/csni-r2016-8.pdf. 

92. OECD/NEA . OECD/NEA THAI Project Hydrogen and Fission Product Issue s

Relevant for Containment Safety Assessment under Severe Accident Conditions 

Final Report. (オンライン) 2010  年 6  月 22 日. http://www.oecd-

nea.org/nsd/docs/2010/csni-r2010-3.pdf. 

93. OECD/NEA CSNI. Summary Report of the NEA-Advanced Thermal-Hydraulic Tes t

Loop for Accident Simulation(ATLAS) Joint Proje ct. (オンライン) 2018 年 4 月 11 日. 

http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2017/csni-r2017-9.pdf. 

94 . —. Summary and Conclusions of the Joint PKL3-ATLAS Workshop on Analytic al

Activities. (オンライン) 2017年. http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2017/csni-

r2017-10.pdf. 

95 . —. Solving Thermal Hydraulic Safety Issues for Current and New Pressuri sed

Water Reactor Design Concepts Primary Coolant Loop Test Facility (PKL2) Project 

–  Final Report. (オンライン) 2018  年 1  月 17日. http://www.oecd-

nea.org/nsd/docs/2017/csni-r2017-6.pdf. 

96. OECD/NEA. Studsvik Cladding Integrity Project (SCIP) Executive Summary. (オ

ンライン) 2012  年 1  月 19日. http://www.oecd-nea.org/nsd/docs/2011/csni-r2011-

10.pdf.
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 97. —. 2018 NEA Annual Report. (オンライン) 2019年. https://www.oecd-

nea.org/pub/activities/ar2018/ar2018.pdf. 

 98. —. NEA joint projects. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 24日.)

https://www.oecd-nea.org/jointproj/. 

99. 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構. OECD/NEA国際共同研究プロジェクト「福

島第一原子力発電所の原子炉建屋および格納容器内情報の分析（ARC-F）」を開始. (オン

ライン) 2019  年 1  月 24日. (引用日: 2020  年 3  月 24日.)

https://www.jaea.go.jp/02/press2018/p19012401/. 

100 . IAEA. IAEA Safety Glossary:2018. (オンライン) 2019年. (引用日: 2020年 3月

13日.) https://www.iaea.org/publications/11098/iaea-safety-glossary-2018-

edition. 

101. —. General Safety Requirements No. GSR Part 2 Leadership and Management f or

 Safety. (オンライン) 2016 年. http://www-

pub.iaea.org/MTCD/Publications/PDF/Pub1750web.pdf. 

102 . 原子力規制庁. 規制に係る人的組織的要因に関する検討チーム会合の今後の進め方

 について. 規制に係る人的組織的要因に関する検討チーム第６回会合資料 6-1. (オンライ

 ン) 2018年 4  月 27日. http://www.nsr.go.jp/data/000228541.pdf.

103 . 原子力規制委員会.  第 50回原子力規制委員会 議事録. (オンライン) 2019年 12月

25日. https://www.nsr.go.jp/data/000297238.pdf. 

 104. —. IRRSフォローアップミッション報告書の公開. (オンライン) 2020  年 3  月 17日.

(引用日: 2020  年 6  月 3日.) 

https://www.nsr.go.jp/activity/kokusai/IRRS20200318.html. 

105 . 一般社団法人原子力安全推進協会.  第 12回安全文化セミナー（基礎編）を実施しま

した. 活動状況. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日.) 

http://www.genanshin.jp/report/safetycultureseminar/Safety_20190523.html. 

 106.  —. 第 12回安全文化セミナー（フォローアップ編）を実施しました. 活動状況. (オ

ンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日.)

http://www.genanshin.jp/report/safetycultureseminar/Safety_20191010.html. 

 107. —. JANSI-10年戦略（2019～2028年度）. (オンライン) 2019  年 6月.

http://www.genanshin.jp/association/data/10Strategy.pdf. 

 108. —. JANSIについて. (オンライン) (引用日: 2020  年 6  月 5日.)

http://www.genanshin.jp/association/establishment.html. 

 109.  —. 自主規制組織としての JANSI  の取組み. 第 5  回原子力委員会資料第 2号. (オン

ライン) 2020  年 2  月 12日.

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2020/siryo05/2_haifu.pdf. 
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110 . Institute of Nuclear Power Operations. ABOUT US. Institute of Nuclear Pow er

Operations. (オンライン) (引用日: 2020  年 6  月 3日.) 

http://www.inpo.info/AboutUs.htm#values. 

111 . WNA. The Evolution of Nuclear Safety. (オンライン) 2011  年 10月.

http://www.world-

nuclear.org/uploadedFiles/org/Archive/WNA_Personal_Perspectives/evolution_of_n uc

lear_safety(1).pdf. 

112 . 原子力エネルギー協議会. 2018年度事業の概要. (オンライン) 2018  年 11  月.

http://www.atena-j.jp/about/business_overview_2018.pdf. 

 113.  —. サイバーセキュリティ対策導入自主ガイド（案）について. 第 9回主要原子力施

設設置者の原子力部門の責任者との意見交換会  資料 1-2. (オンライン) 2019年 7  月 23

日. https://www.nsr.go.jp/data/000278006.pdf. 

114 . 原子力規制庁.  経年劣化管理に係る ATENAとの実務レベルの技術的意見交換の進め

 方について. 第 1  回経年劣化管理に係る ATENAとの実務レベルの技術的意見交換会 参考

 資料 2. (オンライン) 2020  年 1  月 29日. https://www.nsr.go.jp/data/000304191.pdf. 

115 . 原子力エネルギー協議会. ATENA  フォーラム 2020を開催. (オンライン) 2020  年 3

 月 12 日. (引用日: 2020  年 3  月 20日.) http://www.atena-j.jp/news/200312.html. 

 116. —. ATENA  技術課題（テーマ）への取組の状況. 第 19回総合資源エネルギー調査会電

 力・ガス事業分科会原子力小委員会 参考資料 2 . (オンライン) 2019  年 2  月 22 日. 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/019_s02_0 0.

pdf. 

117 . 電気事業連合会.  原子力発電の安全性向上におけるリスク情報の活用について. 第 5

 回原子力委員会資料 1-1号. (オンライン) 2018  年 2  月 13日. 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2018/siryo05/siryo1-1.pdf. 

118 . 電力 9 社、日本原子力発電株式会社、電源開発株式会社. リスク情報活用の実現に

向けた戦略プラン及びアクションプラン. (オンライン) 2018  年 2  月 8日. 

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/oshirase/__icsFiles/afieldfile/2018/02/08/p re

ss_20180208_a.pdf. 

119 . 電気事業連合会. リスク情報活用の実現に向けた戦略プラン及びアクションプラン

の取り組み状況について. 「リスク情報活用の実現に向けた戦略プラン及びアクションプ

ラン」の取り組み状況の公表について. (オンライン) 2019  年 5  月 24日.

https://www.fepc.or.jp/about_us/pr/oshirase/__icsFiles/afieldfile/2019/05/23/p re

ss_20190524_a.pdf. 

 120.  —. 産業界大での安全性向上に関する取組みについて. 第 19回総合資源エネルギー

調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会  資料 5. (オンライン) 2019  年 2  月 22 日. 
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/019_05_00 .p

df. 

121 . NRC. ROP Framework. (オンライン) (引用日: 2020年 7  月 17日.)

https://www.nrc.gov/reactors/operating/oversight/rop-description.html. 

 122. —. Regulatory Analysis. (オンライン) 2004  年 6  月 21日.

https://www.nrc.gov/docs/ML0731/ML073180144.pdf. 

123 . 原子力規制庁.   検査制度の見直しに関する検討・準備の進捗状況について. 第 15回

 原子力規制委員会 資料 2. (オンライン) 2018  年 6  月 20日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000235635.pdf. 

124 . 内閣府. 令和元年版 防災白書. (オンライン) 2019年 6月.

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h31/. 

125 . 原子力規制委員会. 原子力災害対策指針. (オンライン) 2020  年 2  月 5  日.

https://www.nsr.go.jp/data/000300735.pdf. 

126 . 原子力規制庁. 「原子力災害対策指針」の改正案に対する意見募集の結果について.

 第 16  回原子力規制委員会資料 1-1. (オンライン) 2019  年 7  月 3日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000275647.pdf. 

 127. —. 原子力災害対策指針の改正案に対する意見募集の結果について（核燃料物質等の

陸 上輸送時災害への初動対応手順明確化を踏まえた記載内容の充実）. 第 61回原子力規

 制委員会 資料 1. (オンライン) 2020  年 2  月 5日. 

https://www.nsr.go.jp/data/000300561.pdf. 

 128. —. 原子力災害対策指針及び関係規則類の改正案に対する意見募集の結果について

 （緊急時活動レベル（EAL）の見直し）. 第 61  回原子力規制委員会資料 2. (オンライン) 

2020  年 2月 5日. https://www.nsr.go.jp/data/000300562.pdf. 

129 . 原子力防災会議. 地域防災計画の充実に向けた今後の対応. (オンライン) 2013  年 9

 月 3日. https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_kongonotaiou.pdf. 

130 . 内閣府政策統括官（原子力防災担当）. 地域原子力防災協議会の設置について. (オ

ンライン) 2015  年 3  月 20日.

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_kyougikai.pdf. 

131 . 内閣府. 地域防災計画・避難計画策定支援. (オンライン) (引用日: 2020年 7  月 27

日.) https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/keikaku/keikaku.html. 

 132. —. 「伊方地域の緊急時対応」の改定について. (オンライン) 2016  年 7  月 14日. 

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_ikata_0202.pdf. 

 133. —. 「伊方地域の緊急時対応」の改定について. (オンライン) 2019  年 2  月 12日. 

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_ikata_0302.pdf. 

 134. —. 「高浜地域の緊急時対応」の改定について. (オンライン) 2017  年 10月 25日.
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https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_fukui_0202.pdf. 

135. —. 「高浜地域の緊急時対応」の改定について. (オンライン) 2020 年 7 月 30 日.

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_fukui_0402.pdf. 

136. —. 「泊地域の緊急時対応」の改定について. (オンライン) 2017 年 12 月 21 日.
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第2章 地球温暖化問題や国民生活・経済への影響を踏まえた原子力の

エネルギー利用の在り方

原子力のエネルギー利用の位置付けと現状 

我が国では、2011 年の東電福島第一原発事故により、一度全ての原子力発電所の稼

働が停止しました。2020 年 3 月末時点で、9 基の原子炉が原子力規制委員会による厳

格な審査に合格し、立地自治体の同意を得て再稼働していますが、発電電力量に占める

原子力発電比率は事故前と比較して大きく低下しています。 

一方、世界では、新たに脱原子力を検討・決定する国も出現していますが、特にアジ

アや中東地域では増大する電力需要を賄うために、また欧州の一部の国でも地球温暖

化対策のために、原子力発電を活用していこうとする動きが見られます。さらに、国際

エネルギー機関（IEA1）では、2019 年 5 月に公表した報告書において、原子力が過去

数十年にわたり電力生産で二酸化炭素発生の抑制に貢献してきたことを評価し、引き

続きその必要性を提言しています [1]。 

我が国においても、地球温暖化問題に対応しつつ、国民生活と経済活動の基盤である

エネルギーを安定的かつ低廉に供給することを通じて、国民生活の向上と我が国の競

争力の強化に資することが求められています。現在ある技術として、原子力のエネルギ

ー利用は有力な選択肢であり、安全性の確保を前提に、エネルギー安定供給、地球温暖

化問題への対応、国民生活・経済への影響を踏まえながら原子力エネルギー利用を進め

ることが求められています。  

我が国の原子力発電の状況

① エネルギー利用の方針

「原子力利用に関する基本的考え方」（2017 年 7 月原子力委員会決定、政府として尊重す

る旨閣議決定）では、地球温暖化問題に対応しつつ、国民生活と経済活動の基盤であるエネ

ルギーを安定的かつ低廉に供給することを通じて、国民生活の向上と我が国の競争力の強

化に資することが求められていることが確認されています。その上で、現在ある技術として、

原子力のエネルギー利用は有力な選択肢であり、安全性の確保を前提に、エネルギー安定供

給、地球温暖化問題への対応、国民生活・経済への影響を踏まえながら原子力エネルギー利

用を進めるべきであるとの基本目標が示されています。 

現行の第 5 次エネルギー基本計画（2018 年 7 月閣議決定）では、安全性（Safety）を前

提とした上で、エネルギーの安定供給（Energy Security）を第一とし、経済効率性の向上

（Economic Efficiency）による低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、環境への

1 International Energy Agency 
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適合（Environment）を図るため、最大限の取組を行うという「3E＋Sの原則」 を 2030年に

向けたエネルギー政策の立脚点としています。こうした視点に基づき、原子力発電について

は、「優れた安定供給性と効率性を有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、運転時

には温室効果ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に、長期的なエネルギー需

給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源」と位置付けています。その上で、2030

年に向けた政策の方向性として、「いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、国民の懸

念の解消に全力を挙げる前提の下、原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の

専門的な判断に委ね、原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合す

ると認められた場合には、その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進める。その際、国も

前面に立ち、立地自治体等関係者の理解と協力を得るよう、取り組む。原発依存度について

は、省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電所の効率化等により、可能な限り

低減させる。その方針の下で、我が国の今後のエネルギー制約を踏まえ、安定供給、コスト

低減、温暖化対策、安全確保のために必要な技術・人材の維持の観点から確保していく規模

 を見極めて策定した  2030 年のエネルギーミックスにおける電源構成比率の実現を目指し、

必要な対応を着実に進める。」としています [2]。 

 2030  年のエネルギーミックスにおける電源構成比率については、第 5 次エネルギー基本

計画において、再生可能エネルギーと原子力発電による「ゼロエミッション電源比率」を、

再生可能エネルギーの導入促進や原子力発電所の再稼働を通じて、44％程度とすることを

見込んでいます（2018  年度実績は 23％程度 [3]）。 

温室効果ガス削減の取組については、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」

 （2019  年 6 月閣議決定。以下「長期戦略」という。）において、「我が国は、最終到達点と

して『脱炭素社会』を掲げ、それを野心的に今世紀後半のできるだけ早期に実現していくこ

とを目指す。それに向けて、2050  年までに 80％の温室効果ガスの排出削減という長期的目

標を掲げており、その実現に向けて、大胆に施策に取り組む。我が国は、これまでの延長線

上にない非連続なイノベーションを通じて環境と成長の好循環を実現し、温室効果ガスの

国内での大幅削減を目指すとともに、世界全体の排出削減に最大限貢献し、経済成長を実現

する。」としています。そのうち原子力については、「低廉かつ安定的な電力供給や地球温暖

化といった長期的な課題に対応していくことが求められるところ、国民からの社会的な信

頼を獲得し、安全確保を大前提に、原子力の利用を安定的に進めていくためにも、 エネルギ

ー基本計画に基づき、再稼働や使用済燃料対策、核燃料サイクル、最終処分、廃止措置等の

原子力事業を取り巻く様々な課題に対して、総合的かつ責任ある取組を進めていくことが

必要である。いかなる事情よりも安全性を全てに優先させ、国民の懸念の解消に全力を挙げ

る前提の下、原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の専門的な判断に委ね、

原子力規制委員会により世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると認められた場合に

は、その判断を尊重し原子力発電所の再稼働を進める。その際、国も前面に立ち、立地自治

体等の関係者の理解と協力を得るよう、取り組む。」としています [4]。 
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2 Japan Power Demonstration Reactor 

 ② 我が国の原子力発電の状況

1963  年 10  月 26日に日本原子力研究所（現原子力機構） の動力試験炉 JPDR2（軽水型、電

 気出力 12,500kW）が運転を開始し、我が国初の原子力発電が始まりました。2010年度にお

 ける我が国の発電設備に占める原子力発電設備容量の割合は 20.1%、原子力発電の設備利用

 率は 67.3%、 発電量に占める原子力発電電力量の割合は 25.1%でした。しかし、2011年の東

電福島第一原発事故を受けて、我が国の原子力利用を取り巻く環境は大きく変化しました。

 事故後、全国の原子力発電所は順次運転を停止し、2012  年 5 月には、我が国で稼働してい

 る原子炉の基数が 42  年ぶりに 0基となりました（図 2-1）。 

その後、2020  年 3  月 5  日時点までに九州電力株式会社の川内原子力発電所 1、2号機と玄

 海原子力発電所 3、4  号機、四国電力株式会社の伊方発電所 3号機、関西電力株式会社の高

 浜発電所 3、4  号機と大飯発電所 3、4  号機の 9基が再稼働しています。ただし、新規制基準

 は特定重大事故等対処施設の設置期限を本体工事計画認可日から 5 年と設定しており、原

 子力規制委員会は  2019  年 4  月 2 4 日に、設置期限に間に合わない再稼働炉の運転停止を求

める方針を改めて確認しました。これを受け、九州電力株式会社は 2019年 10月3日、特

定重大事故等対処施設の完成遅れに伴い、川内 1 号機を 2020 年 3 月 16 日に、同 2 号機

を同 5月 20日にそれぞれ停止することを正式発表しました。また、2020年 1月 29日には

 関西電力株式会社も、高浜発電所 3  号機を  2020  年 8  月 2  日に、同 4  号機を同  10  月 7 日に

それぞれ停止することを正式発表しました [5]。 

 再稼働済みの原子炉を含めて、2020  年 3  月 5 日時点で原子炉設置変更許可がなされた炉

は、16  基となっています（表 2-1） 。このうち、東北電力株式会社の女川原子力発電所 2号

機に関しては、2020  年 2  月 26日に原子炉設置変更許可が決定されました。そのほかに、建

 設中の原子力発電所も含め、新規制基準への適合性を審査中の炉が 11基、適合性の審査へ

 未申請の炉が 9基となっています（表 2-2） [5]。 

一方、事故後、東電福島第一原発では 6 基全てが廃炉となり、更に日本原子力発電株式

 会社の敦賀発電所 1  号機、関西電力株式会社の美浜発電所  1、2  号機と大飯発電所  1、2 号

 機、中国電力株式会社の島根原子力発電所 1  号機、四国電力株式会社の伊方発電所 1、2号

 機、九州電力株式会社玄海原子力発電所 1、2号機、東北電力株式会社の女川原子力発電所

1号機、 東京電力ホールディングス株式会社の東電福島第二原発 4基が廃止措置あるいはそ

のための準備段階にあります。したがって、2020  年 3  月 31日の時点で、廃止措置計画が認

 可され廃止措置中の原子炉が 13  基、廃止措置が決定された原子炉が 5基となり、特定原子

 力施設に係る実行計画を基に廃炉が行われる東電福島第一原発 6  基を合わせて合計 24基の

実用発電用原子炉が運転を終了しています [5] [6] [7]。 
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表表  22--11  設設置置変変更更許許可可をを受受けけたた発発電電所所とと営営業業運運転転再再開開日日（（22002200 年年 33 月月時時点点）） 

発電所名（設備番号） 設置変更許可日 営業運転再開日 

2014 年 9 月 10 日 2015 年 9 月 10 日 

2014 年 9 月 10 日 2015 年 11 月 17 日 

関西電力（株）高浜発電所 3号機 2015 年 2 月 12 日 2016 年 2 月 26 日 

関西電力（株）高浜発電所 4号機 2015 年 2 月 12 日 2017 年 6 月 16 日 

四国電力（株）伊方発電所 3号機 2015 年 7 月 15 日 2016 年 9 月 7 日 

関西電力（株）高浜発電所 1号機 2016 年 4 月 20 日 ― 

関西電力（株）高浜発電所 2号機 2016 年 4 月 20 日 ― 

関西電力（株）美浜発電所 3号機 2016 年 10 月 5 日 ― 

九州電力（株）玄海原子力発電所 3号機 2017 年 1 月 18 日 2018 年 5 月 16 日 

九州電力（株）玄海原子力発電所 4号機 2017 年 1 月 18 日 2018 年 7 月 19 日 

関西電力（株）大飯発電所 3号機 2017 年 5 月 24 日 2018 年 4 月 10 日 

関西電力（株）大飯発電所 4号機 2017 年 5 月 24 日 2018 年 6 月 5 日 

2017 年 12 月 27 日 ― 

2017 年 12 月 27 日 ― 

日本原子力発電（株）東海第二発電所 2018 年 9 月 26 日 ― 

東北電力（株）女川原子力発電所 2号機 2020 年 2 月 26 日 ― 

（出典）一般社団法人日本原子力産業協会「日本の原子力発電炉（運転中、建設中、建設準備中など）」（2020 年 3 月 5 日） [5]

に基づき作成 

表表  22--22  我我がが国国のの原原子子力力発発電電設設備備容容量量（（22002200 年年 33 月月時時点点））  

種別 基数 総容量（万 kW） 

新規制基準に基づき設置 

変更の許可がなされた炉 
16 1,624.5 

（うち営業運転を再開した炉） （9） (913.0) 

新規制基準への適合性を 

審査中の炉 
9 859.3 

新規制基準に対して未申請の炉 8 824.5 

合合計計  3333  33,,330088..33  

建設中の炉 

新規制基準への適合性を 

審査中の炉 
2 275.6 

新規制基準に対して未申請の炉 1 138.5 

合合計計  33  441144..11  
（出典）一般社団法人日本原子力産業協会「日本の原子力発電炉（運転中、建設中、建設準備中など）」（2020 年 3 月 5 日） [5]

に基づき作成 

九州電力（株）川内原子力発電所 1号機 

九州電力（株）川内原子力発電所 2号機 

東京電力柏崎刈羽原子力発電所 6号機

東京電力柏崎刈羽原子力発電所 7号機
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図図  22--11  我我がが国国のの発発電電電電力力量量のの推推移移  

（出典）経済産業省「平成 30 年度 エネルギー白書」（2019 年）
3
 [8]

図図  22--22  我我がが国国のの原原子子力力発発電電設設備備容容量量44  及及びび設設備備利利用用率率  55のの推推移移（（電電気気事事業業用用）） 

（出典）独立行政法人原子力安全基盤機構「平成 25 年版原子力施設運転管理年報」（2013 年）及び電気事業連合会

「INFOBASE」（2019 年） [9]に基づき作成 
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3 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」「電源開発の概要」、「電力供給計画の概要」を基に作成。
4 発電設備の最大能力で、発電所が単位時間に作ることができる電力量（単位は W、kW）。
5
 発電所が、ある期間において実際に作り出した電力と、その期間休まずフルパワーで運転したと仮定した

時に得られる電力量（定格電気出力とその期間の時間との掛け算）との比率を百分率で表したもの。 

年間の設備利用率（％）＝［実際の年間発電電力量（kWh）÷（設備容量（kW）×365日×24時間）］×100 
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2012 年の原子炉等規制法の改正により、我が国では、原子炉の運転期間が運転開始から

40 年と規定されました。ただし、運転期間の満了に際し、原子力規制委員会の認可を受け

た場合に、1 回に限り運転期間を最大 20 年延長することを認める制度（運転期間延長認可

制度）も導入されています。2020 年 3 月 31 日時点で、関西電力株式会社高浜発電所 1、2

号機、美浜発電所 3号機及び日本原子力発電株式会社東海第二発電所が、運転期間の延長を

認められています（図 2-3） [10]。 

図図  22--33  既既設設発発電電所所のの運運転転年年数数のの状状況況（（22002200 年年 33 月月 3311 日日時時点点））  

（出典）原子力規制委員会ウェブサイト「実用発電用原子炉の運転期間延長等に係る審査」情報に基づき、総合資源エネルギー

調査会電力・ガス事業分科会電気料金審査専門小委員会廃炉に係る会計制度検証ワーキンググループ（第 3 回）資料第 4 号 

資源エネルギー庁「廃炉を円滑にすすめるための会計関連制度の課題」（2014 年）を一部編集 

電力供給の安定性・エネルギーセキュリティと原子力

エネルギーの安定供給に関しては、我が国では 1970 年代のオイルショック後、石油依存

6 Liquefied Natural Gas 

からの脱却と電力需要の増加への対応、更には電力低炭素化の流れの中で、原子力を含め

た電源の多様化を進めてきました。しかし、東電福島第一原発事故後、原子力発電所が運転

を停止する中で、我が国の電源構成は、石炭、液化天然ガス（LNG6）等の化石燃料に大きく

依存する構造となっています（図 2-1）。 

エネルギーセキュリティの観点から見ると、エネルギー資源に乏しい国にとって、輸入に

依存する化石燃料の価格変動に大きく左右されず、出力が安定している原子力発電は、エネ

ルギー自給率を向上させ、エネルギーセキュリティを確保する重要な手段の一つです。国産
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資源に恵まれているカナダやロシアがエネルギー輸出国となっている一方で、自国にエネ

ルギー資源を持たない韓国やフランス等は、原子力を除いた場合のエネルギー自給率が低

くなっています。原子力を除いた場合、フランスのエネルギー自給率は 11％と我が国より

若干高い程度ですが、原子力利用により自給率は 53％へと大幅に上昇します（図 2-4） [11]。 

図図  22--44  主主要要国国ののエエネネルルギギーー自自給給率率（（22001177 年年））  

（出典）IEA「World Energy Balances」（2019 年） [11]に基づき作成 

電力供給の経済性と原子力

3E の構成要素である経済効率性の向上（Economic Efficiency）のためには、低コストで

のエネルギー供給を実現することが重要です。化石燃料電源への依存度上昇は、エネルギー

資源の大部分を輸入に頼る我が国において、電力コストにおける燃料費増大、ひいては消費

者が負担する電気料金の上昇につながります。2011 年の東電福島第一原発事故後、原子力

発電所の運転が停止され火力発電の焚き増しが行われたことで、我が国では化石燃料の輸

入が増加しました。10 電力会社合計の電力コストに占める燃料費の割合は、東電福島第一

原発事故の前年（2010 年）の 22％から 2013 年には 38％に達し [12]、電気料金の上昇をも

たらしました。2015 年から 2016 年にかけては、一部の原子力発電所の再稼働と化石燃料の

価格下落により電気料金上昇に歯止めがかかりましたが、以後は再び上昇傾向にあり、家庭

向け電気料金、産業向け電気料金ともに高い水準が続いています（図 2-5）。 

こうした原子力発電所の停止や燃料費の増大、再生可能エネルギー固定価格買取制度

（FIT7）の導入等により、近年、我が国では電気料金が上昇しています（図 2-6）。化石燃

7 Feed in Tariff 

（％） 
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料の市場価格変動や FIT 賦課金の増大による影響を抑制し、電気料金の急激な上昇を避け

る上でも、原子力規制委員会の審査に合格した原子力発電所の再稼働を進めていくことが

重要です。 

図図  22--55  我我がが国国のの電電気気料料金金のの推推移移  

（出典）資源エネルギー庁「日本のエネルギー2019 年」（2020 年） [13] 

図図  22--66  固固定定価価格格買買取取制制度度にによよるる買買取取費費用用及及びび賦賦課課金金のの推推移移  

（注）平均モデル：東京電力 EP や関西電力が HP で公表している月間使用電力量 260kWh のモデル 

（出典）資源エネルギー庁「2019—日本が抱えているエネルギー問題（前編）」（2019 年） [14] 
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我が国の電気料金は、国際的に見ても高い水準にあります。我が国以外では、ドイツやイ

タリアのように、脱原子力政策を採用する国で電気料金が高い傾向があります（図 2-7）。 

電気料金の上昇は、国民生活のみならず、製造業をはじめとする産業にも大きな負担とな

ります。とりわけ、生産コストに占める電力の割合が高い電力多消費産業では、電気料金の

上昇と FIT に伴う賦課金の負担の増大が、事業の継続や国際競争力の維持に深刻な影響を

及ぼすことが懸念されます。 

図図  22--77  電電気気料料金金のの国国際際比比較較  

（出典）IEA「Key World Energy Statistic s」（2019 年）に基づき作成 

総合資源エネルギー調査会（基本政策分科会 長期エネルギー需給見通し小委員会） では、

2011  年 12月に公表されたコスト等検証委員会報告書後の状況変化等に対応し、各種電源の

 発電コストの試算を 2015年に行っています。2015年の試算は、2011年の発電コスト検証、

また、経済協力開発機構原子力機関（OECD/NEA）で各国の発電コスト試算を行った際と同様

に、新設のモデルプラント方式による試算をしており、原子力発電については、発電に直接

掛かる費用のほか、再処理費、高レベル廃棄物処分費等を含む核燃料サイクル費用、原子炉

の廃止措置費用等の将来発生する費用等も全て含み、10.1～円/kWhと試算されています。 

我が国では、LNG、石油、石炭等の化石燃料やウラン等、発電に用いる燃料を輸入に依存

しています。ただし、化石燃料とウランでは、 発電に必要な燃料の量が大きく異なります。

 100  万 kW  の発電所を 1  年間運転するために必要な  LNG  は  95  万 t 、石油は  155  万 t、石炭は

235  万 t  です。一方、ウランの必要量はわずか 21tです（図 2-8） [15]。 

自国にエネルギー資源を持たない我が国にとって、必要な燃料の量が多いということは、

燃料の購入費用だけでなく、燃料の国内への輸送コストの増大にも影響します。化石燃料の

場合、燃料価格は産出国の政治情勢や為替レートの変動の影響を受けます。 エネルギーセキ

 ュリティ確保の観点からも、燃料確保に係るコ s ストが大きいことは、望ましくありませ

ん。 

128 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



図図  22--88  110000 万万 kkWW のの発発電電設設備備をを 11 年年間間運運転転すするるたためめにに必必要要なな燃燃料料  

（出典）資源エネルギー庁「原発のコストを考える 」（201 7 年） [15] 

地球温暖化対策と原子力

3Eの構成要素の一つである環境への適合（Environment）に関しては、化石資源の利用や

そのほかの経済活動によって排出される温室効果ガスによる地球温暖化問題が重要な環 境

  問題として世界的に注目されています。こうした中、2020 年以降の温暖化対策の国際枠組

みを定めた「パリ協定」では、世界共通の目標として、産業革命以前からの平均気温上昇を

2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求することにも言及しています 

[16]。この目標を達成するためには、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排

出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成することを目指すことになります。 

長期戦略において示されているとおり、気候変動問題の解決は、従来の取組の延長では実

現することが困難であり、非連続なイノベーションが不可欠です。これらを実現するために

は、巨大な資金、技術力を有するビジネスの力を最大限活用することが重要です。ビジネス

主導による非連続のイノベーションを通じて「環境と成長の好循環」を実現するためには、

「イノベーションの推進」を図り、技術開発とその普及を進めていく必要がありますが、そ

れに加えて、ファイナンスの流れをイノベーションに向けるための「グリーン・ファイナン

スの推進」及びイノベーションの成果の国際的な普及の方策としての 「ビジネス主導の国際

  展開、国際協力」の 3つを大きな柱として推進することが重要です。 

特に、「イノベーションの推進」については、脱炭素社会を実現していく上では、最先端

の技術を創出するイノベーションと合わせて、今ある優れた技術の普及も含め、技術の社会

実装に向けた「実用化・普及のためのイノベーション」の推進が不可欠です。そのため、技

術のイノベーションに関しては、高効率等の科学的な価値観だけではなく、社会実装可能な

コストを実現すること、すなわち「コスト」を下げる技術のイノベーションが求められてい

ます。これを踏まえ、政府では、社会実装可能なコスト目標を定め、官民のリソースを最大

限に投入し、国内外において技術シーズの発掘や創出を図るとともに、必要な環境整備を図

り、実際のビジネスにつながる取組を強化していくこととしています。 
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図 2-9 脱炭素化に向けたイノベーション 

（出典）資源エネルギー庁「2019—日本が抱えているエネルギー問題（後編）」 [17] 

実用段階にある脱炭素化の選択肢である原子力については、軽水炉技術の向上、次世代原

子炉の開発をはじめとして、国内外の原子力利用を取り巻く環境変化に対応し、その技術課

題の解決のために原子力関連技術のイノベーションに積極的に取り組む必要があります

（図 2-9、図 2-10）。 

世界では、このようなイノベーション創出を促す動きが見られます。例えば、米国では、

革新的な原子力技術の市場投入を加速する GAIN8プログラムが 2015年 11月に立ち上げられ

ました。このプログラムでは、開発段階に応じた政府の柔軟な補助率設定を通じた財政支援

や、国立研究所のサイト利用権提供を行うなど、財政面、技術面、規制面等の多様な観点か

ら複数のステークホルダーが絡んだ有機的・重層的な支援が行われています。 

図 2-10 各種電源別のライフサイクル温室効果ガス排出量 

（出典）世界原子力協会（WNA）「Comparison of Lifecycle Greenhouse Gas Emissions of Various Electricity Generation Sources」

（2011 年）に基づき作成 

8 Gateway for Accelerated Innovation in Nuclear
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第 5 次エネルギー基本計画や長期戦略と同様に、「第五次環境基本計画」（2018 年 4 月閣

議決定）では「原子力は、運転時には温室効果ガスの排出がない低炭素のベースロード電源

であり、原子力発電所の安全性については、原子力規制委員会の専門的な判断に委ね、原子

力規制委員会により規制基準に適合すると認められた場合には、その判断を尊重し原子力

発電所の再稼働を進める。その際、立地自治体等の関係者の理解と協力を得るよう取り組

む。」としています [18]。 

我が国では、東日本大震災後、国内全体の節電努力等によって、発電・消費される電力量

自体は低下したにもかかわらず、2011 年から 2012 年にかけて、電力由来の二酸化炭素排出

量の総量が急激に増加しました。これは、震災後、原子力発電所の運転停止に伴い、二酸化

炭素排出量が多い火力発電の焚き増しが行われたことによるものです。その後、電力由来の

二酸化炭素排出量の総量は減少傾向に転じていますが、これは発電電力量の減少傾向が継

続したことに加え、再生可能エネルギーの増加、再稼働した原子力発電所の寄与によると考

えられます。（図 2-11）。原子力発電所の再稼働を進めることは、温室効果ガス排出削減の

観点からも重要であると考えられます。 

図図  22--1111  電電源源種種別別のの発発電電電電力力量量とと二二酸酸化化炭炭素素排排出出量量  

（出典）環境省「2017 年度（平成 29 年度）の温室効果ガス排出量（確報値）について」（2019 年）  [19] 
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温暖化対策における原子力の役割に関して、国際エネルギー機関（IEA）が 2019 年 5 月に

公表した報告書「クリーンエネルギーシステムにおける原子力」においては、原子力発電が

過去数十年にわたり電力生産部門において温室効果ガス排出抑制に貢献してきていること

を評価しています。過去約 50 年間、原子力は先進国の全ての低炭素電力の約半分を供給し

ており、1971 年から 2018 年の間に原子力によって供給された電力量は約 76 兆 kWh で、風

力と太陽光による発電電力量の合計の 10 倍以上にのぼるとしています（図 2-12）。世界で

はこの期間に、原子力発電によって 630 億 t の二酸化炭素の発生が回避されたことになり

ます。同報告書では、今後、パリ協定に沿って二酸化炭素排出量削減を目指すに当たり、原

子力を他の低炭素エネルギー源と同等に取り扱い、既存炉の運転延長を図るとともに新増

設を行うことが必要であると提言した上で、過去 20 年間の実績の分析から、原子力を世界

のエネルギーに係る議論の場に加えるべきであるとしています [1]。 

図図  22--1122  先先進進国国ににおおけけるる 11997711 年年かからら 22001188 年年ままででのの  

低低炭炭素素電電源源にによよるる発発電電電電力力量量合合計計（（電電源源別別））  

（出典）IEA「Nuclear Power in a Clean Energy System」（2019 年） [1]に基づき作成 
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 コラム 〜低炭素電源としての原子力の必要性：国際エネルギー機関の報告書〜

国際エネルギー機関（IEA）は、全ての燃料と全てのエネルギー技術を包括する世界の主

要なエネルギー組織という立場から、原子力の役割を無視することはできないとの見解を

示しています。IEA は 2019 年 5 月に、同機関として初めて、クリーンエネルギーシステム

における原子力の役割に関する報告書を公表しました。 

同報告書では、世界が国際的な気候目標を含め、主要な持続可能エネルギー目標を達成で

きずにいる唯一の重要な原因は、低炭素発電の拡大に失敗していることにあるとしていま

す。その上で、「果たして、原子力利用なしにクリーンエネルギーへの移行を達成できるの

か」と問いかけ、「再生可能エネルギーやエネルギー効率向上やその他革新技術とともに、

原子力は持続可能なエネルギー目標達成とエネルギー安定供給に大きな貢献ができる」と

しています。 

2018年の先進国における低炭素電源による発電電力量のうち、原子力は最大の約 40％を

占めます。同年の年間原子力発電電力量はおよそ 2兆 kWhで、水力発電の 1.3倍、太陽光発

電と風力発電の合計の約 2倍に相当します。 

2018 年の先進国における低炭素電源による発電電力量（電源別） 

（出典）IEA「Nuclear Power in a Clean Energy System」（2019 年）に基づき作成 

同報告書では、既存の原子力発電所の寿命延長を拡大せず、新規の原子力発電所建設プロ

ジェクトも実施しない場合、原子力発電設備容量は 2040年までに大きく減少し、持続可能

なエネルギーシステムの実現は非常に困難になるとの見通しを示しています。さらに、減少

する原子力の代わりにガス火力や石炭火力発電を増強する場合、2040 年までの世界の累積

二酸化炭素排出量は、原子力を利用した場合と比べて約 40億 t増加し、排出削減目標の達

成が困難になるとしています。 
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 コラム 〜低炭素電源としての原子力の必要性：経済協力開発機構原子力機関の報告書〜 

経済協力開発機構原子力機関（OECD/NEA）は、報告書「低炭素化のコスト：原子力・再生

可能エネルギーのシェア向上時におけるシステムコスト」[20]において、風力や太陽光等の

気象条件によって変動する再生可能エネルギー電力を評価する際には、次の 4 種類の電力

システム全体のコストを考慮する必要があると述べています。

電源コストにおけるシステムコスト 

（出典）OECD/NEA「The Costs of Decarbonisation:System Costs with High Shares of Nuclear and Renewables」（2019 年） [20]に

基づき作成 

・ 供給能力維持・過剰対策コスト（Profile cost）：

再生可能エネルギーによる電力変動を調整するため、再生可能エネルギー以外の電力量

調整用電源の容量確保が必要となる。また、調整用プラントの急速稼働と停止の繰り返

しによる利用効率の低下や設備消耗に対応するコストも必要である。4 種類のコストの

うち、最大の比率を占める。

・ 需給調整コスト（Balancing cost）：

発電プラントの計画外停止等の供給変動に対応した電力系統の安定性確保が必要とな

る。再生可能エネルギー源は出力の不確実性が高く需給調整コストが増大する9。

・ 送配電コスト（Grid cost）：

既存インフラの容量増大（系統強化）や新規インフラの構築（系統拡張）が含まれる。

また、長距離送電を行う場合には伝送損失が増加する。特に、分散型の太陽光設備等で

発電量が地域の需要を上回る場合、逆潮流に対応するため、配電網整備への投資が必要

となることがある。

・ 送電線への接続コスト（Connection cost）：

発電プラントを最も近い接続ポイントで送電網に接続するためのコストであり、洋上風

力のように遠距離から接続する場合に大きくなる。

9 火力・水力・原子力発電は回転機器であるタービンを用いて発電しており、電力系統の周波数変動を監視

し、タービンの回転慣性力も利用して急激な電力負荷変動に対応し、安定供給を確保することが可能。 
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エネルギー資源は、発電だけでなく輸送や産業等の幅広い分野で利用されています。化石

燃料の利用を抑え、温室効果ガスの削減を実現するためには、電力の低炭素化と、化石燃料

利用を電力に置き換えていく電化シフトを同時に進めていくことが重要です。 

天然ガスは、化石燃料の中では温室効果ガスの排出量が少ない資源ですが、採掘コストが

かかることに加え、パイプライン経由での輸送あるいは液化して船や鉄道等での輸送を行

う必要があり、輸送にもコストがかかります。これに対し、固体である石炭は輸送しやすく、

採掘コストも低く、安価に入手可能です。そのため、安価かつ安定的に調達できるエネルギ

ー源が石炭に限られる国もあり、途上国等では石炭火力を選択してきたという現実があり

ます。温室効果ガス排出抑制の観点から、石炭火力発電からの撤退・縮小を計画する先進国

があるものの、特に新興国では今後も新増設による拡大が計画されています。石炭は、製鉄

やセメント製造等の産業分野でも、新興国、先進国を問わず世界で広く使われています。 

低炭素電源として導入が進む再生可能エネルギーですが、発電に適した場所は電力の大

消費地である大都市から遠い地方（例えば我が国では九州や北海道）にも広く分散していま

す。こうした電力を大量に利用するためには、集電線（分散している再生可能エネルギーの

発電機から送電線まで電気を集める線）や送電線、間歇性の電源である再生可能エネルギー

をバックアップし、需要に応じて安定的に電力供給するための火力発電等の電源も必要で

す。将来的に、こうした補完的な火力電源も別の手段に置き換えていくためには、大規模な

蓄電設備導入等、様々の新たなインフラやイノベーションが必要になります。再生可能エネ

ルギーは、これらのことを考慮しつつ導入していく必要があります。

技術のイノベーションに関しては、高効率・高性能等の科学的な価値観だけではなく、社

会実装が可能となるように「コスト」を下げることが求められています。 

原子力発電は、発電過程で温室効果ガスを排出せず、確立済みの技術とインフラに基づき

利用できる電源です。一方、上述のとおり、再生可能エネルギーはインフラを整備しつつ拡

大を図っている段階にあります。地球温暖化対策を社会が受容可能なコストで実施するた

めには、再生可能エネルギーと原子力について二者択一的な判断をすることは適切ではあ

りません。我が国では、新規制基準への適合が認められた原子力発電所の再稼働を進めると

ともに、主力電源化を目指す再生可能エネルギーの利用促進を図っていく必要があります。

前段のコラムで取り上げた OECD/NEA の報告書でも、再生可能エネルギーを大量に用いる場

合のコストを分析し、原子力と再生可能エネルギーの両方を低炭素電力システムの構成要

素と位置付けています。 

生活の質の向上に伴い、過去数十年で世界の電化率が上昇してきましたが、新興国におけ

る経済発展に伴い、今後も世界の電力需要が増大していくことが想定されます。経済発展の

途上にある新興国にとって、電力供給能力の急拡大を実現する上で、エネルギー源のコスト

抑制が非常に重要であることはもちろんですが、我が国のようにエネルギー資源に乏しい

コラム ～温室効果ガス削減に向けて～ 
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国が社会の電化を進める際にも、コストの問題は決して無視できません。 

世世界界のの地地域域別別電電力力化化率率のの変変化化  

（出典）経済産業省「平成 30 年度 エネルギー白書」（2019 年） [8] 

我が国は、化石燃料を主なエネルギー源としてきましたが、第 1次オイルショックで石油

の値段が高騰して以来、化石燃料の消費を減らす省エネルギーを積極的に推し進めてきま

した。既に高いレベルの省エネルギーを達成している状態にあることから、我が国について

は温室効果ガスの排出量を追加的に 1t 削減するために必要なコスト（二酸化炭素限界削減

費用）が世界で最も高いレベルにあるという試算があります。 

我が国では、電力のみならず天然ガス等のエネルギー源のコストが諸外国に比べて高く、

そのコストは製品やサービスの価格に反映されるため、国際競争力や経済活動に影響を及

ぼします。エネルギー源のコストを考慮し、経済や国民生活への影響を抑えつつ地球温暖化

対策を進めていく必要があります。 

22003300 年年ににおおけけるる約約束束草草案案のの二二酸酸化化炭炭素素限限界界削削減減費費用用のの国国際際比比較較  

（出典）第 1 回原子力委員会資料第 1 号 公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）秋元圭吾「地球温暖化対応を 

踏まえたエネルギー戦略と課題」（2017 年） [21] 
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 世界の原子力発電の状況と中長期的な将来見通し

2020 年 2 月時点で、世界で運転中の原子炉は 441 基にのぼり、原子力発電設備容量は 3

億 9,157 万 kW に達しています（図 2-13）。さらに、建設中のものを含めると総計 495 基、

4億 5,260 万 kW となります。世界最大の原子力利用国である米国では、2020 年 2 月時点で

96 基の原子炉が稼働しています [22]。世界の原子力発電電力量は、2000 年代に年間 2.5 兆

kWh を超えました。2010 年代に入り、2011 年の東電福島第一原発事故の影響もあり、一旦

落ち込みましたが、その後回復の兆しを見せています(図 2-14)。 

図図  22--1133  世世界界のの原原子子力力発発電電設設備備容容量量（（運運転転中中））のの推推移移（（地地域域別別））  

（出典）経済産業省「平成 30 年度 エネルギー白書」（2019 年）
10

 [8]

図図  22--1144  世世界界のの原原子子力力発発電電電電力力量量のの推推移移（（地地域域別別））  

（出典）経済産業省「平成 30 年度 エネルギー白書」（2019 年）
11

 [8]

10 日本原子力産業協会「世界の原子力発電開発の動向 2018 年版」を基に経済産業省が作成。 
11 IEA「World Energy Balances 2018 Edition」を基に経済産業省が作成。 
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12 1986 年 4 月 26 日に、旧ソ連ウクライナ共和国のチェルノブイリ原子力発電所 4 号機で発生した事故。

急激な出力の上昇による原子炉や建屋の破壊に伴い大量の放射性物質が外部に放出され、ウクライナ、ロ

シア、ベラルーシや隣接する欧州諸国を中心に広範囲にわたる放射能汚染をもたらしました。INES（国際

原子力事象評価尺度）でレベル 7と評価されています。
13 世界の原子炉の運転開始、着工、閉鎖の推移は、資料編を参照。 
14 European Pressurized Reactor 

ウクライナ（旧ソ連）のチェルノブイリ原子力発電所の事故12、東電福島第一原発事故を

経て、西欧諸国の中にはドイツ、イタリア、スイス等のように脱原子力政策に転じる国々が

 現れました。アジアでも、2017 年に台湾や韓国が脱原子力の方針を示しました。韓国の文

在寅（ムン・ジェイン）政権は、2基を除いて原子炉新増設計画を白紙撤回し、段階的に脱

 原子力を進める方針を示しています。一方、台湾では  2018  年  11 月に実施された住民投票

の結果、2017 年の法改正で盛り込まれた、2025年までの脱原子力を定める条文が削除され

ました。 

そのほかのアジア、東欧、中近東等では、経済成長に伴う電力需要と電力の低炭素化に対

応するため、東電福島第一原発事故後も原子力開発が進展しています（図 2-13）。2011年

 以降、2019  年までの間に、世界では 56  基の原子炉の営業運転が開始されているとともに、

47 基の原子炉が建設開始され、58 基が閉鎖されています13。特に、中国やインドでは、国産

炉開発と国外からの原子炉導入により原子力開発が積極的に進められています。 

また、英国等の原子力利用先進国においても、電力自由化環境の下で様々な政策措置が模

索されており、低炭素電源としての原子力発電の重要性が再認識され、長期にわたって投資

回収を図ることができる仕組みを導入して、原子力発電所の建設や計画が進められていま

す。なお、原 子力による発電電力量で世界第 2位、発電電力量に占める原子力比率では世界

首位を占めるフランス（図 2-15）では、 原子力発電電力量の比率を 2025年までに現在の約

 75％から  50％に縮減する原子力目標を  2012  年に掲げていましたが、目標達成時期は 2025

 年から  2035  年に先送りされています。フランス政府が  2020  年 4 月に発表した長期的なエ

ネルギー計画では、原子力比率縮減のため 2035 年までの原子炉の閉鎖計画が示されまし

たが、2035年以降の低炭素電源確保のため、 第 3世代炉である欧州加圧水型原子炉（EPR14）

を新設するオプションも維持する方針が示されています。 

国際原子力機関（IAEA） が 2019  年 9月に発表した年次報告書「2050 年までのエネルギー、

 電力、原子力発電の予測 2019 年版」では、原子力発電の設備容量について、①現在の市場

や大幅な技術革新等、原子力を取り巻く環境が大きく変化しないと仮定した保守的な「低位

ケース」と、②新興国の経済成長や電力需要の増大の継続を仮定し、パリ協定締約国による

温室効果ガス排出削減で原子力の果たす役割が拡大することを前提にした「高位ケース」を

設定して、それぞれ見通しを示しています。同報告書では、一部の地域では低いガス価格や

補助金に支えられた再生可能エネルギー電力が原子力の成長見通しに引き続き影響を及ぼ

すものの、新興国における原子力への関心や国際的な低炭素化への関心の高まりが原子力

に有利に働く可能性が指摘されています。また、2018 年には既存炉の閉鎖時期、運転延長、
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新規建設に関して一定程度の見通しが立った国・地域もあり、前年と比較すれば不確定要素

が減ったことから、2018 年版報告書と比較して、低位ケースと高位ケースの幅が小さくな

っています。2018 年版の低位ケースでは、2050 年まで持続的に原子炉の閉鎖が新設を上回

る見通しが示されていましたが、2019 年版の低位ケースでは、2030 年の約 3.7 億 kW から

2040 年に一旦容量が低下するものの、2050 年には 2030 年をわずかに上回ることが見込ま

れています。一方、2019 年版の高位ケースでは、2030 年に約 5.0 億 kW、2050 年に約 7.2 億

kW に拡大すると予測されていますが、これは既存炉の閉鎖計画を踏まえて 2018 年版より低

い見通しとなっています（表 2-3、図 2-16、図 2-17） [23]。 

図図  22--1155  各各国国のの原原子子力力発発電電電電力力量量（（左左））及及びび  

発発電電電電力力量量にに占占めめるる原原子子力力比比率率（（右右））（（22001188 年年））  

（出典）IAEA「Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2050」（2019 年） [23]に基づき作成 
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表表  22--33    IIAAEEAA にによよるる 22005500 年年ままででのの発発電電設設備備・・原原子子力力容容量量推推移移見見通通しし  

発電設備容量 2018 年 
2030 年注 2040 年注 2050 年注 

低 高 低 高 低 高 

合計（百万 kWe） 7,188 9,782 11,811 13,633 

原子力（百万 kWe） 396 366 496 353 628 371 715 

原子力比率（％） 5.5 3.7 5.1 3.0 5.3 2.7 5.2 

図図  22--1166    IIAAEEAA にによよるる 22005500 年年ままででのの原原子子力力発発電電設設備備容容量量推推移移見見通通しし  

図図  22--1177    IIAAEEAA にによよるる 22005500 年年ままででのの原原子子力力発発電電所所閉閉鎖鎖・・新新設設見見通通しし  

（注）原子力については、寿命到来による閉鎖予定を考慮して推計。 

（出典）IAEA「Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2050」（ 2019 年）

[23]に基づき作成

（出典）IAEA「Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2050」（2019 年）

[23]に基づき作成

（出典）IAEA「Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2050」（2019 年）

[23]に基づき作成
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[23]に基づき作成

（出典）IAEA「Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2050」（2019 年）

[23]に基づき作成

（出典）IAEA「Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2050」（2019 年）

[23]に基づき作成

国内外の原子力のエネルギー利用を取り巻く環境変化への対応 

原子力エネルギーは、地球温暖化対策に貢献しつつ、安価で安定的に電気を供給でき

る電源の役割を果たすことが期待されます。そのため、軽水炉の再稼働を進め、それを

長期に安定・安全に利用できるように努力することが重要です。 

また、電力小売全面自由化により、従前の地域独占15や総括原価方式16による料金規

制等が廃止されました。原子力のエネルギー利用について、関係者は、国民の便益と負

担の観点で、安価な原子力発電による電力を安全・安定に供給するという原点を改めて

強く認識し、原子力関係企業等は生き残りをかけて、創意工夫や競争・協力を行ってい

く必要があります。 

原子力のエネルギー利用を取り巻く環境変化を踏まえ、「技術開発・研究開発に対す

る考え方」（2018 年 6 月原子力委員会決定）では、「核燃料サイクルを実現するために

は、再処理施設を早期に稼働させ、まずは、これまで我が国で採用されてきた軽水炉を

活用したプルサーマルを推進していくことが、現時点では、最も市場の要請に合致した

現実的な手段である」と指摘しています。また、「加えて、長期的な柔軟性を確保する

観点から喫緊の課題である使用済燃料の中間貯蔵能力の拡大や、プルサーマル推進に

関するプルトニウム利用等について、電力会社間の協力を含めて国と電力会社の精力

的な取組が必要である」としています。 

原子力のエネルギー利用を進めていくための取組

電力供給の安定性や経済性、環境問題等の課題を踏まえると、責任ある体制の下、徹底し

たリスク管理を行った上で、適切に原子力のエネルギー利用を進めていくことが必要です。

そのためには、平和利用を旨とし、安全性の確保を大前提に国民からの信頼を得ながら、原

子力技術が環境や国民生活及び経済にもたらす便益とコストを十分に意識して進めていく

ことが大切です。 

我が国では、原子力規制委員会が定めた新規制基準に適合するための取組が電力会社に

よって進められています。しかしなお、長期間停止したままの原子力発電所は多く、それを

補う火力発電所の運転のために多くの化石燃料を輸入しており、貴重な外貨を失い、雇用や

経済活動にマイナスの影響を与えている状態が続いています。周辺自治体を含めて地域の

雇用に貢献するという観点からも、新規制基準に合格した原子力発電所の再稼働を進める

必要があります。 

15 特定地域の電力販売をその地域の電力会社 1社が独占できる枠組み。
16 総原価を算定し、これを基に販売料金単価を定める枠組み。
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 コラム ～原子力発電所の雇用効果～

天然ガス火力発電所は、大電力消費地である大都市近傍、例えば東京湾や大阪湾等に立地

しています。また、石炭火力発電所の多くは工業地帯に近い港湾に立地しています。これに

対し、原子力発電所の多くは、都市から離れた地方に立地しています。再生可能エネルギー

は分散型であるため、立地や雇用の点では火力発電や原子力発電とは異なり、我が国では自

然条件に恵まれ広い土地がある九州や北海道に適地が多く見られます。 

原子力発電所では、電力会社の社員だけでなく、契約企業の社員も働いています。さらに、

原子力発電所周辺には、発電所保守のための製造企業の出張所や建設工事会社等が立地し、

従業員やその家族が利用する住居、食堂、商店等を含め、大きな雇用を生み出しています。

原子力発電所の立地自治体のみならず、周辺市町村の住民の中にも、原子力発電所関係の企

業に勤務する方がおり、農業等と兼業する例も多く見られます。 

原子力発電所は燃料費の割合が火力発電所よりはるかに小さいため、長期間運転するほ

ど安価な電力供給に貢献します。一般的に、原子力発電所の運転期間は他の電源より長く、

運転終了後も廃止措置や廃棄物処理処分が必要となり、長期的に雇用が生み出されます。 

このように、原子力発電所の雇用効果は他の電源より大きく、周辺自治体を含む地域の雇

用に大きく貢献しています。 

OECD/NEAと IAEAは共同で、原子力発電所の雇用効果の評価という報告書を作成していま

す [24]。同報告書によると、100  万 kW  の原子力発電所 1基当たりのライフサイクル（100

 年間）にわたる直接雇用数は約 50,000人年と試算されています。その内訳は以下のとおり

です。 

また、保守や工事等の企業による間接雇用数は、直接雇用と同数の約 50,000 人年です。

さらに、雇用された人々が使う宿舎や食堂、商店等の誘発雇用数は約 100,000人年と試算さ

れています。 

直接雇用、間接雇用、誘発雇用を合わせた総雇用数は、100 万 kW の原子力発電所 1 基の

ライフサイクルである 100年間に約 200,000人年となり、平均すると 1年当たり約 2,000人

の雇用を生み出していることになります。 

 サイト準備・建設に伴う直接雇用：年間約 1,200人、建設期間 10年間で約 12,000人年

 運転、保守、管理等に伴う直接雇用：年間約 600人、運転期間 50年間で約 30,000人年

 廃止措置に伴う直接雇用：年間約 500人、廃止措置期間 10年間で約 5,000人年

 廃棄物管理に伴う直接雇用：年間約 80人、廃棄物管理期間 40年間で約 3,000人年
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軽水炉の着実な利用に関する取組

① 電力自由化の下での安全かつ安定的な軽水炉利用

原子力事業は、巨額の初期投資額の回収期間が長期にわたるため、従来、地域独占及び総

括原価料金規制により投資の回収が保証されてきましたが、2016 年 4 月 1 日の電力小売全

面自由化 [25]により、こうした制度は撤廃されました。 

ただし、原子力発電には、事故炉廃炉の資金確保や原子力賠償等、市場原理のみに基づく

解決が困難な課題があります（図 2-18）。こうした課題への対応として、2017 年 10 月には

「原子力損害賠償・廃炉等支援機構法」（平成 23 年法律第 94 号）が改正され、事故炉の廃

炉を行う原子力事業者等に対して、廃炉に必要な資金を原子力損害賠償・廃炉等支援機構に

積み立てることを義務付ける制度が創設されました [26]。 

また、電力自由化の下で原子力発電所を長期的に利用するに当たっては、安全性向上に係

る原子力事業者等の自律的・継続的な取組が必要です [27]。こうした取組を強化する組織

として、2018 年 7 月 1 日には、原子力事業者、メーカー、関係団体が新組織「原子力エネ

ルギー協議会（ATENA）」を設立しています [28]。

このほか、我が国における、原子力事業者等を含む産業界の原子力の自主的安全性向上に

関する動向については、第 1章 1-5「ゼロリスクはないとの認識の下での安全性向上への不

断の努力」に記載しています。 

図 2-18 自由化の下での財務・会計上の課題への対応の基本的な考え方 

（出典）総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力システム改革貫徹のための政策小委員会「電力システム改革貫徹のた

めの政策小委員会 中間とりまとめ」（20 17 年） [27]に基づき作成 

一方で、電力小売全面自由化時代の原子力のエネルギー利用について、関係者は、国民の

便益と負担の観点で、安価な原子力発電による電力を安全・安定に供給するという原点を改

めて強く認識し、原子力関係企業等は生き残りをかけて創意工夫や競争・協力を行っていく

必要があります。 
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米国では、電力自由化が 1980 年代後半から進みましたが、カリフォルニア州で生じた電

力危機の教訓から、非自由化を維持した州（規制州）もあり、自由化州と規制州が存在して

います。 

米国の原子力発電所は、建設後長期間経過した発電所が大部分を占めます。建設費は償却

済みで、発電コストに占める燃料費の割合が低いため、原子力の発電コストは、水力を除く

と他の電源に比べて最近まで一番低い状態でした。 

しかし、最近、シェールガス革命による天然ガス価格の下落という米国特有の事情を背景

に、原子力発電所は厳しい価格競争にさらされています。卸電力市場が自由化された州では、

経済性を理由として、想定されていた運転期間満了前に閉鎖されるプラントも出ています。 

米米国国ににおおけけるる燃燃料料別別発発電電ココスストトのの推推移移  

（出典）世界原子力協会（WNA）「World Nuclear Association Image Library」（2016 年） [29] 

このような状況で、温室効果ガス排出削減目標達成のため、原子力発電を経済的に支援し

て維持しようとする動きもあります。厳しい競争環境の中で原子力発電の経済性を維持す

るための方策として、事業者の 80 年運転に向けた取組と、州政府による原子力支援策があ

ります。 

コラム ～米国における原子力発電の経済性の維持～ 
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事業者の 80 年運転に向けた取組 

17 Department of Energy 
18 Nuclear Energy Institute 
19 Electric Power Research Institute 
20 Zero Emission Credits 

原子炉は、新設には多額の費用が必要ですが、運転を開始すると、火力発電と比較して燃

料費が発電コストに占める割合が低いという特徴があります [30]。安全を確保しつつ、長

期運転を実現することが、原子力発電の経済性を向上させる一つの手段となります。 

 米国では、運転開始後の運転認可の有効期間は  40  年となっていますが、その後  20 年を

単位として認可の更新が可能となっています。現在、多 くのプラントが 1  回目の 20 年の認

 可の更新を認められていますが、更にもう一度  20  年の認可の更新が認められ  80 年間運転

を継続できる事例も出てきています 。（第 3章コラム「米国 における 2度目の運転認可更新」

参照） [31]。 

プラントの長期運転における安全確保のための研究開発には、エネルギー省（DOE17）が支

援を行っているほか、産業界では原子力エネルギー協会（NEI18）や米国電力研究所（EPRI19）

も研究開発等を行っています。 

州政府による原子力発電に対する支援策 ～ニューヨーク州の事例～ 

ニューヨーク州では、6  基のプラントが州の発電電力量の 3  分の 1を賄っていますが、自

由化州である同州では市場での競争が厳しく、一部の事業者はプラントの早期閉鎖を公表

しました。こうした中、クオモ知事は、自らの野心的な温室効果ガス排出抑制策の実現のた

めには原子力発電は不可欠であるとして、支援策の策定に乗り出しました。 

同州の支援策は、無炭素排出電源であるという 原子力発電が持つ価値に対してゼロエミ

ッション・クレジット（ZEC20 )を発行し、ZEC の価格を電気料金に上乗せして、消費者から

回収するというものです [32]。 

このような、無炭素排出電源としての原子力発電の価値に対価を支払うという原子力発

電への支援策は、ニューヨーク州のほかイリノイ州、ニュージャージー州及びオハイオ州で

 も導入されています。
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② 使用済燃料の貯蔵

使用済燃料は、再処理されるまで各原子力発電所の貯蔵プール等で貯蔵・管理されており、

2018 年 9 月末時点で、各原子力発電所には合計約 15,260tU の使用済燃料が貯蔵・管理され

ています（表 2-4）。 

表表  22--44  各各原原子子力力発発電電所所（（軽軽水水炉炉））のの使使用用済済燃燃料料のの貯貯蔵蔵量量及及びび管管理理容容量量

（（22002200 年年 33 月月末末時時点点））  

（出典）電気事業連合会「使用済燃料貯蔵対策への対応状況について」（2020 年） [33] 

一部の原子力発電所では貯蔵容量がひっ迫しており、今後、原子力発電所の再稼働による

使用済燃料の発生等が見込まれる中、貯蔵能力の拡大が重要な課題です。このような状況を

踏まえ、「使用済燃料対策に関するアクションプラン」（2015年10月最終処分関係閣僚会議）

が策定され、安全の確保を大前提として、貯蔵能力の拡大に向けて官民が協力して取り組ん

でいます。このアクションプランに基づき、電気事業者が 2015 年 11 月に策定した「使用済

燃料対策推進計画」では、発電所敷地内の使用済燃料貯蔵施設の増強（貯蔵用プールのリラ

ッキング21、乾式貯蔵22施設の設置等）、中間貯蔵施設の建設・活用等により、2020 年頃に

21使用済燃料の貯蔵ラックの間の距離を短くするなどして、貯蔵容量を大きくすること。 
22使用済核燃料の貯蔵方法の一つで、水中に貯蔵する湿式貯蔵に対して気体中に貯蔵する方式。キャスク貯

蔵等が該当。 
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4,000tU 程度、2030 年頃に 2,000tU 程度、合わせて 6,000tU 程度の使用済燃料貯蔵対策を

行う方針を示しました。2018 年 11 月に更新された「使用済燃料対策推進計画」では、中間

貯蔵や乾式貯蔵の着実な推進、燃焼度23向上研究等を通じた使用済燃料発生量の低減等につ

いて、積極的な理解活動に取り組むとともに、事業者間の連携を強化し、我が国全体として

の使用済燃料対策を充実・強化する方針が示されています。乾式貯蔵に関しては、2019 年 3

月に原子力規制委員会が規則類及びガイド（原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キ

ャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド）を改正・制定しています [34]。発電

所敷地内の使用済燃料貯蔵施設の増強に関しては、2019 年 11 月に原子力規制委員会によ

り、九州電力株式会社の玄海原子力発電所 3 号機における貯蔵用プールのリラッキングが

許可されています [35]。 

経済産業省の使用済燃料対策推進協議会では、使用済燃料対策推進計画を踏まえた電気

事業者の取組状況について確認を行っていますが、事業者が具体的な取組を着実に進めて

いくに当たり、各社の取組の一層の強化と業界全体の連携・協力を要請しています [36]。 

なお、2018 年 7 月に原子力委員会が公表した「我が国におけるプルトニウム利用の基本

的な考え方」においても、使用済燃料の貯蔵能力の拡大に向けた取組を着実に実施するとの

方針が示されました。 

23原子炉に装荷された核燃料の炉内での核分裂反応により発生した熱エネルギーを、単位燃料重量当たりで

表示したもの。 
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我が国では、原子力発電所再稼働による使用済燃料の発生等を見据えた、貯蔵能力の拡大

が重要課題の一つです。原子力発電主要国の中から米国とフランスの状況を紹介します。 

米国 [37] [38] 

米国では、商業用原子力発電所で発生する使用済燃料は再処理せずに直接処分すること

となっています。稼働中の発電所では、発電所サイト内の使用済燃料貯蔵プールに使用済燃

料を貯蔵しており、また、半数以上が、原子力規制委員会（NRC）の許認可を得たサイト内

あるいは外の独立した使用済燃料貯蔵施設（ISFSI24） [39]にも乾式貯蔵しています。廃止

措置を終了または廃止措置中の発電所の大半では、処分までの間、ISFSI で使用済燃料を貯

蔵します。 

NRC は、使用済燃料貯蔵の長期化も念頭に、継続的な貯蔵に係る環境影響の技術的検討を

実施しており、2014 年 9 月の連邦規則の改定は、原子炉の運転認可期間を超える使用済燃

料の継続的な貯蔵の環境影響も念頭に置いています。「使用済燃料の継続貯蔵25」という新

たな考え方の下、以下の 3つの時間枠シナリオによる使用済燃料貯蔵が考慮されています。 

フランス

24 Independent spent fuel storage installation 
25 Continued Storage of Spent Nuclear Fuel 
26 Électricité de France 
27 Autorité de sûreté nucléaire 
28 2-2(3)①1)「核燃料サイクルの概念」を参照。 
29 2-2(3)①1)「核燃料サイクルの概念」を参照。 

コラム

我が国と同様に、使用済燃料は湿式貯蔵されています。まず、原子力発電所のサイト内で

1 年から 2 年間貯蔵された後、ラ･アーグ再処理プラントに輸送され、再処理までに更に

8年間、同プラント内の使用済燃料プールに貯蔵されます [40]。 

フランス電力（EDF26）は、燃料サイクルの実施状況とその原子力安全等への影響について

検討し、その結果を取りまとめて原子力安全機関（ASN27）に提出しています。EDF が提出し

た検討結果について、ASN は 2018年 10月、フランス政府が進める原子力比率の縮減政策に

よりプルサーマル28を実施できる原子炉が減った場合には、再処理量が減り、貯蔵される使

用済燃料の量が増えて国内の貯蔵容量がひっ迫する可能性があると指摘しています。これ

は、フランスが MOX燃料29製造に必要な量だけ再処理を実施するというプルトニウムバラン

ス方針を採っているためです [41]。EDF はこの指摘を踏まえ、現在はプルサーマルを実施

していない炉におけるプルサーマル実施の検討を進めています [42]。 

① 短期的時間枠：原子炉の認可期間（2  回の更新期間を含む）以降 60年間

②  長期的時間枠：①に加え、更に 100年間

③ 期間を限定しない時間枠：使用済燃料処分場が利用可能にならない場合

～米国とフランスにおける使用済燃料の貯蔵～ 
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30 At Reactor 
31 Away-From-Reactor 
32 Consolidated Interim Storage Facility 

 コラム ～米国の使用済燃料の乾式貯蔵～ 

米国では、使用済燃料を再処理せずに直接処分する方針に転換されたことにより、一時的

な保管を想定した貯蔵プールの容量ひっ迫が懸念され、使用済燃料貯蔵施設を追加的に確

 保する必要性が生じました。そこで、原子力事業者は 1980 年代初め、貯蔵プールのリラッ

キングのほか、原子力発電所サイトでの貯蔵容量拡大の検討を開始しました。この結果導入

されたのが、サイト内に建設した独立施設での乾式キャスク貯蔵で、現在、ほとんどの原子

力発電所において貯蔵プールに加えて乾式貯蔵が採用されています。 

 乾式貯蔵には 2つの方法があります。一つは、使用済燃料を鋼製キャニスタに収納して密

封し、更にそのキャニスタをコンクリート容器（キャスク）あるいは施設に収納する方法

です。 もう 一つは、輸送及び貯蔵用に設計されたキャスク内に設置された鋼製のシェルの中

に使用済燃料を収納し、キャスクを密閉する方法です。 

 米国における乾式キャスクによる貯蔵は、1986  年の開始以来既に約 3 0 年の実績があり、

 安全な技術であることが実証されています。2017  年  1  月時点で、2,400 を超えるキャスク

 による乾式貯蔵が行われており、10 万体の使用済燃料集合体が安全に貯蔵されています。

 使用済燃料の乾式キャスク貯蔵施設の設置場所には、次の 2つがあります [38]。 

米国における ISFSI の設置状況は、2019年 12 月時点で次のとおりです [43]。 

 原子力発電所サイト内での貯蔵（AR30）：

NRC の認可を得た原子力事業者は、使用済燃料の貯蔵プールの容量上限に近づいてき

た場合に乾式貯蔵システムを設置できる。

 原子力発電所サイト外での貯蔵（AFR31）：

NRC の認可を得た原子力事業者は、以下のいずれかの場所に乾式貯蔵システムを設置

できる。

 廃止された原子力発電所サイト：

運転停止し、運転に使用された構造物の廃止措置が完了した後、使用済燃料の受

入れが許可された ISFSI 又は地層処分場への移送までの間、使用済燃料をサイト

に暫定的に貯蔵。

 統合暫定保管施設（CISF32）：

恒久的な処分施設で処分されるまでの間、原子炉から離れた場所で乾式キャスク

で貯蔵。

①  一般認可を得た ISFSIを運用する原子炉サイト：65

② サイト個別認可を得た ISFSI (原子炉施設サイト内あるいはサイト外)：15

③  独立した ISFSI：10
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鋼鉄キャニスタとコンクリートによって密閉された使用済燃料の模式図（左） 

及び実際の乾式貯蔵施設（右） 

（出典）NRC「Safety of Spent Fuel Storage」（2017 年） [39] 

④ 将来的にサイト個別認可による ISFSIを検討しているサイト：2

⑤ ISFSI設置意向を表明していない原子炉サイト：3

⑥ 少なくとも一つの ISFSIがある州：35
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核燃料サイクルに関する取組

エネルギー資源の大部分を輸入に依存している我が国では、原子力発電所で発生する使

用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム等を再び燃料として有効利用する「核燃料サ

イクル」の確立を基本方針としています。この基本方針に基づき、立地地域をはじめとする

国民の理解と協力を得つつ、安全の確保を大前提に、国や原子力事業者等による取組が進め

られています（図 2-19）。 

図図  22--1199  我我がが国国のの核核燃燃料料ササイイククルル施施設設立立地地地地点点（（22002200 年年 33 月月時時点点））  

（出典）日本原子力文化財団「原子力・エネルギー図面集」に基づき作成 

このうちウラン濃縮施設や使用済燃料の再処理施設は、核兵器の材料となる高濃縮ウラ

ンやプルトニウムを製造するための施設に転用されないことを確保する必要があります。

我が国は、「原子力基本法」（昭和 30 年法律第 186 号）にのっとり、原子力利用は厳に平和

の目的に限り行っています。我が国の全ての核物質及び原子力活動は、IAEA 保障措置の厳

格な適用を受け、原子力の平和利用を担保しています。また、核不拡散へ貢献し、国際的な

理解を得ながら取組を着実に進めるため、利用目的のないプルトニウムは持たないとの原

則を引き続き堅持し、プルトニウムの回収と利用のバランスを十分に考慮しつつ、プルサー

マルの推進等によりプルトニウムの適切な管理と利用を行うことで、平和利用に係るプル

トニウム利用の透明性向上を図っていきます。

① 核燃料サイクルの基本的考え方

核燃料サイクルの概念

核燃料サイクルは、ウラン燃料の生産から発電までの上流側プロセスと、使用済燃料の中

151第２章　地球温暖化問題や国民生活・経済への影響を踏まえた原子力のエネルギー利用の在り方

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



間貯蔵や再処理、ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX33）燃料製造及び放射性廃棄物の適

切な処理・処分等からなる下流側プロセスに大別されます（図 2-20）。 

上流側のプロセスは、ⅰ）天然ウランの確保・採掘・製錬、ⅱ）  六フッ化ウランへの転換、

ⅲ）  ウラン 235の割合を高めるウラン濃縮、ⅳ）二酸化ウランへの再転換、ⅴ）ウラン燃料

の成型加工、ⅵ）ウラン燃料を用いた発電からなります。 

下流側のプロセスは、ⅰ）使用済燃料の中間貯蔵、ⅱ）使用済燃料からウラン及びプルト

ニウムを分離・回収し、残りの核分裂生成物等をガラス固化する再処理、ⅲ）ウランとプル

ト  ニウムの混合酸化物の MOX 燃料加工、ⅳ）MOX 燃料を軽水炉で利用するプルサーマル、ⅴ）

放射性廃棄物の適切な処理・処分等からなります。なお、再処理を行わない政策を採ってい

る国では、原子炉から取り出した使用済燃料については、冷却後、直接、高レベル放射性廃

棄物として処分（直接処分）する方針です。 

図 2-20 核燃料サイクルの概念 

（出典）日本原子力文化財団「原子力・エネルギー図面集」 

我が国の核燃料サイクルに関する取組の基本的考え方

原子力利用に関する基本的考え方（2017年 7 月原子力委員会決定、政府として尊重する

旨閣議決定）では、プルトニウム利用に当たって、利用目的のないプルトニウムは持たな

いという原則を引き続き堅持することを示しています。また、プルトニウムの回収と利用

のバランスに十分考慮しつつ、プルサーマルを通じてプルトニウムの適切な管理と利用を

33 Mixed Oxide 
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i） 我が国は、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減等の観点

から、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム等を有効利用する核燃料サ

イクルの推進を基本的方針とする。

ii） 利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則を引き続き堅持し、プルトニウム

保有量の削減に取り組む。

iii）核燃料サイクルに関する諸課題は、短期的に解決するものではなく、中長期的な対

応を必要とする。また、技術の動向、エネルギー需要、国際情勢等の様々な不確実

性に対応する必要があることから、対応の柔軟性を持たせることが重要である。

② 核燃料サイクルに関する取組

天然ウランの確保

天然ウランの生産国は、政治情勢が比較的安定している複数の地域に分散しており、ウラ

 行うとともに、再処理施設の竣工、MOX 燃料加工工場の建設等を進めていくことが必要で

あることを指摘しています。一方、高速炉開発については、高速増殖原型炉もんじゅ（以

下「もんじゅ」という。）の開発によって得られた様々な教訓や技術的知見を踏まえ、国と

して、電力自由化等の国内環境の変化等を勘案し、商業化の在り方や方向性を検討する必

要があるとしています。 

また、2018 年 7 月に原子力委員会が公表した「我が国におけるプルトニウム利用の基本

的な考え方」においては、プルトニウムの需給バランスを確保し、プルトニウム保有量を

減少させる方針等が示されました。なお、「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考

 え方」の詳細に関しては、第 4  章 4-1「平和利用の担保」に記載しています。 

また、エネルギー基本計画では、核燃料サイクルに関する以下のような基本的考え方が

示されています [2]。 

ンは国内での燃料備蓄効果が高く、資源の供給安定性に優れています。図 2-21 に示すとお

 り、1940 年以降ウラン探査が開始され、軍事利用さらには発電利用のために生産量が伸び

ていきましたが、冷戦構造の崩壊後、高濃縮ウランの希釈による発電用燃料への転用が開始

 されたことで生産量は落ち込んでいます。一方で、需要は 2005年頃まで一貫して増加した

後、最近まで減少又は横ばいで推移していますが、この頃から、世界的な原子力発電の伸び

が予想されたこと等から、ウラン価格が急上昇しました。この価格急上昇を受けて、ウラン

 増産プロジェクトが開始され、2011 年の東電福島第一原発事故後にウラン価格は急落した

ものの、現在も一定量の生産が維持されている状況です。  
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図図  22--2211  ウウラランン市市場場のの変変遷遷  

（出典）第 11 回高速炉開発会議戦略ワーキンググループ資料 2 石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）「ウラン資源とそ

の需給について」（2018 年） 

図 2-22では、2013年末時点と 2015年末時点での在来型ウラン資源量34が示されており、

短期的には資源量は減少したように見えますが、1997 年と比較すると既知資源量は 1.3 倍

に増加しており、中長期的にはウラン資源量は増加しているといえます。原子力委員会も、

2018 年 12 月 18 日に公表した「高速炉開発に関する見解」において [44]、枯渇が懸念され

る石油や天然ガス等の資源と同様に、ウランも埋蔵量は探査技術、採掘技術の進歩とともに

増加してきたとの見方があり、原子力ルネッサンスといわれていた 2000 年代後半に需要の

増加を見込んで探鉱が進んだためにウラン資源量は増加していると指摘しています。 

34 ウランを主産物、共産物、副産物として行う生産に十分な歴史を持つウラン資源。 
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図図  22--2222  在在来来型型ウウラランン資資源源量量  

（出典）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）「ウラン資源とその需給について」（2018 年） 

国際的なウラン価格は図 2-23 に示すとおり、1980 年代中旬以降、50 米ドル／kgU 程度

で推移していましたが、2005 年以降は価格が大きく変動しており、2007 年から 2008 年に

かけてスポット契約価格が急上昇した後、2009 年には急下落しています。一方で長期契約

価格は 2012 年頃まで上昇を続けましたが、近年はスポット契約価格、長期契約価格とも、

100 米ドル／kgU 程度で推移しています。また、ウラン需給見通しは図 2-24 に示すとおり

です。 

図図  22--2233  ウウラランン価価格格のの推推移移  

（出典）OECD/NEA & IAEA「Uranium2018:Resources, Production and Demand」（2019 年） [45]に基づき作成 
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なお、2015 年時点での世界全体のウラン濃縮能力は表 2-5 のとおりです [48]。 

35 Japan Oil, Gas and Metals National Corporation 

図 2-24 ウラン需給見通し 

（出典）OECD/NEA & IAEA「Uranium2018:Resources, Production and Demand」（ 2019 年） [45]に基づき作成 

我が国の電気事業者は、天然ウランの全量を海外から調達しています。中国やインド等、

世界的に原子力発電が拡大し、中長期的にウラン需給ひっ迫の可能性が高まると見込まれ

る中、安定的に天然ウランを調達することは我が国の重要な課題です。経済産業省資源エネ

ルギー庁は、資源国との関係強化に資する案件を中心に、独立行政法人石油天然ガス・金属

鉱物資源機構（JOGMEC35）が実施するウラン探鉱の探索への支援を実施しています [46]。 

ウラン濃縮

 天然ウランには、原子力発電所で利用するウラン  235  が 0.7%程度しか含まれていないた

 め、この濃度を 3〜5%まで濃縮して燃料として使用しています。日本原燃株式会社の六ヶ

 所ウラン濃縮工場では、1992 年から六フッ化ウランを用いて濃縮ウランが生産されていま

す。世界的には、ウラン濃縮では初期には「ガス拡散法」が用いられていましたが、現在は

「遠心分離法」が利用されています。我が国では、日本原燃株式会社が開発したより高性能

で経済性に優れた新型遠心分離機による濃縮ウランが生産されています。既存の遠心分離

機の新型遠心分離機への変更及び新規制基準への対応のため変更許可申請が申請され、原

子力規制委員会により、2017  年 5月に事業変更の許可がなされました [47]。 
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表表  22--55  世世界界ののウウラランン濃濃縮縮能能力力（（22001155 年年））  

国 事業者・施設 濃縮能力（トン SWU36/年） 

フランス オラノ社、ジョルジュベスⅡ 7,000 

ドイツ、オランダ、

英国 

ウレンコ社、英カーペンハースト、

蘭アルメロ、独グロナウ 
14,400 

日本 日本原燃（株）、六ヶ所 75 

米国 ウレンコ社、ニューメキシコ 4,700 

ロシア

Tenex 社、アンガルスク、ノヴォウ

ラリスク、ジェレノゴルスク、セベ

ルスク

26,578 

中国 
核工業集団公司（CNNC37）、陝西省漢

中、甘粛省蘭州 
5,760 

その他 
アルゼンチン、ブラジル、インド、

パキスタン、イランの施設 
100 

（出典）世界原子力協会（WNA）「Uranium Enrichment」（2020 年）に基づき作成

再転換・成型加工

濃縮ウランから軽水炉用の核燃料（燃料集合体）を製造するためには、六フッ化ウランか

ら粉末状の二酸化ウランにする「再転換」工程と、粉末状の二酸化ウランを成型、焼結し、

ペレット状に加工し、被覆管の中に収納して燃料集合体に組み立てる「成型加工」工程の 2

つの工程が必要となります。 

再転換工程については、国内では三菱原子燃料株式会社のみが実施しています。東電福島

第一原発事故前は、国内で必要とされる量について、同社で再転換されるもののほかに、海

外で濃縮し再転換された後に輸入したもので賄っていました。 

成型加工工程については、国内では三菱原子燃料株式会社、株式会社グローバル・ニュー

クリア・フュエル・ジャパン及び原子燃料工業株式会社の 3社が実施しています。東電福島

第一原発事故前は、加圧水型軽水炉（PWR）用と沸騰水型軽水炉（BWR）用ともに国内で必要

とされる量の大部分をこの 3社で賄っていました。 

使用済燃料再処理

ｲ） 使用済燃料再処理機構の設立

電力自由化が行われるなど原子力事業をめぐる事業環境が変化する中においても、再処

理等が将来にわたって着実に実施されるよう、2016 年 5 月に公布された「原子力発電にお

36 分離作業単位の英語略で、放射性元素の同位体を分離するのに必要な作業の単位のこと。例えば、ウラ

ン濃縮において天然ウランから濃縮ウランを製造する際に必要な作業量等。
37 China National Nuclear Corporation
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ける使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律の一部を改正す

る法律」（以下「再処理等拠出金法」という。）に基づき、同年 10 月に使用済燃料再処理機

構（以下「再処理機構」という。）が設立されました（図 2-25）。 

図図  22--2255  原原子子力力発発電電ににおおけけるる使使用用済済燃燃料料のの再再処処理理等等ののたためめのの拠拠出出金金制制度度のの概概要要  

（出典）資源エネルギー庁 

「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」の付帯決議において、

経済産業大臣が再処理機構の使用済燃料再処理等実施中期計画を認可する際には、原子力

委員会の意見を聴くものとされています。現行の実施中期計画では、再処理や再処理関連加

工の実施時期及び量が示されていないことから、原子力委員会は、実際に再処理を実施する

前に、再処理や再処理関連加工の実施時期及び量を提示するよう要請しています [49] 。

 2018  年 7 月に原子力委員会が公表した「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え

方」においても、再処理等の計画の認可に当たっては、六ヶ所再処理工場、MOX燃料加工工

場及びプルサーマルの稼働状況に応じて、プルサーマルの着実な実施に必要な量だけ再処

理が実施されるよう認可を行う方針が示されました。 

 ﾛ） むつ中間貯蔵施設及び六ヶ所再処理工場に関する取組

使用済燃料対策を着実に進める観点から、リサイクル燃料貯蔵株式会社のリサイクル燃

料備蓄センター（むつ中間貯蔵施設）や日本原燃株式会社の六ヶ所再処理工場（図 2-26）

について、地元の理解を得つつ、着実に竣工させることは重要な課題です。 

むつ中間貯蔵施設は、2021  年度に貯蔵容量 3,000t規模での事業開始を見込んでおり、最

 終的に貯蔵容量を 5,000tまで拡大する予定です [50]。2020  年 3月時点では、原子力規制

委員会において、新規制基準への適合性の審査が行われています。 
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図図  22--2266  日日本本原原燃燃株株式式会会社社六六ヶヶ所所再再処処理理工工場場  

（出典）日本原燃株式会社「再処理事業の概要」 [51] 

六ヶ所再処理工場では、アクティブ試験38がほぼ終了しており、トラブルのあったガラス

固化試験については、2013 年に社内試験を終了しています。六ヶ所再処理工場には 2000 年

12 月以降、使用済燃料受入れ・貯蔵が開始されており、2020 年 3 月末時点で約 3,393t が搬

入されています [52]。そのうち、約 425t がアクティブ試験の段階で再処理されています 

[53]。施設の竣工時期は 2021 年度上期の予定で [54]、原子力規制委員会は 2020 年 7 月、

新規制基準適合性に係る事業変更許可を決定しました [55]。 

ﾊ） 原子力機構における取組

我が国ではこれまで、原子力機構を中心として、主に東海再処理施設において、再処理及

び再処理技術に関する研究開発を行い、試験運転期間を含め 1977 年 9 月から 2007 年 5 月

まで累積で約 1,140t の使用済燃料の再処理を実施しました。同施設での再処理を通じて得

られた技術は、原子力機構から六ヶ所再処理工場を操業予定の日本原燃株式会社への移転

が、ほぼ完了しています。 

原子力機構が 2017 年 6 月に同再処理施設の廃止措置計画の認可を申請し、計画は 2018 年

6 月に原子力規制委員会から認可されました [56]。原子力機構は、当面は高放射性廃液の

ガラス固化等を最優先で進めることとしています。2019 年については、7月にガラス固化処

理を開始したところ [57]、機器の不具合によりガラス固化処理が中断されました [58]。

そのため原子力機構は、現在、早期のガラス固化処理の運転再開に向け、今回の事象の要因

を踏まえた機器の更新作業等を進めているところです [59]。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）燃料製造

日本原燃株式会社は、商用の軽水炉用民間MOX燃料加工施設（最大加工能力は年間130tHM39）

の建設を進めており（図 2-27）、2020 年 3 月時点では同施設の竣工時期は 2022 年度上期の

38再処理工場の操業開始に向けて実施される試験運転のうち、最終段階の試験運転として、実際の使用済燃

料を用いてプルトニウムを抽出する試験のこと。 
39
 MOX燃料中のプルトニウムとウラン金属成分の質量。 
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予定です [60]。現在、原子力規制委員会において、この施設の新規制基準への適合性の審

査が行われています。日本原燃株式会社六ヶ所再処理工場で回収されるプルトニウムは、こ

の MOX 燃料加工施設で MOX 燃料体に加工され、我が国の軽水炉で利用される予定です。 

なお、これまでに海外の再処理施設で回収された我が国のプルトニウムは、MOX 燃料体に

加工され、我が国に輸送されています。また、我が国では、原子力機構を中心として、「も

んじゅ」、高速実験炉原子炉施設（以下「常陽」という。）等の高速増殖炉、新型転換炉等に

使用するための MOX 燃料製造（成形加工）に関する研究開発の実績があり、2010 年までに、

累積で約 173tHM の MOX 燃料が製造されました [61]。 

図図  22--2277  日日本本原原燃燃株株式式会会社社 MMOOXX 燃燃料料加加工工施施設設（（イイメメーージジ））  

（出典）日本原燃株式会社「MOX 燃料加工事業の概要」 [62] 

軽水炉による MOX 燃料利用（プルサーマル）

プルトニウムの利用においては、プルトニウムの回収と利用のバランスを十分考慮して、

軽水炉での MOX 燃料利用（プルサーマル）を行うことが求められています。また、エネルギ

ー基本計画においても、関係自治体や国際社会の理解を得つつ、プルサーマルを着実に推進

することとされています。 

電気事業連合会は、東電福島第一原発事故以降も、原子力委員会の「我が国におけるプル

トニウム利用の基本的考え方について」（2003 年 8 月原子力委員会決定）に基づき、海外に

保有するプルトニウムを含め、六ヶ所再処理工場において 800t の使用済燃料の再処理時に

回収されるプルトニウムを各社で確実に利用するために導入することとしている基数であ

る 16〜18 基の原子炉で、プルサーマルを順次実施する方針を堅持しています [63]。2018

年 7 月に改定された「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」においても、プ

ルトニウムの需給バランスを確保し、再処理から照射40までのプルトニウム保有量を必要最

小限とし、再処理工場等の適切な運転に必要な水準まで減少させるため、事業者に必要な指

導を行い、実現に取り組む方針、また、事業者間の連携・協力を促すこと等により、海外保

40放射性同位体、原子炉、加速器を用いて物質に中性子、電子線、γ線等の放射線をあてること。原子力発

電所において原子炉内で核燃料に中性子をあてることも照射の一つ。 
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有分のプルトニウムの着実な削減に取り組む方針が明示されています。 

軽水炉での MOX 燃料利用は、海外において約 7,200 体の実績（2019 年 1 月時点）があり 

[64]、我が国では、九州電力株式会社玄海原子力発電所 3号機は 2009 年 12 月から、四国電

力株式会社伊方発電所 3号機は 2010 年 3 月から、東電福島第一原発 3号機（2012 年 4 月廃

止）は 2010 年 10 月から、関西電力株式会社高浜発電所 3号機は 2011 年 1 月から、同 4号

機は 2017 年 5 月から、プルサーマルを実施した実績があります。2018 年 7 月に資源エネル

ギー庁が公表した 2017 年 6 月末時点での電気事業者のプルサーマル実施状況は図 2-28 の

とおりです。 

図図  22--2288  電電気気事事業業者者ののププルルササーーママルル実実施施状状況況（（22001177 年年 66 月月末末時時点点））  

（出典）総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会（第 16 回） 資料 3 資源エネルギー庁「核燃料サイク

ル・最終処分に向けた取組」（2018 年） [65]

高速炉に関する検討状況

我が国の将来的な高速炉開発方針案の検討・策定作業を行うために設置された「高速炉開

発会議」での検討を踏まえ、2016 年 12 月に開催された第 6 回原子力関係閣僚会議では、

「『もんじゅ』の取扱いに関する政府方針」 [66]とともに、「高速炉開発の方針」 [67]が決

定され、「もんじゅ」は今後、廃止措置に移行し、併せて将来の高速炉開発における新たな

役割を担うよう位置付けられました。 

高速炉開発会議の下で開催された「戦略ワーキンググループ」は「高速炉開発の方針」に

のっとった今後 10 年程度の開発に関する戦略ロードマップ（案）を 2018 年 12 月に公表し

ました41 [68]。原子力委員会は、戦略ロードマップ（案）の公表と同じタイミングで、高速

炉開発に関する見解を発表しました [44]。この見解では、ロードマップ案について、民間

主導のイノベーションを促進することや、多様な選択肢、柔軟性を確保すること等、これま

での原子力委員会の考え方を踏まえたものと評価し、「高速炉は原子力技術の可能性の一つ

41 戦略ロードマップ（案）は、2018 年 12 月 21 日の原子力関係閣僚会議で決定されました。 
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であるが、経済性に十分留意することが必要である。また、再処理技術が確立していること

が前提である以上は、軽水炉核燃料サイクル技術の実用化の知見を十分に生かすことも重

要である。国民の利益と負担の観点から、安価な電力を安全かつ安定的に供給するという原

点を改めて強く意識し、多様な選択肢と柔軟性を維持しつつ、市場で使われてこそ意味のあ

るものとの意識で常に取り組むことが必要不可欠であろう。」と述べています。また原子力

委員会は、核燃料サイクルとプルトニウム利用、ウラン資源量、高レベル廃棄物の有害度低

減についても見解を示しており、同見解のまとめでは「高速炉とその核燃料サイクルは、軽

水炉使用済燃料の再処理の延長上にあり、日本原燃の再処理工場の竣工と順調な運転を確

認するのに今後数年間は必要である。国民の利益や原子力発電技術の維持、国際市場への対

応の観点で検討を進めること、また、これまで得られてきた技術的成果や知見を踏まえて、

その在り方や方向性を将来にわたって引き続き検討していくことが必要である。その際に

は、原子力委員会の『技術開発・研究開発に対する考え方』等にて示されている考え方を尊

重することを期待する。」と述べています。 

その後、2018 年 12 月に開催された原子力関係閣僚会議では、「高速炉の本格利用が期待

される時期は、21 世紀後半のいずれかのタイミングとなる可能性がある」として実用化時

期を延期しました。 

なお、高速炉の研究開発に関しては、第 8章 8-2「基礎基盤の強化とイノベーションの推

進」に記載しています。 
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第3章 国際潮流を踏まえた国内外での取組 

3－1 国際的な原子力の利用と産業の動向 

世界では東電福島第一原発事故後、脱原発に転じる国々も現れた一方で、電力需要増

大への対応と地球温暖化対策の両立がグローバルな課題として認識される中で、英国

のように原子力を継続的に発電に利用する方針を示している国があります。また、アジ

ア、中近東、アフリカ等では、新たに原子力開発が進展している国もあります。さらに、

中国やロシア等を中心に、これらの新興国に対して積極的に自国の原子力発電技術を

輸出する動きも見られます。このように社会・経済全体がグローバル化する中、世界に

おける我が国の原子力利用の在り方が問われています。我が国の原子力関連機関は国

際感覚の向上に努め、国際的な知見や経験を収集・共有・活用し、様々な仕組みを我が

国の原子力利用に適用していく必要があります。 

（1） 国際機関等の動向

① 国際原子力機関（IAEA）

IAEA は、原子力の平和的利用を促進すること、原子力の軍事利用への転用を防止するこ

とを目的として、1957 年に国連総会決議を経て設置されました。IAEA には 2019 年 2 月時

点で 171 か国が加盟しています [1] 。IAEA は発電のほか、がん治療や食糧生産性の向上

等、非発電分野も含めた様々な目的のために原子力技術を活用する取組を行っています。ま

た IAEA は、OECD/NEA の協力の下、2019 年 10 月 7 日から 11 日に「気候変動と原子力の役

割に関する国際会議」を初めて開催し、各国の代表者らが気候変動目標を達成するための原

子力の役割、及び原子力技術開発について情報交換と討議を行いました [2]。 

現在の IAEA の事務局長はアルゼンチンのグロッシー氏で、2019 年 12 月に就任しました 

[3]。グロッシー氏は、2020 年 2 月に日本を訪れた際に安倍総理大臣を表敬訪問し、IAEA と

日本の緊密な関係を維持することや東電福島第一原発の廃炉に関して引き続き協力するこ

と等について述べました [4]。また、グロッシー氏は、原子力委員会定例会議に出席して日

本の原子力関連機関の取組に関して原子力委員との意見交換を行ったほか、東電福島第一

原発の視察も行いました [5] [6]。 

② 経済協力開発機構/原子力機関（OECD/NEA）

OECD/NEA は、参加国間の協力を促進することにより、安全かつ環境的にも受け入れられ

る経済的なエネルギー資源としての原子力エネルギーの発展に貢献することを目的として、

原子力政策、技術に関する情報・意見交換、行政上・規制上の問題の検討、各国法の調査及

び経済的側面の研究等を実施しています。OECD/NEA には 2020 年 3 月時点で 33 か国が参加
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しており、加盟各国代表により構成される運営委員会により運営されています [7]。また、

運営委員会により選出された事務局長以下の職員にて事務局を構成しています。 

OECD/NEA は原子力安全、放射性廃棄物管理分野を中心に、数多くの共同プロジェクトや

データベースを実施・運用しています。各分野で実施中・運用中の共同プロジェクト及びデ

ータベースプロジェクトは表 3-1 のとおりです [8]。 

表表  33--11  OOEECCDD//NNEEAA でで実実施施・・運運用用中中のの共共同同研研究究ププロロジジェェククトト及及びびデデーータタププロロジジェェククトト  

分野 プロジェクト 

原子力安全 

・事故シミュレーションのための先進的な熱水力試験ループ（ATLAS-2）プ

ロジェクト

・ヨウ素挙動プロジェクト（BIP-3）

・東電福島第一原発事故のベンチマーク研究（BSAF）プロジェクト

・CABRI 国際プロジェクト（CIP）

・複数火災区画火災試験（PRISME-2）プロジェクト

・ハルデン炉プロジェクト

・原子力安全のための水素影響緩和試験プロジェクト フェーズ 2

（HYMERES-2）

・炉心流量喪失試験（LOFC）プロジェクト

・一次冷却系ループ試験設備（PKL-4）プロジェクト

・燃料デブリの分析に関する予備的研究（PreADES）プロジェクト

・シビアアクシデントの不確実性低減（ROSAU）プロジェクト

・燃料棒束の熱伝達試験（RBHT）プロジェクト

・ソースターム評価・緩和 プロジェクト フェーズ 2（STEM-2）

・スタズビック被覆管健全性プロジェクト（SCIP-3）

・熱水力、水素、エアロゾル及びヨウ素挙動に関するプロジェクト フェー

ズ 3（THAI-3） 

・ケーブル経年化に関するデータ・知見（CADAK）プロジェクト

・コンポーネント運転経験、劣化、老化プログラム（CODAP）

・火災事象記録交換（FIRE）プロジェクト

・国際共通要因故障データ交換（ICDE）プロジェクト

核科学 

・先進燃料の熱力学– 国際データベース（TAF-ID）

・福島第一原子力発電所の事故進展シナリオ評価に基づく燃料デブリと核

分裂生成物の熱力学特性の解明に係る協力プロジェクト（TCOFF）

放射性 

廃棄物管理 

・原子力施設廃止措置プロジェクトに関する科学技術的情報の交換のため

の NEA 協力プログラム（CPD）

・熱化学データベース（TDB）プロジェクト

放射線防護 ・職業被ばく情報システム（ISOE）プロジェクト
（出典）NEA ウェブサイト「NEA joint projects」に基づき作成 

③ 世界原子力協会（WNA）

世界原子力協会（WNA1）は、原子力発電を推進し原子力産業を支援する世界的な業界団体

であり、情報の提供を通じて原子力発電に対する理解を広めるとともに、原子力産業界とし

1 World Nuclear Association 
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て共通の立場を示し、エネルギーを巡る議論に貢献していくことを使命としています。WNA

には、世界の原子炉ベンダー、原子力発電事業者に加え、エンジニアリングや建設、研究開

発を行う企業・組織等、産業全体をカバーするメンバーが参加しています。WNA に加盟する

事業者による原子力発電電力量は、世界の原子力発電の約 70％を占めています [9]。 

WNA の活動は、「原子力産業界の相互協力」、「一般向けの原子力基本情報やニュースの提

供」、「国際機関やメディア等、エネルギーに関する意思決定や情報伝播に影響を持つステー

クホルダーとのコミュニケーション」の 3つの分野に分類されます。

原子力産業界の協力に関する活動としては、2020   年 3   月時点で 15のワーキンググループ

が開催され、経済面、安全性、環境問題等の様々な問題において原子力産業としての意見形

成を図っています。これらのワーキンググループは、IAEA  や OECD/NEAをはじめとする原子

力関連の国際機関との協力において、原子力産業界を代表して活動します。 

また、世界原子力大学を通じて、IAEA、世界原子力発電事業者協会（WANO）、OECD/NEAと

協力して原子力教育の強化やリーダーシップの育成を行っています [9]。 

  ④ 世界原子力発電事業者協会（WANO）

W  ANO  は、チェルノブイリ原子力発電所事故を契機に、自社・自国内のみでの取組には限

 界があると認識した世界の原子力発電所事業者によって 1989 年に設立されました [10]。 

W  ANO は本部を英国ロンドンに置き、米国のアトランタ、ロシアのモスクワ、フランスの

パリ、及び東京に地域センターを設置しています。全ての会員はいずれかの地域センターに

所属します。東京地域センターには、我が国の事業者のほか、中国、台湾、韓国、インド、

パキスタンの原子力発電事業者が所属しています [11] [12]。 

W  ANO は、世界の原子力発電所の運転上の安全性と信頼性を最高レベルに高めるために、

共同でアセスメントやベンチマーキングを行い、更に相互支援、情報交換や良好事例の学

習を通じて原子力発電所の運転性能（パフォーマンス）の向上を図ることを使命としていま

す [13]。こうした使命に基づき、WANOでは原子力発電所に対し、他国事業者の専門家チー

ムによるピアレビューを実施しているほか、原子力発電所の運転経験・知見の収集分析・共

有、各種ガイドライン等の作成、 ワークショップやトレーニングプログラムの提供等を実施

  しています。中でもピアレビューは WANO  のプログラムの中核であり、東電福島第一原発事

  故後は従来 6   年に 1   度の頻度であったピアレビューを 4   年に 1度とし、  レビュー実施から 2

年後にフォローアップを実施しています [14]。 
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コ ラム ～クリーンエネルギーシステムにおける原子力の必要性～

世界原子力協会（WNA） は 2019年に、クリーンエネルギーシステムにおける原子力の必要

性に関するレポート「The Silent Giant（沈黙の巨人）」を発表しました [15]。WNAはこの

レポートにおいて、国際エネルギー機関（IEA）等の報告書を引用しながら、原子力発電が

高出力でクリーンなエネルギーシステムの実現に向けた近道であることや、エネルギーセ

キュリティの強化・気候変動による影響の緩和等にも貢献する手段であることを説明して

います。 

WNAは持続可能なエネルギーの拡大に向け、原子力が全世界の発電電力量に占める割合を

2050年までに 25 ％にする目標を掲げており、原子力の可能性を引き出すために、以下の 3分

野の課題を解決する行動が必要であるとしています。 

同レポートにおいて WNAは、短期的なものの見方をする世界では、持続可能な世界への転

換における原子力発電の役割が正当に評価されず、再生可能エネルギーのみがゼロカーボ

ンのエネルギーシステムを担うかのような言説が一般に見られることに疑問を呈していま

す。また、原子力は世界 30か国で既に実績のある発電技術であり、持続可能なエネルギー

転換を促進する触媒の役割を果たす可能性があるとしています。WNAは、天候や季節に関わ

らず膨大な電力量を供給可能であり、縁の下で我々の生活を支えている原子力発電を、今日

のエネルギーシステムにおける「沈黙の巨人」と表現しています。 

 電源の信頼性とエネルギーセキュリティを重視する公平な市場競争環境の構築：

世界の電力市場は短期的視野に支配されており、持続可能になっていない。電力を安

価で安定に毎日 24時間供給することは、広範な社会的便益をもたらす。原子力はこれ

ができる最も安価な電源である。

 原子力規制の国際的な標準化：

原子力規制が国ごとに異なり国際的に標準化されておらず、原子力に係る貿易や投資

の障壁となっている。また、原子力規制が国際的に標準化されていないことにより、

原子力関連の活動に不必要な規制負担がかかり、新設計の許認可の遅れや原子力イノ

ベーションの阻害をもたらしている。

 電力システム全体の安全性を社会的観点も含めて包括的に認識：

電力システム全体の安全性について、健康、環境、安全等の社会的観点も含めて包括

的に考える必要がある。原子力発電の健康、環境、安全面の長所が十分に認識されて

いない。原子力は他の発電方式に比べて、発電に起因する死者の発生数（設備容量あ

たりの年間死者数）が最も少ない、安全なエネルギーである。加えて、石炭ではなく

原子力を用いることにより、大気汚染等に起因する死者の発生を毎年数万人単位で防

ぐことができるという点等が、よりよく認識され評価されるべきである。
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（2） 海外の原子力発電主要国の動向

① 米国

米国は、2020 年 3 月時点で 96 基の実用発電用原子炉が稼働する、世界第 1位の原子力発

電利用国であり [16]、ボーグル原子力発電所 3、4 号機の 2 基のプラントの建設が進めら

れています [17]。原子力発電に対しては共和・民主両党の超党派的な支持が得られており、

2017年1月に発足したトランプ政権も、原子力支援に非常に前向きな姿勢を示しています。

同年 6 月のエネルギー週間における演説でトランプ大統領は、原子力をクリーンかつ再生

可能であり、発電に伴い炭素を排出しないエネルギー源であるとし、その再興と拡大を開始

するとの意向を示しました。また、米国エネルギー省（DOE）は、先進原子力技術開発プロ

ジェクトに資金を提供するなど、研究開発の実施や支援及び税制面において新型炉の開発・

実用化や原子炉の新設プロジェクトに向けた取組を推進しています。 

米国において、原子力安全規制は原子力規制委員会（NRC）が担っています。NRC は、我が

国でも導入に向けた取組が進められている、稼働実績とリスク情報に基づく原子炉監視プ

ロセス（ROP）等を導入することで、合理的な規制の施行に努めています [18]。

NRC は 2019 年 12 月に、ターキーポイント原子力発電所 3、4 号機に対して 2 度目となる

20 年間の運転認可更新を承認しました。米国で 80 年運転が承認されたのはこれが初めて

のことです  [19]。また、ターキーポイント 3、4号機に続いて、2020年 3月にはピーチボ

ト ム 2、3  号機の運転認可更新申請も NRCにより承認されました [20]。また、産業界の自主

規制機関である原子力発電運転協会（INPO）や、原子力産業界を代表する組織である原子力

エネルギー協会（NEI）も、安全性の向上に向けた取組を進めています。

 原子力の支援に係る法律としては、2018 年 9 月に先進的な原子力技術開発等を促進す

る「原子力イノベーション能力法」が [21]、2019  年 1  月には NRC  に対して先進炉のイノベ

ーションや実用化に資する許認可プロセスの確立を求める「原子力エネルギーイノ ベーシ

ョン及び近代化法」が、それぞれ成立しています [22]。 

米国では、民生・軍事起源の使用済燃料や高レベル放射性廃棄物を同一の処分場で地層処

 分する方針に基づき、ネバダ州ユッカマウンテンでの処分場建設が計画され、DOE  が 2008

 年 6月に、NRCに建設認可申請を提出しました [23]。オバマ前政権が同プロジェクトを中

止する方針であった一方で、トランプ政権は進める意向であり、2018  から 2020会計年度の

予算要求でも遂行のための予算を要求しましたが、連邦議会は同プロジェクトへの予算配

 分を認めませんでした。こうした中、2021 会計年度の予算要求では、ユッカマウンテン計

画の膠着状態を傍観せずに代替の解決策を開発するとの方針が表明されました [24]。 
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22 度度目目のの運運転転認認可可更更新新のの流流れれ  

（出典）NEI ウェブサイト「Second License Renewal」 

コラム ～米国における 2度目の運転認可更新～ 

 米国では、原子力発電プラントの  80 年運転に向けた運転認可更新が進められています。

 米国では運転開始後の運転認可は最長で  40  年有効ですが、その後最長  20 年単位での認可

 の更新が可能となっています。現在、多くのプラントが 1  回目の 20年の認可更新を認めら

 れていますが、更にもう一度 20年の認可更新が認められる事例も出てきています [25]。 

原子力規制委員会（NRC） が 2019  年 12月に、 ターキーポイント原子力発電所 3、4号機に

 対して 2  度目となる  20  年間の運転認可更新を承認しました。ターキーポイント 3、4 号機

に続いて、2020  年 3月には、 ピーチボトム 2、3  号機の運転認可更新申請も NRC により承認

されました [20]。そのほか、NRC はサリー1、2号機の許可申請を既に受理しており、加え

 て、ノースアナ  1、2 号機とオコニー1、2、3 号機については、発電事業者が許可申請提出

 の意向を NRC に通知しています [26]。また、その他の発電事業者も、運転認可更新申請を

行う意向を示しています。 

20  年間の運転認可更新に関するロードマップを 2015 年に作成・公表し た原子力エネルギ

ー協会（NEI）は、その必要性について、原子力発電は米国の重要なベースロード電源であ

 り、ゼロカーボン電源として最も多くの電力を発電しているものの、2040 年までには半分

 のプラントが 60年間の運転期間を満了することになるため、電力の安定供給のためにも更

 なる 20年間の運転認可更新が必要であるとしています。また、運転認可更新により、原子

力発電を他の電源で代替する場合のコストや温室効果ガスの排出増を回避できることも

指摘しています [27]。 

 NEI  が示した 2  度目の運転認可更新の流れは以下のとおりです。NRC はプラントの検査、

環境影響評価や厳格な安全審査を実施し、運転期間が長期にわたっても、プラントが厳格な

安全基準を満足できるか否かを確認します [28]。 
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② フランス

フランスでは、2020 年 3 月時点で 57 基の原子炉が稼働中です。我が国と同様にエネルギ

2 Programmations pluriannuelles de l'énergie 
3 Electricité de France 
4 Agence nationale pour la gestion des déchets radioactifs 

ー資源の乏しいフランスは、総発電電力量の約 7割を原子力発電で賄う原子力立国であり、

 その規模は米国に次ぐ世界第 2位となっています [16]。また、10年ぶりの新規原子炉とな

 るフラマンビル 3 号機（EPR、 165  万  kW）の建設が、2007  年  12 月以降進められています 

[29]。

 前オランド政権下で、2015 年にエネルギー転換法が制定され、国内の原子力発電の割合

 を現行の  75％から 2025  年までに 50％に縮減する目標が規定されました [30]。2017年に就

任したマクロン現大統領もこの方針を踏襲したものの、2017  年 11 月に、この目標を実現す

るためには既存の石炭火力発電所の維持とガス火力発電所の新規建設が必要との分析結果

 を送電系統運用会社が提示したことを受け、政府は原子力比率の低減目標達成時期を 2025

 年から 2035 年に先送りしました。また、2020  年 4月に政府が公表した改定版多年度エネル

ギー計画（PPE2 ）では、2035  年の減原子力目標達成のため、14  基の 90  万  kW 級原子炉を閉

 鎖する方針が示される一方で、2035 年以降の低炭素電源の確保のため、原子力発電比率の

維持も念頭に、6  基の E PR  の新設を想定して原子炉新設の検討を  2021 年頃まで行う方針も

示されています [31]。 

このように原子力縮減の方向性は示されていますが、一方で、フランス政府は原子炉等の

 輸出を支持しています。フランスでは  2001  年に設立された AREVA  SA 社が総合的な原子力

 事業を行ってきましたが、フィンランドでの原子力発電所建設遅延や、2011 年の東電福島

第一原発事故の影響に伴う同社の経営状況の悪化を受けて、政府は原子力産業界の再編を

進めました。その結果、同社は、燃料サイクル事業を担うオラノ社、原子炉製造事業を担う

フラマトム社等に分割されました。フラマトム社の株式の 75.5％をフランス電力（EDF3）

が、19.5％を三菱重工業株式会社が、 5％を仏エンジニアリング会社 Assystemが保有してい

ます [32]。また、オラノ社には、 日本原燃株式会社及び三菱重工業株式会社がそれぞれ 5％

ずつ出資しています [33]。フラマトム社が開発した欧州加圧水型原子炉（EPR）は、既に中

 国で 2基の運転が開始されているほか、フランス、フィンランド、 英国でそれぞれ 1基ずつ

建設が進められています [34] [35] [36]。 

高レベル廃棄物処分に関しては、2006 年の放射性廃棄物等管理計画法に基づき、「可逆性

のある地層処分」を基本方針として、放射性廃棄物管理機関（ANDRA4） がフランス東部ビュ

ール近傍で高レベル放射性廃棄物等の地層処分場の設置に向けた準備を進めています。同

 処分場の操業開始は 2030年頃と見込まれています [37]。 
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5 International Uranium Enrichment Centre 
6 Westinghouse 
7 China General Nuclear Power Corporation 

約 18％です。また、4 基が建設中です [16]。2019 年には、初の浮揚式原子力発電所であ

るアカデミック・ロモノソフ 2基が運転を開始しました。また、高速炉についても、ベロヤ

ルスクでナトリウム冷却型高速炉 2基が運転中です。

③ ロシア

ロシアでは、2020 年 3 月時点で 38 基の原子炉が稼働中で、2018年の原子力発電比率は

 原子力行政に関しては、2007 年に設置された国営企業ロスアトムが民生・軍事両方の原

子力利用を担当し、連邦環境・技術・原子力監督局が民生利用に係る安全規制・検査を実施

しています。 

ロシアは、2030  年までに発電電力量に占める原子力の割合を 25％に高め、これまで発電

に用いていた国内の化石燃料資源を輸出に回す方針です。また、原子力事業の海外展開を積

極的に進めており、ロスアトムは旧ソ連圏以外のイラン、中国、インドでロシア型原子炉

（VVER）を運転開始させているほか、トルコやフィンランド等にも進出しています。原子炉

や関連サービスの供給と併せて、建設コストの融資や投資建設（Build）・所有（Own）・運転

 （Operate）を担う BOO  方式での契約も行っており、初期投資費用の確保が大きな課題とな

っている輸出先国に対するロシアの強みとなっています [38]。 

またロシアは、 政治的理由により核燃料の供給が停止した場合の供給保証を目的として、

2007年にシベリア南東部のアンガルスクに国際ウラン濃縮センター（IUEC5） を設立し、IAEA

監視の下、2010 年以降約 120ｔの低濃縮ウランを備蓄しています [39]。 

 ④ 中国

 中国では、2020  年 3  月時点で  47  基の原子炉が稼働中で、設備容量は合計  4,500  万  kW を

超えています。また、12 基の原子炉が建設中です [16]。原子力発電の拡大が進められてお

 り、2018  年 1  月から  2019  年 1 2  月までの期間に  10 基の原子炉が商業運転を開始しました。

これには、米ウェスチングハウス（WH6） 社製の AP1000  が 4基、フランスのフラマトム社が

 開発した  EPR  が 2  基含まれています。2019  年 7 月、中国政府は山東省の栄成、福建省の漳

 州及び広東省の太平嶺の計 3 件の原子力発電所の建設を認可したと発表し  [40]、同年 10

月には、 福建省の漳州原子力発電所 1号機 （華龍 1号）の建設が開始されました。中国政府

 によって原子炉の建設開始が認可されたのは約 4年ぶりです [36]。 

中国では、中国核工業集団公司（CNNC）と中国広核集団（CGN7）がそれぞれ軽水炉の国産

 化を進めてきましたが、これを統合して国産の第 3  世代炉「華龍 1号」を開発、2015  年 12

月に両社出資による華龍国際核電技術有限公司（華龍公司）が発足しました。 華龍 1号は国

 内外での展開を想定しており、中国国内では 2015  年に華龍 1号の初号機（福清 5号機）の

建設が開始されています。今後、国内で複数基の建設が予定されているほか、国外でも、華
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龍 1 号を採用したパキスタンのカラチ原子力発電所 2、3 号機の建設が開始されています 

[36]。

なお、中国はクローズドサイクルの実現に向けた高速炉開発も進めており、2010 年には

中国実験高速炉（CEFR8）が初臨界を達成し、2011 年に送電を開始しました。また 2017 年に

は、高速実証炉の建設が開始されています [36]。 

前述のパキスタンに加え、英国でも、2015 年の両国首脳合意に基づき、原子力発電所新

規建設への中国企業の出資が予定されており（ヒンクリーポイント C、サイズウェル C）、更

には華龍 1号の建設も検討されています（ブラッドウェル B） [41]。そのほか、中国の原

子力事業者は、東欧、中東、アジア、南米においても、高温ガス炉や、AP1000 の技術に基づ

き中国が自主開発している CAP1400 を含む各種原子炉の建設協力に向け、協力覚書の締結

等を進めています [36]。 

⑤ 英国

英国では、2020 年 3 月時点で 15 基の原子炉が稼働中であり、2018 年の原子力発電比率

は約 18％です。1990 年代以降は原子炉の新設が途絶えていましたが、北海ガス田の枯渇や

気候変動が問題となる中、英国政府は 2008 年以降一貫して原子炉新設を推進していく政策

方針を掲げています。 

2020 年 3 月時点では、表 3-2 に示すサイトにおいて新設計画が進められています。2018

年 12 月には、ヒンクリーポイント C原子力発電所（HPC9）での建設が開始されました。 

図図  33--11  建建設設中中ののヒヒンンククリリーーポポイインントト CC 原原子子力力発発電電所所  

（出典）英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省「Nuclear Sector Deal」 [42]

HPCプロジェクトには仏 EDFと中国広核集団（CGN）が出資しており、両社は HPCのほか、

サイズウェル C及びブラッドウェル B原子力発電所プロジェクトにおける EPR建設も計画・

提案中です [41]。 

8 China Experimental Fast Reactor 
9 Hinkley Point C nuclear power station 
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10 Small Modular Reactor 
11 Contract for Difference 
12 Regulated Asset Base 

表 3-2 英国での主たる原子炉新設プロジェクト 

電力会社・コンソーシアム サイト 炉型 基数 

EDFと CGN ヒンクリーポイント C EPR 2 

EDFと CGN サイズウェル C EPR 2 

EDFと CGN ブラッドウェル B 華龍 1号 2 

（注）各プロジェクトへの EDF と CGN の出資比率はサイトによって異なる。 

（出典）WNA のデータを基に作成 

EPRのような大型炉以外にも、英国政府は小型モジュール炉（SMR10）の建設も検討してお

り、そのための技術開発支援や規制対応支援を実施しています [43]。 

原子炉、特に大型炉の新設には巨額の初期投資コストが必要であり、どのように資金調達

するかが大きな課題となります。HPC プロジェクトに関して、政府は差額決済制度（CfD11）

の適用を認めています。CfD制度は、市場における電力価格があらかじめ設定した基準価格

を下回った場合に、その差額を補填する制度です [44]。これにより、EDFや CGNは長期的

に安定した売電収入を得られ、初期投資を回収できる見通しを立てることができます。一方

で CfD 制度に関しては基準価格の設定が高すぎるとの問題が指摘されており、政府は新た

な資金調達支援策として、規制機関が認めた収入を事業者が確保できることで投資回収を

保証し、金融市場の混乱等に伴う想定外のコスト上振れが発生した場合に、政府資本による

資金調達も検討される可能性がある規制資産ベース（RAB12）モデルの導入を検討していま

す [45]。 

なお、英国は 2016 年 6 月の国民投票の結果を受け、2020 年 1 月末に EU 及びユーラトム

から離脱し、同年末までの移行期間に入っています [46]。英国政府は、ユーラトム離脱後

も原子力平和利用に関する国際協力を維持していくため、IAEAと 2018年 6月に保障措置協

定及び追加議定書 [47]を締結するとともに、米国と 2018年 5月に、オーストラリアと同 8

月に、カナダと同 11月に、それぞれ二国間協定を締結しました [48]。 

高レベル廃棄物処分に関しては、英国政府は 2006 年 10 月、国内起源の使用済燃料の再

処理で生じるガラス固化体について、再処理施設内で貯蔵した後、地層処分する方針を決定

しました。2018年 12月に公開した白書「地層処分の実施－地域との協働：放射性廃棄物の

長期管理」に基づき、地域との協働に基づくサイト選定プロセス開始しています [49]。 

⑥ 韓国

韓国では、2020 年 3 月時点で 24 基の原子炉が運転中で、2018 年の原子力発電比率は約
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24％です。また、4基の原子炉が建設中です [16]。韓国政府は、エネルギーの安定供給や

気候変動対策に取り組むため、二酸化炭素の排出が少ない電源として原子力発電を維持す

る方針を示し、原子力技術の国産化と次世代炉の開発等、積極的な原子力政策を進めてきま

した。しかし、2017 年 5 月に発足した文在寅（ムン・ジェイン）政権は、新増設を認めず、

設計寿命を終えた原子炉から閉鎖する漸進的な脱原子力を進める方針を掲げました。政府

は討論型世論調査の結果を踏まえ、2017 年 10 月に、建設中の新古里 5、6 号機については

建設継続を認めましたが、計画段階にあった 6基の新設は白紙撤回し、設計寿命満了後の原

子炉の運転延長を禁止する脱原子力ロードマップを決定しました [50]。 

ただし、文政権は、国内で脱原子力政策を進める一方で、輸出については国益にかなう場

合は推進する方針を打ち出しています。韓国電力公社（KEPCO 1F

13）は 2012 年から、アラブ首

長国連邦（UAE2F

14）のバラカ原子力発電所において、4 基の韓国次世代軽水炉 APR-1400 の建

設を進めてきました。2018 年には 1 号機が竣工し、2020 年 2 月に同機に対し 60 年の運転

認可が発給され、2020 年 3 月には燃料の初装荷が完了しました [51] [52]。 

また韓国政府はそのほかにも、サウジアラビア、チェコ等の原子炉の新設を計画する国に

対してアプローチしています。サウジアラビアとは 2015 年に、10 万 kW 級の中小型原子炉

（SMART3F

15）の共同開発の覚書を締結しています。ヨルダンには熱出力 0.5 万 kW の研究用原

子炉を建設し、2016 年に初臨界を達成しました [50]。 

⑦ カナダ

カナダは世界有数のウラン生産国の一つであり、世界全体の生産量の約 22％を占めてい

ます [53]。カナダでは、2020 年 3 月時点で 19 基の原子炉がオンタリオ州（18 基）とニュ

ーブランズウィック州（1 基）で稼働中であり、2018 年の原子力発電比率は約 15％です。

原子炉は全てカナダ型重水炉（CANDU 炉）であり、国内で生産される天然ウランを濃縮せず

に燃料として使用しています [54]。 

現在や将来の電力需要に対応するために、州政府や原子力事業者は原子炉の新増設より

も、既存原子炉の改修・寿命延長計画を優先的に進めています [54]。その一方で、SMR の

研究開発には力を入れており、2018 年 11 月には州政府や電気事業者等で構成される委員会

により、SMR による低炭素社会の実現や国際的な開発競争における主導権の確保に向けたロ

ードマップが策定されました。ロードマップでは、SMR の実証と実用化、政策と法制度、公

衆の関与や信頼、国際的なパートナーシップと市場の 4 分野で、連邦・州政府や事業者ら

に、資金やリスクシェアの体制、効率的な許認可制度の構築等を促す勧告を提示しています 

13 Korea Electric Power Corporation 
14 United Arab Emirates 
15 System-integrated Modular Advanced ReacTor 
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[55]。カナダでは、カナダ原子力研究所（CNL16）が同研究所の管理サイトにおける SMR の実

証施設建設・運転プロジェクトを進めているほか [56]、安全規制機関であるカナダ原子力

安全委員会（CNSC17）が、小型炉や先進炉を対象とした許認可前ベンダー設計審査を進めて

います [57]。CNSC は 2019 年 8 月に米国 NRC と、先進炉・SMR の技術審査効率向上に向け

た協力覚書を締結し [58]、2019 年 12 月には、カナダのテレストリアルエナジー社が開発

中の一体型溶融塩炉（IMSR18）を、NRC と共同で技術審査を実施する初めての非軽水炉型先

進炉として選定しました [59]。カナダや米国における新型炉の開発は、顧客を想定し、商

業化を前提とした企業主体の取組を、国や国の研究開発機関が支援することで行われてい

ます。 

高レベル放射性廃棄物の管理・処分について、カナダは使用済燃料の再処理を行わない方

針を採っており、使用済燃料は原子力発電所サイト内の施設で保管されています。2002 年

に核燃料廃棄物法が制定され、処分の実施主体として核燃料廃棄物管理機関（NWMO19）が設

立されました。NWMO が国民対話等の結果を踏まえて政府に提案し、採用された使用済燃料

の長期管理アプローチに基づき、処分サイト選定プロセスが進められており、現在は 2か所

の自治体を対象として現地調査が実施されています [60]。 

米国、フランス、ロシア、中国、英国、韓国、カナダ以外の、原子力発電を行っている諸

外国の動向については、資料編「6. 世界の原子力の基本政策と原子力発電の状況」にまと

めています。 

（3） 原子力産業の国際的動向

我が国では、2006 年 10 月の株式会社東芝による米国 WH 社買収を皮切りに、株式会社日

立製作所と米国ゼネラルエレクトリック（GE）社がそれぞれの原子力部門に相互に出資する

新会社の設立、さらに、三菱重工業株式会社は仏 AREVA NP 社（現在は機能の一部をフラマ

トム社に移管）と合弁会社 ATMEA を設立するなど、各社とも国外企業との関係を強化してき

ました。 

しかし、株式会社東芝は、2017 年 3 月の WH 社による米国連邦倒産法第 11 章に基づく再

生手続の申立て [61]により、2018 年 8 月に、カナダに本拠を置く投資ファンドのブルック

フィールド・ビジネス・パートナーズ（BBP）への WH 社の全株式の譲渡を完了しています

[62]。また、株式会社日立製作所は、2019 年 1 月に、英国における原子力発電所建設プロ

ジェクトの凍結を公表しています [63]。 

米国では、WH 社と GE 社が海外受注の獲得に向けて活動しています。フランスの EDF は、

中国、インド、英国における EPR の建設・運転に関わっています。また AREVA SA 社は、フ

16 Canadian Nuclear Laboratories 
17 Canadian Nuclear Safety Commission 
18 Integral Molten Salt Reactor 
19 Nuclear Waste Management Organization 
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ィンランドで EPR の建設に関わっています。ロシアでは、2007 年 12 月に国営企業ロスアト

ムの傘下に原子力関連の全事業を一元化し、旧ソ連諸国のほか、世界の原子力新興国に広く

展開を図っています。韓国は、次世代軽水炉 APR-1400 を開発し、国内建設に続いて UAE で

4 基建設し、更なる海外展開を図ろうとしています。また中国の原子炉メーカーも、海外か

らの導入技術を踏まえ、100 万 kW 級の国産炉の開発や輸出を進めています。 

諸外国における産業動向に関しては、資料編 「6 世界の原子力の基本政策と原子力発

電の状況」にまとめています。 

世界では、各地で原子力発電所の新規建設が行われています。中国は最も新規建設が盛ん

な国で、国産炉の華龍 1号のみならず、フランス製 EPR、米国製 AP1000、ロシア製 VVER を

ほぼ計画通りに建設しています。一方、フィンランドとフランスで建設中の EPR と米国で建

設中の AP1000 は、先行する豊富な建設実績がなく、工期が大幅に遅延したため、建設費が

大幅に増加し、メーカーや電力会社の経営を圧迫しました。さらに、初号機であったこと以

外にも、建設遅延には様々な理由が指摘されており、例えばフランスの EPR 建設遅延に関し

ては、以下のような建設遅延の理由が挙げられています [64]。 

一方、中国における EPR や AP1000 の建設では、フィンランド、フランス、米国における

建設ほどの大幅な遅延は発生せず、これら 3国に先駆けて EPR と AP1000 が運転開始してい

ます。UAE における韓国型軽水炉の建設も、ほぼ計画通りに進みました。その理由は、中国

や韓国では様々な炉型の新規建設経験が維持・蓄積されていたためと考えられています。 

コラム  ～世界の原子力発電所の新規建設：製造・建設経験の継承が重要～

 新規建設が長年なかったことによる、建設や溶接等の機器製造に関する知見・技術・

経験の喪失

 建設コストやスケジュールの当初見積りの甘さ

 プロジェクトのガバナンスの不適切さや下請業者との関係上の問題

 継続的な規制対応
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米国は、加圧水型軽水炉（PWR）と沸騰水型軽水炉（BWR）を開発し、国内に多数の軽水炉

を建設しました。それとともに、当時の西側諸国を中心として、世界各国にライセンス供与

等により輸出してきました。英国は炭酸ガス冷却黒鉛減速炉を開発して日本とイタリアに、

カナダはカナダ型重水炉を開発し数か国に、それぞれ輸出してきました。

ドイツ、フランスは、米国からの技術導入で軽水炉の利用を始めましたが、習得した技術

で国産化を果たし、自国に軽水炉を建設しつつ、輸出を進めてきました。以下の表には、輸

出されて商業運転開始に至ったプラントと、それぞれの運転開始年をまとめました。 

中国は、フランスから大型 PWR（90 万 kW 級）を輸入して大亜湾に建設し、発電した電力

を香港へ供給するとともに、相次ぐ建設によって技術を習得し、大型 PWR を中国各地に建設

しました。国産化した大型 PWR は華龍 1 号と名付けられて英国等に輸出されようとしてい

ます。並行して、小型 PWR（30 万 kW 級）を国産炉として開発し、秦山に建設するとともに、

パキスタンに輸出しています。 

世界の主要国では、国内利用のために原子力発電所を国産化するとともに、開発した原子

力発電所の輸出が行われてきています。 

諸諸外外国国がが開開発発ししたた原原子子炉炉とと輸輸出出実実績績  

国名 炉型 輸出先国と初のプラントの運転開始年 

米国 

BWR 
イタリア（1964）、オランダ（1969）、インド（1969）、
日本（1970）、スペイン（1971）、スイス（1972）、
台湾（1978）、メキシコ（1990）

PWR 

ベルギー（1962）、イタリア（1965）、ドイツ（1969）、
スイス（1969）、日本（1970）、スウェーデン（1975）、
韓国（1978）、スロベニア（1983）、台湾（1984）、
ブラジル（1985）、英国（1995）、中国（2018）

英国 
黒鉛減速炭酸ガス冷却
型原子炉（GCR） 

イタリア（1964）、日本（1966）

フランス
GCR スペイン（1972）

PWR 
ベルギー（1975）、南アフリカ（1984）、韓国（1988）、
中国（1994） 

カナダ カナダ型重水炉（CANDU） 
パキスタン（1972）、インド（1973）、韓国（1983）、
アルゼンチン（1984）、ルーマニア（1996）、中国
（2002）

ドイツ 
PWR 

オランダ（1973）、スイス（1979）、スペイン（1988）、
ブラジル（2001）

圧力容器型重水炉 アルゼンチン（1974）

スウェーデン BWR フィンランド（1979）

ロシア
（旧ソ連）

黒鉛減速沸騰軽水圧力
管型原子炉（RBMK） 

ウクライナ（1978）、リトアニア(1985)

ロシア型原子炉（VVER）

中国 PWR パキスタン（2000） 

（出典）IAEA「Country Nuclear Power Profiles 2019」 [65]に基づき作成

コラム ～原子力発電所の輸出:海外市場も念頭に置いた開発と国内利用～ 

ブルガリア（1974）、フィンランド（1977）、アルメ
ニア（1977）、スロバキア（1980）、ウクライナ
（1981）、ハンガリー（1983）、中国（2007）、イラ
ン（2013）、インド（2014）
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3－2 環境社会や安全に関する配慮等 

東電福島第一原発事故後も、国際社会においては、多くの国が原子力を継続的に利用して

おり、新規導入を検討する国もあります。我が国としても、東電福島第一原発事故の教訓を

踏まえ、高い品質を持つ原子力技術等を諸外国に提供することを通じて、国際的な原子力利

用に貢献していく必要があります。我が国の原子力産業が国際展開する上で、国や原子力関

係事業者等は、国際ルールに従いつつ、厳格かつ適切に対応することが必要です。 

（1） 原子力施設主要資機材の輸出等における環境社会や安全に関する配慮

我が国の原子炉施設において使用される主要資機材の輸出等を行う際に、公的信用付与

実施機関（株式会社日本貿易保険（NEXI20）や株式会社国際協力銀行（JBIC21））が公的信用

（貿易保険、融資等）を付与する場合には、「OECD 環境及び社会への影響に関するコモンア

プローチ」（2001 年、以下「コモンアプローチ」という。）22遵守の一環として、NEXI 及び

JBIC は、対象となるプロジェクトについて、環境や地域社会に与える影響23を回避又は最

小化し、受け入れることができないような影響をもたらすことがないよう、プロジェクト実

施者によって適切な配慮がなされているかについて確認を行う24こととしています。 

これに加えて、NEXI 及び JBIC は、公的信用を付与するか否かの決定に際して、国際認識

も踏まえ対象となるプロジェクトの実施者が情報公開や住民参加への配慮を適切に行って

いるかを確認するための指針25を策定し、2018 年 4 月から指針の運用を開始しています。 

また、安全に関しては、同様に上記のコモンアプローチ遵守の一環として、国は、輸出相

手国において安全確保等に係る国際的取決めが遵守されているか、国内制度が整備されて

いるか等について事実関係の確認を行い、NEXI 及び JBIC に対し情報提供を行う26こととし

ています [66]。 

20 Nippon Export and Investment Insurance 
21 Japan Bank for International Cooperation 
22 途上国等へのインフラ投資において環境や社会への影響に配慮すべきとの問題意識から、輸出国が公的

信用付与を行うに当たっては、事前に環境や社会に与える潜在的影響について評価することを求めるもの

で、OECD加盟国に対して道義的義務が課されています。なお、これまでに 2003年、2005年、 2007 年、2012

年、2016年に改定され、2012年の改定では、参照すべき国際基準として、原子力の安全に関する条約及び

IAEA基準が例示されました。 
23 環境や地域社会に与える影響としては、大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、生態系及び生物相等

を通じた人間の健康と安全への影響及び自然環境への影響、人権の尊重を含む社会的関心事項（非自発的

住民移転、先住民族、文化遺産、景観、労働環境、地域社会の衛生・安全・保安等）、越境又は地球規模の

環境問題への影響が含まれます。 
24  NEXI は「貿易保険における環境社会配慮のためのガイドライン」 、JBIC は「環境社会配慮確認のための

国際協力銀行ガイドライン」に即して確認を行います。 
25  NEXI は「貿易保険における原子力プロジェクトにかかる情報公開配慮のための指針」 、JBIC は「原子力

プロジェクトにかかる情報公開配慮確認のための指針」を策定しました。 
26 国は、「原子力施設主要資機材の輸出等に係る公的信用付与に伴う安全配慮等確認の実施に関する要綱」

（2015 年  10 月 6日原子力関係閣僚会議）に即して確認を行います。 
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3－3 グローバル化の中での国内外の連携・協力の推進 

我が国は、グローバル化の中での原子力の平和利用において、国際機関への支援等を

通じて国内外での連携や協力を進め、東電福島第一原発事故の経験と教訓を世界と共

有しつつ、国際社会における原子力の安全性強化に取り組んでいく必要があります。

IAEA は、グロッシー事務局長の下、国際社会における気候変動対策や社会・経済的発

展において、発電分野をはじめとする原子力技術が重要な役割を果たすとの評価を示

しています。こうした原子力の役割を踏まえ、世界では原子力の平和利用を継続する先

進国に加え、新たにこの利用を導入・拡大する途上国が存在しています。我が国は途上

国、先進国との間で、二国間、多国間の協力を推進するとともに、国際機関の活動にも

積極的に関与しています。 

（1） 国際機関への参加・協力

IAEA や OECD/NEA においては、原子力施設及び放射性廃棄物処分の安全性、原子力技術の

開発や核燃料サイクルにおける経済性、技術面での検討等、技術的側面を中心に、これに政

策的側面を併せた活動が行われています。 

① IAEA を通じた我が国の国際協力

IAEA は、発電分野、及び保健・医療、食糧・農業、環境・水資源管理、産業応用等の非発

電分野に係る原子力技術の平和的利用の促進に取り組んでいます。その関係で、2018 年 11

月 28 日から 30 日には、原子力科学技術の応用と持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けた

取組の促進を目的とした IAEA 原子力科学技術閣僚会議が IAEA 本部で開催され、137 か国か

ら約1,100名の代表団が参加し、54か国から閣僚・政務レベルの代表者が参加しました [67]。 

我が国は、原子力の平和的利用の促進にかかる IAEA の活動を支援するため、IAEA に対す

る拠出金を通じた支援を行うほか、我が国の研究機関、大学、企業等も、専門家の派遣、研

修員の受入れ、関連会合のホスト等を通じて、人的、技術的、財政的な支援を行っています。 

1） 我が国の拠出金を通じた支援

IAEA は、原子力の平和的利用促進の一環として、途上国を中心とする IAEA 加盟国に対し

て、原子力技術に係る技術協力活動を実施しています。我が国は同活動の主要な財源である

技術協力基金（TCF27）の分担額の全額を 1970 年以降一貫して拠出し、IAEA の同活動を支援

しています。 

また、我が国は、原子力の平和的利用の促進に係る IAEA の活動を支援するため、平和的

利用イニシアティブ（PUI28）を通じた支援も行っています。PUI は、2010 年 5 月に開催さ

27 Technical Cooperation Fund 
28 Peaceful Uses Initiative 
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れた核兵器不拡散条約（NPT29）運用検討会議にて、原子力の平和的利用分野における IAEA

の活動を促進するための追加的な財源として設立されました。PUI に対しては、現在 24 か

国及び欧州委員会（EC30）が拠出を行っており、これまでに約 1.5 億ユーロが拠出されてい

ます（2020 年 3 月末時点） [68]。我が国もこれまでに、合計 3,400 万ドル以上（政府開発

援助、米国等に次ぐ 4番目の拠出額）を拠出し、IAEA の取組を支援しています [69]。IAEA

のプロジェクトには国内の大学・研究機関、企業等が参画・協力しており、PUI 拠出により

国内組織と IAEA の連携を強化し、我が国の優れた人材・技術の国際展開も支援しています。 

2） 原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定（RCA）に係る協力

「原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定（RCA31）」は、IAEA

の活動の一環として、アジア・大洋州地域の IAEA 加盟国を対象に、原子力科学技術分野で

の共同研究や技術協力を促進・調整することを目的として 1972 年に発効しました（我が国

は、1978 年より締約国）。2020 年 3 月時点で、我が国を含む 22 の締約国が、RCA の下で実

施される農業、医療・健康、環境、工業分野の技術協力プロジェクトに参加しています [70]。 

我が国は、RCA 総会、RCA 政府代表者会合、ワーキンググループ会合等への出席を通じて、

RCA の政策の決定に積極的に関与しているほか、我が国の専門家や研究機関、大学や病院の

協力の下、各分野のプロジェクトに参画し、関連会合の開催や専門家派遣等を含む様々な協

力を行っています。特に、放射線医療分野において長年主導的な役割を果たしており、アジ

ア・大洋州地域のがん治療の発展に貢献しています。

3） 原子力安全の向上

IAEA を中心として、加盟国の原子力安全の高度化に資するべく国際的な規格基準の検討・

策定が行われており、我が国も、原子力施設、放射線防護、放射性廃棄物及び放射性物質の

輸送に係る IAEA 安全基準文書32の継続的な見直し活動に協力しています。 

また、東電福島第一原発事故後、IAEA と我が国は事故対応と国際的な原子力安全強化の

ため緊密に協力してきています。IAEA は 2013 年 5 月、福島県内に原子力事故対応等のため

の IAEA 初となる緊急時対応援助ネットワーク（RANET33）の研修センター（CBC34）を指定し 

29 Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons 
30 European Commission 
31 Regional Cooperative Agreement for Research, Development and Training Related to Nuclear 

Science and Technology 
32 安全原則（Safety Fundamentals）、安全要件（Safety Requirements）、安全指針（Safety Guides）の 3

段階の階層構造となっており、各国の上級政府職員で構成される安全基準委員会で承認を経て策定されま

す。現在、約 130件の安全基準文書が策定されています [106]。 
33 Response and Assistance Network： 

 2000  年に  IAEA  事務局により設立された原子力事故又は放射線緊急事態発生時の国際的な支援の枠組み。

2020 年 3 月時点の参加国は日本を含む  35 か国。 
34 Capacity Building Centre 
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[71]、さらに 2017 年 9 月には国内 2例目となる CBC として、量研放射線医学総合研究所（以

下「量研放医研」という。）を指定しました [72]。CBC では、国内及び IAEA 加盟国の原子

力事故対応等に関わる政府関係者等向けに、原子力緊急事態時の準備及び対応の強化を目

的とした IAEA ワークショップが 1年に数回程度開催されており、2019 年度は計 3回のワー

クショップが開催されました [73] [74] [75]。

4） 原子力発電の導入に必要な人材育成

我が国は、IAEA による原子力発電の新規導入国が国内基盤整備を行うための支援に協力

しており、その一環として、世界各国の将来の原子力エネルギー計画を主導する人材育成を

目的とする「IAEA 原子力エネルギーマネジメントスクール」のアジア版を開催しています。

2019 年 7 月から 8 月に東京、福島、福井、兵庫で開催された第 8 回マネジメントスクール

では、原子力委員会の岡委員長をはじめ様々な専門家による原子力利用に関する講義や原

子力関連施設の見学、研修生によるグループワーク等を行いました [76]。 

5） 革新的原子炉及び燃料サイクルに関する国際プロジェクト(INPRO)

革新的原子炉及び燃料サイクルに関する国際プロジェクト（INPRO35）は、エネルギー需要

増加への対応の一環として、2000年にIAEAの呼びかけにより発足したプロジェクトです。安

全性、経済性、核拡散抵抗性等を高いレベルで実現し、原子力エネルギーの持続可能な発展

を促進する革新的システムの整備のための国際協力を目的としています。主たる活動は、経

済性、インフラ、廃棄物管理、核不拡散性、核物質防護、安全性、資源枯渇による環境への

影響の7つの観点から革新的システムを評価する方法論の開発、これを用いた原子力システ

ムの評価、研究開発への協力、各国の戦略的かつ長期的な計画の支援です。我が国は2006年

から参加しており、2020年3月時点で、41か国と1機関（EC）が参加しています [77] [78]。 

② OECD/NEA を通じた原子力安全研究

我が国は、OECD/NEA における様々な原子力安全研究等にも参加しています。例えば、「東

電福島第一原発事故のベンチマーク研究（BSAF）プロジェクト」では、我が国が中心となっ

て、炉心溶融した原子炉の過酷事故の進展や原子炉の現状に関する知見を提供しています 

[79]。また、我が国は、各国規制機関の協力強化、新設計原子炉の安全性向上のための参考

となる規制実務、基準確立を目的として OECD/NEA が 2006 年に開始した多国間設計評価プ

ログラム（MDEP36）にも参加しています [80]。

35 International Project on Innovative Nuclear Reactors and Fuel Cycles 
36 Multinational Design Evaluation Programme 
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IAEA 総会は、毎年 1 回、加盟各国の閣僚級代表が参加してウィーン（オーストリア）の

IAEA 本部で開催されています。2019 年 9 月 16 日から 20 日に第 63 回総会が開催され、日

本政府代表として竹本内閣府特命担当大臣が一般討論演説を行い、以下のような我が国の

取組について説明しました [81]。 

 天野前事務局長追悼（天野前事務局長が掲げた「平和と開発のための原子力」の象徴で

ある、IAEA サイバースドルフ原子力応用研究所の改修事業を完遂させるための、100 万

ユーロの支援決定等）

 北朝鮮の核問題（関連する国連安全保障理事会決議に従った、北朝鮮の全ての大量破壊

兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイルの完全な、検証可能な、かつ不可逆的な方法での

廃棄の実現のために国際社会と協働していくという強いコミットメントの再確認等）

 イランの核合意（核合意の支持、核合意の上限を超過するイランの措置に対する強い懸

念の表明、天野前事務局長が推進した中立性、専門性に立脚する検証・監視の支持等） 

 2020 年 NPT 運用検討会議（意義ある成果を上げるべく取り組む旨の表明等）

 保障措置の強化・効率化（保障措置の更なる強化・効率化に向けた IAEA の取組の支持）

 核セキュリティの強化（東京 2020 大会をはじめとする大規模公共行事における核テロ

対策に万全を期す旨の表明等）

 東電福島第一原発事故後の取組（多核種除去設備（ALPS37）で処理された水は、トリチ

ウム以外の放射性物質がほとんど取り除かれたものであり、その最終的な取扱いについ

て検討を行っている旨の説明等） 

 その他（我が国のエネルギー政策、放射性廃棄物最終処分及び廃止措置、核融合研究開

発の重要性等に関する説明、及び、原子力の平和的利用の促進と核不拡散体制強化に一

層貢献していく強い決意の表明）

IIAAEEAA 総総会会でで演演説説すするる竹竹本本内内閣閣府府特特命命担担当当大大臣臣  

（出典）内閣府「第 63 回国際原子力機関（IAEA）総会に出席」 [82]

37 Advanced Liquid Processing System 

コラム ～IAEA 総会～ 
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（2） 二国間原子力協定及び二国間協力

① 二国間原子力協定に関する動向

我が国は、移転される原子力関連資機材等の平和利用及び核不拡散の確保等を目的とし

て、二国間協力協定を締結しています。2020 年 3 月時点で、我が国は、カナダ、オースト

ラリア、中国、米国、フランス、英国、ユーラトム、カザフスタン、韓国、ベトナム、ヨル

ダン、ロシア、トルコ、UAE 及びインドとの間で原子力協定を締結しています [83]。なお、

我が国を含む主要国（米国、フランス、英国、中国、ロシア、インド）における、二国間原

子力協定に関する最近の主な動向は以下のとおりです（表 3-3）。 

表表  33--33  諸諸外外国国ににおおけけるる二二国国間間のの原原子子力力協協定定にに関関すするる最最近近のの主主なな動動向向（（過過去去 33 年年間間））  

国名 経緯等 

日本－インド 2017 年 7 月 日本とインドの原子力協定が発効 

米国－メキシコ 2018 年 5 月 米国とメキシコが原子力協定に署名 

米国－英国 2018 年 5 月 米国と英国が原子力協定に署名 

米国－ポーランド 2019 年 6 月 米国とポーランドが原子力協力覚書に署名 

英国－オーストラリア 2018 年 8 月 英国とオーストラリアが原子力協定に署名 

英国－カナダ 2018 年 11 月 英国とカナダが原子力協定に署名 

ロシア-カンボジア 2017 年 9 月 ロシアとカンボジアが原子力協定に署名

ロシア－ルワンダ
2018 年 6 月 ロスアトムとルワンダインフラ省が原子力協

力覚書に署名 

（出典）各国関連機関発表に基づき作成 

② 米国との協力

我が国と米国は、日米原子力協定を締結し様々な協力を行ってきています。同協定は 2018

年 7 月に当初の有効期間を満了しましたが、6か月前に日米いずれかが終了通告を行わない

限り存続することとなっており、現在も効力を有しています38。同協定は、我が国の原子力

活動の基盤の一つをなすだけでなく、日米関係の観点からも極めて重要です。 

また、2012 年 4 月の日米首脳会談を受けて設立された「民生用原子力協力に関する日米

二国間委員会」第 5回会合が 2018 年 8 月に開催されました。同委員会下で、核セキュリテ

ィ、民生用原子力の研究開発、原子力安全及び規制関連、緊急事態管理、廃炉及び環境管理

の 5 項目に関するワーキンググループが開催されており、このうち第 7 回民生用原子力の

38 （日米原子力協定第十六条１及び２） 

１（略）この協定は、三十年間効力を有するものとし、その後は、２の規定に従って終了する時まで効力を

存続する。 

２ いずれの一方の当事国政府も、六箇月前に他方の当事国政府に対して文書による通告を与えることに

より、最初の三十年の期間の終わりに又はその後いつでもこの協定を終了させることができる。 
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研究開発ワーキンググループ（CNWG39）が 2019 年 4 月に、第 10 回核セキュリティ作業グル

ープ（NSWG40）会合が同年 7月に、それぞれ米国で開催されました [84] [85]。 

③ フランスとの協力

我が国とフランスは、原子力規制、核燃料サイクル、放射性廃棄物管理等の分野において、

長年にわたり協力関係を構築してきました。2019 年 10 月に東京で「原子力エネルギーに関

する日仏委員会」の第 9 回会合が開催され、両国の原子力エネルギー政策、原子力安全協

力、核燃料サイクル、放射性廃棄物の管理、高速炉や材料試験炉を含めた研究開発、東電福

島第一原発の廃炉、オフサイトの環境回復、原子力事故の緊急事態対応、核セキュリティ及

び産業協力について、意見交換が行われました [86]。 

④ 英国との協力

2012 年 4 月の日英首脳会談を受けて開始された、両国政府高官による「日英原子力年次

対話」の第 8回会合が、2019 年 11 月に英国ロンドンで開催され、原子力安全・規制、原子

力研究開発、パブリック・コミュニケーション、両国の原子力政策、廃炉・環境回復等につ

いて意見交換が行われました。日英原子力協定は、英国の EU 離脱及びユーラトム脱退後も

英国に適用されますが、英国のユーラトム脱退に伴い同国において適用される保障措置等

に変更が生じるため、日英原子力協定にこれを反映すべく、2018 年 10 月に両国政府は、同

協定を改正する交渉を開始することで一致しました [87] [88]。これを受けて、2019 年 6

月に東京で日英原子力協定改正交渉が開催され、改正の内容や今後の取り進め方について

協議が行われました [89]。 

⑤ その他

1） 文部科学省による放射線利用技術等国際交流（研究者育成事業・講師育成事業）

文部科学省は 1985 年から原子力分野での研究交流制度を実施しており、近隣アジア諸国

の原子力研究者や技術者を我が国の研究機関や大学へ招へいし、放射線利用技術や原子力

基盤技術等に関する研究、研修活動を実施しています。 

また、講師育成事業では、アジア諸国から講師候補者を我が国に招へいし、専門家による

講義や各種実験装置等を使用した実習、原子力関連施設への訪問等を通じて、母国において

技術指導ができる原子力分野の講師を育成しています。これに加えて、講師育成研修の修了

生が中心となり、母国で研修を運営し、講師を務めます。我が国から相手機関に専門家を派

遣し、講義を行うとともに、各国の研修の自立化に向けたアドバイスを行っています。（図 

3-2）。

39 Civil Nuclear Energy Research and Development Working Group 
40 Nuclear Security Working Group 
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図図  33--22  招招へへいい者者のの実実習習のの様様子子  

（出典）左：原子力機構 講師育成事業ニュースレターVol.6（2020 年 3 月） [90]、右：原子力安全研究協会 文部科学省研究者

育成事業（原子力研究交流制度）ニュースレター第 6 号（2020 年 3 月） [91] 

2） 経済産業省による原子力発電導入支援に関する取組

経済産業省資源エネルギー庁は、原子力発電を新たに導入・拡大しようとする国に対し、

我が国の原子力事故から得られた教訓等を共有する取組を行っています。2017 年度はトル

コ、カザフスタン、ポーランド、UAE 等の原子力発電導入国等からの研修生の受入れ、我が

国専門家等の外国への派遣等を通じて、原子力発電導入に必要な法制度整備や人材育成等

を中心とした基盤整備の支援を行いました [92]。 

3） 外務省による各国に対する非核化協力

旧ソ連時代に核兵器が配備されていたウクライナ、カザフスタン、ベラルーシの 3 か国

は、独立後、非核兵器国として IAEA の保障措置を受けることとなりました。しかし、技術

的基盤を欠いていたため、我が国は 3 か国に対して国内計量管理制度確立支援や機材供与

等の協力を実施し、非核化への取組を支援してきました。 

4） 原子力機構による高温ガス炉技術に関する協力

2017 年 5 月 18 日に行われた日・ポーランド外相会談において「日・ポーランド戦略的パ

ートナーシップに関する行動計画」が署名され、同計画には、原子力機構及びポーランド国

立原子力研究センターとの間における高温ガス冷却炉技術の研究・開発に向けた協力を両

政府が奨励することが明記されました [93] [94]。この計画に基づき原子力機構は同日、ポ

ーランド国立原子力研究センターと「高温ガス炉技術に関する協力のための覚書」を締結し、

我が国の高温ガス炉技術のポーランドへの展開に向けて、高温ガス炉の研究開発協力に関

する検討を進め、技術会合や人材育成を行ってきました [95]。 

さらに、両者は 2019 年 9 月に「高温ガス炉技術分野における研究開発協力のための実施

取決め」に署名し、研究データ共有等による研究協力の範囲で、高温ガス炉の設計研究、燃

料・材料研究、原子力熱利用の安全研究等の協力を開始しました [96]。 
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（3） 多国間協力

① 主要国との多国間協力

2010 年 6 月に発足した国際原子力エネルギー協力フレームワーク（IFNEC41）は原子力安

全、核セキュリティ、核不拡散を確保しつつ、原子力の平和利用を促進するための互恵的な

アプローチを目指し、参加国間の協力の場を提供することを目的としています。我が国も、

原子力の平和利用の拡大に向けて、我が国の経験と知見を活かしながら各国と協力する方

針を表明しています [97] [98]。 

IFNEC は、2020 年 3 月時点で、参加国 34 か国、オブザーバー国 31 か国、オブザーバー機

関 4機関で組織されています [99]。各参加国、機関の閣僚級メンバーで構成される執行委

員会、米国、アルゼンチン、中国、日本、ケニア、ロシアの 6か国の局長級メンバーにより

構成され、活動を実施する主体である運営グループ、特定分野での活動を実施するワーキン

ググループの 3階層で構成されており、我が国は、運営グループの副議長を務めています。 

2019 年 11 月には、第 10 回執行委員会等会合が米国のワシントン DC で開催されました。

グローバル・ミニステリアル・カンファランスとして、「SMR と先進炉」をテーマとした基

調講演、プレゼンテーション、パネル討論等が実施され、SMR の開発に多数の民間企業が参

画する米国のみならず、カナダや韓国等の供給国側やヨルダン等の導入国からも積極的な

発言がありました。また、執行委員会会合では、運営グループ、基盤整備作業部会、燃料供

給サービス作業部会、及び需給国関係作業部会の活動状況が報告されました。 

〈IFNEC 第 10 回執行委員会会合 共同声明のポイント〉 [100] 

 原子力が、気候問題に応えるクリーンで豊富なエネルギー源として、安全で核セキュ

リティを確保しつつ、電力・非電力の両分野において、世界に貢献していることを再

確認。執行委員会は、IFNEC が次の課題に重要な働きをすることにも留意。

 新規プロジェクトに対するファイナンス、費用効果、競争の増す世界市場への

投資

 強固な安全文化の維持

 原子力関係規則の強固な独立性

 各種手段を講じた公衆意識の向上及びステークホルダー関与の維持

 地域・国際協力に対する法規制及び地政学的障壁の低減

 核燃料サイクルのバックエンド管理に係るコスト問題の探求

 執行委員会は、これら課題について、運営グループがビジョンと戦略を構築すること

を求める。運営グループは、次回執行委員会において、ビジョンと戦略に基づいた成

果を報告すること。

 執行委員会は、燃料供給サービス作業部会の多国間処理に係るファイナンス問題の活

動成果を認め、今後も同部会が核燃料サイクルのバックエンドに係る問題の活動に傾

注することを奨励。

 執行委員会は、基盤整備作業部会が輸出管理について 2019 年に中国及びポーランド

で行った活動を称賛し、同部会が開発銀行及び融資機関と協力して原子力関連プロジ

ェクトのファイナンスに関する課題に取り組み、運営グループの活動に資することを

41 International Framework for Nuclear Energy Cooperation 
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推奨。 

 執行委員会は、需給国関係作業部会による原子力安全推進に資するベストプラクティ

スを重視した活動の労を多とし、同部会が原子力関係プロジェクトのファイナンス問

題に取り組むことを奨励。

 執行委員会は、米国のスーザン・ジャワロスキー氏が運営グループ議長に就任するこ

とを祝する。また同委員会は、日本の佐藤文一氏に代わって十時憲司氏が運営グルー

プ副議長に就任し、さらにアルゼンチンのファクンド・デルチ氏が副議長に就任する

ことを歓迎。

 執行委員会は、今後 IFNEC が取り組むべきビジョンとして、OECD/NEA、IAEA、WNA、原

子力発電に関する国際イニシアティブの NICE Future42、原子力青年国際会議と連携

して、気候変動及びクリーンエネルギーといった喫緊の課題に優先して取り組むこと

を表明。また執行委員会は、これら目標を達成するために原子力の先進技術が果たす

役割に注力することを奨励。

② アジア地域をはじめとする途上国との多国間協力

我が国と開発途上国との協力は、相手国の原子力に関する知的基盤の形成、経済社会基盤

の向上、核不拡散体制の確立・強化、安全基盤の形成等に寄与することを目的としています。 

我が国はアジア地域における地域協力として、アジア原子力協力フォーラム（FNCA43）、ア

ジア原子力安全ネットワーク（ANSN44）、ASEAN45+3（日中韓）等の活動等に貢献しています。 

1） アジア原子力協力フォーラム（FNCA）における協力

地理的に我が国に近い近隣アジア諸国は、経済的にも我が国と密接な関わりがあり、農

業・工業・医療・環境の各分野での放射線の利用、研究炉の利用、原子力発電所建設や安全

な運転体制の確立等、多くの課題を共有しています。 

FNCA は、原子力技術の平和的で安全な利用を進め、社会・経済的発展を促進することを

目的とした、我が国主導の地域協力枠組みで、我が国、オーストラリア、バングラデシュ、

中国、インドネシア、カザフスタン、韓国、マレーシア、モンゴル、フィリピン、タイ及び

ベトナムの 12 か国が参加しています（IAEA がオブザーバー参加）。毎年 1回、「大臣級会合」

（協力推進のための政策対話）、「スタディ・パネル」（政策課題や技術課題に関する情報交

換）、「コーディネーター会合」（協力プロジェクトの審議）の 3つの会合と、それらの準備

会合である「上級行政官会合」を内閣府主催で開催しています。また、放射線利用を中心と

する 4 分野で 7 件のプロジェクトが実施されており、それらのうち 6 件を文部科学省が実

施しています [101]。 

42 Nuclear Innovation: Clean Energy Future 
43 Forum for Nuclear Cooperation in Asia 
44 Asian Nuclear Safety Network 
45 東南アジア諸国連合：Association of Southeast Asian Nations 
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ｲ） 大臣級会合

大臣級会合では、FNCA 各国の原子力所管の大臣級代表により、原子力技術の平和利用に

関する地域協力のための政策対話を行っています。 

2019 年 12 月 5 日には、第 20 回 FNCA 大臣級会合が東京で開催されました（図 3-3）。同

会合では「医療・健康への放射線技術利用」をテーマに円卓討議が行われ、以下の内容の共

同コミュニケが採択されました [102]。 

図図  33--33  第第 2200 回回 FFNNCCAA 大大臣臣級級会会合合のの様様子子（（22001199 年年 1122 月月、、東東京京））  

（出典）文部科学省「アジア原子力協力フォーラム（FNCA）第 20 回大臣級会合 概要」 [103] 
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〈第 20回 FNCA 大臣級会合（2019 年）で採択された共同コミュニケに示された活動内容〉

１．放射線治療の促進 

アジア地域における放射線を利用したがん治療の拡大を促進する。

２．気候変動対策及び環境保護における協力 

2020 年スタディ・パネルにて、「核同位体技術と気候変動科学」をメイントピックと

して取り上げることを含め、気候変動対策及び環境保護における協力の強化を加盟国

に促す。 

３．農業と工業分野における研究開発成果の利用の拡大 

放射線育種、放射線加工、研究炉利用及び中性子放射化分析等のプロジェクト技術成

果の最終ユーザーによる利用を、社会経済へより効果的な貢献ができる商業化の可能

性も考慮しながら、加盟国において促進する。 

４．その他促進すべき分野と活動 

加盟国全般で優先度の高い、放射線治療、環境保護、農業・食品安全に関連する原子

力科学・技術の応用に関する分野、及び核の安全と保全文化のための基盤開発について

の分野における活動を拡大する。 

また、加盟国が幅広く関心を持ち、持続可能な発展に寄与する将来的分野を積極的に

採択する。 

５．原子力科学・技術分野における人材基盤強化のための協力 

FNCA のネットワークを活用して大学、研究機関間の組織的な人材交流を活性化する

とともに、人材基盤強化に関する取組の情報交換を促進する。 

６．パブリック・コミュニケーションの拡大と関連国際機関との協力強化 

原子力エネルギー関連技術の公衆認識と信頼性の積み上げを FNCA のウェブサイト、

オープンセミナーやオープンレクチャー等の広報機能を通じて引き続き促進し、また

IAEA、OECD/NEA 等関連国際機関との協力関係を維持、強化する。

ﾛ） スタディ・パネル

FNCA は従来、放射線利用等の非発電分野での協力が主でしたが、参加国におけるエネル

ギー安定供給及び地球温暖化防止の意識の高まりを受け、原子力発電の役割や原子力発電

の導入に伴う課題等を討議する場として、2004 年以降スタディ・パネルを開催しています。 

2019 年 3 月には、原子力の法的分野に関し、豊富な知識や経験を有する国際機関等との

連携を通じて FNCA 参加国の理解を深めるため、「法的、及び規制的枠組みから観た原子力に

関わる環境影響評価（EIA46）」というテーマについて、国内外の報告や討論が行われました。 

ﾊ） コーディネーター会合

FNCA の協力活動に関する参加国相互の連絡調整を行い、協力プロジェクト等の実施状況

評価や計画討議等を行う場として、コーディネーター会合を年 1 回我が国で開催していま

す。 

2019 年 3 月には第 20 回コーディネーター会合が開催されました。同会合では、各プロジ

ェクトについての活動報告が行われたほか、今後の活動についての討議が行われました。 

46 Environmental Impact Assessment 
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ﾆ） プロジェクト

FNCA では現在、以下の 4 分野で 7 件のプロジェクトが実施されています。プロジェクト

ごとに、通常年 1回のワークショップ等が開催されており、それぞれの国の進捗状況と成果

が発表・討議され、次期実施計画が策定されます。 

i） 放射線利用開発：産業利用・環境利用（放射線育種、放射線加工・高分子改質、気

候変動科学）、健康利用（放射線治療）

ii） 研究炉利用開発（研究炉利用）

iii）原子力安全強化（放射線安全・廃棄物管理）

iv） 原子力基盤強化（核セキュリティ・保障措置）

2） ASEAN、ASEAN+3、東アジア首脳会議（EAS）における協力

アジアの新興国は原子力発電の新規導入を検討しており、ASEAN、ASEAN+3（日中韓）及び

東アジア首脳会議（EAS47：ASEAN+8（日中韓、オーストラリア、インド、ニュージーランド、

ロシア、米国））の枠組みにおける原子力協力も行われています。例えば ASEAN では、2008

年に設立された原子力安全サブセクター・ネットワーク（NEC-SSN48）において、ASEAN 内で

の原子力発電に関する情報共有や技術支援が実施されています。 

また、ASEAN+3 の枠組みでは、2019 年 9 月に開催された第 16 回 ASEAN+3 エネルギー大臣

会合の共同声明で、民生用原子力開発に関する原子力の安全、セキュリティ、及び保障措置

の重要性を改めて表明しました。また、原子力機構の核不拡散・核セキュリティ総合支援セ

ンターの知見を活用した、保障措置やセキュリティに関する人材育成活動への継続的支援

の妥当性を確認しました [104]。 

3） アジア原子力安全ネットワーク（ANSN）における協力

ANSN は 2002 年に開始した IAEA の活動の一つで、東南アジア・太平洋・極東諸国地域に

おける原子力安全基盤の整備を促進し、原子力安全パフォーマンスを向上させ、地域におけ

る原子力の安全を確保することを目的としています。ANSN には我が国、バングラデシュ、

中国、インドネシア、カザフスタン、マレーシア、フィリピン、シンガポール、韓国、タイ

及びベトナムが加盟しているほか、準加盟国としてパキスタン、協力国としてオーストラリ

ア、フランス、ドイツ、米国が参加しています [105]。我が国は設立当初から活動資金を拠

出し積極的に活動を支援しています。 

47 East Asia Summit 
48 Nuclear Energy Cooperation Sub-sector Network 
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第4章 平和利用と核不拡散・核セキュリティの確保 

4－1 平和利用の担保 

1953 年のアイゼンハワー米国大統領による「平和のための原子力」演説以来、世界

各国は原子力の平和利用に取り組んできました。1970 年に、国際的な核軍縮・不拡散

を実現する基礎となる「核兵器不拡散条約」（NPT）が発効しました。 

NPT は核兵器国を含む全締約国に対して誠実な核軍縮交渉の義務を課すとともに、我

が国を含めた平和利用の権利を認められた非核兵器国に対しては、原子力活動を国際

原子力機関（IAEA）の保障措置の下に置く義務を課しています。我が国は、原子力基本

法で原子力の研究、開発及び利用を厳に平和の目的に限るとともに、IAEA 保障措置の

厳格な適用により、原子力の平和利用を担保しています。加えて、「利用目的のないプ

ルトニウムを持たない」との原則を堅持しつつ、プルトニウムの管理状況の公表を通じ

たプルトニウム利用の透明性や国内外の理解を得る取組を継続してきています。 

我が国のこのような姿勢は、2003 年の「我が国におけるプルトニウム利用の基本的

な考え方について」において明示されてきました。しかし、今後国内の再処理工場で新

たにプルトニウムが分離され、ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）燃料製造が行

われ、軽水炉で消費される計画であり、商業用のプルトニウムの需給バランスを確保

し、海外保有分のプルトニウムの着実な削減に取り組む必要があること等を踏まえ、原

子力委員会は 2018 年 7 月に「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」を

改定し、公表しました。 

第第４４章章  平平和和利利用用とと核核不不拡拡散散・・核核セセキキュュリリテティィのの確確保保  

（1 ） 我が国における原子力の平和利用の経緯

第二次世界大戦後、原子力の商業的利用への関心が大きくなる一方で、核兵器の拡散に対

する懸念も強まりました。原子力を国際的に管理すべきであるとの考えが高まる中、1953年

の国連総会でアイゼンハワー米国大統領は、「平和のための原子力（Atoms for Peace）」の

演説を行い、原子力の平和的利用の推進を訴えました。あわせて、核物質等の軍事転用を防

止するための保障措置を実施する国際機関の設立を提案しました [1]。 この演説を受けて、

1957年には、原子力の平和的利用の促進を目的に、 国際連合傘下の自治機関として IAEA が

設立されました。 

我が国でもこの演説を契機として、原子力の平和利用に関する取組を開始しました。1955

年には原子力基本法において、原子力の研究、開発及び利用を厳に平和目的に限ることが定

められ、1963年には動力試験炉（JPDR）が運転開始しました。 

原子力の利用によって発生した使用済燃料中には、プルトニウムが生成し蓄積されます。

我が国はエネルギー資源に乏しいことから、使用済燃料を再処理してプルトニウムを利用
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する核燃料サイクル政策を採用しています。 

我が国では、1956 年設立の原子燃料公社から事業を引き継いだ動力炉・核燃料開発事業

団1によって、使用済燃料の再処理、MOX 燃料加工やウラン濃縮、放射性廃棄物処理の技術開

発が進められてきました。 

原子炉の開発では、新型転換炉原型炉ふげん（以下「ふげん」という。）、「常陽」、「もん

じゅ」が建設されました。1979 年に本格運転を開始した「ふげん」はウランのプルトニウ

ムへの転換率を高めた重水減速沸騰軽水冷却型（圧力管型）の原子炉であり、多数の MOX 燃

料を装荷して運転された後、2003 年に運転を停止し、現在は廃止措置が進められています。

また、「もんじゅ」は、1994 年に運転を開始（初臨界）し、原型炉としての様々な成果や知

見を獲得しましたが、ナトリウム漏洩事故等により長期間にわたり運転が停止し、2016 年

12 月には、原子炉として運転再開せず廃止措置に移行する方針が決定され、廃止措置が開

始されています。 

プルトニウムを MOX 燃料に加工して軽水炉で利用するプルサーマル計画は、国内の電気

事業者の合意により、電気事業連合会が取りまとめて進められています。核燃料サイクル事

業についても、電気事業者の出資する民間企業である日本原燃株式会社が、青森県六ヶ所村

で低レベル放射性廃棄物の埋設事業、濃縮事業、再処理事業、高レベル放射性廃棄物の廃棄

物管理事業を行っています。六ヶ所再処理工場は 2021 年度上期に、MOX 燃料加工工場は 2022

年度上期に、それぞれ竣工する計画です。国内での再処理事業の開始に先立って、電気事業

者は、これまでに英国とフランスに使用済燃料の再処理を委託し、プルトニウムを回収して

製造した MOX 燃料利用の実績を蓄積してきました [2]。回収したプルトニウムの有効利用

に当たっては、平和利用を大前提に、核不拡散に貢献し国際的な理解を得ながら進めるため、

利用目的のないプルトニウムは持たないという原則を引き続き堅持しています（図 4-1）。 

図図  44--11  原原子子力力のの平平和和利利用用をを担担保保すするる体体制制  

（出典）第 5 回原子力委員会の在り方見直しのための有識者会議資料 5 原子力規制庁「平和的利用等に係る原子力規制委員

会の取組（原子力委員会との関係等）」（2013 年）等に基づき作成 

1  動力炉・核燃料開発事業団は  1998  年に核燃料サイクル開発機構となり、現在は  2005 年に設立された原

子力機構に研究開発が引き継がれています。 
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（2） IAEA による保障措置

NPT 締約国である非核兵器国は、IAEA との間で保障措置協定を締結して、国内の平和的な

原子力活動に係る全ての核物質を申告して保障措置の下に置くことが義務付けられており、

このような保障措置を「包括的保障措置」といいます。我が国では、1976 年には NPT を批

准し、1977 年に IAEA と「包括的保障措置協定」を締結して IAEA 保障措置を受け入れ、原

子炉等規制法等に基づく国内保障措置制度を整備してきました2。さらに 1999 年には、保障

措置を強化するための「追加議定書」を IAEA と締結し、保障措置の強化・効率化に積極的

に取り組んできました。 

IAEA は、核物質が核兵器やその他の核爆発装置に転用されていないことを確認する目的

で保障措置を適用し、締約国が申告する核物質の計量情報や原子力関連活動に関する情報

について、申告された核物質の平和利用からの転用や未申告の活動がないかを査察等によ

り確認し、その評価結果を毎年取りまとめています。IAEA が、その国では「申告された核

物質の平和的活動からの転用の兆候が認められないこと」及び「未申告の核物質及び原子力

活動が存在する兆候が認められないこと」を根拠として、全ての核物質が平和的活動にとど

まっているとの「拡大結論」を導き出した場合には、「統合保障措置」を適用することがで

きます3。我が国は、2003 年以降連続して拡大結論を得ています [3]。これを受け、IAEA は

我が国に対し、2004 年 9 月から「統合保障措置」を段階的に適用しています。我が国は、

この適用が今後も継続されるよう、必要な取組に努めています。 

保障措置に関する業務を文部科学省から移管された原子力規制委員会は、原子力施設等

が保有する全ての核物質の在庫量等を IAEA に報告し、その報告内容が正確かつ完全である

ことを IAEA が現場で確認する査察等への対応を行っています。また、原子力委員会は、IAEA

のプルトニウム国際管理指針4に基づき、我が国のプルトニウム保有量を IAEA に報告してい

ます。我が国は、これらの活動を通じて、国際社会における原子力の平和利用への信用の堅

持に努めてきています（図 4-2）。 

2 2020 年 3 月時点で、NPT締約国 191か国のうち、我が国も含め非核兵器国 175か国が IAEAとの協定に基

づき包括的保障措置を受け入れています [61]。 
3 統合保障措置の適用により、従来の計量管理を基本としつつ、短期通告査察又は無通告査察を強化する

ことで、IAEAの検認能力を維持したまま査察回数の削減による効率化が期待されます。 
4 米国、ロシア、英国、フランス、中国、日本、ドイツ、ベルギー、スイスの 9か国が参加して、プルトニ

ウム管理に係る基本的な原則を示すとともに、その透明性の向上のため、保有するプルトニウム量を毎年

 公表することとし、プルトニウム国際管理指針の採用を決定しました。1998  年 3  月に  IAEA が発表した同

 指針（INFCIRC/549）に基づき、各国が  IAEA に報告するプルトニウム保有量及びプルトニウム利用に関す

る政策声明が毎年 IAEAより公表されています。
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我が国は NPT に加盟し、同条約の下、IAEA との間で締結した包括的保障措置協定及び

同協定の追加議定書に基づき、IAEA の保障措置を適用する義務を負っています。そのた

め、我が国は、原子炉等規制法等に基づき、以下の活動を実施しています。 

1）計量管理

事業者が実施する計量管理を通じて、全ての核物質の所在、種類、量及び移動を把握

2）封じ込め/監視

核物質、核物質の輸送容器等の移動状況や移動の有無を封印し、監視カメラ等により

確認

3）保障措置検査（査察）

施設に立入り、申告された核物質計量情報の正確性、完全性等を確認

4) 設計情報の確認

施設に立入り、提供された施設設計情報及び運転情報が正しいことを確認

5) 補完的なアクセス

2時間前又は 24 時間前の通告に基づき、原子力規制委員会、外務省の職員が IAEA の

査察官とともに原子力関連活動をしている場所やその他のIAEAが指定した場所に立

入り、未申告の核物質がないこと及び未申告の原子力活動が行われていないことを

確認

図図  44--22  我我がが国国ににおおけけるる保保障障措措置置実実施施体体制制  

（出典）原子力規制委員会「保障措置の具体的方法」 [4]に基づき作成 
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（3  ） 原子炉等規制法に基づく平和利用

我が国の原子力利用は、原子力基本法に基づき厳に平和の目的に限り行われており、原子

炉等規制法に基づく規制を通じ、平和利用が担保されています。 

  ① 原子炉等施設の設置許可等の審査

原子炉等規制法に基づき、原子力規制委員会は、原子炉施設等の設置（変更）の許可の段

階で原子炉施設等が平和の目的以外に利用されるおそれがないことに関し、原子力委員 会

の意見を聴かなければならないと定められています。2019年度には、九州電力株式会社玄海

 原子力発電所 3、4  号機の設置変更許可や関西電力株式会社高浜発電所 1、2、3、4  号機の設

  置変更許可等 18件について、原子力規制委員会より意見を求められた原子力委員会は平和

の目的以外に利用されるおそれがないものと認められるとする原子力規制委員会の判断は

妥当であるとの答申を行いました。 

  ② 保障措置活動の実施

2019年には、原子炉等規制法に基づき、2,091   事業者から 4,636件の計量管理に関する報

告が、また、  追加議定書に基づく拡大申告の対象となる活動を行っている事業者から 658件

のその活動に関する報告が原子力規制委員会に提出され、IAEA に提供されました。IAEA は

我が国からの報告を基に原子力規制委員会等の立会いの下に査察等を行いました。また、 我

  が国も 1,778  人・日の保障措置検査等を実施しました。東電福島第一原発の 1～3号機以外

にある全ての核物質については、通常の軽水炉と同等の検認活動が行われました。一方、1

～3 号機については高放射線の影響等により通常の保障措置活動が実施できない状況にあ

るため、監視カメラと放射線モニターによる常時監視や、同発電所のサイト内のみに適用さ

れる特別な追加的検認活動により、未申告の核物質の移動がないことが確認されました。3

号機については、使用済燃料プールから取り出され共用プールへ移送された燃料の実在庫

検認が行われました。2号機については、建屋側面から核物質の持ち出しがないことを監視

するため、2019  年 5 月に構台へ監視カメラを設置しました。また、IAEA との間で、1～3号

機の燃料デブリの取り出しに向けた国内の検討状況を情報共有するとともに、燃料デブリ

の払出し施設及び受入れ施設における計量管理等に関して検討・協議を行いました。 

2  019 年中に原子力規制委員会が実施した保障措置検査等により、国際規制物資使用者等

による国際規制物資の計量及び管理が適切に行われていることが確認されました。 

2019年の我が国における主要な核燃料物質の移動量及び施設別在庫量は、図 4-3に示す

とおりです [5]。 
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図図  44--33  主主要要なな核核燃燃料料物物質質のの移移動動量量及及びび施施設設別別在在庫庫量量（（22001199 年年））  

5 Japan Support Programme for Agency Safeguards 

（出典）第7回原子力規制委員会資 料 4 原子力規制庁「我が国におけ る  2019 年の保障措置活動の実施結果について」

 なお、我が国は、IAEA ネットワーク分析所として認定されている原子力機構安全研究セ

ン ターの高度環境分析研究棟において、IAEA が査察等の際に採取した環境試料の分析への

 協力を行うなど、引き続き IAEA の保障措置活動へ貢献するとともに、我が国としての核燃

料物質の分析技術の維持・高度化を図っています。 

また、 我が国は IAEA 保障措置技術支援計画（JASPAS5）を通じ、我が国の保障措置技術を

 活用して、IAEA 保障措置を強化・効率化するための技術開発への支援を行うなど、保障措

置に関する国際協力を実施しています。例えば、同機構の核不拡散・核セキュリティ総合支

援センターでは、IAEA 職員等を対象とした「再処理施設での保障措置に係るトレーニング」

 を 2012年以降毎年実施しています。 

 ③ 核物質防護

我が国では、原子炉等規制法により、原子力施設に対する妨害破壊行為、核物質の輸送や

貯蔵、原子力施設での使用等に際して核物質の盗取を防止するための対策を原子力事業者

等に義務付けています。原子力事業者等は、原子力施設において核物質防護のための区域を

定め、当該施設を鉄筋コンクリート造りの障壁等によって区画しています。さらに、出入管
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理、監視装置や巡視、情報管理等を行っています。また、核物質防護管理者を選任して、核

物質防護に関する業務を統一的に管理しています。原子力規制庁は、核物質防護対策の取組

状況について、既定の変更認可件数や遵守状況の検査件数等について公表しています。 

（4 ） 政策上の平和利用

我が国は、原子力基本法において、原子力の研究、開発及び利用を厳に平和の目的に限る

 とともに、IAEA 保障措置の厳格な適用等による原子力の平和利用を担保しています（原子

炉等規制法に基づく平和利用）。これに加え、平和利用の透明性向上の観点から、「利用目的

のないプルトニウムを持たない」との原則を堅持し、原子力委員会において、プルトニウム

管理状況の公表、プルトニウム利用計画の妥当性の確認、プルトニウム需給バランスの確保

等の取組（「政策上の平和利用」の担保）を行っています。 

今後とも引き続き、プルトニウムの利用目的を明確化して国内外に情報を発信し理解を

得る活動を続けるとともに、最近の世界的な原子力利用をめぐる状況を俯瞰し、国際社会と

連携し、核不拡散の観点も重要視しつつ、平和利用に係る透明性を高める独自の取組を行っ

ていくことが重要です [6]。 

なお、フランスは、「使用しない分離プルトニウムの蓄積を避けるために、プルトニウム

は使用するときに使用する量だけ再処理する。」との使用済燃料管理政策を、2003年に開催

 された IAEA の「使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約」締約国会合（検

討会合）で報告しています [7]。 

 ① 我が国のプルトニウム利用に関する取組

核不拡散に協力し、国際社会に対し説得力のある説明を行うためにも、我が国におけるプ

ルトニウムの管理とバランス確保の必要性はますます高まっています。原子力委員会は、毎

年公表してきた「管理状況」と併せ、我が国のプルトニウム利用に関する方向性について更

に透明性を高める必要があると考え、「国際社会に対して我が国の方針について適切に説明

 していくこと」が重要である旨を、2017  年 7 月に「原子力利用に関する基本的考え方」に

おいて決定しました。また国内的には、政府の説明責任の観点からも重要であることから、

我が国のプルトニウム利用に関する現状と今後の見通し等に関する説明を解説文書として

まとめ、2017  年 10月に和文及び英文を公表しました [2]。 

さらに原子力委員会は、今後国内の再処理工場で新たにプルトニウムが分離され、MOX燃

料製造が行われ、軽水炉で消費される（プルサーマル）計画が本格化すること、商業用のプ

ルトニウムの使用見込みや使用実績を把握する必要があること、また、原子力機構等が保有

する研究開発用のプルトニウムの利用方針を原子力委員会が確認する必要があることを踏

まえ、2003年の「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方について」 を 15年ぶ

 りに改定し、2018  年 7 月に「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」を公表

しました [8]。同「考え方」では「利用目的のないプルトニウムは持たない」との原則の下、
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プルトニウム保有量を減少させる方針や、事業者間の連携・協力を促し、海外保有分のプル

トニウムの着実な削減に取り組む方針等を明らかにしました。

我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方 

平成 30 年 7 月 31 日 

原子力委員会決定 

我が国の原子力利用は、原子力基本法にのっとり、「利用目的のないプルトニウムは持た

ない」という原則を堅持し、厳に平和の目的に限り行われてきた。我が国は、我が国のみな

らず最近の世界的な原子力利用をめぐる状況を俯瞰し、プルトニウム利用を進めるに当た

っては、国際社会と連携し、核不拡散の観点も重要視し、平和利用に係る透明性を高めるた

め、下記方針に沿って取り組むこととする。 

記 

我が国は、上記の考え方に基づき、プルトニウム保有量を減少させる。プルトニウム保有

量は、以下の措置の実現に基づき、現在の水準を超えることはない。 

1. 再処理等の計画の認可（再処理等拠出金法）に当たっては、六ヶ所再処理工場、MOX 燃

料加工工場及びプルサーマルの稼働状況に応じて、プルサーマルの着実な実施に必要

な量だけ再処理が実施されるよう認可を行う。その上で、生産された MOX 燃料について

は、事業者により時宜を失わずに確実に消費されるよう指導し、それを確認する。

2. プルトニウムの需給バランスを確保し、再処理から照射までのプルトニウム保有量を

必要最小限とし、再処理工場等の適切な運転に必要な水準まで減少させるため、事業者

に必要な指導を行い、実現に取り組む。

3. 事業者間の連携・協力を促すこと等により、海外保有分のプルトニウムの着実な削減に

取り組む。

4. 研究開発に利用されるプルトニウムについては、情勢の変化によって機動的に対応す

ることとしつつ、当面の使用方針が明確でない場合には、その利用又は処分等の在り方

について全てのオプションを検討する。

5. 使用済燃料の貯蔵能力の拡大に向けた取組を着実に実施する。

加えて、透明性を高める観点から、今後、電気事業者及び原子力機構は、プルトニウムの

所有者、所有量及び利用目的を記載した利用計画を改めて策定した上で、毎年度公表してい

くこととする。 

※六ヶ所再処理工場は 2021 年度上期、MOX 燃料加工工場は 2022 年度上期に竣工を計画。

以上 
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表表  44--22  ププルルトトニニウウムム国国際際管管理理指指針針にに基基づづきき IIAAEEAA  かからら公公表表さされれてていいるる

22001188 年年末末ににおおけけるる各各国国のの自自国国内内ののププルルトトニニウウムム保保有有量量をを合合計計ししたた値値  

（単位：tPu） 

未照射プルトニウム注1 使用済燃料中のプルトニウム注2 

米国 49.3 716 

ロシア 61.3 167 

英国 138.9 26 

フランス 83.2 299.6 

中国 未報告 未報告 

日本 9.0 169 

ドイツ ‐ 123.1 

ベルギー （50kg 未満注3） 44 

スイス 2kg 未満 20 
 （注 1）100k g 単位で四捨五入した値。ただし、50k g 未満の報告がなされている項目は合計しない。 

 （注 2）1,000k g 単位で四捨五入した値。ただし、500k g 未満の報告がなされている項目は合計しない。 

 （注 3）燃料加工中、MO X 燃料等製品及びその他の場所のプルトニウム保管量（各項 目 50ｋｇ未満）。 

（出典） IAEA、INFCIRC/549「Communication Received from Certain Member States Concerning Their Policies Regarding the 

Management of Plutonium」に基づき作成。 

 ③ プルトニウム利用計画の公表

 我が国初の商業再処理工場である日本原燃株式会社六ヶ所再処理施設は、2006  年 3 月よ

 り使用済燃料を使用してアクティブ試験を行い、2014  年 1 月には、新規制基準への適合性

確認に係る申請等が原子力規制委員会に提出されています。 

② プルトニウム管理状況の公表及び IAEAへのプルトニウム保有量の報告

原子力委員会は、プルトニウム国際管理指針に基づき、我が国のプルトニウム管理状況を

IAEAに対して報告しています。2020年 8月、原子力委員会は、2019年末における我が国の

プルトニウム管理状況を公表しました。また、IAEAに管理状況を報告する予定です。 

2019 年末時点で、国内外において管理されている我が国の分離プルトニウム総量は約

45.5tとなっています。国内保管分が約 8.9t、海外保管分が約 36.6t（うち、英国保管分が

約 21.2t、フランス保管分が約 15.4t）となっています [9]。我が国の原子力施設等におけ

る分離プルトニウムの保管等の内訳等は資料編に示します。また、IAEA から公表されてい

る、各国が 2018年末において自国内に保有するプルトニウムの量は表 4-2 のとおりです。 

表 4-1 分離プルトニウムの管理状況 

2019年末時点 

総量（国内＋海外） 約 45.5t 

国内 約 8.9t 

（総量） 約 36.6t 
内訳 

海外 英国 約 21.2t 
内訳 

フランス 約 15.4t 
（出典）第 24 回原子力委員会資料第 1 号 内閣府「我が国のプルトニウム管理状況」（2020 年） 
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適合審査と使用前事業者検査等を経て同施設が竣工し操業を開始すれば、プルトニウム

が分離、回収されることになります。そのため、プルトニウム利用の一層の透明性向上を図

る観点から、2003 年の「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方について」に

基づき、電気事業者は 2006 年より毎年度、プルトニウムを分離する前にその利用目的等を

記載した利用計画を公表し、原子力委員会はその妥当性を確認していました。 

2010 年 3 月に電気事業者が公表した計画では、全国の 16～18 基の原子炉でのプルサーマ

ル導入を目指すとの方針が示されましたが、その後、東電福島第一原発事故による原子力発

電所の運転停止や、六ヶ所再処理工場でのプルトニウムの回収がなかったこと等から、プル

トニウム利用計画の策定・公表は見合わされてきました。

2018 年 3 月に電気事業連合会は、16～18 基の導入目標については「海外に保有するプル

トニウムを含め、六ヶ所再処理工場において 800t 再処理時に回収されるプルトニウムを各

社で確実に利用するために導入しており、それを基にしてはじかれている基数であること

から、電気事業者としては、この方針を堅持」することを明らかにしました。また、電気事

業者にとって、プルサーマルを含む核燃料サイクルの重要性に変更はなく、プルサーマル導

入に向けて最大限取り組み、海外に保有するプルトニウム及び今後六ヶ所再処理工場にお

いて回収されるプルトニウムを、各社が確実に利用していくことを強調しました。 

原子力委員会は 2018 年 7 月に公表した「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考

え方」において、電気事業者及び原子力機構が、プルトニウムの所有者、所有量及び利用目

的を記載した利用計画を改めて策定した上で、毎年度公表していくとしています。 

2019年 12月末時点における各社のプルトニウム所有量は表 4-3 のとおりです。 

表 4-3 各社のプルトニウム所有量（2019 年 12 月末時点） 
（全プルトニウム量、kgPu）

国内所有量 海外所有量

所有者 JAEA 日本原燃 発電所 仏国 合計
小計 英国 小計

北海道電力 － 91 － 91 106※5 138 244 336

東北電力 17 99 － 116 318 312 630 746

東京電力HD 198 957 205 1,361 3,171※5 9,154 12,325 13,685

中部電力 119 231 213 563 2,331 1,078 3,409 3,972

北陸電力 － 11 － 11 145 － 145 156

関西電力 268 703 － 971 7,705 3,524 11,229 12,200

中国電力 29 107 － 136 652 645 1,297 1,433

四国電力 93 168 198 459 97 975 1,072 1,532

九州電力 112 403 － 515 167 1,542 1,710 2,225

日本原子力発電 150 179 － 329 744 3,811※6 4,554 4,883

(電源開発)※4

合計 987 2,950 616 4,553 15,435 21,180 36,615 41,168

※1 ※2 ※3 ※4

※ 端数処理（小数点第一位四捨五入）の関係で、合計が合わない箇所がある。また、「－」はプルトニウムを所有していないことを示す。

※１ 日本原子力研究開発機構（JAEA)にて既に研究開発の用に供したものは除く。
※２ 各電気事業者に引渡し済のプルトニウム量を記載している。
※３ ＭＯＸ燃料が原子炉に装荷され、原子炉での照射が開始されると、相当量が所有量から減じられる。
※４ 仏国回収分のプルトニウムの一部が電気事業者より電源開発に譲渡される予定。（核分裂性プルトニウム量で東北電力 約0.1トン、東京電力HD

約0.7トン、中部電力 約0.1トン、北陸電力 約0.1トン、中国電力 約0.2トン、四国電力 約0.0トン、九州電力 約0.1トンの合計約1.3トン）
※５ 東京電力HDが仏国に保有しているプルトニウムの一部（核分裂性プルトニウム量で約40kg）が北海道電力に譲渡される予定。
※６ 日本原子力発電の英国での所有量は一部推定値を含む。

（出典）電気事業連合会ホ ー ム ペ ー ジ  [10] 
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 ④ プルトニウム・バランスに関する取組

 2016  年 5 月に成立した再処理等拠出金法に対する附帯決議において、再処理を担う新た

 な認可法人として同年 10月に発足した使用済燃料再処理機構が策定する使用済燃料再処理

等実施中期計画（以下「実施中期計画」という。）を経済産業大臣が認可する際には、原子

力の平和利用やプルトニウムの需給バランス確保の観点から、原子力委員会の意見を聴取

することとされています。 

これに基づき、原子力委 員会は 2016  年 10月に実施中期計画に関する最初の見解を示し、

 再処理関連施設が IAEAの保障措置下にあること等から、平和利用の観点から妥当であると

の判断を示しましたが、実施時期及び量を含む実施中期計画は、再処理を実施する前に提示

 されるよう要請しました。原子力委員会が 2018  年 2月に実施したヒアリングで、日本原燃

株式会社は、今後の再処理量等は、再処理等拠出金法に基づいて使用済燃料再処理機構が定

め、国が認可した計画に基づき実施する方針を明らかにしました [11]。 

 さらに、2018  年 7 月に原子力委員会が公表した「我が国におけるプルトニウム利用の基

本的な考え方」においても、再処理等の計画の認可に当たっては、六ヶ所再処理工場、MOX

燃料加工工場及びプルサーマルの稼働状況に応じて、プルサーマルの着実な実施に必要な

量だけ再処理が実施されるよう認可を行い、 生産された MOX 燃料が、事業者によって時宜を

失わずに確実に消費されるよう指導・確認する方針が明示されました。また、プルトニウム

の需給バランスを確保し、再処理から照射（原子力炉での燃料としての利用）までのプルト

ニウム保有量を必要最小限とし、再処理工場等の適切な運転に必要な水準まで減少させる

ため、事業者に必要な指導を行い、実現に取り組むことも明示されました [8]。 
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4－2 核セキュリティ 

核セキュリティとは、「核物質、その他の放射性物質、その関連施設及びその輸送を

含む関連活動を対象にした犯罪行為又は故意の違反行為の防止、探知及び対応」のこと

をいいます [12]。 

我が国は、「核物質及び原子力施設の防護に関する条約」の義務を遵守しており、原

子炉等規制法により、原子力施設に対する妨害破壊行為、核物質の輸送や貯蔵、原子力

施設での使用等の各段階における核物質の盗取を防止するための対策を原子力事業者

等に義務付けています。国は、原子力事業者等が講じる防護措置の実効性を定期的に確

認しています。 

なお、2001  年 9  月 11 日の米国同時多発テロ事件以降、放射性物質の発散装置（いわ

ゆる「汚い爆弾」）の脅威も懸念されるようになり、核爆発装置に用いられる核燃料物

質だけでなく、あらゆる放射性物質が防護の対象となってきました。従来は、核物質の

不法移転及び原子力施設や核物質輸送への妨害破壊行為に対する防護対策であったも

のが、放射性物質の盗取及び関連施設又は輸送への妨害破壊行為、更に規制管理外の

核物質やその他の放射性物質にまで、防護の対象が広がっています。 

（1） 核セキュリティに関する枠組み・体制

① 国際的な核セキュリティに関する枠組み

1987 年 2 月に発効した「核物質の防護に関する条約」（以下「核物質防護条約」という。）

は、核物質の不法な取得及び使用の防止を主目的とした条約であり、2020 年 3 月時点の締

約国は 161 か国と 1機関（ユーラトム）です [13]。2005 年の改正で、適用の対象が国内で

使用、貯蔵、輸送されている核物質又は原子力施設へと拡大されるとともに、処罰対象の犯

罪が拡大され、題名が「核物質及び原子力施設の防護に関する条約」（以下「改正核物質防

護条約」という。）へと改められました。改正核物質防護条約の発効には、締約国の 3分の

2 による締結が必要であり、2016 年の第 4 回核セキュリティ・サミット（米国ワシントン

DC にて同年 3 月 31 日、4 月 1 日開催）後、102 か国の締結を以て同年 5 月 8 日に改正が発

効しました [14]。 

2001 年 9 月 11 日の米国同時多発テロ事件を契機として、原子力施設自体に対するテロ攻

撃や、核物質やその他の放射性物質を用いたテロ活動（いわゆる「核テロ活動」）の脅威等

に対処するための対策強化が求められるようになりました。IAEA は、核物質や放射性物質

の悪用が想定される脅威を以下の 4種類に分類しています [15]（図 4-4）。 

i） 核兵器の盗取

ii） 盗取された核物質を用いて製造される核爆発装置

iii）その他の放射性物質の発散装置（いわゆる「汚い爆弾」）

iv） 原子力施設や放射性物質の輸送等に対する妨害破壊行為
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図 4-4 IAEA が想定する核テロリズム 

（出典）外務省「核セキュリティ」 [15]

2005年には「核によるテロリズムの行為の防止に関する国際条約」（以下「核テロリズム

防止条約」という。）が国連総会で採択され、2007 年 7 月に 22 か国の締結により発効しま

した。同条約は、核によるテロリズムの行為の防止並びに、同行為の容疑者の訴追及び処罰

のための効果的かつ実行可能な措置を取るための国際協力を強化することを目的としてい

ます。我が国は 2007年に締約国となり、2020年 3月時点の締約国数は 116か国です [16] 

[17]。

我が国は、テロ対策のための国際的な取組に積極的に参画しており、前述の改正核物質防

護条約や核テロリズム防止条約を含め、国連その他の国際機関で採択された 13のテロ防止

関連諸条約を締結しています。 

また、IAEAは、各国が原子力施設等の防護措置を定める際の指針となる文書（IAEA核セ

キュリティ・シリーズ文書）について、体系的な整備を実施しています。最上位文書として

の基本文書（2013年 2月発刊の「国の核セキュリティ体制の基本：目的及び不可欠な要素」）、

及び 3 つの勧告文書（2011 年 1 月に発刊された「核物質及び原子力施設の物理的防護に関

する核セキュリティ勧告改訂第 5版」（INFCIRC/225/Rev.5)、「放射性物質及び関連施設に関

する核セキュリティ勧告」、並びに「規制上の管理を外れた核物質及びその他の放射性物質

に関する核セキュリティ勧告」）に加えて、実施指針 23冊、技術指針 14冊（一部新旧版が

併存）が刊行されています（2020年 3月時点） [18]。さらに、IAEAが加盟各国の核セキュ

リティ体制強化のための支援サービスとして主導する国際核物質防護諮問サービス（IPPAS6）

も、核物質防護条約等の枠組みへの準拠と措置の実効性の向上を図る上で重要な取組の

つです。 

一

6 International Physical Protection Advisory Service 
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② 国内の核セキュリティ体制

1） 核物質及び原子力施設の防護

我が国では、原子炉等規制法により、原子力施設に対する妨害破壊行為、核物質の輸送や

貯蔵、原子力施設での使用等に際して核物質の盗取等を防止するための対策を原子力事業

者等に義務付けています。原子力事業者等は、原子力施設において核物質防護のための区域

を定め、当該施設を鉄筋コンクリート造りの障壁等によって区画しています。さらに、出入

管理、監視装置や巡視、情報管理等を行っています。また、核物質防護管理者を選任して、

核物質防護に関する業務を統一的に管理しています（図 4-5）。国は、原子力事業者等が講

じる防護措置の実効性を、核物質防護規定の遵守状況の検査（核物質防護検査）において定

期的に確認しています。 

現在、原子力施設の核物質防護対策は、原子炉等規制法に基づき、図 4-6に示す体系で

行われています。 

図 4-5 原子力施設における核物質防護（措置の例） 

（出典）第 1 回核セキュリティに関する検討会資料 4 原子力規制委員会「核セキュリティに関する現状」（2013 年） 
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図図  44--66  原原子子力力施施設設ににおおけけるる核核物物質質防防護護のの仕仕組組みみ  

（出典）原子力規制委員会作成 

2） 輸送における核セキュリティ

表 4-4 に示すように、輸送時の核セキュリティは、輸送の種類によって所管する規制行

政機関及び治安当局が異なります。特定核燃料物質7の輸送の際の要件は、陸上輸送に関し

ては原子炉等規制法で、海上輸送に関しては「船舶安全法」（昭和 8年法律第 11 号）で定め

られています。 

表表  44--44  特特定定核核燃燃料料物物質質のの輸輸送送をを所所管管すするる関関係係省省庁庁  

輸送物 輸送方法 輸送経路・日時 

陸上輸送 原子力規制委員会 

【所外輸送】 

国土交通省 

【所内輸送】 

原子力規制委員会 

都道府県公安委員会 

海上輸送 国土交通省 国土交通省 海上保安庁 

（注）特定核燃料物質の航空輸送は実施されない。 

（出典）第 2 回核セキュリティに関する検討会資料 4 国土交通省・原子力規制庁「輸送における核セキュリティの検討について」

（2013 年） 

7 プルトニウム（プルトニウム 238の同位体濃度が  100 分の 80を超えるものを除く）、ウラン 233、ウラン

 235  のウラン  238 に対する比率が天然の混合率を超えるウランその他の政令で定める核燃料物質（原子炉

等規制法第 2 条第 6項）。 
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センターは人材育成支援、技術開発等の活動を積極的に進めています。

人材育成支援では、原子力平和利用のセミナー、バーチャルリアリティ（VR）技術や核物

質防護の実習施設を活用したトレーニング、保障措置の体制整備の実務者トレーニング等

を実施し、各国から高い評価を受けています。また、IAEA 査察官向けに、原子力機構の施

設を活用した我が国でしか実施できないトレーニングを提供し、IAEA からも高く評価され

ています。これらの受講者数は、4,600 名以上に上っています。 

技術開発では、欧米と協力して、押収・採取された核物質を分析して出所等を割り出す核

鑑識技術、中性子線を照射して対象物を非破壊分析するアクティブ法等の技術開発を進め

ています。アクティブ法は対象物からの放射線による影響があっても適用できる分析手法

であり、高い放射線レベルの試料中の核物質測定等への適用が期待されています。また、従

来の方法では検知困難な厚い遮へい体で覆われたコンテナ等に隠された核物質を非破壊で

検知する核検知技術等の開発、核セキュリティ事象における核物質・放射性物質の魅力度

（核爆発装置や放射性物質を飛散させる爆発物等への転用のしやすさ）の評価研究も進め

8 Integrated Support Center for Nuclear Nonproliferation and Nuclear Security 

（2  ） 核セキュリティ対策の強化

  ① 原子力規制委員会における取組

核物質防護に係る規制については、  「核物質及び原子力施設の物理的防護に関する核セキ

  ュリティ勧告第 5版」（INFCIRC/225/Rev.5）を踏まえて導入した個人の信頼性確認制度の運

用状況等について重点的に核物質防護検査を行うとともに、核物質防護規定の変更認可申

請の審査を厳正かつ適切に実施しました。また、2020 年度からの運用開始に向け、2019 年

6 月から開始した核物質防護に係る原子力規制検査の試運用の状況等を踏まえ、「原子力

規制検査における個別事項の重要度評価プロセスに関するガイド（核物質防護用）」案等の

作成を進めました。核セキュリティ対策の強化に資する制度整備については、実用発電用原

子炉施設等以外の原子力施設に対する内部脅威対策の強化等に係る原子力規制委員会規 則

の改正（2019年 3月施行）、原子力施設の情報システムに係る妨害破壊行為等の脅威の策定 

等を踏まえて核物質防護に係る審査基準を改正（2019 年 4 月施行）したほか、上記試運

用の結果等を踏まえつつ、関係法令や原子力規制検査関連文書の整備を進めました。 

そのほか、原子力事業者等との間では、原子力規制委員会が経営層との面談等を通じてセ

キュリティに対する関与意識の強化を図っています。さらに、原子力規制庁は、原子炉等規

制法に基づき、特定核燃料物質の防護のために事業者とその従業員が守るべき核物質防護

規定の認可、同規定の遵守状況の検査を毎年行っています。 

  ② 文部科学省における取組

  我が国は 2010 年の核セキュリティ・サミットにおいて、  主にアジア諸国の核セキュリテ

 ィ強化を支援するセンターの設立を表明し、同年 12   月に原子力機構に「核不拡散・核セキ

ュリティ総合支援センター（ISCN8）」を設置しました。核不拡散・核セキュリティ総合支援
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ています。 

そのほか、核不拡散・核セキュリティ総合支援センターでは原子力平和利用と核不拡散・

核セキュリティに係る国際フォーラムを年次で開催しており、2019 年 12 月に開催されたフ

ォーラムでは、「『2020』とその先の世界を見据えた 核セキュリティの課題と方向性」をテ

ーマに、国内外の有識者による講演や議論が行われました [19]。 

③ 国際的取組への対応

 我が国は 2015 年 2 月に前述の IAEA の IPPAS ミッションを受け入れ、同年 6 月に報告書

を受領しました。また、2018 年 11 月から 12 月には、同ミッションでの勧告事項や助言事

項に対する対応状況についてのフォローアップミッションを受け入れ、2019 年 4 月に報告

書を受領しました。同フォローアップミッションからは「前回のミッション以降、日本の核

セキュリティ体制には顕著な改善がみられる。その体制は、強固で十分に確立されており、

改正核物質防護条約の基本原則に従ったものである。」との見解が示されました。原子力規

制委員会は、これらのミッションの評価結果を踏まえ、引き続き核セキュリティ対策の向上

に取り組んでいくとともに、IAEA との密接な協力の下、国際社会に貢献していく方針です 

[20] [21]。

我が国は、東京 2020 大会に向け、大規模国際行事の核テロ対策を強化することとしてい

ます。2018 年 2 月には、IAEA との間で「東京 2020 年オリンピック・パラリンピック競技大

会の機会における核セキュリティ措置の実施支援分野における日 IAEA 間の実施取決め」に

署名しました [22]。この取決めに基づいて、2019 年 10 月には「大規模公共行事における

核セキュリティ対策に関する机上訓練」が実施され、東京 2020 大会を念頭に、各関係機関

の対応等について議論が行われました。訓練には我が国の各関係機関に加え、IAEA 及び米

国政府の関係者等も参加し、大規模公共行事における核セキュリティ分野での取組事例や

対応等が紹介されました [23]。 

なお、米国との間では 2019 年 6 月 25 日に、核セキュリティの研究開発の分野における

秘密情報の交換に関する書簡を交換しており、この分野における日米協力の更なる深化が

期待されます [24]。 

2019 年 11 月 12 日から 14 日には、外務省と原子力機構核不拡散・核セキュリティ総合支

援センター、米国エネルギー省国家原子力安全保障庁の共催で、核物質及びその他の放射性

物質の輸送セキュリティに関する国際シンポジウムが東京で開催されました。同シンポジ

ウムには、37 か国、IAEA、国際海事機関（IMO9）等の国際機関、原子力産業界、国内関係省

庁等から約 120 名が参加し、核物質輸送セキュリティに関する経験、取組、制度等について

良好事例の共有があったほか、輸送セキュリティに係る共通の課題について活発な議論や

意見交換が行われました。また、このシンポジウムの成果は、2020 年 2 月に開催された IAEA

の核セキュリティ国際会議のサイドイベントで紹介されました [25] [26]。 

9 International Maritime Organization 
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（3） 核セキュリティに関する国際的な取組

① 核セキュリティ・サミット

米国同時多発テロ（2001 年 9 月 11 日）以降、国際社会は新たな緊急性を持ってテロ対策

を見直し、取組を強化してきました。2009 年 4 月、オバマ米大統領（当時）がプラハ（チ

ェコ）において演説を行い、核テロは地球規模の安全保障に対する最も緊急かつ最大の脅威

とした上で、核セキュリティ・サミットを提唱しました。同サミットは 4回にわたり開催さ

れました。 

2010 年 4 月にワシントン DC（米国）で開催された第 1回のサミットで、我が国は、「核セ

キュリティ強化のためのアジア総合支援センターを 2010 年中に我が国に設立」、「核物質の

測定、検知及び核鑑識に係る研究開発の実施」、「IAEA 核セキュリティ事業に対する一層の

財政的・人的貢献」、「世界核セキュリティ協会（WINS10）会合の我が国での開催」の 4つの

協力措置を表明しました。2012 年 3 月にソウル（韓国）で開催された第 2 回サミットで、

我が国は、第 1回で表明した協力措置全てを達成したことを報告しました。また、第 2回サ

ミットでは核セキュリティ向上のための様々なテーマについて、リード国が中心となって

有志国を取りまとめ、具体的な取組を実施する「バスケット提案方式」が採用され、我が国

は輸送セキュリティに関するバスケット提案をリードしました。2014 年 3 月にハーグ（オ

ランダ）で開催された第 3回サミットでは、安倍首相が、「国内の研究施設にある核物質の

移転・処分を内容とする日米合意の発表を含む、核物質の最小化と適正管理についての我が

国のこれまでの取組と今後の方針」、「核物質防護条約改正への対応等の国内取組強化」、「核

不拡散・核セキュリティ総合支援センターによる各国の人材育成・能力構築、輸送セキュリ

ティに関するバスケット提案等の国際貢献の強化」の 3 つの柱からなるステートメントを

発表し、我が国の核セキュリティ向上への姿勢を表明しました。第 4回サミットは 2016 年

3 月にワシントン DC（米国）で開催され、我が国は、第 2回サミット後に設置された日米核

セキュリティ作業グループの活動の一環として、第 3 回サミットで約束した高速炉臨界実

験装置（FCA11）の核燃料の全量撤去を日米で緊密に連携し完了したこと、また同作業グルー

プの活動を継続し、その枠組みの下で京都大学臨界集合体実験装置（KUCA12）の高濃縮ウラ

ン（HEU13）燃料を低濃縮ウラン（LEU14）燃料に転換し、全ての高濃縮ウラン燃料の米国への

撤去を行うことを決定したことについて、日米共同声明の形にまとめて国際社会に対する

メッセージとして発出しました。最終回となった第 4回サミットでは、サミット終了後の核

セキュリティ強化の取組に向けた行動計画等が採択されました [27] [28]。

10 World Institute for Nuclear Security 
11 Fast Critical Assembly 
12 Kyoto University Critical Assembly 
13 High Enriched Uranium 
14 Low Enriched Uranium 
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② 国連の行動計画

国連総会と国連安全保障理事会（以下「安保理」という。）は、グローバルな核セキュリ

ティを強化する上で重要な役割を果たしています。2016 年の第 4 回核セキュリティ・サミ

ットで発表された国連の行動計画では、2021 年までに国連安保理決議第 1540 号15の核セキ

ュリティ責務を完全に履行するための取組、同決議の 2016 年包括的レビューの機会を利用

した同決議の履行と 1540 委員会16及びその専門家グループへの支援の強化に加えて、核テ

ロリズム防止条約の発効 10 周年を機に、同条約の履行状況を評価する締約国会合を 2017 年

に開催することを目指す方針が示されました。核テロリズム防止条約発効 10 周年を記念す

る締約国会合は、2017 年 12 月にウィーンで開催され、同条約の有効性を高めるため、締約

国を今後更に拡大していく方向性が確認されました [29]。 

③ IAEA における取組

IAEA は 2002 年 3 月、核テロ対策を支援するために、核物質及び原子力施設の防護等 8つ

の活動分野で構成される核セキュリティ第 1 次活動計画を策定し、核物質等テロ行為防止

特別基金を設立しました。現在は、2017 年に承認された第 5次行動計画（2018 年から 2021

年）が遂行されています [30]。 

これまでに 2013 年、2016 年、2020 年の 3 度にわたり、IAEA が主催する閣僚級会議「核

セキュリティに関する国際会議」が開催されました [31]。2020 年 2 月 10 日から 14 日に開

催された 3回目の会議「核セキュリティに関する国際会議：努力の維持と強化」には、130

以上の国が参加、我が国を含めて 55 名以上の閣僚レベルの代表者が出席し、核セキュリテ

ィを世界的に強化するという共通のコミットメントが確認され、核テロやその他の悪意の

ある行為による脅威に対抗する閣僚宣言が発出されました [32]。 

④ その他の取組

上記のほか、我が国も参加する、核セキュリティの向上を目的とした代表的な国際取組と

して、「大量破壊兵器及び物質の拡散に対するグローバル・パートナーシップ（GP17）」 [33]、

「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ（GICNT18）」、「核セキュリテ

ィ・コンタクトグループ（NSCG19）」 [34]等が挙げられます。これらは、それぞれ 2002 年、

2006 年の G8 を機に設置されましたが、その後 G8 の枠を超えて、多くの国や国際機関が参

加する取組へと拡大しています。また、2008 年の第 52 回 IAEA 年次総会の際に設立された

15 大量破壊兵器及びその運搬手段の拡散が国際の平和と安全に対する脅威を構成することが明記された、

初の国連憲章第7章下の国連安保理決議。全ての国連加盟国は非国家主体への大量破壊兵器（核兵器、生物

兵器、化学兵器）及びその運搬手段（ミサイル）の拡散防止の義務を負い、本件決議の履行について安保理

の下に置かれる1540委員会へ報告することが定められました。 
16 国連安保理決議第 1540 号の履行状況を把握・検討する目的で、国連安保理下に設置された委員会。 
17 Global Partnership 
18 Global Initiative to Combat Nuclear terrorism 
19 Nuclear Security Contact Group 
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「世界核セキュリティ協会（WINS）」は、核物質及び放射性物質がテロ目的に使用されない

ように、これらの物質の管理を徹底することを目的として活動を行っています。WINS は、

核セキュリティ管理に関する WINS アカデミーをオンラインで提供しているほか [35]、世

界各地で核セキュリティに関わるワークショップを開催しています。 
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4－3 核不拡散体制の維持・強化 

我が国は、世界で唯一の戦争被爆国として、核兵器のない世界に向けた国際社会の核軍

縮・不拡散の取組を引き続き主導していく使命を有しています。核兵器不拡散条約（NPT）

においては、核軍縮、核不拡散、原子力の平和的利用が三本柱となっています。 

① 国際的な核不拡散体制を維持・強化するための議論に積極的に参加する。

② 核不拡散への取組のための基盤強化のため、これに従事する有能な人材の育成に努め

る。

③ 「核不拡散と原子力の平和利用の両立を目指す趣旨で制定された国際約束・規範の遵

守が、原子力利用による利益を享受するための大前提」とする国際的な共通認識の醸成

に国際社会と協力して取り組む。

20 International Commission on Nuclear Non-proliferation and Disarmament 

（1 ） 国際的な核軍縮・不拡散体制の礎石としての核兵器不拡散条約（NPT）

 NPTは、米国、ロシア、英国、フランス及び中国を核兵器国と定め、これらの核兵器国に

は核不拡散の義務に加え、核兵器国を含む全締約国に対して誠実に核軍縮交渉を行う義務

 を課す一方、非核兵器国には原子力の平和利用を奪い得ない権利として認めて、IAEA の保

障措置を受託する義務を課すもので、国際的な核軍縮・核不拡散を実現し、国際安全保障を

確保するための最も重要な基礎となる普遍性の高い条約として位置付けられています。我

 が国は同条約を 1976 年 6 月に批准しており、2020 年 3 月時点の同条約の締約国数は 191

か国です（国連加盟国ではインド、パキスタン、イスラエル及び南スーダンが未加入） [36]。 

NPT運用検討会議は、条約の目的の実現及び条約の規定の遵守を確保することを目的とし

て、5  年に 1度開催される国際会議です。NPT運用検討会議では、 条約が発効した 1970 年以

来、その時々の国際情勢を反映した議論が展開されてきました。近年、NPT体制は深刻な課

 題に直面しており、我が国も条約発効  50  周年となる  2020  年の  NPT 運用検討会議の意義あ

る成果に向けた様々な取組を行ってきましたが、同会議は新型コロナウイルス感染症の影

響により延期になりました。 

（2 ） 核軍縮に向けた取組

 ① 核軍縮の推進に向けた我が国の取組

我が国は、唯一の戦争被爆国として、核兵器のない世界を実現するため、軍縮・不拡散外

 交を積極的に行っています。1994 年以降、国連総会に核兵器廃絶決議案を提出し、幅広い

国々の支持を得て採択されてきています。また、「核不拡散・核軍縮に関する東京フォーラ

ム」 （1998  年から  1999 年）やオーストラリア政府と共に「核不拡散・核軍縮に関する国際

委員会（ICNND20）」（2009  年から 2011年）を立ち上げ、現実的な報告書を国際社会に示して

 きました。さらに、2017 年に我が国は、核軍縮の進め方をめぐり様々なアプローチを有す

る国々の信頼関係を再構築し、核軍縮の実質的な進展に資する提案を得ることを目的とし
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て、「核軍縮の実質的な進展のための賢人会議」を立ち上げ、これまでに 5回の会合を開催

しました。2019 年 3 月に京都で開かれた第 4 回会合では、現下の状況において核軍縮を進

めるために必要な国際社会の取組について議論が行われ、その結果、NPT 運用検討会議第 3

回準備委員会へのインプットを念頭に、「京都アピール」が取りまとめられました [37]。

2019 年 7 月に東京で開かれた第 5回会合では、2020 年 NPT 運用検討会議及びその後を見据

えて、国際社会として核軍縮の進展をどのように図っていくかについて議論が行われまし

た。その結果、軍縮と安全保障の関係に関する困難な問題に焦点を当てつつ、これまでの賢

人会議における議論を総括する報告書を作成することが決定されました [38]。「議長レポ

ート」として取りまとめられた報告書は、2019年10月に若宮外務副大臣に提出されました。

同レポートは、安全保障と人道の観点からの主張の間のギャップを明らかにするとともに、

核廃絶のために直視すべき困難な問題を特定・検討し、国家や市民社会がとり得る措置を提

案する内容となっています [39]。2020 年 3 月には東京で、賢人会議における議論の成果の

フォローアップ及び更なる発展を目的として、核兵器国と非核兵器国を含む各国の政府関

係者及び民間有識者の参加を得て、「核軍縮の実質的な進展のための 1.5 トラック会合」を

開催しました [40]。 

また、我が国は、2010 年 9 月に我が国とオーストラリアが中心となって立ち上げた「軍

縮・不拡散イニシアティブ（NPDI21）」を通じて、核兵器国と非核兵器国の橋渡し役となるこ

とを目指した活動を行ってきています。最近では、NPDI として、2019 年 11 月の G20 外相会

合の際に、第 10 回 NPDI 外相会合を名古屋において日豪共同開催し、NPT 体制の維持・強化

の重要性に関する外相共同声明を発出しました。また、2020 年 NPT 運用検討会議プロセス

に計 15 本の作業文書を提出するなど、現実的・実践的な提案を通じて NPT 運用検討プロセ

スに積極的に貢献しています [41]。

② 包括的核実験禁止条約（CTBT22）

CTBT は、全ての核兵器の実験的爆発又は他の核爆発を禁止するもので、核軍縮・不拡散

を進める上で極めて重要な条約であり、我が国は 1997 年に批准しました。2020 年 3 月時点

で、署名国は 184 か国、批准国は 168 か国ですが、CTBT の発効に必要な特定の 44 か国のう

ち批准は 36 か国にとどまっており、条約は発効していません [42]。未批准の発効要件国

は、インド、パキスタン、北朝鮮、中国、エジプト、イラン、イスラエル及び米国です。 

我が国は、残り 8か国の発効要件国の批准を含む CTBT の発効を重視しており、発効促進

会議、CTBT フレンズ外相会合、賢人グループ（GEM23）による取組への積極的な関与及び支

援に加え、二国間協議を通じて未批准国への働きかけに積極的に取り組んでいます。2019 年

21 Non-proliferation and Disarmament Initiative 
22 Comprehensive Nuclear Test Ban Treaty 
23 Group of Eminent Persons 
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9 月にはニューヨークの国連本部で第 11 回 CTBT 発効促進会議が開催され、茂木外務大臣が

出席し、CTBT の発効促進に向けた我が国の取組を紹介するとともに、核軍縮・不拡散の取

組が着実に進展することへの期待と決意を表明しました [43]。 

また、検証体制については、我が国は、国内に国際監視制度（IMS24）の 10 か所の監視施

設及び実験施設を維持・運営しているほか（図 4-7）、世界各国の将来の IMS ステーション

オペレーター（観測点の運営者）の能力開発支援や包括的核実験禁止条約機関（CTBTO25）へ

の検証体制関連分野への任意拠出の提供を通じて、その強化に貢献しています [44]。 

図図  44--77  日日本本国国内内のの国国際際監監視視施施設設設設置置ポポイインントト  

（出典）外務省「CTBT 国内運用体制の概要 日本国内の国際監視施設設置ポイント」 [45] 

③ 核兵器用核分裂性物質生産禁止条約（「カットオフ条約」（FMCT26））

1993 年 9 月にクリントン米大統領（当時）が提案した FMCT は、兵器用の核分裂性物質

（兵器用高濃縮ウラン及びプルトニウム等）の生産を禁止することで、新たな核兵器保有国

の出現を防ぎ、かつ核兵器国における核兵器の生産を制限するもので、核軍縮・不拡散の双

24 International Monitoring System 
25 Comprehensive Nuclear Test Ban Treaty Organization 
26 Fissile Material Cut-off Treaty 
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方の観点から大きな意義を有します。 

これまで、条約交渉を開始するための議論がジュネーブ軍縮会議（CD27）においてなされ

てきているものの、現在に至るまで実質的な交渉は開始されていません。そのため、2016 年

国連総会決議（A/RES/71/259）によって、国連事務総長の下に FMCT に関するハイレベル専

門家準備グループを設置することが決定されました。同準備グループは、将来の FMCT の交

渉に資するよう、条約の実質的な要素について議論し、勧告を作成してきました。2018 年 5

月から 6月には、ジュネーブにおいて 2回目（最終回）となるハイレベル専門家準備グルー

プ会合が開催されました。同グループは、これら 2回の会合における議論を経て報告書を採

択しました [46]。 

④ 核兵器禁止条約

 2010 年に米露間で新たな戦略兵器削減条約が結ばれて以降、更なる削減に向けた動きが

なく、核軍縮に向けた動きが停滞する中で、2013 年 3 月にオスロ（ノルウェー）にて「核

兵器の人道的影響に関する会議」が立ち上げられました。2014 年 12 月にウィーン（オース

トリア）で開催された第 3回会議では、非同盟運動（NAM28）諸国を中心に、核兵器の禁止に

向けたプロセスの開始を求める意見が出された一方、核兵器国である米英及び北大西洋条

約機構（NATO29）諸国、オーストラリア、韓国等からは、現実的かつ実践的アプローチに基

づく、ステップバイステップによる核軍縮を支持する立場が示されました。このような中で、

2016 年 10 月の国連総会において、多国間の核兵器撤廃交渉を 2017 年から開始する決議案

が賛成多数で可決され、2017 年 7 月に 122 か国・地域の賛成多数により「核兵器禁止条約」

が採択されました。 

我が国は唯一の戦争被爆国であり、政府としては、核兵器禁止条約が目指す核兵器廃絶と

いう目標を共有しています。近年、国際的な安全保障環境が悪化する中、核軍縮の進め方を

めぐっては、核兵器国と非核兵器国の間でのみならず、核兵器の脅威にさらされている非核

兵器国とそうでない非核兵器国の間でも立場の違いが顕在化しています。このような厳し

い状況の下、現実的に核軍縮を進めていくためには、非核兵器国のみならず、核兵器国の協

力を得ながら、現実的かつ実践的な取組を粘り強く進めていく必要があります [47]。 

（3） 核不拡散に向けた取組

国際的な核軍縮や核不拡散に関する取組は、NPT 等の国家間の条約を中心に、それを担保

するための IAEA との協定、二国間原子力協定、原子力関係の資機材・技術の輸出管理体制

等の国際的枠組みの下で実施されています。 

27 Conference on Disarmament 
28 Non-Aligned Movement 
29 North Atlantic Treaty Organization 
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① 原子力供給国グループ（NSG30）

1974 年のインドの核実験を契機として、原子力関連の資機材を供給する能力のある国の

間で原子力供給国グループ（NSG）が設立され、2020 年 3 月時点で我が国を含む 48 か国が

NSG に参加しています。NSG 参加国は、核物質や原子力活動に使用するために設計又は製造

された品目及び関連技術の輸出条件を定めた「NSG ガイドライン・パート 1」31を 1978 年に

選定し、これに基づいた輸出管理を行っています。さらに、その後策定された「NSG ガイド

ライン・パート 2」32は、通常の産業等に用いられる一方で原子力活動にも使用し得る資機

材（汎用品）及び関連技術も輸出管理の対象としています [48]。 

2019 年 6 月 20 日、21 日の両日には、ヌルスルタン（カザフスタン）において NSG 第 29

回総会が開催されました。総会では、国際安全保障環境の発展並びに原子力及び関連産業の

急速なペースに合わせて NSG ガイドラインを改訂することの重要性が再確認されています 

[49]。

② 北朝鮮の核開発問題

北朝鮮は、累次の国連安保理決議に従った、全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道

ミサイルの完全な、検証可能な、かつ、不可逆的な方法での廃棄を依然として行っていませ

ん。 

2018 年には 4月の南北首脳会談に加え、5月に豊渓里（プンゲリ）の核実験場を爆破し、

6月には史上初となる米朝首脳会談が行われ、北朝鮮は朝鮮半島の「完全な非核化」につい

て約束しました。しかし、2019 年 2 月に第 2 回米朝首脳会談が開催されたものの、いかな

る合意にも達することなく終了しました。その後 2019 年 6 月、米朝首脳が板門店で面会し、

10 月には米朝実務者協議がスウェーデンで開催されました。 

北朝鮮は、2019 年 5 月以降これまで 30 発を超える頻繁な弾道ミサイル等の発射を繰り返

しており、同年 10 月には潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM33）の発射を行いました [50] 。 

引き続き、北朝鮮による全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミサイルの完全な、

検証可能な、かつ、不可逆的な廃棄に向け、国際社会が一致結束して、安保理決議を完全に

履行することが重要です。 

30 Nuclear Suppliers Group 
31  NSG  ガイドライン・パート 1 の主な対象品目は、①核物質、②原子炉とその付属装置、③重水、原子炉

級黒鉛等、④ウラン濃縮、再処理、燃料加工、重水製造、転換等に係るプラントとその関連資機材。 
32 NSGガイドライン・パート 2の主な対象品目は、①産業用機械（数値制御装置、測定装置等）、②材料（ア

ルミニウム合金、ベリリウム等）、③ウラン同位元素分離装置及び部品、④重水製造プラント関連装置、 ⑤

核爆発装置開発のための試験及び計測装置、⑥核爆発装置用部品。
33 Submarine Launched Ballistic Missile
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③ イランの核開発問題

イランの核開発問題は、国際核不拡散体制への重大な挑戦となっていましたが、2015 年

7 月に、EU3+3（英国、フランス、ドイツ、米国、中国、ロシア及び EU）とイランとの間で

「包括的共同作業計画（JCPOA34）」が合意され、JCPOA を支持する安保理決議第 2231 号が

採択されました。JCPOA は、イランの原子力活動に制約をかけつつ、それが平和的であるこ

とを確保し、また、これまでに課された制裁を解除していく手順を詳細に明記したものです 

[51]。

IAEA 事務局長が 2015 年 12 月に、イランの核計画の軍事的側面に関する検証作業結果を

まとめた最終評価報告書を公表したこと、IAEA が 2016 年 1 月に、イランが JCPOA で約束し

た一部の措置を履行したことを検認したことを受け、米国及び EU は核関連の対イラン制裁

を停止・終了し、過去の関連する安保理決議によって課された制裁の一部が終了しました。

ただし、安保理決議第 2231 号に基づき、イランの核活動やミサイル等に関連する移転活動

には引き続き制約が課されることになりました。

しかし近年、JCPOA の維持が懸念される状況が生じています。2018 年には米国が JCPOA か

ら離脱し、同年 8月及び 11 月にイランに対する制裁措置を再適用しました [52] [53]。一

方でイランは、2019 年 5 月に JCPOA の履行の一部停止を発表し、11 月には JCPOA でウラン

濃縮活動を行わないことが規定されているフォルドの施設において、ウラン濃縮活動を再

開したことを発表しました [54]。また､2020 年 1 月には､JCPOA において制限されているウ

ラン濃縮活動に係る制約を取り払う旨を発表しました。2020 年 3 月に IAEA が公表した安保

理決議第 2231 号に基づくイランにおける検証及び監視に関する IAEA 事務局長報告書によ

れば、2020 年 2 月 19 日時点におけるイランの濃縮ウラン保有量は、1020.9 キログラムに

達しました [55]。これは、JCPOA で定めた上限 202.8 キログラムの 5倍を超える量です。 

我が国は、国際不拡散体制の強化と中東の安定に資する JCPOA を一貫して支持しており、

引き続きイランに対し､核合意を遵守するよう働きかけるとともに､中東における緊張緩和

と情勢の安定化に向け、関係国と連携していく方針です。2019 年 6 月には安倍首相がイラ

ンを訪問し、ローハニ大統領及びハメネイ最高指導者と会談を行いました。さらに 12 月に

はイランのローハニ大統領が来日して安倍首相と会談を行い、安倍首相は JCPOA を損なう

措置を控えるよう強く求めるとともに、IAEA との協力の重要性を強調しました。2020 年 2

月には茂木外務大臣がドイツにおいてイランのザリーフ外務大臣と会談し、JPCOA を遵守し、

IAEA と完全な形で協力するよう改めて求めました [56] [57] [58]。

④ 核不拡散の強化に向けた新たな動き

2006 年 9 月の IAEA 第 50 回記念総会の際に、核燃料供給保証35に関する特別イベントが開

34 Joint Comprehensive Plan of Action 
35 供給保証は、政治的な理由による核燃料の供給途絶を回避するものであり、そのメカニズムとしては、
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催され、我が国の「IAEA 燃料供給登録システム」を含め、様々な提案がなされました。 

その後、ロシアが主導するアンガルスクの国際ウラン濃縮センター（IUEC36）については、

ロシアの国営企業ロスアトムが 2010 年 3 月に IAEA と備蓄の構築に関する協定を交わし、

2011 年 2 月より燃料供給保証として 120t の低濃縮ウラン備蓄の利用が可能となりました。 

また、米国の NGO である核脅威イニシアティブ（NTI37）による低濃縮ウラン備蓄に関する

提案に関しては、カザフスタンに低濃縮ウランの核燃料バンクを設置し操業することにつ

いて、2015 年 8 月に同国と IAEA が協定に署名し、同バンクは 2017 年 8 月に開所しました 

[59]。2019 年 10 月には仏オラノ社、同 12 月にはカザフスタン国営原子力企業のカズアト

ムプロム社から低濃縮ウランが納入され、同バンクの操業に必要な低濃縮ウランの備蓄が

完了しました [60]。 

契約等に基づいて仮想的な備蓄や加工サービスを提供すること、又は核燃料の現物（天然ウランから燃料

集合体まで）を備蓄すること等が考えられます。 
36 International Uranium Enrichment Center 
37 Nuclear Threat Initiative 
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第5章  原子力利用の前提となる国民からの信頼回復 

東電福島第一原発事故の政府事故調報告書では、事故の状況や放射線の人体への影響等

についての政府や東京電力から国民に対する情報提供の仕方や内容に、多くの課題があっ

たことが指摘されました。また、事故が発生した際の緊急時だけでなく、平時の情報提供の

在り方についても課題が指摘されています [1]。これらの課題は、国民の原子力に対する不

信・不安を招く主原因の一つとなったと考えられます。この指摘も踏まえ、原子力に携わる

関係者は、国民の声に謙虚に耳を傾け、必要なあらゆる取組を一層充実し、信頼を回復させ

ていくことが不可欠です。 

原子力委員会は 2016 年 12 月、理解の深化に向けた根拠に基づく情報体系の構築につい

ての見解を取りまとめ [2]、国民が関心や疑問を持ったときに自ら調べ、疑問を解決し、理

解を深められるような情報体系の整備の必要性を指摘しました。2018 年 3 月には、原子力

分野におけるステークホルダーとのコミュニケーション活動の事例と考え方を取りまとめ

ました。 

5－1 理解の深化に向けた方向性 

東電福島第一原発事故は、福島県民をはじめ多くの国民に多大な被害を及ぼしました。事

故から既に 9年が経過した現在でも、依然として国民の原子力への不信・不安が根強く残っ

ています。さらに、事故を契機に、我が国における原子力利用は、原発立地地域に限らず、

電力供給の恩恵を受けてきた国民全体の問題として捉えられるようになりました。 

事故により失われた原子力利用に対する信頼を回復するために、原子力に携わる関係者

は、原発立地地域をはじめとする国民の声に謙虚に耳を傾けるとともに、原子力利用に関す

る透明性を確保し、国民の不信・不安に対して真摯に向き合うことが不可欠です。そのため

にまず、科学の不確実性やリスクにも十分留意しながら、双方向の対話や広聴等のコミュニ

ケーション活動をより一層進め、国民の関心に応え、取組や活動を強化していくことが必要

です。また、海外の先行的な取組事例等を参考に、信頼のための第一歩として、科学的に正

確な情報や客観的な事実（根拠）に基づく情報体系を整えていくことが必要です。 

IT 技術の進化に伴いコミュニケーション方法が多様化している中、ソーシャル・ネット

ワーク・サービス（SNS）をはじめとした国民の情報入手やコミュニケーションの手段の変

化に対応していくことも必要です。また、社会に定着したインターネットを国民とのコミュ

ニケーション活動のインフラとして利用できるような情報の整備が求められます。具体的

には、国民が疑問に思ったときに、インターネット等を活用して自ら調べ、疑問を解決し、

理解を深められるような環境の整備等の取組を実施していくことが重要です。 

第第５５章章  原原子子力力利利用用のの前前提提ととななるる国国民民かかららのの信信頼頼回回復復  
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5－2 科学的に正確な情報や客観的な事実（根拠）に基づく情報体系の整備と国

民への提供 

原子力委員会は 2016 年 12 月、理解の深化に向けた根拠に基づく情報体系の構築につい

ての見解を取りまとめ [2]、国民が関心や疑問を持ったときに、自ら調べ、疑問を解決し、

理解を深められるような情報体系の整備の必要性を指摘しました。そのためには、根拠を分

かりやすく解説した情報を提供するとともに、自らの関心に応じて調べ、必要に応じて専門

的な情報までたどれるようにすることが重要である旨を述べています。また、同見解では、

このような情報体系の整備にまず着手する分野として、国民の関心が高く、原子力政策の観

点でも重要な「地球環境・経済性・エネルギーセキュリティ（3E）」、「安全・防災（S）」、「放

射性廃棄物」、「放射線被ばくリスク」の 4点を挙げています。 

この指摘を踏まえ、原子力関係機関では、分野別に委員会や連携プラットフォームを立

ち上げ、情報体系の整備に向けた検討を進めています。特に、「3E」と「S」に関する情報

体系整備については、情報体系の具体化を検討しています。 

例えば量研は、原子力規制庁からの委託により、「放射線影響・放射線防護ナレッジベー

ス Sirabe1」を構築し、2019 年 3 月に公開しました。Sirabe は、放射線防護の基準の作成等

の規制活動に資するだけでなく、放射線規制の根拠となる放射線影響や放射線防護に係る

最新かつ国際的な知見を、規制当局を含む関係者及び国民に広く共有することを目的とし

て構築されています。Sirabe の掲載内容は体系的に整理されており、説明には出典が記載

されているため、自らの関心に応じて調べ、より専門的な内容にアクセスすることが可能と

なっています。例えば、我が国の放射線障害の防止に関する技術的基準の斉一を図ることを

目的として設置されている放射線審議会に関しては、設置経緯や、東電福島第一原発事故後

の機能・役割の強化等についての説明に加えて、1999 年に閣議決定された「審議会等の整

理合理化に関する基本的計画」等の同審議会の機能・役割の変化の経緯が確認できる資料に

もアクセスすることができ、同審議会をめぐる政策の変遷とその根拠が分かりやすく示さ

れています。（図 5-1） [3]。 

1 http://sirabe.nirs.qst.go.jp/sirabe/ 
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図図  55--11  ナナレレッッジジベベーースス「「SSiirraabbee」」ににおおけけるる体体系系的的なな情情報報整整理理のの例例  

（出典）「放射線影響・放射線防護ナレッジベース Sirabe」等に基づき作成 

原子力機構は、インターネットを通じて原子力に関連した科学的かつ客観的な情報提供

を行う「原子力百科事典 ATOMICA2」の再構築を検討しています [4]。 

さらに、一般財団法人日本原子力文化財団は、「国民各層との対話を通して、原子力やエ

ネルギー、放射線について的確な知識と理解を普及する」ことを目指し、エネルギーや原子

力に関する網羅的な情報を提供するウェブサイト「エネ百科3」を運営しています。エネ百

科では、原子力やエネルギーに関する説明資料の作成等に利用可能な図面集、原子力や放射

線等に関する電子パンフレット、原子力に関する専門用語や時事ネタに関する解説記事、子

ども向けも含めたコラム等、多数のコンテンツが提供されています。また、同財団の主催す

るセミナーの報告レポートや、高校生が作成したエネルギー・放射線に関する教材等も掲載

されています [5]。 

2 原子力関係機関の専門家、実務家、学識経験者の協力を得て作成されたインターネット上の百科事典。

2009 年より一般財団法人高度情報科学技術研究機構が運営してきましたが、2019 年 3 月から原子力機構が

業務を引き継ぎ、運営しています。 
3 https://www.ene100.jp/ 
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英国政府は様々な政策に関して、その政策自体を説明するだけでなく、政策の根拠となる

情報や関連する報告書等の文書をまとめてウェブサイト上で公表しています。 

例えば、英国政府は原子力発電利用を推進していますが、2025 年から 2035 年にかけて運

転開始する 100 万 kW 以上の原子炉新設に関する国家政策声明書（NPS4）の改定に向けて、

パブリックコンサルテーションを行った上で、新設サイトの選定基準と評価プロセスを

2018 年 7 月に決定しました。政府は、パブリックコンサルテーションで寄せられた公衆か

らの疑問に答える形でまとめた決定文書だけでなく、NPS 改定に際して考慮すべき気候変動

対策や環境保護等に関する目標や要件を示した複数の報告書も公開しており、関心を持っ

た国民は政策に関する詳細な情報を参照することが可能です。 

NNPPSS 改改定定にに向向けけたた新新設設ササイイトト選選定定基基準準とと評評価価ププロロセセススにに関関すするるササイイトト  

（出典）英国政府ウェブサイト [6]に基づき作成 

4 National Policy Statements 

コラム ～英国政府による政策情報の提供～ 
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5－3 コミュニケーション活動の強化 

我が国の原子力分野におけるコミュニケーション活動では、情報や決定事項を一方的に

提供し、それを理解・支持してもらうことに主眼が置かれてきました。しかし、現代では、

そのような枠組みが有効であった時代とは異なり、個々人が様々な情報に容易にアクセス

することが可能になりました。今後、我が国のコミュニケーション活動を考える上で、今ま

では見落としがちであった以下のような視点が必要と考えられています。 

 どのような者が政策や事業の影響を受けるかの把握（様々なステークホルダーの特定） 

 ステークホルダーが何を知りたいかの把握

 ステークホルダーの関心やニーズを踏まえたコミュニケーション活動の実施

欧米では、ステークホルダーとのコミュニケーションの本質・目的は信頼の構築にあると

捉え、研究成果等による根拠情報や政策情報等の情報体系の整備やステークホルダーとの

双方向のコミュニケーション活動に積極的に取り組んでいます。 

このような状況を踏まえ、原子力委員会は 2018 年 3 月に、原子力分野におけるステーク

ホルダー・インボルブメントの基本的な考え方を取りまとめました（図 5-2）。原子力委員

会は、コミュニケーション活動には画一的な方法はなく、ステークホルダーの関心や不安に

真摯に向き合い対応していくことが重要であり、諸外国における事例を参考にしつつ、関係

機関でコミュニケーションの在り方を考え、信頼構築につなげていく必要性を指摘してい

ます [7]。 

図図  55--22  スステテーーククホホルルダダーー・・イインンボボルルブブメメンントトのの要要点点  

（出典）第 9 回原子力委員会資料第 1-1 号 原子力政策担当室「ステークホルダー・インボルブメントに関する取組について」

（2018 年） [8] 
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科学的テーマに関する政策課題に関しても、公衆の意見を聴取しながら政策を策定して

いく例がみられます。 

英国では、1980 年代から公衆に向けた科学コミュニケーション活動が積極的に推進され

てきましたが、牛海綿状脳症（BSE5）の感染問題の影響等で、科学技術や科学技術的な政策

決定を行う政府に対する不信感が高まりました。議会上院科学技術委員会が 2000 年 2 月に

取りまとめた報告書「科学と社会」では、理解増進を目的とした一方向の情報提供ではなく、

政策決定プロセスにおいて双方向の対話等のステークホルダーとの協働に取り組むことの

重要性が指摘されました。また、科学的問題に関する世論に留意し、公衆対話を促進するた

め、既存の議会科学技術局（POST6）が科学的問題に関する公開協議と対話の促進状況を注

視し、議会に情報提供を行っていくことが勧告されました [9]。さらに、科学的テーマに関

する政策決定に際して公衆の意見を把握するための取組として、2004 年に Sciencewise が

設立され、これまでに 50 以上のテーマについて公衆との対話をしています [10]。 

対話の具体的な例として、地層処分場の立地候補サイト選定に関する対話を紹介します。

英国では、2008年に開始された選定プロセスが不調に終わり、エネルギー・気候変動省（DECC7、

当時）は、新たな選定プロセスに関する政策決定を行うため、案の検討段階で公衆の意見を

直接聴取することとし、公衆対話に実績のあるコンサルタントである 3KQ 社に委託される

形で対話が実施されました。3KQ 社は 2016 年 2 月と 3 月に、原子力事業との関連性や、都

市あるいは地方といった地域性を考慮し、イングランドの北部と南部の 2 カ所で公衆対話

を実施しました [11]。 

対対話話でで参参加加者者にに提提示示さされれたた地地層層処処分分場場事事業業ののププロロセセススをを示示ししたた図図  

5 Bovine Spongiform Encephalopathy 
6 Parliamentary Office of Science and Technology 
7 Department of Energy and Climate Change 

コラム ～科学的テーマに関する政策検討における公衆意見の聴取：公衆対話～ 

（出典）DECC「Implementing Geological Disposal」（2014年）  [12]

 公衆対話の実施状況と内容等については、別のコンサルタントである  URSUS 社が第三者

 的に評価を行い、その結果を委託者である  DECC  へ報告しました。URSUS 社は、対話プロセ

スが慎重に設計・運営されており、政策プロセスを遅らせることなく、オープンな政策立案

に貢献する優れた取組例であったと評価しています [13]。 
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英国では、放射性廃棄物管理会社(RWM 社)により地層処分事業が進められています。RWM

社は、地層処分の安全や環境影響の観点に関して政府や規制機関と緊密にコミュニケーシ

ョンを取りながら取組を進めています。また、地層処分場の立地に関心を表明する地域の自

治体関係者や住民とコミュニケーションを行い、信頼関係を構築していく重要性も強調さ

れています。地層処分事業は国家的に重要なインフラプロジェクトと位置付けられおり、住

民はもちろん、広く国民の疑問や関心にも答えていく必要があるとされています。RWM 社は

自社のウェブサイトにおいて、技術的な文書だけでなく一般向けの情報提供も行っており、

分かりやすい動画も活用しています。長期的な解決策（A long-term solution）と題した動

画では、原子力発電等によって発生した放射性廃棄物が、国内の複数のサイトで貯蔵されて

いる状況、地層処分場のコンセプト、RMW 社が地層処分場の選定活動を開始していることが

簡潔かつ明快にまとめられています。 

RWM 社の動画「長期的な解決策（A long-term solution）」 

（出典）RWM 社「Learn about the UK's mission to deal with radioactive waste」
8
より作成

英国だけでなく、フランスでも地層処分事業が進められており、2020 年中にも地層処分

場の設置許可申請が行われる予定です。地層処分事業を進めている放射性廃棄物管理機関

（ANDRA）も、ウェブサイトにおいて動画、パンフレット、四半期ごとに発行する機関誌等

の、一般向けの様々な情報提供を行っています [14]。 

8 https://www.youtube.com/watch?v=j_UF6rfoqrE&feature=youtu.be 

コラム ～英国とフランスにおける地層処分事業に関する国民への説明～ 

243第5章　原子力利用の前提となる国民からの信頼回復

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



5－4 原子力関係機関における取組 

（1） 国の取組

原子力の利用に当たっては、その重要性や安全対策、原子力防災対策等について、様々な

機会を利用して、国民全体及び原発立地地域の住民に対し、丁寧に説明することが重要です。 

資源エネルギー庁では、原子力を含めたエネルギーに関するシンポジウムや説明会等を

2016 年から累計 300 回以上実施するとともに、近時ではウェブサイトを通じた活動等の充

実に努めています。例えば、エネルギーに関する話題を分かりやすく発信するスペシャルコ

ンテンツをウェブサイトに掲載しています（図 5-3）。同コンテンツでは、週に約 2回、エ

ネルギーに関する記事を更新しているほか、様々なテーマに関する解説記事に加え、インタ

ビュー、基礎用語、Q&A、国際、歴史等、幅広い切り口でコンテンツを掲載しています [15]。 

9 Nuclear Waste Management Organization of Japan 

図 5-3 スペシャルコンテンツ 

（出典）資源エネルギー庁「スペシャルコンテンツ」 [16]より作成 

加えて、資源エネルギー庁では、核燃料サイクルや、高レベル放射性廃棄物の最終処分を

含む原子力政策等に関する広報・広聴活動を実施しています [17]。この活動では、立地地

域はもちろん、電力消費地域や次世代層をはじめとした国民全体に対して、シンポジウムや

説明会の開催等による丁寧な理解活動に取り組んでいます。 

 高レベル放射性廃棄物の最終処分に関しては、2017  年 7 月に科学的特性マップが公表さ

れて以降、国民理解・地域理解を深めていくための取組として、資源エネルギー庁、原子力

発電環境整備機構（NUMO9、以下「原環機構」という。）により、対話型全国説明会をはじめ

とする全国での対話活動が行われています [18] [19] [20]。 

さらに、資源エネルギー庁は、地域の実情に応じて、様々な主体が構築する「地域共生プ

ラットフォーム」（対話の場）の活動を支援しています（図 5-4）。同プラットフォームは、

地域住民をはじめ、行政、電力事業者、科学者や地域の様々な主体が参加し、原子力やエネ
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ルギー政策に加えて、原子力防災等について、双方向のきめ細かな対話を継続的に実施する

ことを想定しています [15]。 

2019 年度の「広報・調査等交付金」では、立地地域の住民の理解促進を図るため、地域共

生プラットフォームの活用も含め、地方公共団体が行う原子力広報等の各種取組への支援

を行っています [21]。なお、過年度に同交付金を活用して実施された広報事業等の概要と

評価をまとめた報告書は、資源エネルギー庁のウェブサイトにて公開されています [22]。 

図図  55--44  地地域域共共生生ののたためめののププララッットトフフォォーームム  

（出典）第 19 回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会資料 7 資源エネルギー庁「自主的な安全性

向上に係る政府の取組と今後の方向性について」（2019 年） [15] 

原子力規制委員会では、2017 年 11 月に行った 5年間の活動に関する振り返りの議論の中

で、立地地域の地方公共団体とのコミュニケーションの向上の必要性を確認し、これを踏ま

え、委員による現地視察と地元関係者との意見交換を実施しています。具体的には、委員が

分担して国内の原子力施設を視察するとともに、当該原子力施設に関する規制上の諸問題

について、被規制者だけでなく希望する地元関係者を交えた意見交換を行う取組を継続的

に行っています [23]。2019 年 4 月に四国電力株式会社伊方発電所に関して、2020 年 2 月

に九州電力株式会社川内原子力発電所に関して、地元関係者と意見交換を行いました [24]。 

（2） 原子力関係事業者の取組

各原子力関係事業者は、原子力発電所の周辺地域において地方公共団体や住民等とのコ

ミュニケーションを行っています。例えば、原子力総合防災訓練に参加し、防災体制や関係

機関における協力体制の実効性の確認を行うことや、発電所立地県内全自治体へ毎月訪問

して原子力に係る情報提供や問合せ対応等を行っています。また、一般市民への説明におい

ては、原子力発電所やその安全対策の取組についてより理解を深められるよう、投影装置、

映像、ジオラマ、VR スコープを活用した説明等が実施されています [25]。 

また、原子力発電所の立地地域や周辺地域だけでなく、広く国民全体やメディアに向けて、
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報道会見、プレスリリースや広報誌の発行等を通じた情報発信も行っています [26] [27]。 

これらの原子力関係事業者による取組を継続するとともに、より一層強化する必要があ

ります。2019 年 2 月の総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会で

は、原子力の自主的な安全性向上における双方向コミュニケーションを通じた安全の確保

の必要性や双方向のコミュニケーションの強化に向けた取組等について、議論が行われま

した [28]。 

2019 年 9 月、関西電力株式会社の役職員等が、福井県高浜町の元助役から多額の金品を

受領していたことが明らかになりました。この問題を受けて、経済産業省は関西電力株式会

社に対して、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）に基づく報告を求めました [29]。関西

電力株式会社は、同年 10 月に同件に関する背景や根本原因の究明、再発防止策の提言を行

う第三者委員会を設置し、2020 年 3 月 14 日に委員会による調査報告書を公表し、併せて調

査結果について経済産業省への報告を行いました [30] [31] [32] [33]。経済産業省では、

報告の内容を精査し、同社役職員による多額の金品受領や取引先等への不適切な発注行為

等の問題が認められたことから、同月 16 日に業務改善命令を発出しました。その主な内容

は以下のとおりです [34]。 

〈関西電力株式会社に対する業務改善命令〉10 

1. 公益事業である電気事業の運営の健全性及び適切性を確保するため、以下の事項を

含む問題事案の再発防止のための実効性ある具体的方策（以下「再発防止策」とい

う。）を策定し、及び実施すること。

（1） 今回の処分を踏まえた役職員の責任の所在の明確化

（2） 健全かつ適切な業務運営に取り組むための法令等遵守体制の抜本的な強化並

びに法令等遵守を重視する健全な組織風土の醸成

（3） 工事の発注・契約に係る業務の適切性及び透明性を確保するための業務運営体

制の確立

（4） 上記を着実に実行し、定着を図るための新たな経営管理体制の構築

2. 1.の再発防止策を実施するに当たっては、当該再発防止策の実効性について、外部人

材を活用した審査体制も含めて組織的に検証する体制を構築すること。また、当該再

発防止策の実効性が不十分であると認められる場合においては、必要に応じて追加

的な改善策を策定し、及び実施すること。

3. 上記 1.及び 2.に係る業務の改善計画を令和 2年 3月末までに提出するとともに、必

要な取組について株主総会の開催等により速やかに決定し、及び実行し、その決定及

び実行の状況について同年 6 月末までに報告を行うこと。その後も、経済産業省の

フォローアップに誠実に対応すること。

（3） 東電福島第一原発の廃炉に関する取組

東電福島第一原発の廃炉については、福島県や国民の理解を得ながら進めていく必要が

10 1.(2)から(4)の各事項は省略しています。 
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あります。そのため、正確な情報の発信やコミュニケーションの充実が図られており、事業

者や資源エネルギー庁では様々な取組を行ってきています。例えば、廃炉・汚染水対策に関

して、進捗状況を分かりやすく伝えるためのパンフレットや解説動画の作成に取り組んで

います（図 5-5）。 

図図  55--55  東東電電福福島島第第一一原原発発のの廃廃炉炉・・汚汚染染水水対対策策にに関関すするる広広報報資資料料  

（出典）資源エネルギー庁「廃炉・汚染水対策ポータルサイト」 [35]より作成 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構は、2016 年より「福島第一廃炉国際フォーラム」を毎

年実施し、廃炉の最新の進捗、技術的成果を国内外の専門家が広く共有するとともに、地元

住民との双方向のコミュニケーションを実施しています [36]。 

また、汚染水対策に関しては、風評被害等の社会的な観点も含めた多核種除去設備等

（ALPS）で処理した水（以下「多核種除去設備等処理水」という。）の取扱いが課題になっ

ています。これについて政府が開催した「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員

会」が 2020 年 2 月に公表した報告書では、多核種除去設備等処理水の取扱いに関する技術

的な観点からの提言に加え、風評被害対策の方向性についての提言がまとめられています 

[37]。

同報告書では、風評への影響を抑えるために、人々が安心できるような多核種除去設備等

処理水の処分方法を検討し、処分開始時期、処分濃度等について関係者の意見も踏まえて決

定することや、関係者をはじめ消費者の不安を払拭するために、周辺環境のモニタリングの

強化と、測定結果の分かりやすく丁寧な情報発信を行うことが重要であるとされています。

一方で、このような取組を行ったとしても、処分に際して風評被害が生じうることを想定し、

これまでの取組事例を踏まえながら、情報を正確に伝えるためのリスクコミュニケーショ

ンの取組、風評被害防止・抑制・補てんのための経済対策の双方を拡充・強化すべきとされ

ています。 

さらに、同報告書では、政府の方針決定及びその後における国民や関係者とのコミュニケ

ーションに関して、以下の点が挙げられています。 

 政府には、本報告書での提言に加えて、地元自治体や農林水産業者をはじめとした幅

広い関係者の意見を丁寧に聴きながら、責任と決意をもって方針を決定することを期

待する。その際には、透明性のあるプロセスで決定を行うべきである。

 政府の方針決定の中には、処分方法の決定のみならず、併せて講ずるべき風評被害対
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策についても、これまでの福島第一原発事故による風評被害対策の実績を踏まえ、拡

充・強化する形で取りまとめられるべきである。 

 方針の決定後も、国民理解の醸成に向けて、透明性のある情報発信や双方向のコミュ

ニケーションに長期的に取り組むべきである。

なお、廃炉に向けた取組については第 6章 6-1（2）「東電福島第一原発の状況と廃炉に向

けた取組」に、福島の復興・再生に関するコミュニケーションの取組については第 1章 1－

1（2）「福島の復興・再生に向けた取組」に詳細を記載しています。 
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5－5 立地地域との共生 

我が国の原子力利用には、原子力関係施設の立地自治体や住民等関係者の理解と協力が

必要であり、関係者のエネルギー安定供給への貢献を再認識していくことが重要です。また、

立地地域においては、地域経済の持続的な発展につながる地域資源の開発・観光客の誘致等

の地域振興策、地域経済への影響の緩和、防災体制の充実等、地域ごとに様々な課題を抱え

ており、政府は真摯に向き合い、それに対する取組を進めることが必要です。 

立地地域との共生を図る観点から、国は、電源三法（「電源開発促進税法」（昭和 49 年法

律第 79 号）、「特別会計に関する法律」（平成 19 年法律第 23 号）、「発電用施設周辺地域整備

法」（昭和 49 年法律第 78 号））に基づく地方公共団体への交付金の交付（図 5-6）等を行っ

ています。 

2020 年度予算では、「電源立地地域対策交付金」として 762.2 億円が計上されており、道

路、水道、教育文化施設等の整備や維持補修等の公共用施設整備事業や、地域の観光情報の

発信や地場産業支援等の地域活性化事業等に活用されます [38]。 

図図  55--66  電電源源三三法法制制度度  

（出典）電気事業連合会「INFOBASE」 [39] 
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また、原子力発電所の廃炉や長期稼働停止等による地域への影響を緩和し、中長期的な視

点に立った地域振興に国と立地地域が一体となって取り組むために、原子力発電施設等立

地地域基盤整備支援事業による地方公共団体への交付金の交付等が行われています。さら

に、同支援事業では、地域資源の活用とブランド力の強化を図る産品・サービスの開発、販

路拡大、PR 活動等の地域の取組に対する支援も実施しており、原子力発電所立地地域の経

済の活性化、雇用の確保、新たな産業の創出等を目指しています。 

原子力立地地域の振興のため、2000 年 12 月に 10 年間の時限を設けて議員立法にて成立

した「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」（平成 12 年法律第 148 号）に

ついては、2010 年 12 月に 10 年の延長を定めた改正法が成立しています。本法は原子力発

電施設等の周辺の地域について、地域の防災に配慮しつつ、総合的かつ広域的な整備に必要

な特別措置を講ずることにより、これらの地域の振興を図ることを目的とし、住民生活の安

全の確保に資する道路等の整備に対し、補助率の嵩上げ等の支援措置を講じています。 
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第6章 廃止措置及び放射性廃棄物への対応

6－1 東電福島第一原発の廃止措置

東電福島第一原発の廃炉及び汚染水対策は、「東京電力ホールディングス（株）福島

第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」（以下「中長期ロードマ

ップ」という。）に基づいて進められています [1]。 

また、中長期にわたる廃止措置を実施するには、国内外の幅広い分野の英知を結集

し、研究開発を進めていくとともに、廃炉作業や研究活動を維持、継続していくため、

研究者やエンジニア等の人材育成・確保の取組を進めることも重要です。国は、廃炉に

関する技術的難易度の高い課題に対する研究開発や人材育成を推進するとともに、研

究施設等の整備も進めています。さらに、国及び原子力関連機関は、廃炉・汚染水対策

に関する進捗状況、研究活動及び人材育成・確保に関する取組について、国民に対する

適切な情報提供を行うことが求められます。

東電福島第一原発の廃止措置等の実施に向けた基本方針等

中長期ロードマップでは、具体的な廃止措置の工程・作業内容、作業の着実な実施に向け

た、研究開発から実際の廃炉作業までの実施体制の強化や、人材育成・国際協力の方針等が

示されています。この中長期ロードマップは、東電福島第一原発の現場状況や廃炉に関する

研究開発成果等を踏まえ、継続的に見直していくことが原則とされており、2019 年 12 月に

5回目の改訂が行われました。現在、この中長期ロードマップに基づき、国も前面に立って、

安全かつ着実に取組が進められています（図 6-1）。 
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図 6-1 中長期ロードマップ（2019  年 12  月 27 日改訂）の概要

  （出典）第 2  1 回廃炉・汚染水対策福島評議会  資料 3-1 内閣府廃炉・汚染水対策チーム事務局「福島第一原子力発電所の廃炉

に向けた 中長期ロードマップの改訂について」   （2019 年） [2] 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構は、中長期ロードマップに技術的根拠を与え、その円滑・

 着実な実行や改訂の検討に資することを目的として、2015  年以降毎年「東京電力ホールデ

ィングス株式会社福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン」（以下「戦略プラ
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ン」という。）を策定しています。2019 年 9 月に公表された戦略プラン 2019 では、初号機

の燃料デブリ（溶融した核燃料と原子炉構造物等が混合した残骸・堆積物）取り出し方法の

確定に向けた提言とともに、廃棄物対策、汚染水対策、使用済燃料プールからの燃料取り出

し等も含めた構成とされており、東電福島第一原発廃炉の取組全体を俯瞰した中長期的視

点での方向性が提示されています [3]。 

原子力規制委員会は、2012 年 11 月から特定原子力施設監視・評価検討会1を開催し、東電

福島第一原発の監視・評価や同原発における放射性物質の安定的な管理に係る課題につい

て検討を行っています。また、東電福島第一原発の廃止措置に関する目標を示すため、「東

京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ」（2015 年 2 月策定、2020 年

3 月改訂。以下「リスク低減目標マップ」という。） [4]を策定し、リスク低減目標マップ

に従って廃炉・汚染水対策が計画的に実施されていることを確認しています。 

なお、東電福島第一原発の廃炉・汚染水対策に関する体制及び役割分担は、図 6-2 のと

おりです。国から重要課題の提示を受けた原子力損害賠償・廃炉等支援機構は、中長期戦略

の策定等を行い、東京電力に助言、指導及び勧告等を行います。また、技術研究組合国際廃

炉研究開発機構（IRID2）や原子力機構等の研究開発機関は、原子力損害賠償・廃炉等支援

機構と進捗状況や課題を共有し、研究を進めています。 

図図  66--22  東東電電福福島島第第一一原原発発廃廃炉炉・・汚汚染染水水対対策策のの役役割割分分担担  

（出典）原子力損害賠償・廃炉等支援機構「福島第一原子力発電所廃炉・汚染水対策の役割分担図」 [5]

1  2015  年  10 月から特定原子力施設放射性廃棄物規制検討会を開催し東電福島第一原発における廃棄物の

管理に係る検討を行っていましたが、廃止措置の進捗状況等を踏まえ、より包括的・合理的な監視・評価

の実施を図るため 2019  年 2 月 27日の第 63回原子力規制委員会において廃止が決定され、以後東電福島第

一原発における廃棄物の管理に係る検討についても、特定原子力施設監視・評価検討会にて行っています。 
2 International Research Institute for Nuclear Decommissioning 
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東電福島第一原発の状況と廃炉に向けた取組

① 汚染水対策

東電福島第一原発では、燃料デブリの冷却のため、事故を起こした原子炉内に注水を行っ

ています。この冷却用の水が原子炉建屋内に流入した地下水と混ざり合うことで、汚染水が

発生しています。現在、「汚染水問題に関する基本方針」 [6]における「汚染源を取り除く」、

「汚染源に水を近づけない」、「汚染水を漏らさない」  という 3つの基本方針に沿って対策が

進められています。 

「汚染源を取り除く」対策として、多核種除去設備（ALPS）等をはじめ、ストロンチウム

除去装置等の複数の浄化設備により汚染水の浄化を行い、ストロンチウムを多く含む高 濃

  度汚染水の処理は 2015   年 5月に一旦完了しました。更なるリスク低減の観点から、ストロ

ンチウム除去装置で処理した汚染水の多核種除去設備による再浄化や、継続的に日々発生

する汚染水の浄化等に取り組んでいます。なお、水素の同位体であるトリチウムは、多核種

除去設備等で除去できないため、多核種除去設備等処理水の取扱いが課題として挙げら れ

  ています。多核種除去設備等処理水の長期的取扱いの決定に向けて、政府は 2016   年 9月か

ら、汚染水処理対策委員会の下で「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会」を

開催し、風評被害等の社会的な観点も含めた総合的な検討を丁寧に進めてきました。2020年

2月に公表された同小委員会の報告書も踏まえ、政府として多核種除去設備等処理水の取扱

い方針を決定するため、地元自治体や農林水産業者をはじめとした幅広い関係者との意見

交換を行うこととしています。 

「汚染源に水を近づけない」対策は、汚染水発生量の低減を目的として、建屋への地下水

等の流入を抑制するものです。建屋山側の高台で地下水をくみ上げ海洋に排水する地下水

バイパス、建屋周辺で地下水をくみ上げ浄化して港湾へ排水するサブドレン、凍土方式の陸

側遮水壁が運用されています。こうした予防的・重層的な対策を進めたことにより、 汚染水

  の発生量は、対策前の約 540㎥/日（2014   年 5月）に対し、2020   年 3   月末実績では 180㎥/

日まで低減されています [3]。また、千島海溝津波を想定して、建屋流入に伴う建屋滞留水

の増加と流出を防止し、東電福島第一原発全体の廃炉作業が遅延するリスクを緩和する こ

  とを目的に、防潮堤が設置されます。2020 年度上期の防潮堤の設置完了を目標に、検討・

工事が進められています [7] [8]。 

「汚染水を漏らさない」対策としては、建屋内に溜まっている水の水位を周囲の地下水位

より低く保つよう、サブドレンから地下水をくみ上げることによる地下水位管理や、建屋内

に溜まっている水の排水等により、建屋内外の水位差管理が実施されています。 その中で、

  建屋滞留水の漏えいリスクを低減するため 1～4  号機建屋水位を順次引き下げており、2017

  年 12   月に 3、4号機間の連通部の切り離しを、2018   年 9   月に 1、2号機間の連通部切り離し

を完了しました。これにより、中長期ロードマップにおける目標工程（マイルストーン）の

一つである「1、2   号機間及び 3、4号機間の連通部の切り離し（2018年内）」を達 成し、滞

  留水を号機ごとに管理することができるようになりました。引き続き、2020 年内の建屋滞
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留水処理完了に向けて、順次水位低下が進められています [9]。貯水タンクについては、信

頼性の高い溶接型タンクの設置や、フランジ型タンクから溶接型タンクへのリプレース等

が進められています。フランジ型タンク内に貯留したストロンチウム処理水の浄化処理を

2018 年 11 月に完了し、処理後の多核種除去設備等処理水を溶接型タンクで保管していま

す。これによりストロンチウム処理水の漏えいリスクを大幅に低減することができます 

[10]。更なる漏えいリスクを低減する観点で、フランジ型タンク内の多核種除去設備等処理

水についても溶接型タンクへ移送を行ってきており、2019 年 3 月に完了しました [11]。ま

た、処理水の移送が完了したフランジ型タンクに関して、タンク内面を被覆してからタンク

を解体する従来の方法に加え、新技術であるレーザー除染によるダスト飛散対策も実施さ

れています [12]。 

5、6 号機放水口北側付近における海水中の放射性物質濃度の推移を図 6-3 に示します。

2011 年 3 月以降、放射性物質濃度が下がっていることが分かります。 

図図  66--33  55、、66 号号機機放放水水口口北北側側付付近近ににおおけけるる放放射射性性物物質質濃濃度度のの推推移移  

（出典）原子力規制庁「福島近傍・沿岸の海水の放射性物質濃度の推移」 [13]

② 使用済燃料プールからの燃料取り出し

事故当時 1～4 号機の使用済燃料プール内に保管されていた燃料は、リスク低減のため、

各号機の使用済燃料プールから取り出しを行い、敷地内の共用プール等において適切に保

管することとしています。4号機使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014  年 12 月に

完了しました。1号機は、燃料取り出しプランについて工法の見直しも含め検討が進められ

た結果、オペレーティングフロア作業中のダスト対策の更なる信頼性向上や雨水の建屋流

入抑制の観点から、「原子炉建屋を覆う大型カバーを設置し、カバー内でガレキ撤去を行う」

案が選択されました。今後、詳細設計や燃料取り出し工程の精査が進められます [14]。2 号

機では、2018 年度下期にオペレーティングフロア内調査を実施し、空間線量が一定程度低

減していることが判明しています。こうした状況や燃料取扱設備の小型化検討を踏まえ、ダ

スト飛散をより抑制するため、建屋を解体せず建屋南側からアクセスする工法が採用され
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ました [3]。燃料の取り出し工程については、2号機において、2024 年度から 2026 年度に

燃料取り出しを開始し、2年程度をかけて取り出し完了を目指すこと、その後、1号機にお

いて 2027 年度から 2028 年度に燃料取り出しを開始し、2年程度をかけて取り出し完了を目

指すことが中長期ロードマップに示されています [1]。また、1、2号機共用の排気筒につ

いて、震災の影響により支持構造物の一部破断等がみられることから、耐震上の裕度を確保

するとともにプール内燃料の取り出し作業に影響を与えないようにするため、上部の解体

が進められています [3]。3 号機使用済燃料プールからの燃料取り出しは 2019 年 4 月より

開始され、2020 年度内の完了に向けて、安全を最優先に作業が進められています [15]。 

東電福島第一原発事故により、ガレキや水処理二次廃棄物等の固体廃棄物が発生してい

ます。また、今後の燃料デブリ取り出しに伴い、燃料デブリ周辺の撤去物、機器等が高線量

率の廃棄物として発生します。これらは、破損した燃料に由来する放射性物質を含んでいる

こと、海水成分を含む場合があること、対象となる物量が多く汚染レベルや性状の情報が十

分でないこと等、既往の原子力発電所の廃炉作業で発生する放射性廃棄物と異なる特徴が

あります。そのため、性状把握が進められています。 

 戦略プラン 2019において、廃棄物対策における当面の目標は、「①保管・管理の取組とし

 て、当面 10年間程度に発生する固体廃棄物の物量予測を定期的に見直しながら、固体廃棄

物の発生抑制と減容、モニタリングを始め、適正な廃棄物保管管理計画の策定・更新とその

③ 燃料デブリ取り出し

1～3 号機では、事故により溶融した燃料や原子炉内構造物等が冷えて固まった「燃料デ

ブリ」が、原子炉格納容器内の広範囲に存在していると推測されています。燃料デブリ取り

出しに向け、燃料デブリの分布等の格納容器内の状況把握を進めるため、遠隔操作機器・装

置等による内部状況調査が進められています。遠隔操作ロボット等を用いた原子炉格納容

器内部の調査が 1～3 号機において行われ、内部の映像や線量等の情報が取得されました。

2019 年 2 月には、2 号機原子炉格納容器内の堆積物への接触調査が行われ、小石状等の堆

積物を把持して動かせること、把持できない硬い岩状の堆積物が存在する可能性があるこ

とが確認されるとともに、堆積物の輪郭や大きさの推定に資する映像や、線量・温度データ

が取得されました [16]。さらに、2020年度下期には 1号機の格納容器底部の堆積物の分布

等を把握するための更なる原子炉格納容器内部の調査を開始し、2021 年内に着手する試験

的取り出しに合わせて 2号機で更なる原子炉格納容器内部の調査を実施する計画です。 

2019年 12月に改訂された中長期ロードマップでは、原子力損害賠償・廃炉等支援機構が

戦略プランにおいて提案した内容及びこれを踏まえた東京電力による検討結果を踏まえ、

初号機の燃料デブリの取り出し方法を確定し、2021 年内に 2 号機で試験的取り出しに着手

し、その後、段階的に取り出し規模を拡大していくことを示しました。 

④ 廃棄物対策
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遂行を進める」、「②処理・処分に向けた取組として、性状把握から処理・処分に至るまで一

体となった対策の専門的検討を進め、2021 年度頃までをめどに、固体廃棄物の処理・処分

方策とその安全性に関する技術的な見通しを示す」こととしています [3]。目標①に関し、

東京電力は、2016 年 3 月に策定した「固体廃棄物の保管管理計画」について 2019 年 6 月に

3 回目の改訂を行い、最新の保管実績や工事計画を踏まえた発生量予測等を反映しました。

この改訂では、ガレキや水処理二次廃棄物の発生量実績や発生量予測値の更新、施設設計進

捗の反映、記載の適正化が行われました。現状、固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管エリアは敷

地内に点在した状態です。当面 10 年程度の発生量予測値を踏まえ、今後、遮へい・飛散抑

制機能を備えた施設を導入し、継続的なモニタリングにより適正に保管していくこととし

ています。これにより、ガレキは可能な限り減容した上で建屋内保管へ集約され、水処理二

次廃棄物及び再利用・再使用対象を除く固体廃棄物貯蔵庫外の一時保管エリアは解消され

る方針であることが示されました [17]。 

⑤ 作業等環境改善

長期に及ぶ廃炉作業を達成するためには、高度な技術、豊富な経験を持つ人材を中長期的

に確保していくことが必要です。そのためには、モチベーションを維持しながら安心して働

ける作業環境を整備することが重要であり、作業環境の改善に向けて、法定被ばく線量限度

の遵守に加え、可能な限りの被ばく線量の低減、労働安全衛生水準の不断の向上等に取り組

 む必要があります。1～4 号機建屋の周辺道路等において、空気中のダスト濃度がマスクの

 着用基準を下回っている状態が継続していることから、2018  年 5 月より、防護服・全面マ

ス クの着用が不要な「一般作業服エリア」が構内面積の 96％に拡大されました。これによ

り、作業時の負荷が軽減され、安全性と作業性が向上します [18]。さらに、2018  年 11 月

から、1～4 号機を俯瞰する高台について、マスクなしで視察が可能となる運用を開始して

います。これにより、視察等における装備の負担感がなくなるとともに、構内に入域する際

の準備時間の短縮につながっています [19]。 

 また、原発事故後の対応拠点であったナショナルトレーニングセンターJ  ヴィレッジは、

2017  年 3月に拠点としての役割が終了し、2018 年夏に一部営業が再開され、2019  年 4月に

全面再開されました [20]。 

廃炉に向けた研究開発、人材育成及び国際協力

 ① 研究開発

現在、国、民間企業、原子力機構、大学等が実施主体となり、基礎・基盤研究から実用化

研究の広範囲にわたる取組が行われています（図 6-4）。 

経済産業省は、東電福島第一原発の廃炉・汚染水対策に係る技術的難度の高い研究開発の

うち、国が支援するものについて研究開発を補助する「廃炉・汚染水対策事業」を実施して

おり、原子炉格納容器内の内部調査技術や、燃料デブリ取り出しに関する基盤技術、取り出
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した燃料デブリの収納・移送・保管に関する技術等の開発を進めています [21]。 

文部科学省は、基礎的・基盤的研究の推進及び人材育成のため、2015 年度より「英知を

結集した原子力科学技術・人材育成推進事業」（以下「英知事業」という。）を実施していま

す [22]。英知事業については、2018 年度からは、新規課題分の運用体制を文部科学省の委

託事業から原子力機構を対象とした補助金事業へ移行し、共通基盤型原子力研究プログラ

ム、課題解決型廃炉研究プログラム、研究人材育成型廃炉研究プログラム、国際協力型廃炉

研究プログラムが進められています。 

原子力機構は、廃炉国際共同研究センターを中心として、国内外の研究機関等と共同で、

廃炉に向けた基礎的・基盤的研究を進めています。また、原子力機構は廃炉に関する技術基

盤を確立するための拠点整備も進めており、2016年4月から、遠隔操作機器・装置の開発・

実証施設（モックアップ施設）として、原子力機構の｢楢葉遠隔技術開発センター｣（福島県

双葉郡楢葉町）が本格運用を開始しました。また、2018年3月には、燃料デブリや放射性廃

棄物等の分析手法、性状把握、処理・処分技術の開発等を行う｢大熊分析・研究センター｣（福

島県双葉郡大熊町）の一部施設が運用を開始しました。 

図図  66--44  東東電電福福島島第第一一原原発発廃廃炉炉にに関関すするる研研究究開開発発のの全全体体像像  

（出典）原子力損害賠償・廃炉等支援機構「東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラ

ン 2019」（2019 年） [3]

② 人材育成

東電福島第一原発の廃炉は、30年から 40年を要すると見込まれており、その廃炉を実施

するためには、中長期的な視点での計画的な人材育成が必要です。 

東京電力は、地元企業社員が基礎知識・技能を学ぶことができる研修施設として、「福島

廃炉技術者研修センター」を設置し、段階的な研修・訓練内容の拡充に向けた検討を進めつ

つ、地元人材の育成に取り組んでいます。 

文部科学省は、現場ニーズを踏まえたより実効的な基礎的・基盤的研究と人材育成の取組
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を推進するため、「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム3」を実施し、大学等における

産学官の連携強化や、研究・人材育成の拠点の基盤強化を進めています。 

原子力機構は、学生の受入れ制度の活用等を通じた人材育成を実施しています。また、廃

炉国際共同研究センターを中心に、国内外の大学、研究機関、産業界等の人材交流ネットワ

ークを形成しつつ、研究開発と人材育成を一体的に進める体制を構築しています。 

技術研究組合国際廃炉研究開発機構は、2014 年度以来、同機構の研究開発成果を報告す

るとともに、若手研究者、技術者の育成も目的としてシンポジウムを開催しています。

原子力委員会は、2018 年 2 月に公表した見解において、仕事や研究開発を通じた人材育

成が必要であることを述べています。廃止措置分野においても、上司による部下の能力開発

や、組織内外との連携や協力・共同作業を通じて能力向上を図ることが期待されています 

[23]。また、我が国全体（産官学）で一体となった原子力人材育成体制の構築を目指して、

2010 年 11 月に原子力人材育成ネットワークが発足しました。2019 年 5 月時点では 79 機関

4が参加し、各分科会や戦略ワーキンググループにおいて取組が進められています [24]。 

3 「英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業」の一部。東北大学、東京大学、東京工業大学、福

島大学、福井大学、福島工業高等専門学校、地盤工学会の 7機関が採択されました。 
4 26 大学等、14 電力会社等、7 メーカー、 研究機関、行政機関（国、地方）等。 

 ③ 国際社会との協力

東電福島第一原発事故を起こした我が国としては、事故の経験と教訓を世界と共有する

とともに、国際機関や海外研究機関等と連携し国内外の知見・経験を結集し、国際社会に開

かれた形で廃炉等を進め、国際社会に対する責任を果たしていかなければなりません。 

政府は、東電福島第一原発事故発生以降、国際社会に対して透明性を確保する形で情報発

信を行ってきました。毎年秋に開催される IAEA総会において、世界各国の関係者・専門家

との間での相互理解を得ることを目的に、東電福島第一原発事故後の我が国の取組が紹介

されています。2019 年 9 月の IAEA 第 63 回総会では、同発電所の廃炉・汚染水対策が進展

するとともに、オフサイトでは帰還困難地域を除いた地域における面的除染が終了するな

ど環境再生事業が大きく前進し、避難指示が解除され帰還が進んでいる旨が説明されまし

た。その上で、汚染水の浄化処理の結果発生する多核種除去設備等処理水は、トリチウム以

外の放射性物質についてほとんど取り除かれたものであり、その最終的な取扱いについて

検討を行っている旨が説明されました [25]。 

日本政府の要請に応じて IAEAは、2020 年 2 月に取りまとめられた「多核種除去設備等処

理水の取扱いに関する小委員会」報告書の内容及び 2018 年 11 月に実施された第 4 回 IAEA

レビューミッション以降の汚染水対策に関するフォローアップレビューミッションを行ま

した。2020 年 4月にレビューミッション報告書が公表されています。IAEAは本報告書にお
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いて、日本政府が処理水の処分方法を決定した際の支援のフレームワークを日本政府と協

力して構築する用意があるとしています [26]。 

国際共同研究として、英知事業の国際協力型廃炉研究プログラムの枠組みで、2019 年度

は英国、ロシアと二国間共同研究を実施しています。また、東電福島第一原発廃炉に関する

OECD/NEA との共同研究の強化に向けて、2013 年より実施している TAF-ID プロジェクト5と

連携し、さらに燃料デブリに関する豊富な知見を有するロシアの研究機関との研究協力を

推進する形で、2017 年 6 月から新たな国際協力プロジェクトである「福島第一原子力発電

所の事故進展シナリオ評価に基づく燃料デブリと核分裂生成物（FP）の熱力学特性の解明に

係る協力プロジェクト」（TCOFF プロジェクト6）が開始されました [27]。TCOFF プロジェク

トの一環で、2019 年 7 月には福島県において、「シビアアクシデント解析と 1F 廃炉のため

の材料科学ワークショップ」が開催されています [28]。また、廃炉国際共同研究センター

では、海外からの研究者招へい、海外研究機関との共同研究を実施しており、国際的な研究

開発拠点の構築を目指しています。OECD/NEA のプロジェクトとして、「燃料デブリの分析に

関する予備的研究プロジェクト」（PreADES プロジェクト7）を 2018 年より開始し、2019 年

7 月に第 4回会合が東京にて、2020 年 2 月に第 5回会合がパリ（フランス）にて開催され、

原子力機構が燃料デブリ分析に係る将来の国際共同研究の枠組み等について提案しました 

[29]。一方、経済産業省による補助事業である廃炉・汚染水対策事業では、海外の研究機関

や企業とも協力して、廃炉・汚染水対策に係る技術開発が進められています。

さらに、東電福島第一原発の廃炉・汚染水対策の進捗や、これに伴い得られたデータ等を

積極的に発信していくことは、福島の状況に関する国際社会の正確な理解の形成に不可欠

です。そのため、我が国は、IAEA に対して定期的に東電福島第一原発に関する包括的な情

報を提供するとともに、原子力発電施設を有する国の政府や産業界等の各層との協力関係

を構築しており、継続的に情報交換を行っています。加えて、各国の在京大使館向けに、廃

炉・汚染水対策の現状について累次にわたってブリーフィングを行っており、2019 年度は

9月、11 月、2月にブリーフィングを実施しました。さらに、2016 年より、東電福島第一原

発の廃炉・汚染水対策等に関する英語版動画やパンフレット等の説明資料を作成し、IAEA 総

会サイドイベントや要人往訪の機会等、様々なルートで海外に向けて情報を発信するとと

もに、経済産業省のウェブサイト8にも掲載しています。 

5 Thermodynamics of Advanced Fuels - International Database Project： 

高速炉等の次世代燃料及び軽水炉破損燃料の挙動評価に役立てるため、各国の所有する様々な化合物等に

関する熱力学データベースを相互レビュー・統合し、国際標準データベースとして整備するプロジェクト。 
6 東電福島第一原発事故のシナリオ解析を参考に燃料デブリと核分裂生成物の熱力学的特性を評価し、既

存の熱力学データベースの高度化やデブリ取り出しに向けた材料科学的課題の検討を行うプロ ジェクト。

2017年から 2019年までの予定で、10か国及び EUから 18の研究機関が参加。 
7 第 1章コラム「～OECD/NEAによる過酷事故研究の取組～」参照。 
8 https://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommissioning/index.html 
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東電福島第一原発では、多核種除去設備等により汚染水に含まれる大部分の放射性物質

を取り除く浄化処理が行われていますが、処理後の水には放射性物質のトリチウムが含ま

れています。トリチウムとは、「三重水素」と呼ばれる水素の放射性同位体で、一般的な水

素と同じように酸素と化合して水分子を構成します。身の回りでは水分子に含まれる形で

存在するものが多く、大気中の水蒸気、雨水、海水、水道水にも含まれています。放射線の

一種であるβ線を出しますが、トリチウムの出すβ線はエネルギーが小さく、紙一枚で遮

ることができます [30]。 

トリチウムは、宇宙から地球へ降り注いでいる放射線（宇宙線）と地球の大気の水蒸気が

原子核反応して自然に発生するほか、原子力発電所の運転や使用済燃料の再処理でも発生

します。海外では、原子力発電所や再処理施設で発生したトリチウムは、各国の規制に基づ

いて管理され、基準値以下であることを確認し海洋や大気等に排出されています。 

国国内内外外のの原原子子力力施施設設かかららののトトリリチチウウムムのの年年間間放放出出量量ににつついいてて  

（出典）「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会 報告書」(2020 年） [31] 

東電福島第一原発では、海外の原子力施設と同様に、トリチウム水放出に際して年間当た

りの放出量総量を管理するとともに、濃度基準を設けることとしています。そのため、仮に

東電福島第一原発のタンクに貯蔵されている多核種除去設備等処理水全ての処分を毎年継

続したとしても、放射線の影響は、海洋放出では年間約 0.000071 ミリシーベルトから

0.00081 ミリシーベルト、水蒸気放出では年間 0.0012 ミリシーベルトと推計（原子力放射

線の影響に関する国連科学委員会の評価モデル）されています。いずれの処分方法であって

も、自然被ばく年間 2.1 ミリシーベルト（年間 2,100 マイクロシーベルト）と比較しても

1/1000 以下であり、十分に小さくなっています [25]。

コラム ～多核種除去設備等処理水の取扱いに関する検討～ 
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6－2 原子力発電所及び研究開発機関や大学における研究開発施設等の廃止措置

原子力発電所や研究開発機関及び大学等の研究開発施設等において、多くの施設が

廃止措置に移行することを決定しており、廃止措置について安全を旨として計画的に

進めていく必要があります。また、廃止措置は長期にわたることから、技術及びノウハ

ウの円滑な継承や人材の育成を同時に進めることが重要であるとともに、施設の解体

や除染等により大量の放射性廃棄物を発生させることから、廃止措置はこれらの放射

性廃棄物の処理・処分と一体的に検討し、取り組むことも必要です。 

廃止措置の概要と安全確保

① 廃止措置の概要

通常の実用発電用原子炉施設等の原子力施設の廃止措置では、まず、運転を終了した施設

に存在する核燃料物質等を搬出し、核燃料物質による汚染の除去を行った後、設備を解体・

撤去します。加えて、廃止措置で生じる放射性廃棄物は、放射能のレベルに応じて適切に処

理・処分されます。 

IAEA は、各国の廃止措置経験等に基づき、廃止措置方式は次の 2 つに分類されるとして

います [32] [33]。 

 即時解体9：

施設の無制限利用、あるいは規制機関による制限付き利用ができるレベルまで、放射

性汚染物を含む施設の機器、構造物、部材を撤去又は除染する方法です。この場合、

廃止措置は、施設の操業を完全に停止した直後に始められます。この方法は、廃止措

置の迅速な完了を意味します。

 遅延解体10：

安全貯蔵や安全格納ともいわれ、施設の無制限利用、あるいは規制機関による制限付

き利用ができるレベルまで、放射性汚染物質を含む施設の一部を処理又は保管してお

く方法です。それらは、ある期間の後に必要に応じ除染して解体されます。

以前、IAEA が廃止措置の一つの方法として分類していた密閉管理は、放射性汚染物質を

長期間にわたり耐久性のある構造物に封入しておく方法です。現在では、廃止措置の方法の

一つというよりも、事故を経験した原子力施設等の過酷な状況にある施設の例外的な措置

と捉えられています。なお、米国では、事故炉ではない核開発用原子炉に適用した廃止措置

を密閉管理と呼んでいる例があります。 

我が国の原子力発電所の廃止措置に関しては、総合エネルギー調査会原子力部会（現総合

資源エネルギー調査会電気・ガス事業分科会原子力小委員会）が廃止措置の作業内容、費用

等の検討を行い、その結果が 1985 年に報告されました。この報告書では、原子力発電所の

廃止措置のための標準工程は、5年から 10 年の密閉管理期間の後、施設を解体撤去（3年か

9 Immediate dismantling 
10 Deferred dismantling 
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ら 4年）する「安全貯蔵－解体撤去」とされています [34]。 

② 廃止措置の安全確保

廃止措置に当たっては、原子力事業者等は原子炉等規制法に基づき、施設の廃止措置に関

する計画（廃止措置計画）を定め、原子力規制委員会に提出します。原子力規制委員会は、

廃止措置計画が規則で定める基準に適合しているか審査し、認可を行います。廃止措置中の

安全確保に関する主な要求事項は、施設内への放射性物質の閉じ込め、放射線の遮へいです。

施設の適切な維持管理方法、放射線被ばくの低減策、放射性廃棄物の処理等の方法が、原子

力規制委員会により廃止措置計画の審査で確認されます。 

なお、原子力施設の高経年化が進んだ場合において、施設の稼働停止から廃止へのより円

滑な移行を図るため、事業等の廃止に伴う措置を実施するための方針（廃止措置実施方針）

を事業の許可等を受けた後速やかに作成し公表することが義務付けられています（原子炉

等規制法改正法（平成 29年法律第 15号））。廃止措置実施方針においては、廃棄する核燃料

物質によって汚染された物の発生量の見込み、廃止措置に要する費用の見積り及びその資

金の調達の方法その他の廃止措置の実施に関し必要な事項を定めることとされています。

これを受け各原子力事業者は、2018年 12月に廃止措置実施方針を公表しました。廃止措置

実施方針は、記載内容に変更があった場合、及び、廃止措置実施方針の公表後 5年ごとに全

体の見直しを行い、必要な変更を加えるものとされています。 

廃止措置の状況

① 原子力発電所の廃止措置

 我が国では、2020  年 3 月末時点で、実用発電用原子炉施設のうち、日本原子力発電株式

 会社東海発電所及び敦賀発電所 1  号機、東北電力株式会社女川原子力発電所 1 号機、中部

 電力株式会社浜岡原子力発電所 1、2号機、 関西電力株式会社美浜発電所 1、2号機及び大飯

 発電所 1、2  号機、中国電力株式会社島根原子力発電所 1号機、九州電力株式会社玄海原子

 力発電所 1、2  号機、四国電力株式会社伊方発電所 1号機の廃止措置計画が認可されていま

す （表 6-1）。また、 四国電力株式会社伊方発電所 2号機は、2018  年 3月に廃止が決定され、

 同年 5月に運転を終了しています。その後、2018  年 10 月に廃止措置計画認可申請書が原子

力規制委員会に提出されています。 

 2018  年 6 月には、東京電力が福島県知事との意見交換の中で、東電福島第二原発の全号

 機を廃止する方向で検討を進める旨を表明しました。さらに、2019  年 7 月に東京電力の社

長は福島県知事との面会において、1～4号機全ての廃止措置の意向を伝えました。その後、

 東京電力は、2019  年 7  月  31  日に東電福島第二原発の全 4 基の廃止を決定し公表しました 

[35]。
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11 Tokai Reprocessing Plant 
12  ARTEMIS  は Integrated Review Service for Radioactive Waste and Spent Nuclear Management, 

Decommissioning and Remediation Programmesの略。ARTEMISレビューは、原子力施設の廃止措置や放射

性廃棄物等に関する IAEAの安全基準や他国の実経験を基にしたピアレビューミッションサービス。 

 ② 研究開発施設等の廃止措置

文部科学省は、原子力機構の保有する原子力施設の廃止措置に関する事業管理の在り方

等の検討のために、科学技術・学術審議会原子力科学技術委員会の下に原子力施設廃止措置

等作業部会を設置して、2018 年 4 月に中間まとめを取りまとめました。この中間まとめで

は、多くの施設を同時に廃止措置等する際には、様々な課題を同時に解決し、またその支出

を適切に管理していく必要があるため、「事業管理・マネジメントの観点」及び「財務管理

の観点」から、今後原子力機構において試行的に取り組むべき内容について取りまとめてい

ます [36]。 

本中間まとめ及び改正原子炉等規制法により 2018年末までに廃止措置実施方針の作成を

求められたことを受け、バックエンド対策（廃止措置、廃棄物処理・処分等）が東海再処理

施設（TRP11）の廃止措置に 70 年間を要するなど長期にわたること等に鑑み、原子力機構は

2018年 12 月に「バックエンドロードマップ」を公表しました。バックエンドロードマップ

では、今後約 70 年間を第 1 期（2028 年度まで）、第 2 期（2029 年度から 2049 年度）、第 3

期（2050 年度以降）に分けて、現存する原子力施設 89施設のうち原子炉等規制法の許可施

設 79施設を対象に、廃止措置、廃棄物処理・処分、及び核燃料物質の管理の方針が示され

ています。また、施設解体費用、廃止措置等で発生した廃棄物の処理処分費用で構成される

バックエンド対策に要する費用の合計額は、1兆 9,100 億円と見積もられています [37]。

バックエンドロードマップの内容は、「施設中長期計画」において具体化されています。「施

設中長期計画」（2020 年 4 月改定）では、バックエンドロードマップ第 1 期の 2028 年度ま

での計画（施設の集約化・重点化、施設の安全確保、バックエンド対策）が示され、集約化・

重点化方針に基づき、89 施設のうち、継続利用施設 46 施設、廃止施設 43 施設が選別され

ています。廃止施設 43 施設のうち、16 施設を第 3～4 期中長期目標期間中に廃止措置を終

了する施設として計画し、その他の施設は、第 5期中長期目標期間以降も廃止措置を継続す

るものとしています [38]。なお、バックエンドロードマップ全般の妥当性や、バックエン

ド対策に要する費用について、試算手法を精査し、今後のバックエンド対策や費用の試算精

度の向上に関する助言を受けること等を目的として、文部科学省及び原子力機構は 2019年

4月に IAEAに対し、ARTEMISレビュー12 の実施を要請しました。同年 6月に IAEAより、実

施受入れの回答が得られています [39]。   

原子力機構における廃止措置の中でも規模の大きなものとして、「ふげん」、「もんじゅ」

及び東海再処理施設の廃止措置があります。「ふげん」の廃止措置計画は、原子力規制委員

会によって 2008 年 2 月に認可されました。廃止措置は 4 段階の期間に区分して実施され、

2033年度までに完了する予定です [40]。「もんじゅ」の廃止措置計画は、原子力規制委員

268 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



会によって 2018 年 3 月に認可されており、30 年間にわたる廃止措置の全体工程を 4段階に

区分し、段階的に進められます。第 1段階では、燃料体の取り出しを最優先に実施し、2022

年度に完了する予定です。第 4段階の建物等の解体撤去は 2047 年に完了する計画です [41]。

東海再処理施設の廃止措置には 70 年を要する見通しです。同施設の廃止措置計画は原子力

規制委員会によって 2018 年 6 月に認可されており、現在、高放射性廃液のガラス固化処理

等が最優先で進められています [42]。これらのほか、共同利用施設として、各種の照射実

験、中性子ビーム実験、放射性同位体（RI）製造や医療照射等に利用された研究炉である

JRR13-2、放射化分析、半導体用シリコンの照射、原子力技術者の養成等に利用された JRR-

4、放射性物質の放出挙動を究明するための過渡臨界実験装置 TRACY14、重水臨界実験装置

DCA15等の様々な種類の施設の廃止措置が進められています（表 6-1）。 

このように、原子力機構が保有する原子力施設の廃止措置に向けた検討が進められたこ

とを受けて、2019 年 1 月に原子力委員会は「日本原子力研究開発機構における研究開発施

設に係る廃止措置について（見解）」を取りまとめています。その中で、原子力委員会は、

「ふげん」や「もんじゅ」、東海再処理施設のように大規模で廃止措置に長期間を要する施

設があることや、廃止対象施設の数や種類が多いことを原子力機構の施設の廃止措置にお

ける特徴として挙げた上で、以下の点について見解を示しています。 

 廃止措置予算の確保

 廃止措置計画の立案、実施体制の構築と責任を明確にした廃止措置の運営

 規制機関との対話

 合理的な安全確保と計画遅延の防止

 廃止措置に係る知見や情報の共有

 人材育成と知識継承

 廃棄物処理処分

 コミュニケーション

その上で、国による長期にわたる継続的な予算手当をすべきこと、廃止される施設の運転

管理等に関わる経験や知識の継承を行うとともに、人材の育成を図るための対策を用意す

べきこと、地元や国民等ステークホルダーとの対話・コミュニケーションに努め、廃止措置

について信頼を醸成すべきこと等を指摘しています。また原子力委員会は、今後の原子力機

構の廃止措置に係る進捗状況や対応状況について、適宜フォローアップしていくこととし

ています [43]。 

以上に加え、東京大学、立教大学、東京都市大学等の大学の研究炉、民間企業の研究炉

でも廃止措置が行われています。我が国における原子力施設の廃止措置の状況は表 6-1 に

示すとおりです。 

13 Japan Research Reactor 
14 Transient Experiment Critical Facility 
15 Deuterium Critical Assembly 
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表表  66--11  我我がが国国ににおおけけるる主主なな原原子子力力施施設設のの廃廃止止措措置置のの状状況況  

施設等 
運転終了時期

等 
炉型等 備考 

原子力機構 

JPDR 1976 年 3 月 BWR 
1996 年 3 月解体撤去 
2002 年 10 月廃止届 

JRR-2 1996 年 12 月 重水減速冷却 廃止措置中 
DCA 2001 年 9 月 重水臨界実験装置 廃止措置中

ふげん 2003 年 3 月 
新型転換炉 
原型炉 

廃止措置中 
（原子炉周辺設備の解
体撤去期間中） 

JRR-4 2010 年 12 月 
濃縮ウラン軽水
減速冷却スイミ
ングプール型

廃止措置中 

TRACY 2011 年 3 月 過渡臨界実験装置 廃止措置中

もんじゅ 
2018 年 3 月 

廃止措置計画認可 
高速増殖原型炉 廃止措置中 

東海再処理
施設（TRP） 

2018 年 6 月 
廃止措置計画認可 

再処理施設 
廃止措置中 

日本原子力
発電（株） 

東海 1998 年 3 月 
黒鉛減速 

炭酸ガス冷却炉 
廃止措置中（原子炉領
域外の解体撤去） 

敦賀 1 2015 年 4 月 BWR 廃止措置中 
東北電力
（株） 

女川 1 2018 年 12 月 BWR 廃止措置中 

東京電力 
ホールディングス 

（株） 

福島第二 1 2019 年 9 月 BWR 運転終了 
福島第二 2 2019 年 9 月 BWR 運転終了 
福島第二 3 2019 年 9 月 BWR 運転終了 
福島第二 4 2019 年 9 月 BWR 運転終了 

中部電力
（株） 

浜岡 1 2009 年 1 月 BWR 廃止措置中（原子炉領
域周辺設備解体撤去期
間中） 浜岡 2 2009 年 1 月 BWR 

関西電力
（株） 

美浜 1 2015 年 4 月 PWR 廃止措置中 
美浜 2 2015 年 4 月 PWR 廃止措置中 
大飯 1 2018 年 3 月 PWR 廃止措置中 
大飯 2 2018 年 3 月 PWR 廃止措置中 

中国電力
（株） 

島根 1 2015 年 4 月 BWR 廃止措置中 

四国電力
（株） 

伊方 1 2016 年 5 月 PWR 廃止措置中 
伊方 2 2018 年 5 月 PWR 運転終了 

九州電力
（株） 

玄海 1 2015 年 4 月 PWR 廃止措置中 
玄海 2 2019 年 4 月 PWR 廃止措置中 

（株）東芝 TTR-1 2001 年 3 月 教育訓練用原子炉 廃止措置中 
日立製作所
（株） 

HTR 1975 年 
濃縮ウラン軽水
減速冷却型 

廃止措置中 

東京大学 弥生 2011 年 3 月 高速中性子源炉 廃止措置中 
立教大学 立教大学炉 2001 年 TRIGA-Ⅱ 廃止措置中 

東京都市大学 
原子力研究所 

武蔵工大炉 1989 年 12 月 TRIGA-Ⅱ 廃止措置中 

（出典）日本原子力産業協会「日本の原子力発電炉（運転中、建設中、建設準備中など）」 [44]、原子力規制委員会HP「使用済

燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約第6回国別報告」（2017年） [45]等に基づき作成 
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廃止措置の費用措置

① 原子力発電所等の廃止措置費用

通常の実用発電用原子炉施設の廃止措置は、（ⅰ）長期間にわたること、（ⅱ）多額の費用

を要すること、（ⅲ）発電と費用発生の時期が異なること等の特徴を有することに加え、合

理的に見積もることが可能と考えられます。そのため、解体時点で費用を計上するのではな

く、収益・費用対応原則に基づいて発電利用中の費用として計上することが、世代間負担の

公平を図る上で適切であるとの考え方に立ち、電気事業者が電気事業法に基づいて廃止措

置費用の積立てを行っています。 

なお、再処理施設については、「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関す

る法律」（平成 17年法律第 48号）の規定に基づき、電気事業者が再処理機構に拠出金を納

付しています。 

② 研究開発施設等の廃止措置費用

原子力委員会による「日本原子力研究開発機構における研究開発施設に係る廃止措置に

ついて（見解）」 [43]でも指摘されているとおり、原子力機構の研究開発施設の廃止措置に

は、国による長期にわたる継続的な予算手当が求められます。 

廃止措置の実施に当たって原子力機構は、本部組織において廃止措置や廃棄物処分等を

担う「バックエンド統括本部」を設置し、同本部のマネジメントの下で、具体的な廃止措置

を拠点・施設ごとに実施します。主務大臣から交付される運営費交付金について、理事長裁

量により原子力機構内における配分を決定し、廃止措置費用に充てています [46]。 
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米国 

原子力施設の許認可取得者（操業者）は、DECON（即時解体）、SAFSTOR（安全貯蔵）、又は

ENTOMB（密閉管理）の 3つの廃止措置戦略のいずれかを選択できます。また、発生する廃棄

物の処分場の有無等の要因により、施設の一部を安全貯蔵状態に残したまま施設を解体又

は除染する SAFSTOR と DECON の組合せを採用することもできます。 

原子力発電所の廃止措置は、規制機関（NRC）が公衆の健康と安全のために必要と認める

場合を除き、60 年以内に終了することが求められています [47]。 

ドイツ 

原子力施設の廃止措置戦略として、即時解体と安全貯蔵の 2 種類のオプションを認めて

いますが、政府の諮問委員会は即時解体を推奨しています。実際に安全貯蔵方式を選択した

のは一部のプロトタイプ炉で、大部分の施設が即時解体方式を採用しています [48]。 

ドイツの廃止措置許可には大きく分けて 3 つの方法があります。最も採用されているの

は、いくつかの部分許可に分ける方法です。例えば、第一次ではタービン建屋等、第二次で

は原子炉建屋内設備、第三次では格納容器の解体撤去等のように分けられます。ヴュルガッ

セン原子力発電所では、最終状態の更地回復まで 6段階に分けて許可申請しています [49]。 

フランス

規制機関である原子力安全機関（ASN）が、原子力施設の廃止措置方法として、安全貯蔵

方式や密閉管理方式ではなく即時解体方式を採用するよう事業者に勧告しています。その

理由として ASN は、以下のような点を挙げています。 

 技術的、財政的に将来の世代に対する負担を先送りするべきではない

 廃止措置作業は長期にわたり、多額の資金が必要となる

 現時点で、一部の放射性廃棄物を除き、廃棄物の処分方法が確立されている

英国 

廃止措置方法の基本は、人や環境へのライフサイクルリスクやその他の関連する要素を

考慮した上で、合理的に実行可能な限り早く進めることとされています。しかし、施設再利

用の実現性、放射能の減衰効果の利点、人と環境へのリスクの低減等を考慮して、遅延解体

方法を選択することもできるとしています [50] [51]。 

現在、廃止措置対象の原子炉はマグノックス炉（ガス冷却炉）ですが、（ⅰ）放射能の減

衰により作業員のアクセス性の向上ができる、（ⅱ）放射性廃棄物のカテゴリ変更が期待で

きる、（ⅲ）地層処分対象の放射性廃棄物の暫定保管を回避する等の理由から、その廃止措

置の基本方針は、閉鎖後約 85 年間をかけた遅延解体としています [52]。 

コラム ～諸外国における原子力施設の廃止措置の基本方針～
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米国 

バーモント州のバーモントヤンキー発電所（BWR、出力 65 万 kW）は、1972 年に運転を開

始し、2014 年 12 月に運転が恒久停止されました。事業者は当初、安全貯蔵により 2075 年

を目途に廃止措置を完了させる意向でしたが、プラントが廃止措置の専門事業者に売却さ

れ、その事業者が 2026 年までに廃止措置を完了させる計画を策定しています [53]。 

ドイツ 

シュターデ原子力発電所は、1972 年に運転を開始し、ドイツの脱原子力政策に伴い 2003

年に閉鎖されました。原子力部分の解体では、原子炉容器を一体撤去するのではなく、建屋

内で水中切断・解体する工法が用いられました。この工法は、既に廃止措置が進んでいた同

国ヴュルガッセン原子力発電所で初めて原子力発電所に適用されたものです。ドイツでは、

先行事例も活用することで効率的に廃止措置を進めています [54]。 

フランス

フランスでは発電炉のほか、再処理施設、高速炉、ガス拡散法ウラン濃縮プラント等の廃

止措置を行っています。軽水炉の使用済燃料を再処理したフランス初の再処理工場 UP2-400

は、1966 年の運転開始から 1995 年までに黒鉛減速ガス冷却発電炉の燃料約 5,000t と軽水

炉使用済燃料を約 4500t 処理しました。現在は、操業を終了し廃止措置が進められており、

2019 年 11 月時点で 20～30％まで進捗しています。廃止措置費用は約 40 億ユーロで、廃止

措置期間は 30 年以上が予定されています。我が国の東海再処理工場の廃止措置に参考にな

る事例といえます。 

発電炉の例としては、1972 年に運転を開始した黒鉛ガス炉（GCR16）であるビュジェイ 1

号機があります。1994 年に閉鎖されて以降、非原子力部分の解体、燃料の搬出等が実施さ

れています [55]。ただし、事業者である EDF は、解体によって発生する黒鉛廃棄物の処分

場が決定していないこと等のため、長期的かつ段階的に廃止措置を進める戦略の採用を規

制当局に提案しています。廃止措置の進め方の決定に当たっては、廃棄物処分が可能な状態

か否かも考慮されることになります [56]。 

英国 

英国では、ガス冷却炉（マグノックス炉）は全て操業を終了し閉鎖され、基本方針に従い

遅延解体のため維持管理（C&M17）の状態に入る又は準備の段階にあります [52]。原子力開

発の中心地の一つであったセラフィールドサイトでは、軍事用プルトニウム製造用の原子

炉、商用炉、使用済燃料の再処理施設等、多種類の原子力施設が建設、操業されてきました。

現在、これら多くの施設は、リスクレベルによる優先度に従い廃止措置が進められています。 

16 Gas Cooled Reactor 
17 Care and Maintenance 

コラム ～諸外国における原子力施設の廃止措置事例～ 
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6－3 現世代の責任による放射性廃棄物処分の着実な実施

全ての人間の活動は廃棄物を生み出します。原子力発電所、核燃料サイクル施設、大

学、研究所、医療機関等における原子力のエネルギー利用、放射線利用、関連する研究

開発、施設の廃止措置等においても、廃棄物が発生します。これらの廃棄物には放射性

物質を含むものがあり、放射性廃棄物と呼ばれます。放射性廃棄物を人間の生活環境に

有意な影響を与えないように処理・処分することは、原子力利用に関する活動の一部と

して重要です。この放射性廃棄物の処理・処分に当たっては、原子力利用による便益を

享受し放射性廃棄物を発生させた現世代の責任として、その処分を確実に進め、将来世

代に負担を先送りしないという認識を持つことが不可欠です。 

放射性廃棄物の処分の概要と安全確保

① 放射性廃棄物の処分の概要

放射性廃棄物の処理・処分に当たっては、原子力利用による便益を享受し放射性廃棄物を

発生させた現世代の責任として、その処分を確実に進め、将来世代に負担を先送りしないと

の認識を持つことが必要です。また、国際機関の要件18では放射性廃棄物の発生は可能な限

り抑制することとされており、一般に、廃棄物発生の低減、当初意図されたとおりの品目の

再使用、材料のリサイクル、そして最終的に放射性廃棄物として処分（減容を含む）する、

という順序で検討されます。これは、一般の廃棄物と同様の考え方です。我が国でも、これ

らの努力が行われており、最終的に処分する放射性廃棄物は含まれる放射性核種の種類と

量に応じて適切に区分した上で処理・処分する方針を検討・決定し、必要な安全規制等の枠

組みの整備を進めています。また、クリアランス制度19に基づき、原子力施設等において用

いた資材、その他のものに含まれる放射性物質についての放射能濃度が「放射線による障害

の防止のための措置」を必要としないものとして取り扱うことができます。さらに、放射性

廃棄物の合理的な処理・処分の実施のために必要な技術に関する研究開発を推進するとと

もに、国民・地域住民との相互理解活動にも取り組んでいます。 

② 放射性廃棄物の処分の安全確保

我が国では、放射性廃棄物の処分事業（原子炉等規制法では「廃棄物埋設の事業」と呼ば

れます）を行おうとする者は、埋設の種類（第一種廃棄物埋設20、第二種廃棄物埋設21）ごと

に、原子力規制委員会の許可を受ける必要があります。許可を受けるに当たり、廃棄する核

18 IAEA「Predisposal Management of Radioactive Waste, IAEA Safety Standards Series No. GSR Part 

5」(2009年) [104]の要件 8：放射性廃棄物発生と抑制。 
196-3(3)「クリアランス」を参照。
20人の健康に重大な影響を及ぼすおそれがあるものとして政令で定める基準を超える放射性廃棄物を埋設

の方法により最終処分すること。いわゆる地層処分。
21 「第一種廃棄物埋設」に該当しない放射性廃棄物を、埋設の方法により最終処分すること。具体的な処

分方法として、中深度処分、ピット処分及びトレンチ処分があります。
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22 Transuranic 
23 ウランが金属の状態であるときの重量。 

燃料物質又は核燃料物質によって汚染されたものの性状及び量、廃棄物埋設施設の位置、構

造及び設備並びに廃棄の方法、第二種廃棄物埋設の事業の許可を受けようとする者にあっ

ては、放射能の減衰に応じた第二種廃棄物埋設施設についての保安のために講ずべき措置

の変更予定時期等を記載した申請書を原子力規制委員会に提出しなければならないとされ

ています。原子力規制委員会は、許可を与えるに当たり、その事業を適確に遂行するに足り

る技術的能力及び経理的基礎があること並びに廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備が核

燃料物質又は核燃料物質によって汚染されたものによる災害の防止上支障がないものとし

て原子力規制委員会規則で定める基準に適合するものであることを審査します [57]。

放射性廃棄物の処理・処分に関する取組と現状

我が国では、放射性廃棄物は高レベル放射性廃棄物と低レベル放射性廃棄物に大別され

ます。このうち、高レベル放射性廃棄物は地層処分されます。低レベル放射性廃棄物は更に

発生源別及び処分方法別に分類されています。具体的には、再処理施設、MOX燃料加工施設

から発生するもの（TRU22廃棄物）、原子力発電所から発生するもの（発電所廃棄物）、ウラン

濃縮施設、ウラン燃料加工施設から発生するもの（ウラン廃棄物）、大学、研究所、医療機

関等における原子力のエネルギー利用、放射線利用、関連する研究開発から発生するもの

（研究施設等廃棄物）に分類されています。このように低レベル放射性廃棄物の発生源、性

状等は幅広く、含まれる放射性核種の種類と量に応じて、地層処分、中深度処分、ピット処

分、及びトレンチ処分に適切に区分して処分されます。また、地層処分の実施主体は原環機

構、地層処分以外の処分の実施主体は、発電所廃棄物等は発生者責任の原則の下で原子力

事業者等（一部の発電所廃棄物の処分については、廃棄事業者である日本原燃株式会社が

ピット処分を実施中）、研究開発施設等の廃棄物は原子力機構となっています。次項では、

処分実施主体ごとの対象廃棄物を念頭に、処理・保管・処分の取組と現状を説明します。 

 ① 高レベル放射性廃棄物の処理・処分に関する取組と現状

 1） 高レベル放射性廃棄物の発生・処理・保管の現状

原子炉を稼働させると使用済燃料が発生します。この使用済燃料を再処理することで生

じる放射能レベルの非常に高い廃液は、ガラス原料と混ぜて溶融し、キャニスタと呼ばれる

ステンレス製の容器に注入した後、冷却し固体化します。出来上がったガラス固化体と呼ば

れる高レベル放射性廃棄物は、 発熱量が十分小さくなるまで地上の貯蔵施設で 30  年から 50

 年間程度貯蔵し、その後、地下 300m以深の安定した地層中に処分（地層処分）することと

されています。

 我が国の原子力発電所では、2020  年 3  月末時点で、合計 16,060tU23の使用済燃料が貯蔵

管理されています [58]。また、原子力機構核燃料サイクル工学研究所の東海再処理施設
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（TRP）では、2007 年 5 月までに合計 1,140tU の使用済燃料が再処理され [59]、2020 年 3

月末時点で合計 316 本のガラス固化体が保管されています [60]。日本原燃株式会社六ヶ所

再処理施設ではアクティブ試験の過程でガラス固化体が製造され、2020 年 6 月末時点で合

計 346 本のガラス固化体が保管されています [62]。 

また、我が国の原子力発電により生じた使用済燃料は、フランス及び英国の施設において

も再処理が行われています。再処理に伴って発生するガラス固化体は、安全対策を施した輸

送容器（キャスク）に収納され、専用輸送船により我が国に返還され、日本原燃株式会社高

レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターで保管されています。

フランスからの返還ガラス固化体の輸送は、1995 年 4 月から開始され、2007 年 3 月まで

に 1,310 本が返還され終了しました。英国からの輸送は 2010 年 3 月より開始され、2016 年

10 月末までに 520 本が返還されました。国外の再処理に伴う返還ガラス固化体は、今後、

英国から約 380 本の返還が予定されており、フランス及び英国から合計で約 2,200 本とな

る予定です [63]。なお、海外での再処理に伴い発生した低レベル放射性廃棄物についても、

今後返還が予定されています。 

2019 年 3 月末時点で、国内に貯蔵されているガラス固化体は、国内で処理されたものと

海外から返還されたものを合わせて 2,485 本となっています（表 6-2） [61] [62]。 

表表  66--22  高高レレベベルル放放射射性性廃廃棄棄物物（（ガガララスス固固化化体体））のの保保管管量量（（単単位位：：本本2244））  

施設名 
2017 年度末の

保管量 

2018 年度内の

発生又は受入量 
総保管量 備考 

原子力機構 

東海再処理施設 
306 3 309 

日本原燃（株） 

再処理事業所 

（再処理施設） 

346 0 346 

日本原燃（株）によるア

クティブ試験で製造さ

れたもの 

日本原燃（株） 

再処理事業所 

（廃棄物管理施設）

1,830 0 1,830 
フランス及び英国から

の返還ガラス固化体 

（出典）原子力機構「放射線業務従事者線量等報告書 平成 30 年度分」（2019 年） [61]、日本原燃株式会社、「放射線業務従

事者線量等報告書 平成 30 年度分」（2019 年） [62]に基づき作成 

24  原子力機構東海再処理施設において保管されているガラス固化体は高さ 約 1,040  mm、外径 約 430 mm

の容器、日本原燃（株）再処理事業所再処理施設で保管されているガラス固化体は高さ約 1,340mm、外径約

430mmの容器。 
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2） 高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組方針

高レベル放射性廃棄物の処分を計画的かつ確実に実施するため、2000 年 6 月に制定され

た「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（平成 12 年法律第 117 号。以下「最終処分

法」という。）に基づいて、高レベル放射性廃棄物25の処分事業の実施主体である原環機構が

設立されるとともに、処分地の選定プロセスが定められました。また、最終処分を計画的か

つ確実に実施させるため、経済産業大臣が「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」

（以下「最終処分基本方針」という。）を定めるとともに、同基本方針に基づき、「特定放射

性廃棄物の最終処分に関する計画」（以下「最終処分計画」という。）を 5年ごとに策定する

ことが規定されています。 

最終処分法に基づいて、高レベル放射性廃棄物等の処分費用の原環機構への拠出が、電気

事業者により 2000 年以降、毎年着実に行われています。原環機構へ納付された拠出金は、

公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センターにより資金管理・運用されています。 

3） 高レベル放射性廃棄物の処分事業を推進するための取組

2015 年 5 月、従来の政策の見直しを経て、高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する新

たな基本方針が決定されました。その中で、国民や地域の理解と協力を得ていくため、地域

の地下環境等の科学的特性を国から提示すること等の方針が決まりました。この方針の下、

総合資源エネルギー調査会の下で開催された地層処分技術ワーキンググループにおいて、

地域の科学的特性を提示するための要件・基準が議論されてきました。この検討結果が、

2017 年 4 月に取りまとめられ、これに基づいて、経済産業省は「科学的特性マップ」（図 

6-5）を作成し、2017 年 7 月に公表しました [64]。

25 2007 年の法改正により、地層処分相当の TRU 廃棄物の処分も行うことになりました。 
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図図  66--55  科科学学的的特特性性ママッッププ  

（出典）資源エネルギー庁ウェブサイト「科学的特性マップ公表用サイト」 [64] 
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科学的特性マップが公表されて以降、経済産業省及び原環機構によって全国で対話活動

が進められており、2018 年 10 月からは、科学的特性マップで好ましい特性が確認できる可

能性が高い地域を中心に対話型全国説明会が実施されています [65]。また、科学的特性マ

ップ公表以降の対話活動を踏まえ、総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物ワーキンググ

ループにおいても、地層処分事業について「より深く知りたい」と主体的に活動している関

心グループが全国各地に広がりつつあり、2020 年目途にこれらの関心グループを現在の約

50 グループから倍増させていくなど、複数地域での文献調査の実施に向けた取組方針が

2019 年 11 月に示されています（図 6-6） [66]。 

図図  66--66  複複数数地地域域ででのの文文献献調調査査のの実実施施にに向向けけたた当当面面のの取取組組方方針針  

（出典）総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物ワーキンググループ第 35 回会合資料 1 資源エネルギー庁「複数地域での文

献調査の実施に向けた当面の取組方針について」（2019 年） [66]を一部加工

図 6-7 処分地選定のプロセス 

（出典）総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物ワーキンググルー プ第  35 回会合資 料 1 資源エネルギー庁「複数地域での文

献調査の実施に向けた当面の取組方針について」 （2019 年） [66] 

さらに、 原環機構は 2018  年 11月に、どのようにサイトの調査を進め、安全な処分場の設

計・建設・操業・閉鎖を行い、閉鎖後の長期間にわたる安全性を確保するかについて、蓄積
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された科学的知見や技術を統合して包括的に説明するため、「包括的技術報告：我が国にお

ける安全な地層処分の実現－適切なサイトの選定に向けたセーフティケースの構築－」（レ

ビュー版）（以下「包括的技術報告書」という。）を取りまとめました。包括的技術報告書は、

以下の 4点を示すものとされています [67]。 

 どのようにして適切な地質環境を選ぶのか

 どのように安全性を確保した処分場をつくるのか

 処分場が安全であることをどのように確認するのか

 地層処分の信頼性を更に向上させるために今後何をしていくべきか

一般社団法人日本原子力学会は、原環機構から包括的技術報告書のレビューの依頼を受

け、2019年 12 月にレビュー結果を「『NUMO包括的技術報告書』レビュー報告書」として公

表しました。原環機構は、レビュー結果を踏まえて包括的技術報告書の修正を行い、2020 年

春に改めて公表する予定としました [68]。 

最終処分の実現に向けた各国の取組を加速するため、国際協力の強化が進められていま

 す。2019  年 6  月に開催された主要  20 か国・地域（G20）エネルギー・環境閣僚会議におい

て、世界の主要な原子力利用国の政府が参加する「最終処分国際ラウンドテーブル」を初め

 て立ち上げることについて、賛同が得られました [69]。第 1  回会合は 2019  年 10 月に、第

2  回会合は 2020  年 2 月にパリで開催されました。今後は、2会合の議論を踏まえて、最終処

分に関する政府間の国際連携強化に向けた基本的考え方や、各国の対話活動の知見、経験、

良好事例、各国が有する研究施設等を活用した研究開発協力の方向性等を盛り込んだ最終

報告書を取りまとめる予定となっています [69] [66]。 
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英国では、一部地域が地層処分場（GDF26）の受入れに一旦関心を示したものの、建設サイ

トの選定に至らなかった経験があります。英国政府は、諸外国の政策をレビューしつつ、過

去（一回目）の立地プロセスの失敗から得られた教訓を取りまとめた報告書を公開していま

す [70]。同報告書には、以下のような教訓が記載されています。 

 技術的な適合性だけに注力し、計画に対する社会の反応を過小評価していた。政策の

重点を、純技術的側面から、コミュニティの受容等に関する社会的側面に切り替える

べき。

 立地プロセスに、参加型の民主主義とコミュニティへの権限移譲を取り入れるべき。 

 原子炉施設が既に立地している地域においては、リスクの認知は、立地プロセスに関

与するかどうかの最重要因子ではない。

 地層処分機関（RWM27）は、技術や工学に偏りがちな視点を社会技術に拡大すべき。

 立地コミュニティが、立地プロジェクトの枠組みや進展について主要な役割を果たす

ことを許容しつつ、建設的な対話を進めることが求められる。

また、英国政府は 2014 年 7 月に、新しいサイト選定プロセスの基本方針を示しました 

[71]。基本方針の概要は以下のとおりです。

 既知の地質情報に基づいて、国家スクリーニングの先行プロセスを確立する。

 GDF とその開発のためのボアホール調査を、「国家的に重要な基盤」と位置づける。公

衆協議を不可欠な過程とする、計画決定の適切なプロセスを提供する。

 ワーキンググループを通じた、コミュニティと協働するプロセスを開発する。

 選定プロセス中に、コミュニティ、開発者、政府が主要な技術的問題に関する独立し

た第三者のアドバイスにアクセスできるメカニズムを確立する。

実実施施主主体体（（RRWWMM 社社））にによよるる具具体体的的活活動動  

（ 出 典 ） 英 国 ビ ジ ネ ス ・ エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 戦 略 省 「 IMPLEMENTING GEOLOGICAL DISPOSAL – WORKING WITH 

COMMUNITIES」（2014 年） [71]に基づき作成 

26 Geological Disposal Facility 
27 Radioactive Waste Management 

対話 
・GDF やサイト選定
プロセスに関する
問い合わせ

・事実情報の提供

ワーキンググループ
・公開討論
・資金運用
・サイトプロセスとして検討する地域及び
地域パートナーシップメンバーの提案

11～～55 年年  1100～～1155 年年 

コラム  ～英国の地層処分場立地プロセスにおける信頼構築～
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4） 高レベル放射性廃棄物の処理・処分に関する研究開発

高レベル放射性廃棄物の処理に関する研究

原子力機構のガラス固化技術開発施設では、高レベル放射性廃液をガラス固化する施設

の開発、運転を行い、ガラス溶融炉の改良等の技術開発を進め、運転技術、保守技術等を蓄

積しています [72] [73]。一方、日本原燃株式会社では、2013年に「ガラス固化技術開発

施設」が完成して以降、現行のガラス溶融炉でのトラブルへの対処で得た情報や知見を反映

させた「新型ガラス溶融炉」の開発のほか、遠隔操作性の確証試験や運転員等の訓練を行っ

てきました。新型ガラス溶融炉は流下性が格段に向上し、廃液の処理能力も良好で、より安

定的な運転が確認されています。同社ではさらに、データの詳細な評価を行い新型ガラス溶

融炉を実機へ導入する判断に向けた検討を行うとともに、より安定的に運転することがで

きる世界最高性能のガラス溶融炉の研究開発に挑戦し続けるとしています [74]。 

高レベル放射性廃棄物の処分に関する研究

高レベル放射性廃棄物の処分に関しては、現在、原環機構において、処分事業の安全な実

施、経済性及び効率性の向上等を目的とする技術開発を行っています。他方、原子力機構で

は、深地層の研究施設等を活用し、深地層の科学的研究や安全評価手法の開発等の基盤的・

体系的な研究開発を計画的に行っています。 

原子力機構は、岐阜県瑞浪市（結晶質岩）と北海道幌延町（堆積岩）において、深地層の

研究施設を整備し、地下坑道の掘削とそれに伴う深部地質環境の調査研究等を行っていま

す。深地層の研究施設は、広く国内外の研究者に開放して学術研究の国際拠点として整備す

るとともに、国民との相互理解促進に貢献する観点から深部地質環境を実体験できる場と

しても活用されています。なお、 瑞浪市の研究施設については 2022  年 1月までに坑道の埋

め戻し及び地上施設の撤去を完了する方針です [75]。また、 幌延町の研究施設については、

2019  年 8  月に、第 3  期及び第 4期中長期目標期間（2028年度までの期間）を目途に同施設

 で取り組む研究課題等を示した「令和 2年度以降の幌延深地層研究計画（案）」を北海道及

び幌延町に提出しました [76]。北海道や幌延町による当該研究の必要性等の確認や住民の

 方々への説明を経て、幌延町は 2019  年 12  月 9  日、北海道庁は 2019  年 12  月 10 日に受入れ

を表明し、これを受けて原子力機構は同研究計画を策定しました。 

茨城県東海村の核燃料サイクル工学研究所は、処分事業や安全規制を支える技術基盤（設

計・評価に活用する評価モデルやデータベース等）の整備に関する研究開発を実施していま

す。

なお、高レベル放射性廃棄物の処分に関する研究の実施に当たっては、地質環境調査・評

価技術、工学・設計技術、処分場閉鎖後の長期安全性を確認するための安全評価技術等の多

岐にわたる技術分野における個々の技術を全体として統合することが必要となります。そ

のため、包括的技術報告書を作成する過程で明らかとなった課題のほか、これまでの研究開

発過程で抽出された課題、国の審議会等で抽出された課題、科学的特性マップの作成及び提
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示に際して寄せられた技術的信頼性に関する国民からの声等も含めて網羅的に課題を抽出

した上で、研究課題の整理を行い、原環機構が行う技術開発と原子力機構等の研究機関が行

う地層処分の研究開発を統合し全体計画として進めることが必要であり、原環機構がリー

ドする「地層処分研究開発調整会議」において、「地層処分研究開発に関する全体計画（2018 

年度～2022 年度）」を策定しました [77]。これらの機関が緊密に連携を図りつつ、研究開

発成果の移転・継承や人材育成等にも配慮しながら、地層処分に関する研究開発が計画的に

進められています。 
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28 voimalaitosjätteeksi 
29 ydinjätehuollon yhteistyöryhmän 

 コラム ～フィンランドにおける放射性廃棄物管理：国、事業者による改善努力～ 

フィンランドでは地層処分場の建設が進んでおり、2020 年代には使用済燃料の地層処分

場が世界で初めて操業を開始する予定です。 

地層処分が世界で一番進んでいる国の一つ 

フィンランドには、2か所の原子力発電所サイトがあります。1983年に政府が決定した原

子力廃棄物の管理方針 [78]に従い、2か所のサイトで原子力発電所を運営する原子力事業

者 2 社は、1995 年にポシヴァ社を設立してオルキルオトを地層処分サイトに選定し、建設

を進めています。 

廃棄物に応じた貯蔵・処分の検討と実施 [79] 

フィンランドの放射性廃棄物は、原子力法で規制される原子力発電所で発生する使用済

燃料と放射性廃棄物、及び放射線法で規制される医療・産業・研究の放射線利用から発生す

る放射性廃棄物があります。前述の原子力廃棄物の管理方針に従い、原子力事業者 2社は、

各サイトで使用済燃料の中間貯蔵施設と中深度の低中レベル廃棄物（VLJ28）処分場を操業

しています。これらの法律の規制の対象から免除された廃棄物（クリアランス物）は一般の

廃棄物を規制する廃棄物法で監督され、産業廃棄物と同様に再使用、再利用、焼却あるいは

埋立処分が進められています。フィンランド技術研究センター（VTT）の研究炉は、2015年

に閉鎖され廃止措置が予定されています。研究炉の使用済燃料は、供給国の米国に返還され

るか、場合によっては国内処分が必要になります。廃止措置等に伴い発生する極低レベル放

射性廃棄物は、発電所サイトの地表で埋立処分することも検討されています。 

その他の放射性廃棄物は量的には少ないものの、認可された貯蔵施設、規制機関の貯蔵施

設、及び国有廃棄物の一部を原子力事業者や地元自治体の了解の下で VLJ 処分場の付属地

下空洞に貯蔵するとともに、処分を始めています。 

全ての放射性廃棄物を対象に、安全で費用対効果の高い管理方法を検討 [79] 

このような状況変化を踏まえ、2017 年 6 月、監督官庁の雇用経済省は「原子力廃棄物管

理に関する国家協力グループ（YETI29）」を設置し、2030 年までに発生する全ての放射性廃

棄物を対象に、安全で費用対効果の高い管理方法を検討しました。YETI が 2019年にまとめ

た報告書では、現状の整理と 2030 年を目標とする状態の策定が行われ、目標達成に向けた

課題が検討されました。その基本は、放射性廃棄物の発生起源、発生者、又は発生方法に関

係なく、既存及び将来の全ての放射性廃棄物の適切な処理・貯蔵・処分を整備するため、主

に既存の施設を使用して廃棄物の処理処分を実現することでした。この実現のためには、既
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存施設の事業者への影響、地元自治体の受容性、さらに、原子力法の重要な原則を維持しつ

つ柔軟性を確保するための制度、規制の改正、整備も必要とされています。YETI は勧告と

提言を提示し、各機関に 2023年末までに順次対応することを求めています。 

（注）赤い矢印は、ある法律の範囲から別の法律の範囲への廃棄物の移動を示しています。 

フィンランドにおける放射性廃棄物管理

（出典）Ministry of Economic Affairs and Employment「Final Report of the National Cooperation Group on Nuclear Waste 

Management」（2019 年） [79]に基づき作成 

放射性廃棄物管理のための国家計画の見直し [80] [81] 

EUの欧州理事会指令（2011/70/EURATOM） [80]は EU加盟国に対し、使用済燃料管理及び

放射性廃棄物の高い水準の安全な管理が達成されることを目的とした国家計画の策定や、

10 年ごとの自己評価等を求めています。フィンランドでは、廃棄物発生者や処分実施主体

だけでなく、国、規制機関、有識者等の関係者が協力して、放射性廃棄物管理を常に最新最

善の状態に維持、開発していく努力が続けられています。
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② 低レベル放射性廃棄物の処理・処分に関する取組と現状

原子力施設等の運転、廃止措置に伴い、様々な廃棄物が気体状、液体状、固体状で発生し

ます。一般的に、気体状の廃棄物（放射性気体廃棄物）は、放射性物質の濃度に応じて、減

衰、洗浄等により処理し、高性能フィルターで放射性物質を取り除いた後、排気モニターで

排気中の放射性物質の濃度を測定して規制基準値以下であることを確認した上で、大気中

に放出します。液体状の廃棄物（放射性液体廃棄物）は、ろ過、脱塩、あるいは蒸発濃縮処

理します。濃縮廃液はセメント、アスファルト等で固化処理し、ドラム缶に詰められた後に、

放射性固体廃棄物として保管します。蒸発分や放射性物質の濃度が極めて低いものについ

ては、再利用する、あるいは放射性物質濃度を測定して規制基準値以下であることを確認し

た上で海中へ放出しています。固体状の廃棄物（放射性固体廃棄物）は、可燃性、難燃性、

不燃性に仕分けしてドラム缶等の容器に入れて保管する、あるいは廃棄物の性状に応じて

焼却処理、圧縮処理、溶融処理、セメント充填固化処理等の減容・安定化処理を施した後、

ドラム缶等に詰めて保管する、あるいは処分施設に運び処分します。また、特に廃止措置に

伴い発生する廃棄物の大半は、放射性物質によって汚染されていない廃棄物や、放射能濃度

が極めて低く、人の健康への影響が無視できることから「放射性物質として扱う必要がない

もの」です。後者は放射能濃度を測定・評価し、濃度が基準値以下であることを確認したも

のを、再利用若しくは一般の産業廃棄物として処分することができます [82] [83]。 

1） 原子力発電所等の低レベル放射性固体廃棄物の保管・処分に関する取組と現状

原子力発電所等の低レベル放射性固体廃棄物の保管の現状

2019 年 3 月末時点の原子力発電所等の低レベル放射性固体廃棄物の保管状況を表 6-3 に

示しています。全国の原子力発電所では約 695,400 本（200 リットルドラム缶換算値、以下

同様）保管されています。加工施設（ウラン燃料加工施設、ウラン濃縮施設）では約 56,700

本、再処理施設では約 46,500 本、廃棄物管理施設では約 1,100 本、それぞれ保管されてい

ます。また、これらのほかにも固体廃棄物が保管されています [84]。 
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表表  66--33  低低レレベベルル放放射射性性固固体体廃廃棄棄物物のの保保管管量量  

（（地地層層処処分分相相当当低低レレベベルル放放射射性性廃廃棄棄物物とと想想定定さされれるるももののをを含含むむ））  

（出典）実用発電用原子炉等が原子力規制委員会に提出した「放射線業務従事者線量等報告書 平成 30 年度分」（2019 年） 

[84]、原子力規制委員会「規制の状況」 [85]に基づき作成
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 原子力発電所等の低レベル放射性固体廃棄物の処分の取組

（ピット処分）

低レベル放射性廃棄物のうち、原子力発電所の運転に伴い発生する放射能レベルの比較

的低い廃棄物（均質固化体及び充填固化体）は、各原子力発電所から青森県六ヶ所村の日本

原燃株式会社低レベル放射性廃棄物埋設センターに運ばれ、埋設処分（ピット処分）が行わ

れています。 

同センターの 1号埋設施設では、濃縮廃液、使用済樹脂、焼却灰等をドラム缶に収納し、

セメント等で固めた廃棄体（均質固化体）を対象として、1992 年 12 月から受入れを開始し

ています。2号埋設施設では、雑固体廃棄物（金属、プラスチック類、保温材、フィルター

類等）をドラム缶に収納し、モルタルで固めた廃棄体（充填固化体）を対象として、2000 年

10 月から受入れを開始しています。表 6-4 のとおり、1号埋設施設及び 2号埋設施設を併

せて、2019 年 3 月末時点で、ドラム缶換算で合計約 30 万本の廃棄体を埋設しています [86] 

[87]。

なお、日本原燃株式会社は、これまでの埋設実績を踏まえて、2018 年 8 月 1 日に原子力

規制委員会に 3号廃棄物埋設施設の増設（2号廃棄物埋設施設と同等の充填固化体を埋設対

象とする）、1号廃棄物埋設施設の変更（廃棄体の種類の追加及び数量の変更）、2号廃棄物

埋設施設の変更（廃棄体の数量の変更）等の申請を行っており、現在、審査が進められてい

ます [88]。 

表表  66--44  日日本本原原燃燃株株式式会会社社濃濃縮縮・・埋埋設設事事業業所所（（廃廃棄棄物物埋埋設設施施設設））ににおおけけるる 

放放射射性性廃廃棄棄物物のの埋埋設設量量（（22001199 年年 33 月月末末時時点点、、単単位位：：本本））  

1 号埋設施設 

2018 年 3 月末の埋設延べ本数 148,147 

受入数量 478 

埋設数量 640 

2019 年 3 月末の埋設延べ本数 148,787 

2 号埋設施設 

2018 年 3 月末の埋設延べ本数 148,872 

受入数量 5,872 

埋設数量 5,040 

2019 年 3 月末の埋設延べ本数 153,912 

合計 

2018 年 3 月末の埋設延べ本数 297,019 

受入数量 6,350 

埋設数量 5,680 

2019 年 3 月末の埋設延べ本数 302,699 

（出典）日本原燃株式会社「低レベル放射性廃棄物埋設センターの運転情報（日報）」に基づき作成 [86] [87] 
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（トレンチ処分）

上述のとおり、我が国では今後廃止措置が本格化することとなり、それにより発生する大

量の放射性廃棄物の処理・処分が課題となります。日本原子力発電株式会社は東海発電所の

解体に伴い発生する放射性廃棄物のうち放射能レベルが極めて低いものを発電所敷地内で

埋設処分（トレンチ処分）する計画であり、2015 年 7 月 16 日に原子力規制委員会に申請し、

審査が進められています [89]。埋設を計画している物量は、解体で発生する廃棄物に、運

転中に発生した廃棄物と新たに設置する解体工事用機器を合わせた約 16,000t です [90]。 

2） 研究開発施設等の低レベル放射性廃棄物の保管・処分に関する取組と現状

研究開発施設等の低レベル放射性廃棄物の保管の現状

原子力利用に関する研究開発、産業、医療等の幅広い分野における放射線利用等の活動か

らも放射性廃棄物が発生しています。 

これらの廃棄物は、2019 年 3 月末時点で、原子炉等規制法施設では合計約 352,300 本保

管されています [84]。放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 167 号。以

下「放射性同位元素等規制法」という。）30による規制を受ける施設では、2019 年 3 月末時

点で、合計約 281,500 本保管されています [85]。なお、法令で届出を義務付けられていな

い医療法等廃棄物は含まれていません [57]。 

研究開発施設等の低レベル放射性廃棄物の処分の取組 

研究開発施設等の廃棄物の処分は原子力機構が実施することとされており、原子力機構

は、国や関係組織と連携し処分に取り組むこととしています [37]。国は 2008 年 12 月に、

研究開発施設等の廃棄物の埋設処分業務を進める際の基本的な考え方等を示した「埋設処

分業務の実施に関する基本方針」を策定しました [91]。原子力機構は同基本方針に基づき、

2009 年 11 月に埋設処分業務の対象とする放射性廃棄物の種類及びその量の見込み等を示

す「埋設処分業務の実施に関する計画」を策定しました。この計画は、策定以降複数回変更

されており、最新のものは 2019 年 11 月に策定されています [92]。 

原子力機構は、2018 年 12 月にバックエンド対策（廃止措置、廃棄物処理･処分等）の長

期にわたる見通しと方針をバックエンドロードマップとして取りまとめ、公開しました。バ

ックエンドロードマップでは、研究施設等廃棄物の埋設事業は、放射能レベルの低いトレン

チ処分及びピット処分から優先的に進め、第 2期（2029 年度から 2049 年度）での本格化を

目指すとしており、これに向けての立地手順及び立地基準に基づく立地対応が進められて

います。また、廃棄体確認や受入基準等の検討では、研究炉廃棄物中の放射能評価手法の確

立に向けた検討が進められています [37]。 

30原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等

 の一部を改正する法律（平成  29  年 4  月 14  日法律第  15  号）に基づき、2019  年 9  月 1 日に名称が「放射性

同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」から改められました。 
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3） 低レベル放射性廃棄物処分の規制に関する取組

原子力規制委員会は、規制基準の整備や審査の円滑化等を目的として、以下に示すような

低レベル放射性廃棄物の処分の規制に関する検討等を進めています。 

ピット処分及びトレンチ処分

2019 年 2 月に原子力規制委員会は、浅地中処分（ピット処分及びトレンチ処分）に係る

審査等を円滑に行うため、原子力規制庁が示した施設や廃棄体の性能規定化及び規制期間

終了後の被ばく評価シナリオの線量基準等に係る改正方針に基づき、関連する規則等の改

正を行うことを決定しました。規則等の改正案に対して、同年 7 月から意見募集が実施さ

れ、その結果も踏まえて上記の規則は 2019 年 12 月に改正されました [93]。 

中深度処分

低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの比較的高い廃棄物は、中深度処分が行われ

ることになっています。原子力規制委員会は、2016 年 8 月に、中深度処分に係る廃棄物埋

設施設の設計要求や管理要求に係る基本的な考え方を示す「炉内廃棄物の埋設に係る規制

の考え方について」を取りまとめました。同書を踏まえて 2017 年 4 月に原子炉等規制法が

改正され、中深度処分における坑道の閉鎖措置計画の認可や規制期間終了後の廃棄物埋設

地の掘削制限の制度が定められました。その後、原子力規制庁は、「廃炉等に伴う放射性廃

棄物の規制に関する検討チーム」及び「廃棄物埋設の放射線防護基準に関する検討チーム」

において中深度処分の規制基準に係る技術的内容を検討するとともに、長期の放射線防護

の実効性をより高めていくための「ALARA31」の考え方に関する原子力規制委員会の議論を踏

まえて、廃棄物埋設施設の位置に係る規制基準の骨子案等を取りまとめました [94]。 

原子力規制委員会は、2020 年 2 月に公開の場で事業者から意見を聴取しました [95]。そ

の結果も踏まえて、原子力規制庁は 2020 年 6 月頃に、原子力規制委員会に対して中深度処

分に係る許可基準規則と解釈及び関連する事業規則の改正案並びに審査ガイド案を報告す

る予定です [96]。 

ウラン廃棄物

ウラン廃棄物やウランに汚染された資材に含まれる放射性物質の主な組成は自然起源の

ものであり、自然環境中にも存在するものです。また、ウランに汚染された物は、数十年か

ら数百年の期間における放射能の減衰は見込めず、子孫核種が生成し放射能量が増える等

の特徴を有しています。そのため、従来の処分やクリアランスの規制基準をそのまま適用す

ることについては課題があります。 

原子力規制委員会は、このような課題を踏まえ、海外情報や論点を整理し、ウラン廃棄物

31 As Low As Reasonably Achievable 
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の処分等に係る規制の考え方について議論を進めることとしています [97]。 

研究開発施設等の低レベル放射性廃棄物

研究開発施設等で発生する放射性廃棄物の発生源は多岐にわたることから、発生する放

射性廃棄物の処分事業を規制する法律も原子炉等規制法、放射性同位元素等規制法のほか、

医療法等にまたがり32、複数の許可が必要となります。2017 年 4 月の放射性同位元素等規制

法の改正により、放射性同位元素等規制法の廃棄に係る特例として、許可届出使用者及び許

可廃棄業者は、放射性同位元素等の廃棄を原子炉等規制法に基づく廃棄事業者に委託でき

ることとされ、原子炉等規制法と放射性同位元素等規制法の間で処分の合理化が図られま

した [98]。 

32「医療法」、「臨床検査技師等に関する法律」、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律」及び「獣医療法」等。 
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諸外国でも、我が国と同様に、原子力利用や放射線利用等に伴い様々な放射性廃棄物が発

生しており、それらを安全に管理（処理、処分）する取組を進めています。

IAEA の安全指針 GSG33-1｢放射性廃棄物の分類｣は、様々な廃棄物分類の概念を検討した上

で、長期的な安全に基づくリスクに応じた等級別扱いを反映した廃棄物分類のガイダンス

を提供しています。同指針では、、廃棄物とその特性に応じた処分オプションを関連付けた、

以下の廃棄物分類スキームを示しています [99]。

 高レベル廃棄物（HLW34）：

多量の熱が発生するほど十分に放射能濃度のレベルが高い廃棄物、あるいは、長寿命

放射性核種を大量に含む廃棄物。地下数百メートル程度からそれ以深の、深く安定し

た地層への処分が適している。

 中レベル廃棄物（ILW35）：

長寿命放射性核種を含むため、浅地中処分より高い程度の閉じ込めと隔離が必要とな

る廃棄物。数十メートルから数百メートル程度の深度での処分が適している。

 低レベル廃棄物（LLW36）：

長寿命放射性核種の量が限られており、最長で数百年程度にわたり頑健な隔離と閉じ

込めを必要とする廃棄物。工学的な浅地中施設での処分が適している。

 極低レベル廃棄物（VLLW37）：

規制免除廃棄物（EW38）の基準を満たさないが、高いレベルの閉じ込めと隔離が必要な

い廃棄物。限られた規制上の管理を伴う、浅地中の埋立方式施設への処分が適している。 
 極短寿命廃棄物（VSLW39）：

研究や医療目的等で利用される、半減期が 100 日オーダー未満の極短寿命の放射性核

種を主に含む廃棄物。最長でも数年程度で減衰するため、保管期間後は規制免除廃棄

物に移ることができる。

 規制免除廃棄物（EW）：

低濃度の放射性核種しか含まないため、放射線防護目的の規制上の管理から免除する

ことのできる廃棄物。一般の廃棄物として再利用、処分等の取扱いができる。

33 General Safety Guide 
34 High Level Waste 
35 Intermediate Level Waste 
36 Low Level Waste 
37 Very Low Level Waste 
38 Exempt Waste 
39 Very Short Lived Waste 
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 IAEA 
分類注 1 

国名 

中レベル 
放射性廃棄物注 2 

低レベル 
放射性廃棄物 

極低レベル 
放射性廃棄物 

極短 
寿命 
廃棄物 

規制免除・ 
クリアランス 

英国 
低レベル放射性廃棄物： 

浅地中処分 

サイト内埋立処分注 3 

一般埋立処分注 4 
有 有 

フランス

長寿命低レベル放射性廃棄物： 

浅地中処分（検討中） 
特定埋立処分注 5 有 

制度なし。限定
的免除有り。基
本は極低レベ
ル放射性廃棄
物として処分。 

短寿命低中レベル放射性廃棄物： 

浅地中処分 

ドイツ 
非発熱性放射性廃棄物： 

地層処分（建設中） 

条件付きクリアランス 

による一般埋立処分注6 
有 有 

フィンランド 
中レベル廃棄物、低レベル廃棄物：

岩盤空洞内処分

サイト内埋立処分注 3

（検討中）
有 有 

スウェーデン 
短寿命低中レベル廃棄物： 
岩盤空洞内処分 

短寿命極低レベル廃棄物： 
サイト内埋立処分注 3 

有 有 

スイス
低中レベル廃棄物： 

地層処分（サイト選定中） 

認可機関の承認による 

一般埋立処分注 6 
有 有 

カナダ注 7

原子力発電の中低レベル放射性廃棄物： 

OPG40社による地層処分（計画中止） 

有 有 

原子力研究開発（遺産、事業継続中、医療・大学等を含む）の

中レベル放射性廃棄物：未定 

同上の低レベル放射性廃棄物： 

浅地中処分（申請段階） 

歴史的低レベル放射性廃棄物： 

地上長期廃棄物管理（建設中） 

米国 

クラス C超：処分方法検討中

有 制度なし。 

個別審査を

実施。 

クラス C：浅地中処分

クラス B：浅地中処分

クラス A：浅地中処分

クラス Aの低いレベル：

一般埋立処分注5等（枠組み見直し中）

（注 1）IAEA 安全指針 GSG-1 放射性廃棄物の分類（2009） [99] 
（注 2）地層処分対象を除く 
（注 3）原子力施設サイトの許可された埋立処分場 
（注 4）認可された一般の埋立処分場 
（注 5）原子力施設ではないが原子力施設から発生した廃棄物に限定 
（注 6）一般の埋立処分場 
（注 7）この他、ウラン採鉱・製錬廃棄物がある 
免除・クリアランスされた廃棄物は規制上の放射性廃棄物としての管理は受けない。 
網掛けは、操業中あるいは実施中であることを示す。網掛けなしは、建設中、サイト選定中、検討中、見直し中のい
ずれかである。 
（出典）内閣府作成

40 Ontario Power Generation 
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クリアランス

① クリアランス制度

原子力施設等の廃止措置に伴って発生する廃材等の大部分は、放射性物質によって汚染

されていない廃棄物や、放射能濃度が極めて低く、人の健康への影響が無視できることから

「放射性物質として扱う必要がないもの」です。このうち、後者については、放射能濃度を

測定・評価し、濃度が基準値以下であることを原子力規制委員会が確認したものを、原子炉

等規制法による規制から外し、再利用若しくは一般の産業廃棄物として処分することがで

きる制度を「クリアランス制度」と呼びます。 

② クリアランスの実績

我が国では、これまで、原子炉等規制法に基づく原子力発電所、加工施設、一部の核燃料

物質使用施設等の原子力施設の運転及び廃止措置・解体により発生した金属くず、コンクリ

ート破片等にクリアランス制度が適用されています。2019 年 4 月時点で、原子力施設から

発生した金属 969t とコンクリート 3,866t がクリアランスされており、その一部は、表 6-5

に示すように再利用されています [100]。これまでのところ、再利用を行う原子力事業者

は、再利用先を原子力施設等に限定（限定再利用）していますが、今後本格化する廃止措置

等を円滑に進めるに当たっては再利用の拡大が必要です。 

なお、放射性同位元素の使用施設から発生する放射性廃棄物等についてもクリアランス

制度が導入されていますが、実績はありません [101] [100]。 

表表  66--55  ククリリアアラランンススさされれたた金金属属等等のの限限定定再再利利用用のの実実績績例例  

原子力施設 再利用の実績 

日本原子力発電
（株） 

東海発電所の廃止措置工事から発生した金属から遮へい体、ブロッ
ク、車両進入防止ブロック、ベンチ、テーブル、埋込金物、クレー
ン荷重試験用ウェイト等の加工品を製作し、関連場所で使用又は展
示を実施。また、経済産業省委託事業「原子力発電所等金属廃棄物
利用技術開発」（2015 年度から 2017 年度）において、クリアランス
金属を再利用した中深度処分（余裕深度処分）用容器（内容器）の
試験製作が実施されている。

原子力機構 
原子力科学研究所 

研究用原子炉 JRR-3 の改造工事により発生し保管廃棄されていたコ
ンクリートを同研究所内の路盤材等に再利用した。

原子力機構 
人形峠環境技術 

センター

使用済遠心機処理の合理化として、解体、除染した使用済遠心分離
機から発生したアルミ材を構内等で花壇の構造物、土留め及び同セ
ンターの正門前広場に設置したテーブルとベンチに再利用した。

（出典）原子力規制委員会「クリアランス制度の実績」 [100]、電気事業連合会「クリアランス制度に関する国内外の状況」 [102]に

基づき作成

廃止措置・放射性廃棄物連携プラットフォーム（連携プラットフォーム（仮称））

 原子力委員会が 2017  年 7月に決定した「原子力利用に関する基本的な考え方」では、我

が国の原子力分野では「科学的知見や知識も組織ごとに存在している状況である」ため、「原

子力関連機関が、情報交換しつつ、それぞれの役割を互いに認識し尊重し合いながら連携や
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協働を行う場を構築し、まずは、科学的知見や知識の収集・体系化・共有により厚い知識基

盤の構築を進めるべき」とされました。当該取組を進めるべき具体的な分野の一つとして

「廃止措置・放射性廃棄物」が挙げられたことを受けて、原子力委員会が声かけを行い、関

係機関による連携プラットフォーム（仮称）が 2017 年 11 月に設立されました。これまでに

7回の会合を開催し、当該分野における情報体系の整備や、海外情報を含む各関係機関の取

組の紹介による情報共有等を実施しています [103]（図 6-8）。 

図 6-8 連携プラットフォームにおいて整理された関係機関の連携イメージ 

 （出典）第 1 4 回原子力委員会資料 第  2-4 号 「廃止措置・放射性廃棄物～連携プラットフォーム（仮称）の活動状況 ①～」（2018

年） [103] 
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 放射線・放射性同位元素の利用の展開 

ｎ 

7－1 放射線利用に関する基本的考え方と全体概要 

放射線・放射性同位元素の利用（以下「放射線利用」という。）は、原子力エネルギ

ー利用と共通の科学的基盤を持ち、先端的な科学技術や工業、医療、農業、環境保全、

核セキュリティ等の幅広い分野で利用され、社会を支える重要な技術になっています。 

近年では、これまでにもよく用いられてきた X 線や電子線だけでなく、中性子線や

重粒子線の利用も活発になってきました。中性子線は X 線や電子線と異なり、物質の

奥深くまで透過したり、安定な元素を放射化させたりすることで、放射線利用の道を広

げています。また、重粒子線は医療分野で利用が進められています。 

放射線の発生源として、小型加速器の開発が進められています。これまではその場か

ら動かせないために放射線を利用できなかったもの等についても、軽量かつ小型の加

速器の利便性を生かすことで、放射線利用の対象が増加してきています。 

放射線を利用してできること、放射線を適用できるものが広がっていく中で、複数の

専門領域の融合のみならず、既存の放射線利用設備を有効活用し、国や大学、研究機

関、民間企業が連携してオールジャパン体制で取り組んでいくことが今後更に求めら

れています。 

放射線は生体組織に対して過度に照射すると障害をもたらしますが、 

 物質を透過するため、物質や生体の内部を細部まで調べることができる。

 局所的にエネルギーを集中させ、材料の加工や特殊な機能の付与ができる。

 細菌やがん細胞等に損傷を与えて、不活性化することができる。

 化学物質等に照射して別の物質に変えることができる。

第第７７章章  放放射射線線・・放放射射性性同同位位元元素素のの利利用用のの展展開開  

等の特有の性質を有しています。これらの性質を学術研究や産業利用に活用することによ

り、国民生活の水準向上等に大きく貢献することができます。 

「原子力利用に関する基本的考え方」では、放射線を利用したイノベーションの創出や、

放射線利用の観点での「原子力」が理学と工学の接点となり、人材需要への対応を先導する

ことが期待されています。 

また、2020  年 7  月に閣議決定された「統合イノベーション戦略 2020」においても、放射

線及び放射性同位元素については、幅広い分野で利用されるなど国民生活に広く関係して

おり、先端的な科学技術と共通の科学的基盤を有する分野とされています。さらに、今後は

工学、医学、理学等の分野間連携を促進することや、複数の専門領域を融合させ、国や大学、

研究機関だけでなく、民間企業も連携したオールジャパン体制で取り組むことを通じて、放

射線等を戦略的かつ有効に活用していくことが求められるとされています。 
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（1）  放射線と放射線の種類

放射線には、電離放射線と非電離放射線の二種類があります。電離放射線は、原子や分子

から電子を引き離しイオン化（電離）する能力を持ちます。電離放射線には、アルファ線（α

線）、ベータ線（β線）及び陽子線のように電荷を持った粒子線や、中性子線のような電荷

を持たない粒子線、及びエックス線（X線）、ガンマ線（γ線）のような電磁波等、様々な種

類があります。一方、非電離放射線は、電離放射線のような相互作用をしない可視光線やマ

イクロ波等です。一般的に多くの場合、放射線というと電離放射線を指します（図 7-1）。 

放射線

電離放射線

直接電離放射線

電子、陽電子、α線、β線、重陽子、

ミュオン、重イオン、中間子 等

間接電離放射線

X線、γ線、中性子、ニュートリノ

非電離放射線

可視光線、紫外線、マイクロ波 等

図 7-1 放射線の種類 

 （出典）地人書館 中村尚司著「放射線物理と加速器安全 の工学」（1995 年）に基づき作成 

（2） 放射線発生装置（放射線源を含む）と得られる放射線及び利用状況

1 895  年にレントゲンにより発見された X 線は、身体の内部の様子を見事に映し出しまし

た。ほとんどの放射線は、物質に当たる時や物質中を透過する時、物質の分子や原子と相互

作用します。中には、ニュートリノのようにほとんど相互作用をしないで物質中を通り抜け

るものもあります。例えば、電子線はマイナス、α線はプラスのように、電荷を持った粒子

の流れであるため、進む道筋にある物質と比較的強い相互作用をして相手にエネルギーを

与えます。放射線の様々な利用は、基本的に、このような放射線と物質との相互作用と放射

線毎の違いをうまく利用したものです。 

図 7-2に示すように、放射線の利用は大きく分けて「創る・加工する」、「観る」、「治す」

の三つに分類されます。 

「創る・加工する」では、半導体製造、タイヤ製造等の工業利用、イネ等の農作物の品種

改良や害虫駆除等の農業利用（γ線）、医療器具等の殺菌（γ線や電子線）等に使われてい
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ます。「観る」では、肺の様子や骨折の状態等の医療診断、空港での手荷物検査、陸橋の非

破壊検査による健全性の確認等の工業分野（X線）などで利用されています。「治す」では、

主に腫瘍の放射線療法（α線、X線、γ 線、重粒子線等）等に利用されており、近年では、

α線核医学療法の進展や治療用重粒子線発生装置の小型化等を含め、大きな進歩をみせて

います。 

図図  77--22  幅幅広広いい分分野野ででのの放放射射線線利利用用  

（出典）第 4 回原子力委員会資料第 1 号 一般財団法人放射線利用振興協会 岡田漱平「量子ビーム科学・放射線利用の過去・

現在・未来」（2017 年） [1] 

このように、放射線は私たちの身近なところから広く社会の様々な分野で有効に利用さ

れていて、社会を支える重要な技術の一つとなっています。これらの放射線を発生する機器

やものには様々なタイプがあり、目的や手段に応じて使い分けられています。 

① 放射性同位元素（RI1） [2]

RI は、元素の放射性崩壊等によって放出される放射線（α 線、β 線、γ 線、中性子線）

を工業や医療等の分野で用いることが可能です。 

天然に存在する RI から放出される放射線を利用することは可能ですが、その利用効率が

低いことから、原子炉や加速器によって RI を製造し利用しています。 

原子炉での RI 製造は、原子核の核分裂反応あるいは中性子を吸収する反応により行われ

1 Radio Isotope
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ます。製造される RI の原子は、より安定な状態に移行しようとしてγ線や電子線を放出し

て、別の原子に変わることがあり、その際に放出するγ線等を利用します。医学診断で用い

られるモリブデン 99（Mo-99）2は、このようにして製造される代表的な RI の一つです。 

加速器での RI 製造は、加速された荷電粒子（陽子、α線）を色々な試料に照射すること

により行われます。製造される RI からは、原子炉で製造される RI と同様なメカニズムで

放射線が放出されます。また、α線を放出する RI も製造され、そのα線が医療等に利用さ

れます。RI を使用する事業所は、2019 年 3 月末時点で 7,608 か所です。機関別にみると、

民間企業が 4,532 か所（約 60％）、医療機関が 1,131 か所（約 15％）、研究機関が 435 か所、

教育機関が 491 か所、その他の機関が 1,019 か所です [3]。民間企業では医療用具の滅菌

等の照射装置やレベル計に、また、医療機関においては遠隔照射治療装置及びガンマナイフ

装置3の線源として利用されています。 

 

図図  77--33  放放射射性性同同位位元元素素をを使使用用すするる事事業業所所のの推推移移  

（出典）原子力規制委員会「規制の現状 表 2 機関別使用事業所数の推移」に基づき作成 [3] 
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2  Mo-99  から得られるテクネチウム-99m は、血管中の血液の流れの測定や腫瘍の診断等に広く用いられて

いる、核医学の重要な RI。 
3 病巣部周囲の正常な組織を傷つけることなく、約  200 個のコバルト 60の線源から出るγ線を用いて、虫

眼鏡の焦点のように病巣部に対して集中的に照射する治療法。ビームが集中する箇所のみが、ナイフで切

り取られたかのように治療できるので、“ガンマナイフ”と名がつきました。 [37] 
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我が国では、RI 製造のほとんどを海外に依存しています。一方で、医療用のα線放出核

種である半減期の短い RI（短寿命核種）は、長距離輸送中に RI としての効能を失ってしま

います。医学診断で用いられる原料のモリブデン-99 は 100％海外から輸入しており、海外

の製造原子炉の停止により入手が極めて困難になった時期がありました。このような状況

も受け、国内においても短寿命核種の製造が行われています。 

文部科学省科学研究費助成事業「新学術領域研究（研究領域提案型）『学術研究支援基盤

形成』」リソース支援プログラムにおいて、「短寿命 RI 供給プラットフォーム」が発足しま

した。同プラットフォームは、大阪大学核物理研究センター、国立研究開発法人理化学研究

所仁科加速器研究センター、東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター、東北

大学電子光理学研究センターの 4つの連携機関から構成されており、多くの短寿命 RI が供

給されています [4]。 

また、このプラットフォーム以外にも、量研の放射線医学総合研究所（放医研）や高崎量

子応用研究所においても短寿命 RI を生産・供給しています。 

短短寿寿命命RRII  供供給給ププララッットトフフォォーームムをを担担うう連連携携44機機関関ととそそのの位位置置  

（出典）福田光宏、中野貴志、酒見泰寛、渡部浩司、菊永英寿、依田哲彦「短寿命 RI 供給プラットフォーム」 [4] 

コラム ～国内における短寿命核種の製造～ 

310 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



② 加速器

加速器は、RI を製造する以外にも、高エネルギーの電子線、陽子線、重粒子線を作り出

し様々な場面で利用されています。 

例えば、高エネルギーの陽子線を原子核に衝突させて原子核を破砕する際に放出される

中性子を、極限条件下での物性研究や材料内部の残留応力観測等に利用しています。また、

円形加速器では、電子を加速することによって電磁波（放射光（Synchrotron Radiation））

を発生させ、人工光合成のための触媒創成のための構造解明研究や、燃料デブリの詳細分析

等に利用しています。 

放射性同位元素等規制法の許可を受け使用されている放射線発生装置は、2018 年 3 月末

時点で 1,755 台です。放射線発生装置の 75.3％は医療機関に設置され、がん治療等に利用

されています [5]。また、教育機関、研究機関、民間企業等にも設置され、様々な研究開発

や事業活動等に利用されています。そのほか、放射性同位元素等規制法の規制対象とならな

い低エネルギー電子加速器、イオン注入装置等も民間企業等に多数設置され、幅広く利用さ

れています。 

③ 原子炉

原子炉では、RI 製造以外にも、核分裂の際に放出される中性子が利用されています。原

子力発電所では中性子を利用して核分裂の連鎖反応を起こし、その結果得られる熱エネル

ギーを利用して電気を生み出しており、エネルギーとしての中性子利用も放射線利用の一

つとして考えることができます。一方で、研究炉では、中性子をビームとして炉心から取り

出し学術研究に利用しています。 

中性子反応を利用する RI の製造には原子炉（研究炉）が用いられます。我が国で RI 製

造・供給を行うことのできる研究炉は、過去に JRR-34、材料試験炉（JMTR5）、KUR6の 3 基

ありました。これらのうち KUR は 2017 年 8 月に原子力規制委員会の新規制基準に係る安全

審査に合格し、運転を再開しました。JRR-3 は耐震補強工事を実施中で、運転再開は 2021 年

2 月の予定です。JMTR は 1968 年の初臨界以来、燃料材料照射試験等に広く利用されてきま

したが、新規制基準対応のための耐震工事費用等を勘案して 2017 年 4 月に廃止措置に移行

することが決まりました。 

研究炉や加速器から放出される中性子をビームとして利用することが可能な中性子源は、

国内で約 10 施設あります。また、国外でも利用可能な中性子源があります。（図 7-3、図 

7-4）

4 Japan Research Reactor-3 
5 Japan Materials Test Reactor 
6 Kyoto University Reactor 
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図図  77--33  日日本本のの中中性性子子源源  

（出典）第 8 回原子力委員会資料第 1 号 名古屋大学鬼柳義明「日本の中性子利用研究と施設連携」（2019 年） [6] 

図図  77--44  世世界界のの主主なな中中性性子子源源 

（出典）第 8 回原子力委員会資料第 1 号 名古屋大学鬼柳義明「日本の中性子利用研究と施設連携」（2019 年） [6] 
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④ その他（X線発生装置、レーザー発振器）

加速器、研究炉のほかにも、放射線を発生する装置として、X線発生装置やレーザー発振

器があります。X線は、レントゲン撮影や非破壊検査等に利用されています。レーザー光は、

レーザー溶接等の工業分野や歯の治療等の医療分野で利用されています。（表 7-1）

表表  77--11  放放射射線線発発生生装装置置（（放放射射線線源源をを含含むむ））とと得得らられれるる放放射射線線  

RI 加速器 原子炉 
X 線 

発生装置 
レーザー
発振器

α線 ○ 

β線（電子線） ○ ○ 

β線（陽電子線） ○ ○ 

γ線 ○ ○ 

中性子線 ○ ○ ○ 

ニュートリノ ○ ○ 

ミュオン ○ 

陽子線 ○ 

重粒子線 ○ 

放射光 ○ 

X 線 ○ 

レーザー光 ○ 
（出典）原子力委員会研究開発専門部会加速器検討会「加速器の現状と将来」 [7]に基づき作成
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米国エネルギー省（DOE）は、物理科学基礎研究を支援する最大の連邦組織です。DOE が

推進する物理、化学、生物学、環境学、コンピュータ科学における世界をリードする研究は、

科学と技術革新に係る国家の優位性を支える基礎科学上の発見や技術的な解決に寄与する

としています。 

DOE では独自の開発戦略を定め [8]、「科学とエネルギー」、「核の安全保障」、「管理と成

果」という三つの戦略的目的を達成するための取組を実施しています。このうち、放射線利

用に関係する戦略目的は「科学とエネルギー」であり、この目的に対して、以下の三つの戦

略目標が定められています。 

① 大統領令の政策に基づくエネルギー資源の堅実な開発、導入、効率的利用をサポートし、

気候変動行動計画における目的・目標を前進させ、新たな雇用や産業を創出する

② 経済的な競争力があり、環境に配慮し、安定かつ回復力のある米国のエネルギーインフ

ラをサポートする

③ 自然に対する我々の理解を一変させ、基礎科学の進展と技術革新との繋がりを強化する、

科学的発見や主要な科学ツールを提供する

このうち、戦略目標③が放射線利用に関係しており、「ミッション重視型研究を可能にし

て科学的発見を促進する世界一の科学利用施設を米国の研究者に提供」と具体化されてい

ます。 

DOE は、誰もが利用できる世界トップレベルの独自の科学利用施設に対する投資を通じ、

米国の科学事業における独自の役割を果たしています。これらの加速器、スーパーコンピュ

ータ、X線光源施設、中性子源施設等の科学利用施設は、現代科学の最も先進的なツールと

位置付けられています。未知の最先端分野の研究を行うため、国立研究所、大学、民間企業、

DOE 以外の米国政府関連組織から毎年数千人もの科学者が訪れ、これらの設備を利用してい

ます。加速器、X線光源施設、中性子源施設等は放射線利用に欠くことのできない施設であ

り、これらを戦略的に開発整備することは重要であるとされています。 

コラム ～米国エネルギー省（DOE）の加速器開発戦略～ 
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原子力委員会では 2017 年に、2005 年度の調査から 10 年ぶりに、2015 年度の放射線利用

の経済規模を調査し公表しました。 

2015 年度の放射線利用の経済規模を 2005 年度と比較すると、放射線利用全体として増加

しており、放射線利用の国民生活への貢献が着実に拡大していることが伺えます。工業分野

や農業分野における放射線利用は、2005 年からほぼ横ばいでしたが、医療・医学では放射

線利用の成長が顕著に表れています。これは特に、放射線を利用した診療行為が増加してい

ることが要因であると考えられます。例えば粒子線治療については、2005 年度は約 27 億円

であったのに対し、2015 年度は約 140 億円にまで増加しており、経済規模は 10 年でおよそ

5倍に成長しています。 

22001155 年年度度のの我我がが国国ににおおけけるる放放射射線線利利用用のの経経済済規規模模 

（出典）第 29 回原子力委員会資料第 1-1 号 内閣府「放射線利用の経済規模調査」（2017 年） [9] 

放放射射線線利利用用とと原原子子力力利利用用のの経経済済規規模模  

（億円）

調査年度 工業分野 
医療・医学

分野 
農業分野 

放放射射線線  

利利用用合合計計  

原子力発電

収益 

電気事業者

支出 

エエネネルルギギーー

利利用用合合計計  

2015 22,200 19,100 2,400 4433,,770000  3,307 20,943 2244,,225500  

2005 23,000 15,000 2,800 4411,,111177  47,410 16,866 6644,,227766  

1997 21,773 12,000 1,167 3355,,000000  57,913 17,161 7755,,007744  

（出典）第 29 回原子力委員会資料第 1-1 号 内閣府「放射線利用の経済規模調査」（2017 年） [9]、日本原子力産業協会 「原

子力発電に係る産業動向調査」 [10]に基づき作成 

コラム ～放射線利用の経済規模～ 
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図図  77--55  放放射射線線利利用用のの具具体体例例  

（出典）第 25 回原子力委員会資料第 1-3 号 原子力委員会「原子力利用に関する基本的考え方 参考資料」(2017 年) [11] 

また、中性子による放射化により、コバルト 60、イッテルビウム 169、イリジウム 192 等

が作られ医療分野で利用されています。さらに、ガドリニウム 153、金 198 等も製造され、

工業製品の透過撮影や悪性腫瘍の放射線治療等に利用されています（図 7-6）。 

（3） 放射線の利用分野と具体例

RI、加速器、原子炉から取り出される放射線は、その特性を生かして工業、医療、農業、

環境保全、核セキュリティ等の分野で利用されています。 例えば X線は、物質を通り抜ける

能力が高いため、物質内部の様子の観察に利用されます。γ線は、X線に比べて電磁波とし

ての波長が短い（エネルギーが高い）という特徴があるため、殺菌や、人体の奥深くのがん

細胞への攻撃に利用されます。中性子は、水素やリチウム等の軽い元素の検知能力が高いた

め、リチウム電池の劣化状態等の観察に利用されます。α線は、透過能力が低いものの、物

質内部で止まる場合はその瞬間に持っているエネルギーを相手の物質に与える性質があり

ます。そのため、がん組織への特異的な集積等により、正常な細胞に与える影響を抑えた治

療に利用されます。これら以外にも、放射線は、環境保全利用として飲料水の殺菌や排ガス・

土壌汚染の対処、加えて、核セキュリティ・テロリズム・犯罪・講習の安全分野でも利用さ

れています（図 7-5）。 
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図図  77--66  研研究究用用原原子子炉炉 JJRRRR--33 ででのの中中性性子子ビビーームムのの利利用用例例  

（出典）原子力機構提供資料

IAEA の Nuclear Technology Review 2019 [12]においても、放射線利用例が紹介されて

います。RI や放射線技術分野では、プラスチック材料の放射線による改質、ホウ素中性子

捕獲療法（BNCT7）、医療 RI ブラウザの立ち上げ、同位体トレーサーによる人体の栄養摂取

の解析が挙げられています。人の健康に関する分野では、診断、放射線非常時の予測ツール

又は医療のためのバイオドシメトリーが挙げられています。食物や農業分野では、ペスト対

策のための放射線不妊虫放飼法（SIT8）、食品に係るトレーサビリティシステム、温室効果

ガスに関する放射線技術の応用が取り上げられています。 

① 工業利用

材料の加工、材料や構造物の検査、環境保全等の分野で、広く放射線を利用した技術が用

いられています。材料の加工分野では、力学的特性や耐熱性を向上させた機能性材料の創製

が行われており、例えば自動車用タイヤの製造では、ゴムに電子線を照射することにより強

度を増しつつ精度よく成形した高品質なタイヤの製造が行われています。また、中性子線に

よる核反応を利用したシリコン半導体の製造も行われています。 

社会的に重要な課題となっている、年数の経過した社会インフラの保全においても、放射

線を利用した検査が行われています。検査においては、中性子線の高い透過力と軽い原子に

対する感受性の高さを利用した中性子ラジオグラフィーと中性子残留応力解析の技術を適

7 Boron Neutron Capture Therapy 
8 Sterile Inset Techniqe 
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用し、コンクリート構造物の内部損傷や劣化の検査が非破壊で行われています。また、製造

工程管理（液面計等）、プラント診断法（厚み計）、自動車やトラックのエンジンの摩耗検査、

航空機等の溶接部検査や厚み検査、医療器具等の滅菌・殺菌等にも広く利用されています。 

環境保全の例として、石油や石炭の燃焼によって排出される有害ガスに電子線を照射し

て、硫黄酸化物や窒素酸化物を硫酸アンモニウムや硝酸アンモニウムに変える技術が利用

されています。また、放射線を利用した、排水中の有機汚濁物資の分解も行われています。

このように、放射線は大気汚染や水質汚染の防止技術としても利用されています [13]。 

 

RI を利用する非破壊検査は、検査の対象や目的に合わせて適切なエネルギーの RI を選択

することにより、高い透過力と精度を持って検査を実施できます。特に、イリジウム 192 を

用いた非破壊検査装置は軽量・小型であり、狭いところや高いところで使用することができ

る利便性の高い装置です。また、線源の位置を調整するだけで、様々な角度から検査を実施

することができます。 

放放射射性性同同位位元元素素をを用用いいたた非非破破壊壊検検査査装装置置（（左左））、、非非破破壊壊検検査査手手法法とと利利用用割割合合（（右右））  

（出典）第 43 回原子力委員会資料第 2 号 公益社団法人日本アイソトープ協会「アイソトープ利用の現状と課題」（2018 年） [14] 

また、工業分野においては、計測装置や分析装置に RI が利用されています。RI を用いた

厚さ計、レベル計、ガスクロマトグラフ等は、国内で現在約 5,000 台使用されています。こ

のような装置は、高性能でありながら取扱いが容易であることから、今後の経済発展が見込

まれる東南アジアを中心とした海外展開が期待されています [14]。 

コラム ～非破壊検査装置、計測装置、分析装置の利用～ 
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加速器は、エネルギーや強度の高い放射線を発生させることができるため、産業や学術研

究の様々な場面で用いられています。中性子源として用いる加速器は、陽子を加速して中性

子を発生させるため、持ち運び不可能な大規模な装置が必要となります。一方、X線や電子

線については、加速器を構成する装置の研究開発の進展により、テーブルトップサイズの加

速器が登場しています。 

小型加速器は、持ち運びが可能であることにより、加速器施設に運搬することが難しい巨

大な構造物等にも適用できるという利点があります。例えば、小型の高出力 X線加速器を用

いてコンクリート橋内部の劣化状態を可視化し、その後の保全活動に活用するという研究

開発が行われています。 

一方で、法令の規制により、1MeV 以上のエネルギーを持つ X 線を発生させる装置を非破

壊検査のために屋外で利用できる対象は、橋梁又は橋脚に限られています。今後、これらの

構造物以外にも、トンネルや落石等から道路を保護するためのシェッド等、様々なインフラ

構造物の老朽化の増加が見込まれます。これらの屋外大規模構造物の保全活動に高出力の X

線加速器を活用していくためには、技術の適用性を拡充するだけでなく、規制見直し等の基

盤整備も重要です。 

小小型型 XX 線線加加速速器器をを用用いいたた橋橋梁梁のの検検査査  

（出典）第 34 回原子力委員会資料第 1 号 東京大学上坂充「加速器小型化の最前線について」（2018 年） [15] 

コラム ～小型加速器の利用～ 
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② 医療利用

診断と治療の両面で放射線が活用されており、放射線発生装置の開発や改良に伴い、今後

の更なる利用の進展が見込まれます。 

例えば、RI 置換した薬剤の正確な体内移動を把握する新薬テスト、レントゲンや X線 CT

等の画像化による診断、正確ながん部位の診断（PET9）と治療、線形加速器から取り出され

る X線治療、ガンマナイフと呼ばれるγ線による治療、重粒子線治療等の利用実績がありま

す。 

RI の利用には、容器に密封された RI（密封 RI）から放出される放射線利用と、密封され

ていない RI（非密封 RI）の利用の二つの形態があります。医療分野では、密封 RI は、遠隔

操作密封小線源治療（RALS10）やガンマナイフ等に用いられています（表 7-2）。非密封 RI

は核医学検査に利用されています。現在シングルフォトン検査とポジトロン断層法（PET）

検査が多く実施されています。また、経口薬や静脈注射によって非密封 RI を体内に取り込

む内用治療やストロンチウム療法があります。 

表表  77--22  医医療療分分野野ににおおけけるる密密封封 RRII のの利利用用例例  

製品・ 

治療法 

治療対象 

疾患例 

放射性同位元素 

（放射能） 

使用医療 

機関数 

放射性同位元素の 

年間供給個数 

RALS 
子宮頸がん 

子宮体がん 

イリジウム 192

（370GBq/個） 
130 450 

ガンマナイフ 
脳血管障害 

脳腫瘍 

コバルト 60

（1.11TBq×192 個/台） 
50 1,200 

永久挿入密封

小線源療法 
前立腺がん 

ヨウ素 125

（13.1MBq/個） 
100 200,000 

（出典）第 43 回原子力委員会資料第 2 号 公益社団法人日本アイソトープ協会「アイソトープ利用の現状と課題」（2018 年）に基

づき作成 [16] 

③ 農業利用

農作物や家畜の生産性向上のための品質改良（耐病性イネの作出等）、害虫防除（不妊虫

放飼法等）、食品照射（長期保存等）などに放射線が利用されています。 

品種改良には様々な方法がありますが、放射線の照射による突然変異を利用すると、病気

に強い新しい品種や寒冷地でも栽培できる品種等を効率的に作ることができます。我が国

では 1960 年代から研究が始められ、1970 年代には長期保存のため、ばれいしょへの照射が

実用化されました [17]。これまでに、コバルト 60 等からの放射線を利用して、ナシの黒斑

病抵抗性品種の育成、収穫性に優れ病害虫にも強いイネやオオムギ等の育成も行われてき

ています。国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構では、放射線育種場において

作物の突然変異による育種等の研究を進めるとともに、外部からの依頼による花きや農作

9 Positron Emission Tomography 
10 Remote After Loading System 
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物等への照射も行っています。 

害虫駆除の例として、不妊虫による駆除があります。この方法は、γ線照射によって不妊

化した害虫を大量に野外に放ち、数世代かけて害虫の数を減少させ最終的に根絶させると

いうもので、大量の殺虫剤散布による駆除で懸念される人や環境への影響がない方法です。

我が国では、この方法がウリミバエの根絶に大きな貢献をしました。ウリミバエはウリ類等

の重要害虫であり、沖縄県と鹿児島県の奄美群島のウリ類はウリミバエの被害により出荷

ができず大きな損害を被りました。1970 年代から不妊化したウリミバエによる根絶が行わ

れ、沖縄県と奄美群島のウリミバエは 1993 年までに完全に根絶しました [18]。 

④ 科学技術の分野での利用

構造解析、材料開発、追跡解析、年代測定、放射線照射による宝石の変質・改良等に、放

射線が利用されています。また、高エネルギー物理、原子核物理、及び X線、光子、中性子

科学での新しい発見のためにも放射線（特に量子ビーム）が利用されています。 
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米国上院歳出委員会（SAC11）は、2011 年 9 月に DOE に対して開発戦略の提示を要求しま

した。これを受けて、DOE は、開発してきた加速器技術を産業界及び政府機関に技術移転す

るための方法を評価しました。HEP12が決定した開発プログラムは、加速器開発推進側が掲

げる挑戦課題及び恩恵を享受する側が要望する利用分野と整合しており、問題がないこと

が示されています。 

DOE-HEP が掲げる 8 つの研究開発プログラム、加速器開発推進側が掲げる 7 つの挑戦課

題、開発成果の恩恵を享受する側が要望する 5つの利用分野の相関は以下のとおりです。黒

丸は、開発プログラムと挑戦課題の整合性（左側）及び開発プログラムと利用分野の整合性

（右側）があることを示します。 

開開発発ププロロググララムム、、挑挑戦戦課課題題、、利利用用分分野野のの相相関関 

（出典）Task Force on Accelerator R&D「Office of High Energy Physics Accelerator R&D Task」（2012 年） [19] 

 8 つの研究開発プログラム：

超電導高周波、加速器・ビーム・計算機の使用、粒子発生源、高周波発生源、ビーム施

設と制御、通常電導高階調度加速器・構造、新型加速器、超電導磁石

 7 つの挑戦課題：

高エネルギー、ビームのパワー、高階調度、新しい加速方法、ビームのエミッタンス、

輝度とコヒーレンス、小型加速器

 5 つの利用分野：

科学の発見、医療、エネルギーと環境、防御とセキュリティ、産業

11 Senate Appropriation Subcommittee 
12 High Energy Physics 

コラム ～米国 DOE-HEP（高エネルギー物理学部門）における放射線利用戦略～ 

322 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



7－2 量子ビーム・RI を利用した先端研究及び先進医療 

量子ビームは、電子線、中性子線、陽子線、重粒子線、放射光等の総称です。それぞ

れの線源と物質との相互作用の特徴を生かして、物質の構造や反応のメカニズムの解

析等が行われています。これにより、物質科学や生命科学が発展し、医療のほか、素材、

エレクトロニクス、環境・エネルギー、創薬・保健等の様々な分野に応用され、イノベ

ーションを生み出しています。医療分野では、我が国で発展した重粒子線によるがん治

療が世界に広がりつつあります。ミュオンによる新規元素分析法やα線を用いた標的

型がん治療等、放射化学と呼ばれる分野が物理と化学の境界領域で発展しています。 

電子線、中性子線、陽子線、重粒子線、放射光をビームとして取り出す加速器施設や原子

炉施設を総称して、量子ビーム施設と呼びます。量子ビームは、特に先端研究や先進医療分

野で利用されています（図 7-7）。 

図図  77--77  我我がが国国ににああるる主主なな量量子子ビビーームム施施設設  

（出典）文部科学省 

（1） 量子ビームを利用した先端研究

  中性子線ビーム、放射光、RI ビームが利用され、数多くの新しい発見や新技術の開拓が

行われています。 
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① 中性子線ビームの利用

大強度パルス中性子源13を使ったビーム利用実験が可能な代表的な施設に大強度陽子加

速器施設 J-PARC14の物質・生命科学実験施設（MLF15）があります。 

J-PARC を利用した研究の一例として、電池の研究開発があります。電池の大容量化、劣

化、安全性に関する研究開発は、電気自動車や再生可能エネルギーの普及のために重要な役

割を果たします。電気自動車の普及が進めば、移動に用いられている化石燃料の削減をもた

らし、地球温暖化対策にも貢献します。 

また、MLF には、ミュオンを取り出して利用する装置があります。ミュオンは電子と同じ

仲間の素粒子で、電磁的な相互作用をすることから、物質の磁気的な性質や物質中に存在す

る微量の水素原子の存在状態の探索等の物質研究において非常に有効なツールとなります。

ミュオンの特性の一つであるスピンを利用した方法（μSR（ミュオンスピン回転・緩和・共

鳴法））は、物性研究のための重要な実験手段となっています（図 7-8）。 

図図  77--88  JJ--PPAARRCC  MMLLFF のの実実験験装装置置配配置置概概要要  

（出典） J-PARC センター提供資料

13  100 万分の１秒等の短い時間（パルス）に極めて大きなエネルギーを持った（大強度）中性子を繰り返

し発生させる装置 [38]。 
14 Japan Proton Accelerator Research Complex 
15 Materials and Life Science Experimental Facility 
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世界的に、中性子線を利用した研究開発や産業への応用が活発になってきています。我が

国は、BNCT や電池の研究開発等で世界をリードしてきましたが、各国も新たな研究施設等

を計画しており、世界的な競争が激化していくことが予想されます。我が国がこれまでリー

ドしてきた分野を今後も牽引し、新たな分野でイノベーションを起こすためには、産業への

応用を見据え、中性子線を利用できる施設が学術研究だけでなく民間にも広く利用される

ことが望まれます。 

日本中性子科学会は 2018 年 7 月 2 日に「ロードマップ検討特別委員会提言と評議員会の

決定に関する報告書」の中で、中性子科学のあるべき姿と現状の課題及び課題を解決する方

針についての議論の結果を示しました [20]。この議論は、大学や研究機関に所属する研究

者によって行われましたが、今後は、学術界だけでなく国や産業界も加わることで、より具

体的かつ実現可能な戦略と体制が形成されることが期待されます。 

これに先駆け、我が国における加速器駆動中性子源の研究を基礎とした、中性子ビームの

実用技術及び産業実用までを含めたコンソーシアム形成までを指向する総合的なネットワ

ークとして設立された日本加速器中性子源協議会（JCANS16）は、これまでの大学や研究機関

を中心とした学術部会のほかに、産業界への普及を目的として産業部会を立ち上げること

により、その活動の幅を広げています。 

日日本本中中性性子子科科学学会会にによよっってて示示さされれたた中中性性子子科科学学推推進進ロローードドママッッププ  

（出典）日本中性子科学会「ロードマップ検討特別委員会提言と評議員会の決定に関する報告書」（2018 年） [20] 

16 Japan Collaboration on Accelerator-driven Neutron Sources 

コラム ～日本中性子学会の取組～ 
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② 放射光の利用

大型放射光源を使ったビーム利用実験が可能な代表的な施設に、大型放射光施設 SPring-

817があります。SPring-8 は、微細な物質の構造や状態の解析が可能な世界最高性能の放射

光施設であり、生命科学、環境・エネルギーから新材料開発まで広範な分野において、先端

的・革新的な研究開発に貢献しています。さらに、X 線自由電子レーザー18（XFEL19）施設

SACLA20は、非常に高速のパルス光を利用できるため、X線による試料損傷の影響の低減が期

待できるとともに、物質を原子レベルの大きさで、かつ非常に速く変化する様子をコマ送り

のように観察することが可能です。 

高性能永久磁石の製造では、従来、資源が中国等に偏在する貴重な希土類元素が用いられ

ています。SPring-8 における比較的波長の長い X 線（軟 X 線）ナノビームを用いた磁石の

結晶構造解析は、希少元素を用いない高性能永久磁石の開発のための成果を上げています。 

また、粘土鉱物へのセシウム取り込みメカニズム解明を目的として、極めて短い時間間隔

で分析が可能になる X線吸収微細構造（XAFS21）測定により、セシウム取り込み過程を追跡

する福島環境回復研究が行われています。さらに、東電福島第一原発からの燃料デブリ取り

出し作業に向け、燃料デブリの形成過程を詳細に解明するためにも放射光が用いられてい

ます。この結果は、東電福島第一原発の安全な廃炉作業を支援しています。 

SACLA の研究成果として、光合成による水分解反応を触媒する光化学系Ⅱ複合体（PSII22）

の構造解明研究があります。この研究成果は、人工光合成開発への糸口となるもので、エネ

ルギー、環境、食糧問題解決へ貢献するものです（図 7-9） [21]。

SPring-8 では、学術研究利用のみならず、エレクトロニクス、環境・エネルギー、素材

（金属、高分子）、創薬・生活用品等の産業利用も活発に実施されています。これらの産業

利用には、約 150 社、延べ約 2,800 人（2019 年度実績）が携わっています（図 7-10）。 

17 Super Photon ring-8 GeV 
18  X 線でのレーザーを作る方式のひとつ。従来の物質中での発光現象を使う方式ではなく、電子を高エネ

ルギー加速器の中で制御して運動させ、それから出る光を利用する方式で、原子からはぎ取られた自由な

電子を用いて X線レーザーを作ることから、X線自由電子レーザーと呼ばれます [39]。
19 X-ray Free Electron Laser
20 SPring-8 Angstrom Compact free electron LAser
21 X-ray Absorption Fine Structure
22 Photosystem II
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図図  77--99    SSAACCLLAA のの研研究究成成果果  
（出典）理化学研究所放射光科学研究センター「X 線自由電子レーザー施設 SACLA 利用のはじまり」 [21] 

図図  77--1100    SSPPrriinngg--88 のの産産業業利利用用  

（出典）理化学研究所提供資料 
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最先端の科学技術は、物質の「構造解析」に加えて「機能理解」が重要となっており、物

質表面の電子状態の変化を追える高輝度の軟 X線利用環境の早期整備が求められています。

東北にある 7つの国立大学（秋田大学、岩手大学、東北大学、弘前大学、福島大学、宮城教

育大学、山形大学）等を中心に東北地方への高輝度放射光施設の設置が提唱されるなど、施

設の設置への機運が高まる中、2018 年 1 月に、文部科学省の有識者会議において、学術、

産業ともに高い利用が見込まれる次世代放射光施設（軟 X 線向け高輝度 3GeV 級放射光源）

を官民地域パートナーシップにより早期に整備することが必要であるとの報告が取りまと

められました。 

これを基に、文部科学省は、量研を施設の整備・運用を進める国の主体とし、2018 年 7

月、一般財団法人光科学イノベーションセンター（代表機関）、宮城県、仙台市、東北大学、

一般社団法人東北経済連合会の 5者を地域・産業界のパートナーとして選定しました [22]。 

2019年3月には、東北大学青葉山新キャンパスにおいて施設建屋の造成工事が開始され、

現在、2023 年度中の完成を目指して建屋工事や機器の製作が進められています。 

同施設は、コンパクトで高性能な放射光施設であり、スピントロニクス材料など新規デバ

イス開発に有効な電子状態分析や、燃料電池、リチウムイオン電池、ヘルスケア等の研究開

発においてニーズが高まっている 10 ナノメートル以下での非破壊観察を可能とするため、

産業界からも研究開発への利用に高い期待が寄せられています [23]。 

次次世世代代放放射射光光施施設設のの完完成成イイメメーージジ  

コラム ～官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の推進～ 
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東東北北大大学学青青葉葉山山新新キキャャンンパパスス内内のの立立地地 

（出典） 一般財団法人光科学イノベーションセンター提供資料 
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③ RI ビームの利用

RI ビームを使ったビーム利用実験が可能な代表的な施設に、国立研究開発法人理化学研

究所（以下「理化学研究所」という。）にある「RI ビームファクトリー」があります。RI ビ

ームファクトリーは、水素からウランまでの全元素の RI を、世界最大の強度でビームとし

て発生させる加速器施設です（図 7-11）。 

RI ビームファクトリーを利用した研究成果として、2015 年 12 月には、本施設で合成に

成功した原子番号 113 の元素が新元素であることが国際機関により正式に認定され、理化

学研究所を中心とする研究グループが新元素の命名権を獲得、2016 年 11 月に元素名を「ニ

ホニウム（nihonium）」、元素記号を「Nh」とすることが国際純正・応用化学連合（IUPAC23）

にて正式決定されました。 

更に 2017 年 12 月には、73 種類の新たな RI が発見されたことが発表されました。2010 年

以降、理化学研究所では 132 種類の新たな RI を発見しており、同様の研究を行っている米

国、英国、ロシア、ドイツよりも多くの発見数を記録しています [24] 。 

図図  77--1111    RRII ビビーームムフファァククトトリリーー超超伝伝導導リリンンググササイイククロロトトロロンン  

（出典）理化学研究所仁科加速器研究センター「RI ビームファクトリーの施設」 [25] 

23 International Union of Pure and Applied Chemistry 
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図図  77--1122  我我がが国国のの加加速速器器をを用用いいたた中中性性子子源源  

（出典）第 8 回原子力委員会資料第 1 号 名古屋大学鬼柳善明「日本の中性子利用研究と施設連携」（2019 年） [6] 

（2） 量子ビーム・RIを利用した先進医療

中性子線ビーム、粒子線、α線は、腫瘍の効果的な治療に利用されています。今後、更な

る利用の進展が期待される分野の一つです。また、放射線治療の分野では、医師のほか、医

学知識を有する理学や工学の専門家である医学物理士等との協力が求められます。α線治

 療で利用する RIの製造や抽出過程においても、医学・理学・工学の分野の技術者間での密

接な連携が必要になります。 

 ① 中性子線ビーム利用

医療分野で中性子線を利用したものに、ホウ素中性子捕獲療法（BNCT）があります。BNCT

では、悪性腫瘍に集積する薬剤に、中性子と核反応（捕獲）しやすいホウ素を添加します。

薬剤が集積した箇所を中心に中性子線を照射すると、中性子は薬剤の集積していない正常

な細胞を透過しますが、薬剤の集積した悪性腫瘍の細胞では、薬剤中のホウ素が中性子を捕

獲します。中性子を捕獲したホウ素は、 悪性腫瘍の中でリチウム 7とα線を放出します。α

線は飛ぶ距離が短いため、悪性腫瘍の細胞のみを選択的に破壊することができる仕組みで

 す。これまで、原子炉を用いた BNCT の臨床試験も数多く実施されてきましたが、今後、病

院に近接して設置できる加速器から得られる中性子を利用した治療に期待が高まっていま

す (図 7-12)。 
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② 粒子線利用

一般に重粒子線治療には、炭素イオンを加速した炭素イオン線が利用されます。エネルギ

ーの大きな粒子が物質中を通過する場合、陽子のような軽い粒子では散乱して進行方向が

変わりますが、重粒子線ではそれが比較的少なく、同じ物質であればより遠くまで飛びます。

また、止まる直前で周囲に与えるエネルギーがピークになる性質があります。 

我が国では、1994 年に当時の放射線医学総合研究所（現量研）に医療用加速器（HIMAC24）

が完成し、重粒子線（炭素イオン線）による臨床試験が始まりました。現在では、様々な腫

瘍の治療に用いられています。 

世界の重粒子線治療施設は、稼働中が 12 施設、建設中が 5施設、計画中が 13 施設です。

稼働中の施設数は、我が国が世界全体の半数を占めており、欧州、中国が続いています。米

国には現在稼働している施設はありませんが、4施設の計画が進行中です（図 7-13）。 

図図  77--1133  世世界界のの重重粒粒子子線線治治療療施施設設とと導導入入計計画画  

（出典）第 6 回原子力委員会資料第 2 号 中野隆史「日本での RCA の活動と重粒子線がん治療の現状」(2020 年) [26]

世界的にみて稼働中施設が 12施設と少ない原因の一つは、治療装置（主に加速器の部分）

が大型であることが挙げられます。そのため、治療装置の小型化が進められており、2010 年

には群馬大学に比較的小型の第 2、第 3世代の装置が導入され、治療が開始されました。現

24 Heavy Ion Medical Accelerator in Chiba 

332 令和元年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



333第7章　放射線・放射性同位元素の利用の展開

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に

在、より小型の「量子メス」と呼ばれる治療装置の実現を目指し、更なる加速器技術の研究

開発が行われています（図 7-14）。 

図図  77--1144  重重粒粒子子線線治治療療装装置置のの変変遷遷  

（出典）第 6 回原子力委員会資料第 2 号 中野隆史「日本での RCA の活動と重粒子線がん治療の現状」(2020 年) [26] 

また、水素の原子核を加速した陽子線を利用した陽子線治療25も、様々な腫瘍の治療に用

いられています。 

③ α線利用

近年注目されているのが、α線を放出する RI を使用した治療です。α線を放出する RI を

利用する利点としては、より短い距離でエネルギーを放出して止まるため、がん細胞周辺に

ある正常な細胞への影響が少なく、また比較的短い寿命のものも多いため、治療時間を短縮

して生活の質（QOL26）の向上につなげられることが挙げられます。α線を放出する RI を用

25 令和 2 年 7 月 1 日現在、陽子線治療を実施している医療機関は全国に 17  施設（国立がん研究センタ

ー東病院、兵庫県立粒子線医療センター、静岡県立静岡がんセンター、筑波大学附属病院、南東北がん陽

子線治療センター、メディポリス国際陽子線治療センター、福井県立病院、名古屋市立西部医療センター、

北海道大学病院、慈泉会相澤病院、津山中央病院、禎心会札幌禎心会病院、伯鳳会大阪陽子線クリニック、

兵庫県立粒子線医療センター附属神戸陽子線センター 、成田記念陽子線センター 、高清会高井病院 、京

都府立医科大学附属病院）あります。 
26 Quality of Life 
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いた核医学治療は世界的にも着目されており、ラジウム 223（Ra-223）、アクチニウム 225

（Ac-225）、ビスマス 213（Bi-213）、アスタチン 211（At-211）等を用いた臨床研究、標的

アイソトープ治療（TRT27）、その中でもα線放出核種を用いた標的α線治療（TAT28）が各国

で行われています（図 7-15）。 

図図  77--1155  標標的的アアイイソソトトーーププ治治療療にに利利用用さされれるる主主ななαα線線放放出出 RRII  

（出典）第 22 回原子力委員会資料第 1 号 量研「医用 RI の国際的利用並びに量研機構での放射性薬剤開発について」(2019

年) [27]  

27 Targeted Radionuclide Therapy 
28 Targeted Alpha Therapy 



 

放射化学とは、元素や化合物を対象とする化学の枠を放射性元素や放射性核種にまで広

げ、核現象や放射線の化学効果までも含めて研究する、物理学と化学の境界に位置する学問

分野です。我が国では、原子核の構造や核反応のメカニズムを化学的視点から研究する核化

学も含めた広い分野を意味します。人工元素の製造、核データの研究、加速器化学、同位体

分離と濃縮、放射化分析や放射能分析、RI 製造と標識化合物の合成、超ウラン元素や超重

元素の研究等があり、原子力をはじめ物質科学、宇宙科学、地球科学、考古学（年代測定等）、

環境科学、生命科学等との接点があります [28]。 

今後、放射化学の知見を得て更に発展していくことが期待される学術領域としては、加速

器や量子ビーム等も利用する核医学や核鑑識等が挙げられます [29]。 

東電福島第一原発事故の際には、環境中に放出されたセシウム等の放射性物質の動態調

査において、放射化学が蓄積してきた知見や手法等が大きく貢献しました。例えば、セシウ

ムの大気中への拡散と沈着、それらによる人の被ばく線量評価、土壌の汚染状況や土壌から

農作物等へのセシウムの移行評価、河川や海洋中の濃度測定や評価等、放射性物質と人及び

環境の影響に関するほぼ全てのことが関係しています。また、東電福島第一原発事故由来の

環境放射能測定の結果は、東電福島第一原発での炉心溶融のメカニズムを判断する際の重

要な手がかりを示唆するものです。 

放射化学における新領域として、ミュオンによる新規元素分析法及びα線核種によるが

ん治療があります。ミュオンとは、正及び負の電荷を持つ質量が電子の 200 倍の粒子です。 

負負ミミュュオオンンのの化化学学研研究究  

（出典）第 10 回原子力委員会資料第 1 号 篠原厚「放射化学とは 現状と課題、そして未来へ」(2020 年) [30] 

コラム ～放射化学について～ 
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放射性核種を効率的に除去・固定する手法の開発は、東電福島第一原発の汚染水処理やウ

ラン鉱山周辺地下水のウランやラジウムの除去等、様々な場面において重要です。また、手

法そのもののエネルギー消費が高くないことや、利用する化学物質が環境に負荷を与えな

いことも重要です。これらをクリアする方法として、天然に存在する物質や微生物で放射性

核種を高効率で除去できるようになれば、SDGs の観点からも望ましいと考えられます。 

硫酸バリウム（バライト）は天然に存在する鉱物で、高温高圧でも安定かつ無害な物質で

す。イオンサイズが大きいため、東電福島第一原発事故でも問題になっている海水中放射性

ストロンチウムや除去困難なセレンやヨウ素酸の除去等にも有効で注目されています。放

射光施設を用いた X線吸収微細構造（XAFS）分析により、これらの元素がバライト結晶中に

安定に取込まれていることが確認され、濃集・除去後もバライト中に安定に保持できること

がわかっています。 

また、近年の研究で、放射性廃棄物地層処分において処分容器内に緩衝材として利用され

る粘土鉱物は、他のイオンを還元する性質を持ち、万が一ウラン等が漏洩しても粘土鉱物に

よって還元され不溶性のウランにして固定化する機能を持つことが分かってきています。 

そのほか、様々な微生物（人体に安全な種）が持つ細胞壁を利用して、レアアースや+3 価

のアクチノイド29を除去することができます。XAFS がもたらす原子レベルの情報から、この

手法で鍵となるのは細胞表面のリン酸基であることが特定され、DNA やサケ白子による+3価

イオンの除去等のユニークな方法が開発されており、今後のアクチノイドへの応用も期待

されます。このように、基礎

科学的手法によるメカニズ

ム解明は、全く新規の工学

的手法を生むブレークスル

ーになり得ます。 

放射光等の基礎的手法の

助けを借りながら、環境負

荷の小さな放射性核種の除

去法の開発が進められてお

り、工学的分野と化学（放射

化学・物理化学・地球化学）

や放射光科学等の基礎科学

分野との連携が今後とも重

要になります。 

29 原子番号 89 から 103 までの元素の総称。アメリシウムやキュリウム等が含まれる。 

コラム ～基礎的知見に基づく天然鉱物・微生物を利用した放射性核種除去法の開発～ 

基基礎礎科科学学的的知知見見にによよりり得得らられれるる革革新新的的ななアアイイデディィアアにによよるる  

新新ししいい放放射射性性核核種種のの除除去去・・固固定定法法のの開開発発  
（出典）東京大学 高橋嘉夫（2020） 
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7－3 放射線利用環境の整備 

（1） 放射線利用に伴い発生する放射性廃棄物の取扱い

R  I は、放射線を放出しつつ、時間とともに減衰していきます。日本アイソトープ協会で

は、この特性  を持った RIを需要に応じて安定的に供給していくために、国内外の関係機関、

製造者、使用者と情報共有しながら、輸入、製造、輸送を行っています。また、 使用されな

  くなった RI  を安全に処理するため、核種、放射能、線源番号、汚染検査による汚染の有無

 を確認し、使用者から回収し保管しています。供給した RI以外にも、加速器施設等で発生

した放射性廃棄物を全国から集荷し、処分事業者に引き渡すまで安全に貯蔵しています。 

（2） 放射線利用に関する規則

R  I や放射線発生装置の使用等を規制することにより、放射線障害を防止し、公共の安全

を確保することを目的に制定された放射線障害防止法は、セキュリティ対策の観点から、 特

  に危険性の高い RI  （特定 RI）の防護を図ることを目的に加え、2017   年 4月に改正、2019年

9月に放射性同位元素等規制法として施行されています。ほかにも、放射線利用は、放射線

障害等から労働者を保護する「労働安全衛生法」  （昭和 47   年法律第 57号）、放射 線や R  I 等

を診断や治療の目的で用いる際の基準等を定める「医療法」  （昭和 23   年法律第 205号）及び

医薬品等の安全性等の確保のために必要な規制を行う「医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律」  （昭和 35   年法律第 145号）等に基づいて、厳格な安全管

理体制の下で進められています。 

（3） 放射線防護に関する研究

原子力安全のための規制を担う原子力規制委員会では、放射線源規制・放射線防護による

安全確保のための根拠となる調査・研究を推進するため、「放射線安全規制研究戦略的推進

事業」を実施しています。同事業では、原子力規制委員会が実施する規制活動におけるニー

ズ、国内外の動向、放射線障害防止法（現放射性同位元素等規制法）の改正、放射線審議会

等の動向を踏まえ、年度ごとに重点テーマが設定されます。2019年度の公募では、「放射性

物質による多数の汚染・傷病者の初期対応に係る技術的課題の検討」、「放射性同位元素・放

射線利用の実態を踏まえた安全管理の合理化・体系化」及び「放射線規制関係法令の運用に

係る共通的課題の調査研究」という重点テーマが設定されました [31]。  

量研では、原子力災害医療体制において中心的、先導的な役割を担う専門的な被ばく医療

人材を育成する中核拠点として、高度被ばく医療支援センターの医師や看護師、 技術者等の

 育成が行われています。具体的な取組として、2019   年 5 月には、被ばく医療に携わる医療

従事者を対象として、被ばくした患者の処置についての訓練が実施されました。 

原子力機構は、外部被ばくや内部被ばくの線量評価に関する研究や関連する基礎データ

の整備等を進めており、核医学検査・治療に伴う患者の被ばく線量評価のための米国核医学

会の線量計算用放射性核種データ集の改訂に貢献する等の成果も上げています。 
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7－4 放射線利用分野の人材育成 

放射線は様々な形で我々の生活や産業に役立っています。放射線を扱うためには、適

切な知識と取扱い技術を習得する必要があります。しかし、放射線を利用するための教

育や訓練の機会が減少しており対策が必要です。我が国が主導するアジア地域での原

子力平和利用協力の枠組みである FNCA では、放射線利用開発等のプロジェクトを通じ

た人材育成が行われています。このように、放射線利用の国際的学術・技術交流の場を

作る試みが始まっています。 

図図  77--1166  大大学学等等ににおおけけるる放放射射線線管管理理のの懸懸案案事事項項  

（出典）第 18 回原子力委員会資料第 1 号 原子力規制委員会「放射線利用の安全確保における課題について」（2016 年） [32] 

（1） 国内における人材育成上の課題

様々な分野で利用され、私たちの生活や社会に便益をもたらす放射線ですが、取扱いを誤

れば、環境を汚染したり人体に悪影響を与えたりする可能性があります。そのため、放射線

を取り扱う人は、放射線に対する適切な知識と理解を持って、安全に作業や管理を行う必要

があります。しかし近年では、予算の減少や施設の老朽化等のために、放射線を利用するた

めの教育や訓練を行う機会が減少しています（図 7-16）。また、人材不足により、技術や知

識が継承されないことで、今後の安全管理に支障を来す状況が生じる可能性もあります。 
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（2） 人材育成上の課題への取組

量研は、原子力規制委員会の「放射線安全規制研究戦略的推進事業」の枠組みにおいて「放

射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォーム

の形成事業」を行っています。同事業では、放射線防護の喫緊の課題の解決のために放射線

防護に関連する学術コミュニティと放射線利用の現場をつなぐネットワークが構築され、

量研、原子力機構、公益財団法人原子力安全研究協会がネットワークによる自立的な議論や

調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っています。同事業において、放射線防護

分野のグローバル若手人材の育成等が実施されています [33]。  

また、大阪大学は、放射線科学に関連した分野において、機動性のある新しい教育や研究

と大学にある関連施設を一元化することによって、放射線の安全管理に係る体制の充実 化

 と合理化を図るために、2018   年  4   月 1 日に大阪大学放射線科学基盤機構を設置しました。

同基盤機構の取組の一つに、α線核医学療法を中心とした医療イノベーションの展開があ

ります。この取組は、大阪大学の理学研究科、医学系研究科、核物理研究センター、及びラ

ジオアイソトープ総合センターが中心となって、全学体制で推進されています。  現在では、

α線核医学療法を推進する上での課題である、α線を放出する核種を大量に製造するため

の手法とそれを精製する技術開発が進められています。また、α線を放出する核種をがん細

胞に輸送する分子の開発が行われており、動物実験レベルで極めて有望な分子の探索がな

されています [34]。 

さらに、 国民の生活を支える RI利用を維持、発展させていくためには、RI  製造の海外依

  存や RIを適切に取り扱うことのできる人材の不足等の課題があります。このような課題に

対して、2018  年 12   月 11  日に開催された第 43 回原子力委員会では、日本アイソトープ協会

から、 更なる利用拡大と安定供給に向けた RIの国産化や適切な人材を確保するための人材

育成についての今後の方向性が示されています [16]。 

（3） 海外における放射線利用分野の人材育成協力

我が国では、原子力や放射線利用に関する研究人材の交流制度を通じて、海外の人材を受

け入れています。しかし、途上国の人材には、  母国の RI・放射線施設、設備、機器等が不足

しているために、我が国で育成された後に研究が十分に行えない場合があります。 国際協力

  での技術交流、共同開発、共同事業において、人的な貢献以外にも RI・放射線機器等の研

究資材に関する支援が必要とされています。我が国が主導するアジア地域での原子力平 和

 利用協力の枠組みである F  NCA では、放射線利用開発と研究炉利用開発、原子力安全強化、

原子力基盤強化に関するプロジェクトが実施されています。放射線利用開発の分野では、マ

ニュアルやガイドラインの作成等に我が国の多くの研究者が携わっており、アジアにおけ

る放射線利用の発展に大きく貢献しています。 

 2019   年 1 2   月  5  日に開催された第  20   回 FN  CA 大臣級会合では、「医療・健康への放射線技

術利用」をテーマに円卓討議が行われました [35]。 FNCAの枠組み内での、アジア諸国の
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30
  第 3  章 3-3(1)①2)「原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定（RCA）に係る

協力」を参照。 
31 International Conference on Applied Radiation Science and Technology 

 放射線利用分野における国際協力の成果については、第 3  章 3-3(3)②「アジア地域をはじ

めとする途上国との多国間協力」に記載しています。 

 また、IAEA は、原子力の平和的利用の促進のため、その加盟国に対して、原子力発電分

野をはじめ、保健、農業、環境、産業応用等の様々な分野において原子力技術を活用した技

術協力を実施しています。我が国の大学、研究機関、企業等は、研修生の受け入れや専門家

の派遣等を通じて、IAEA の活動に人的、技術的な協力を行っています。 

さらに、我が国は、IAEA による技術協力活動の主要な財源である技術協力基金（TCF）に

対する分担額の拠出や平和的利用イニシアティブ（PUI）を通じた支援により、IAEA による

原子力の平和的利用の促進に係る活動を支援しています。特に、アジア・大洋州において我

が国は、「原子力科学技術に関する研究、開発及び訓練のための地域協力協定」（RCA）30の枠

 組みにおいて、IAEA 技術協力プロジェクトへの参画を通じ、同地域における開発課題の解

決に向け、がん治療、核医学、放射線育種、食品偽装対策、海洋モニタリングや水資源管理

等の多様な分野でこの地域の人材育成に貢献しています。 

 2020  年 1 月には、産業界や研究機関による放射線利用の国際的プラットフォームとする

目的で、「放射線科学技術利用に関する国際会議」（ICARST312020）が我が国で開催されまし

た。 ICARST は、放射線科学技術の利用のあらゆる側面での経験や研究結果を交換し共有す

るため、世界をリードする科学者や大学院生等の学術・技術交流の場となることを目指して

います。さらに、研究者、実務者及び教育者に、放射線科学技術の利用における実務上の挑

戦と解決策、最新の技術革新、研究の傾向、及び関心事項について発表し議論するための世

界初の学際的プラットフォームを提供します。 ICARST2020 には各国の放射線技術の専門

家、事業者や科学者等が参加し、放射線利用のケーススタディの紹介等が行われました 

[36]。
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第8章 原子力利用の基盤強化 

8－1 研究開発の方針並びに関係組織の連携や研究開発機関の機能の変革 

「第 5期科学技術基本計画」（2016 年 1 月閣議決定） [1]では、「持続的な成長と地

域社会の自律的な発展」の「エネルギー、資源、食糧の安定的な確保」において、将来

の最適なエネルギーミックスに向けて、現行技術の高度化と先進技術の導入を図ると

ともに、革新的技術の創出にも取り組むとしています。 

「原子力利用に関する基本的考え方」（2017 年 7 月原子力委員会決定、政府として尊

重する旨閣議決定） [2]では「知識基盤や技術基盤、人材といった基盤的な力は原子力

利用を支えるものであり、その強化を図る。（中略）研究開発機関の機能の変革を促す

とともに、原子力関連機関の自らの役割に応じた人材育成や基礎研究を推進する。」と

述べています。 

また「技術開発・研究開発に対する考え方」（2018 年 6 月原子力委員会決定） [3]で

は、電力自由化時代においては、市場や投資環境を考慮し、原子力利用による国民の便

益の観点等を踏まえて、新しい技術を市場に導入する事業者が主導的に技術開発や研

究開発を行い、政府や国立研究開発機関はこれを支援していく役割分担が必要である

と指摘しています。特に、我が国唯一の総合的原子力研究開発機関である原子力機構

は、プロジェクト抽出とその実施を重視する従来の思考から脱却し、我が国全体の原子

力利用の基盤と国際競争力をより一層強化し研究開発成果を最大化していくために、

組織変革とそれに合わせた組織マネジメントの改善を進めることが大切です。 

第第８８章章  原原子子力力利利用用のの基基盤盤強強化化  

（1 ） 我が国における研究開発の考え方

1990年代以降、原子力利用機関において生じた様々なトラブルや、2011  年 3月の東電福

島第一原発事故により、国民の原子力に対する不信・不安が高まっています。一方で、事故

炉の廃炉や放射性廃棄物の処理・処分等の困難な課題を解決していくためには、研究開発の

重要度は極めて高いといえます。 

東電福島第一原発事故の反省・教訓、原子力を取り巻く環境の変化、国際展開の必要性等

を踏まえ、政府や研究開発機関は研究開発計画の策定を行うとともに、適切なマネジメント

がなされるよう新たな仕組みを構築し、課題を着実に解決していくことが必要です。 

文部科学省は、2016  年度から 2020年度を対象とする 「第 5期科学技術基本計画」に基づ

き、2017年 2月に「研究開発計画」を策定し（2017  年 8月最終改訂） [4]、文部科学省と

して重点的に推進すべき研究開発の取組及びその推進方策について取りまとめました。こ

の中で、原子力科学技術は国家戦略上重要な科学技術として位置付けられており、研究開発

目標として、安全性・核セキュリティ・廃炉技術の高度化等の原子力の利用に資する研究開
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発の推進、さらに、将来に向けた革新的技術の確立に向けた研究開発への取組が掲げられて

います。目標達成のために重点的に推進すべき研究開発の取組として、東電福島第一原発の

廃炉等の事故の対処、安全性向上等に資する研究開発の推進、及び人材育成や国際協力等を

通じた原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備が挙げられています。また、革新的なエネ

ルギー技術の開発として、核融合エネルギーの実現に向けた研究開発に取り組むことが示

されています。 

原子力委員会は 2018 年 6 月、「技術開発・研究開発に対する考え方」を取りまとめ、今後

の原子力分野における技術開発・研究開発の在り方について、基本的な考え方と、政府、国

立研究開発機関及び産業界の各ステークホルダーの果たすべき役割について示しました。 

「技術開発・研究開発に対する考え方」に示された 

電力自由化後の技術開発・研究開発の在り方 

原子力エネルギーは、地球温暖化防止に貢献しつつ、安価で安定に電気を供給できる電源

として役割を果たすことが期待できる。軽水炉の再稼働を進め、それを長期に安定、安全に

利用できるように努力することが重要である。また、「電力自由化」により総括原価方式が

無くなった現在、原子力のエネルギー分野での利用については、関係者は、国民の便益と負

担の観点で、この安価な電力を安全・安定に供給するという原点を改めて強く認識し、原子

力関係企業と研究開発機関と大学が、それぞれの役割を踏まえ、生き残りをかけて、創意工

夫や競争・協力し、それぞれの経営に努力する必要がある。国は、関係行政機関や国立研究

開発機関がそれぞれの立場から民間主導のイノベーションを促進する仕組みを整えるべき

である。 

これは中長期の開発課題についても例外ではない。原子力の発電方式は、市場の需要によ

って決められるものであり、第三世代から第四世代へと直線的な移行が行われると認識し

てはならず、多様な選択肢と戦略的な柔軟性を維持すべきである。電力の自由化が進む中、

原子力発電コストが過度に高くつく場合、ユーザーたる発電企業がこれを選好すると楽観

視しえない。個別発電企業は、第四世代炉等新型炉を許容する場合もあれば、より長期間、

軽水炉のコストダウンや効率化を選好する場合もある。原子力発電は、応用技術の固まりで

あることから、市場で使われて初めて意味のあるものであり、今後の原子力発電の技術開

発・研究開発は、個別発電企業やメーカーが主導し、それらの企業の負担も求めつつ、政府

が支援する仕組みを導入していくべきである。 

原子力に関する技術開発・研究開発を実施するに際し、実用化される市場や投資環境を考

慮すべきである。今後は、世界の市場をより強く志向する必要がある。その点で、国際連携

は重要な方策のひとつである。その際にも、上記のような考え方を共有できる国と連携すべ

きであり、戦略的な柔軟性を確保することが肝要である。ひとつの国際プロジェクトにコミ

ットするあまり、長期間にわたって我が国の技術開発・研究開発が柔軟性を失うことは避け

るべきであり、開発を牽引する民間主体を支援する知的基盤を関係国が共同して提供する

というスタンスで臨むべきである。 
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このような考え方を踏まえ、我が国において技術開発・研究開発に携わる政府、国立研究

開発機関及び産業界の各ステークホルダーが、それぞれ、以下のような役割を果たすべきで

あるとしています。 

 政府の役割：

原子力は長期的な技術であることから、政府は長期的なビジョンを示し、その基盤とな

る技術開発・研究開発のサポートをする役割を担うべきである。原子力発電技術は、実

用レベルに近づくほど民間が相応のコストを負担し開発を進めていくべきであり、政府

はその取組を支援するという前提で新たな補助スキームを構築していく必要がある。

 国立研究開発機関のあるべき役割：

国立研究開発機関が行う研究開発とは、本来、知識基盤を整備するための取組であり、

今後は一層、民間による技術開発・研究開発の努力を支援する役割が期待される。知識

基盤を企業等関係者ともしっかり共有することによって、ニーズに対応した研究開発が

可能になり、効率化がもたらされるだけでなく、イノベーションの基盤が構築でき、重

層的な我が国の原子力の競争力強化につながると考えられる。

 産業界のあるべき役割：

産業界は総括原価方式がなくなり、電力市場が自由化されたことを改めて強く意識すべ

きである。技術開発・研究開発においては、自由化された中で、国民の便益と負担を考

え、安価な電力を安全・安定に供給するという原点を考える必要がある。こうした視点

から、今後何を研究開発し、どの技術を磨いていくべきかの判断を自ら真剣に行い、相

応のコスト負担を担い、民間主導のイノベーションを達成すべきである。

（2） 原子力関係組織の連携による知識基盤の構築

原子力利用の基盤強化において、新技術を市場に導入する事業者と、技術創出に必要な新

たな知識や価値を生み出す研究開発機関や大学との連携や協働は重要です。ところが、我が

国の原子力分野では、このような分野横断的・組織横断的な連携が十分とはいえず、科学的

知見や知識も組織ごとに存在している状況です。このような現状を踏まえ、原子力委員会は、

2017 年 7 月に取りまとめた「原子力利用に関する基本的考え方」において、研究開発機関

や大学、原子力関係事業者の原子力関連機関が、情報交換しつつ、それぞれの役割を互いに

認識し尊重し合いながら連携や協働を行う場を構築し、まずは、科学的知見や知識の収集・

体系化・共有により厚い知識基盤の構築を進めるべき旨を指摘しました。このような連携に

より、研究機関や学協会、原子力関連事業者が情報交換しつつ連携・協働し、厚い知識基盤

の構築を進め、企業側では、学理を修得した人材により、深い知識に基づいた不断の技術向

上等が可能となり、一方、研究機関や大学では、俯瞰的能力を持つ人材の育成や重要な研究

開発テーマの抽出等が可能となるといった、相乗効果も得られると期待されます。 
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「原子力利用に関する基本的考え方」に示された 

研究開発機関と原子力関係事業者の連携・協働の推進の考え方 

新しい技術を市場に導入するのは主として原子力関係事業者である一方、技術創出に必

要な新たな知識や価値を生み出すのは研究開発機関や大学であり、両者の連携や協働が重

要である。効果的な具体的取組としては、まず第一歩として原子力関係事業者と研究開発機

関との間の壁を越えた知識基盤を構築すること、その上で、新しい技術を迅速に市場に導入

するための連携や協働を進めること、の 2つが挙げられる。しかしながら、我が国の原子力

分野ではこのような取組は十分とは言えず、科学的知見や知識も組織ごとに存在している

状況である。 

このため、研究開発機関や大学、原子力関係事業者の原子力関連機関が、情報交換しつつ、

それぞれの役割を互いに認識し尊重し合いながら連携や協働を行う場を構築し、まずは、科

学的知見や知識の収集・体系化・共有により厚い知識基盤の構築を進めるべきである。その

際、国民への便益の観点や世界的な潮流をしっかりと把握した上で分野を選択すべきであ

る。現時点において、具体的には、例えば軽水炉利用長期化、過酷事故対策・防災、廃止措

置・放射性廃棄物等の分野が考えられる。あわせて、こうした連携や共同の中で専門的人材

の育成が図られることも期待する。 

原子力委員会は、「軽水炉長期利用・安全」、「過酷事故・防災等1」、「廃止措置・放射性廃

棄物2」の 3 つのテーマで、産業界と研究機関等の原子力関係機関による連携プラットフォ

ーム（図 8-1）を立ち上げました。各プラットフォームでは、関係者間の意見交換、国内外

の情報の収集と共有・公開、報告書・解説・研修資料等の作成等、厚い知識基盤の構築に向

けた取組を進めています。 

1 第 1 章 1-3(3)「過酷事故・防災プラットフォーム」を参照。 
2 第 6 章 6-3(4)「廃止措置・放射性廃棄物プラットフォーム」を参照。 
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図 8-1 原子力関係組織の連携プログラム 

 （出典）第 1 4 回原子力委員会資料 第  2-1 号 原子力委員会「『原子力利用の基本的考え方』のフォローアップ～原子力関係組織

の連携・協働の立 ち上げ～」（2018 年）に基づき作成 [5] 

（3 ） 研究開発機関の変革

原子力機構は、我が国における原子力に関する総合的研究開発機関として、原子力の持続

的な利用と発展に資する基礎的・基盤的研究等を担っています。 

国内外の環境の変化や国際潮流等を的確に踏まえて研究開発成果を最大化していくため

には、意識改革にとどまらず、目標管理手法をはじめとした経営上の手法・仕組み等の具体

的な組織マネジメントの改善を進めていくことが必要です。さらに、我が国全体の原子力利

用の基盤と国際競争力の強化に資するため、プロジェクトの抽出とその実施を重視する従

来の志向から脱却し、ニーズ対応型の研究開発を行うとともに、その駆動力としての役割を

果たすことが求められています。また、我が国全体の原子力利用の基盤と国際競争力の強化

に資する研究開発において主導的な役割を果たせるよう、保全活動の継続的な改善や安全

文化の醸成を含め、原子力機構全体の自主的安全性向上活動に取り組むことが望まれます。 

 また、原子力委員会は、2019  年 2 月の「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が達

成すべき業務運営に関する目標（中長期目標）の変更について（答申）」 [6]において、原

 子力機構の変革を求めることを目的として、13 の事項について検討を行い、その結果につ
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いて報告することを求めています。それらのうち、原子力機構の役割、研究開発の方向性、

イノベーションへの取組、それらを実現するための経営や運営等に係る主な事項は以下の

とおりです。 

 原子力機構は、①大型研究開発施設の建設運転、②放射性物質と放射線を取り扱える施

設の利用、③職員数が多く、組織的な活動が国内外において行えること、④知識基盤を

安全規制側と共有できる可能性があること等、国内の他機関にない特徴を生かして、原

子力機構の各組織と施設が、生き残りをかけて、産業界等との共同作業等を通じて、創

意工夫し、機構の役割を発揮することができるよう検討すること。

 国の原子力研究開発の意義が国民へのその便益の還元であることを踏まえ、軽水炉利用

長期化、電力事業の環境変化、原子力施設の廃止措置の増加等の新しい環境への適合に

ついて、検討すべきである。その際には、イノベーションにおける機構の役割と特徴を

生かす視点が重要である。イノベーションを炉そのものの開発と狭くとらえるのではな

く、材料や燃料、機器等の要素技術やその利用技術をカバーするものと広くとらえて、

軽水炉等の要素技術に関してもイノベーションを進めるべく、原子力機構の持つ機能と

能力を発揮できるようにする必要がある。その場合に、人工知能技術、モノのインター

ネット、微小電気機械システム等の汎用目的技術等が関連しながらイノベーションが進

むことに、原子力分野においても留意すること。 

 高速炉開発については、「原子力利用に関する基本的考え方」、「技術開発・研究開発に対

する考え方」を参照し、2018 年 12 月に原子力関係閣僚会議が決定した「戦略ロードマ

ップ」 [7]に記載された原子力委員会からの意見と、2018 年 12 月の「高速炉開発につ

いて（見解）」 [8]も踏まえて、原子力機構としての対応を検討すること。

 核燃料サイクル研究開発については、自らの技術開発施設の廃止措置のみならず、発電

炉の廃止措置、東電福島第一原発の廃止措置に役立つように、放射性廃棄物処理処分、

除染、滅容等の技術開発を検討すること。

 外部の意見や批判を取り入れる仕組みを再構築し、それを真に機能させ、原子力機構の

経営と運営の改善に生かす必要がある。組織を細分化せず、中間管理職の責任を明確に

しつつ、原子力機構内外の関係組織相互の共同作業等を機能させ、研究開発や仕事を通

じて職員の能力向上に努めること。

 業務運営に関わる様々なリスクを低減するために、リスクマップを作成するなどして、

組織的なリスク管理を業務に取り入れることを検討すべきである。外部とのコミュニケ

ーションにその成果を役立て、透明性の向上に努めること。

 原子力研究開発や原子力事業をめぐる環境変化は、欧米が先行した例も多く、その教訓

や欧米のピアレビュー結果を、今後の業務運営に生かすこと。

 基礎基盤研究の知識基盤構築、大学等との教育研究における連携、原子力の魅力の発信

や根拠情報の作成提供等への貢献を図ること。
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原子力機構は、2019 年 10 月に将来ビジョン「JAEA 2050 +」を公表しました [9]。この

将来ビジョンは、「エネルギー基本計画」や、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦

略」、Society 5.0、持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえ、原子力機構が将来にわたって社

会に貢献し続けるために、2050 年に向けて何を目指し、そのために何をすべきかを取りま

とめたものと位置付けられています。将来ビジョンにおいて原子力機構は、2050 年に向け

て目指すこと及びなすべきこととして、以下のような方針を示しています。 

 原子力のポテンシャルを最大限活用し、将来社会の変革に向けた貢献をめざす

 原子力科学技術で､気候変動問題の解決に貢献

 安全性を向上させた核燃料サイクルを含むエネルギーシステムにより、エネルギー

の安定確保に貢献

 原子力科学技術を通じて未来社会（Society 5.0）の実現に貢献

 東電福島第一原発事故の反省のうえに立って原子力安全の価値を再認識した“新原子力”

の実現をめざす

 “新原子力”：従来の取組を超えて、将来社会への貢献をめざし、社会との双方向の

対話とともに以下の実現をめざす新たな取組

 一層の安全性向上を含む「S＋3E3」と社会的課題の解決に応える原子力科学技

術システムの構築

 他分野との積極的な融合によるイノベーションの創出

 “新原子力”の実現に向けて、原子力を巡る倫理的、法的、社会的問題（ELSI4）

を含めた諸課題に原子力科学技術を駆使して挑戦し、解決策を提案

 “新原子力”を実現するための研究開発

 ①安全の追求、②革新的原子炉システムの探求、③放射性物質のコントロール、④

デコミッショニング改革、⑤高度化・スピンオフ、⑥新知見の創出、の 6つの研究

テーマを設定し､多岐にわたる研究開発を横断的かつ戦略的に推進

 持続可能な原子力利用のための取組･挑戦

 ｢放射性物質のコントロール｣と｢デコミッショニング改革｣を通じて、バックエンド

問題に着実に取り組み、原子力科学技術の研究開発のサイクルを構築

 将来の原子力利用につながる、これまでの原子力利用で発生した“原子力レガ

シー”への取組､新たな産業分野づくりへの貢献

 環境負荷低減に向けた取組への挑戦

 国際協力･国際貢献、地域の発展

 原子力先進国との研究開発協力、国際機関や原子力新興国への貢献、研究開発成果

3 ｢第 5 次エネルギー基本計画｣で掲げているエネルギー基本政策の視点で、安全性（Safety）を前提とし､

エネルギーの安定供給（Energy security）、経済効率性の向上（Economic efficiency）、環境への適合

（Environment）の頭文字をとったもの。
4 Ethical, Legal and Social Issues
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の国際社会への普及・展開等に積極的に取り組む 

 核不拡散、核セキュリティの体制強化に貢献していく

 地域の一員として地域の発展のために貢献していく

 組織づくりと人材確保・育成

 原子力コミュニティだけにとどまらず、他分野のセクターと連携・協働し、将来社

会に貢献できる組織をつくる

 幅広い分野からの人材の確保・育成を進める
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8－2 基礎基盤の強化とイノベーションの推進 

我が国における国立研究開発機関である原子力機構は、産業界等のニーズを踏まえ

た原子力分野の基礎基盤構築を行っていくことが重要な役割として期待されていま

す。しかし、新規制基準への対応や高経年化により、原子力機構の全 89 施設のうち、

現在廃止中のものを含めて 43 施設が廃止施設となっており、原子力分野の基礎基盤の

弱体化が懸念されています。 

加えて、大学等の研究教育基盤や産業界の原子力開発基盤も同様に弱体化の懸念が

あるため、人材や研究開発設備、体系化された知識基盤の充実強化が必要です。 

今後、原子力分野でイノベーションを進めていくためにも、そこから生み出される知

識基盤を研究開発機関と産業界が共有し、連携していくことが必要です。 

（1 ） 原子力分野の基盤研究開発に関する取組

 ① 基礎基盤研究開発と研究開発基盤の強化の重要性

研究用原子炉（以下「研究炉」という。）や放射性物質を取り扱う研究施設等の基盤的施

設・設備は、研究開発や人材育成の基盤となる不可欠なものです。しかし、新規制基準への

対応や高経年化により、大学及び研究開発機関等における利用可能な基盤的施設・設備等は

減少し、研究開発及び人材育成に影響が出ています。このように我が国における基盤的施

設・設備の強化・充実が喫緊の課題となっていることから、国、原子力機構及び大学は、長

期的な見通しの下に求められる機能を踏まえて選択と集中を進め、国として保持すべき研

究機能を踏まえてニーズに対応した基盤的施設・設備の構築・運営を図っていく必要があり

ます。 

また、原子力機構等の研究開発機関が有する基盤的施設・設備は、研究開発の進展に貢献

するのみならず、それを通じた異分野も含めた多種多様な人材の交流や連携、協働による、

効果的かつ効率的な成果の創出への貢献も期待されます。そのため、産学官の幅広い供用の

促進や、そのための利用サービス体制の構築（関連人材や技術支援を含む）、共同研究等を

充実させることが求められます。現在、原子力に関する基礎的・基盤的な研究開発は、主に

原子力機構、量研及び大学等で実施されています。 

原子力機構は、原子力に関する総合的研究開発機関として、核工学・炉工学研究、燃料・

材料工学研究、環境・放射線工学研究、先端基礎研究、高度計算科学技術研究等、原子力の

持続的な利用と発展に資する基礎的・基盤的研究等を総合的に推進しています。核工学・炉

工学研究では、原子炉設計のみならず放射線医療や宇宙物理研究等で広く利用されている

汎用評価済み核データライブラリーの整備を行っています [10] [11]。前述の原子力機構

の将来ビジョン「JAEA 2050 +」では、原子力科学技術の基礎基盤研究と原子力エネルギー

のための研究開発の両方において、従来の研究の枠組みを超え、他分野との協働・融合によ

り、イノベーション創出を目指す方針が示されています [9]。 

量研は、量子科学技術についての基盤技術から重粒子線がん治療や疾病診断研究等の応
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用までを総合的に推進する体制となっています。これまで国立研究開発法人放射線医学総

合研究所が担ってきた放射線影響・被ばく医療研究についても引き続き実施するとともに、

東電福島第一原発事故対応を教訓として、放射線影響に対する研究成果を平易な言葉で国

民に伝えることを意識した取組が期待されています。 

② 研究炉等の運転再開に向けた審査状況

研究炉等は、我が国の原子力研究開発基盤を支えるとともに、原子力人材を養成する場と

して必須です。国、原子力機構及び大学は、長期的な見通しの下に求められる機能を踏まえ、

国として保持すべき研究機能を踏まえてニーズに対応した基盤的施設・設備の構築・運営を

図っていく必要があります。そのためには、施設の規模に応じた安全確保として、新規制基

準に対応した上での研究炉等の運転再開や、高経年化した施設の対応を進めていくことが

求められます。 

原子力機構及び大学等の研究炉や臨界実験装置は、最も多い時期には 20 基程度運転して

いましたが、現在は 8基までに減少し（図 8-2）、更に高経年化も進んでいます。また、東

電福島第一原発事故以降は、新規制基準対応のため、全ての研究炉が一旦休止しました。運

転停止中の原子力機構の研究炉のうち、原子炉安全性研究炉（NSRR）、定常臨界実験装置

（STACY5）、JRR-3、高温工学試験研究炉（HTTR6）は新規制基準への適合に係る設置変更が許

可され [12] [13]、NSRR については 2018 年 6 月に運転が再開されました [14]。STACY に

関しては 2021 年 2 月頃の運転再開が計画されており [15] 、HTTR については 2020 年度中

の運転再開が計画されています [16]。「常陽」については、現在、新規制基準への適合性確

認に係る申請を行い、審査対応を進めています。また、現在、京都大学臨界集合体実験装置

（KUCA）、京都大学研究用原子炉（KUR7）、近畿大学原子炉は、新規制基準への適合に係る設

置変更が原子力規制委員会により許可（承認）され、使用前及び定期検査合格を経て運転を

再開しています [17] [18] [19]。 

5 Static Experiment Critical Facility 
6 High Temperature Engineering Test Reactor 
7 Kyoto University Research Reactor 
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図 8-2 我が国の主な研究炉等施設 

 （出典）第 2 1 回原子力科学技術委 員会資料 3-1 文部科学省「原子力イノベーションの実現に向けた研究開発・人材育成の方向

性について」（201 9 年） [20] 

 ③ 原子力研究開発施設の集約化・重点化

文部科学省は、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会の下に、

原子力研究開発基盤作業部会（現在は原子力研究開発・基盤・人材作業部会に統合）を設置

し、国として持つべき原子力研究開発機能の維持に必須な施設及び、その運営の在り方等に

ついての整理・検討を行いました。2018  年 4月に発表された「中間まとめ」 [21]では、国

として持つべき原子力の研究開発機能について、東電福島第一原発事故の対処に係る廃炉

等の研究開発、原子力の安全性向上に向けた研究、原子力の基礎基盤研究、高速炉の研究開

発、放射性廃棄物の処理・処分に関する研究開発等、核不拡散・核セキュリティに資する技

 術開発等及び人材育成の大きく 7つに整理しています。 

なお、2018  年 7月に閣議決定された 「第 5次エネルギー基本計画」 [22]において、多様

な社会的要請の高まりも見据えた原子力関連技術のイノベーションを促進するという観点

が明記され、産学官の垣根を越えた人材・技術・産業基盤の強化を進めるために、研究開発、

技術基盤、人材育成等の課題を総合的に検討していく必要性が指摘されたことを受け、原子

 力研究開発基盤作業部会も含めた複数の作業部会は、2019  年 8 月に「原子力研究開発・基

盤・人材作業部会」に改組・統合されています [23]。 

原子力機構が管理・運用している原子力施設は、研究開発のインフラとして欠かせないも

のです。2020  年 3月現在、 加速器施設等も含めて 11施設・設備が供用施設として大学、研
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究機関、民間企業等に属する外部研究者に提供されており [24]、東電福島第一原発事故以

前は、現在量研に移管されたイオン照射研究施設（TIARA8）等も含め、年間 1,000 件程度の

利用実績がありました [25]。しかし、施設の多くは高経年化への対応が課題となっており、

また、2011年3月の東電福島第一原発事故を受けて導入された新規制基準への対応のため、

継続利用には多額の費用がかかることが見込まれ、閉鎖する施設の廃止措置及び放射性廃

棄物の処理・処分等のバックエンド対策にも多額の費用が発生します。これらの状況を踏ま

え、原子力機構は、「施設の集約化・重点化」、「施設の安全確保（高経年化対策、新規制基

準対応・耐震化対応等）」、「バックエンド対策」を三位一体で進める総合的な計画として、

「施設中長期計画」を 2017 年 4 月に策定しました（2019 年 4 月改定） [15]。また、バッ

クエンド対策については、東海再処理施設の廃止措置に 70 年間を要すると見込まれるなど

長期にわたる対応が必要であるため、2018 年 12 月に、放射性廃棄物の処理・処分を含めた

長期（約 70 年）にわたる見通しと方針を示した「バックエンドロードマップ」を取りまと

めました [26]。なお、前述の「施設中長期計画」は、バックエンドロードマップの当面（第

1期）の活動を具体化し、施設の「バックエンド対策」だけでなく「施設の安全確保」、「施

設の集約化・重点化」を整合的に計画したものと位置付けられています [27]。 

施設の集約化・重点化に当たっては、最重要分野とされる「安全研究」及び「原子力基礎

基盤研究・人材育成」に必要不可欠な施設や、東電福島第一原発事故への対処、高速炉研究

開発、核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び廃棄物の処理処分研究開発等の原子力機

構の使命達成に必要不可欠な施設については継続利用とする方針の下で、検討が進められ

ました。全 89 施設のうち、現在廃止中のものを含めて 43 施設が廃止施設とされています

（図 8-3）。廃止施設の中には、我が国で唯一の材料試験炉である JMTR9も含まれており、

2019 年 9 月には原子力規制委員会に対して廃止措置計画の認可が申請されました [28]。 

8 Takasaki Ion Accelerators for Advanced Research Application 
9 Japan Materials Testing Reactor 
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図図  88--33  原原子子力力機機構構ににおおけけるる施施設設のの集集約約化化・・重重点点化化計計画画  

（出典）原子力機構「施設中長期計画の概要」（2019 年） [29] 

原子力機構は、JMTR 廃止により機能が失われる照射利用については、後継炉や代替照射

機能を検討する方針です。短・中期的には、我が国の原子力研究に係る国際供用の在り方の

取りまとめや、海外炉を用いた照射場評価に関する研究を実施し、長期的には JMTR 後継炉

検討委員会を設置し、後継炉の提案を検討するとしています [30]。 

文部科学省の原子力科学技術委員会の 2019 年 6 月の会合では、研究基盤施策に関する今

後の検討の方向性や論点として、以下のような点が提起されています [20]。 

 限られた研究施設を我が国全体としてより効果的・効率的に活用するための方策

 高度な研究施設の大部分を運用し、原子力に関する多様な人材・知見が集う原子力機構

の在り方

 原子力機構については、原子力研究開発・人材育成施策全体のイノベーション志向

化の中で、イノベーションハブとして、その中核的役割を果たすことが求められる

のではないか

 そのためには、従来の研究開発の主体としての役割に加え、今後は、高度な研究基

盤の担い手としての役割に重点を置き、大学や産業界との連携の場として、我が国

の人材育成・研究開発を支えていくことを追及すべきではないか

 具体的には、効果的で使い勝手の良い施設共用の仕組みの構築や、原子力機構が有
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する研究施設・知見・人材を活用したイノベーション創出のための外部機関との効

果的連携の方策を検討すべきではないか

 海外の研究基盤の活用と、そのための研究開発施策との連携

④ 原子力イノベーション追及の取組

2020 年 7 月に閣議決定された「統合イノベーション戦略 2020」 [31]においては、原子力

について「安全性・信頼性・効率性の一層の向上に加えて、再生可能エネルギーとの共存、

水素製造や熱利用といった多様な社会的要請の高まりも見据えた原子力関連技術のイノベ

ーションを促進するという観点が重要である。エネルギー基本計画等に基づき、革新的な原

子炉開発を進める米国や欧州の取組も踏まえつつ、戦略的柔軟性を確保するとともに、2050

年に向けては、人材・技術・産業基盤の強化に直ちに着手し、安全性・経済性・機動性に優

れた炉の追求、バックエンド問題の解決に向けた技術開発を進めていく。」としています。 

また、原子力委員会が 2018 年 6 月に公表した「技術開発・研究開発に対する考え方」を

踏まえ、2019 年 4 月の第 20 回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委

員会では、資源エネルギー庁原子力政策課と文部科学省原子力課が共同で、「原子力イノベ

ーションの追求について」と題した資料を公表しました [32]。この中で両者は、以下のよ

うな取組を通じて、民間の創意工夫を生かした原子力イノベーションを創出するとの方向

性を示しています。 

 技術開発の方向性の共有、ステークホルダーとの対話

 政府はエネルギー基本計画等を通して、原子力政策全体の方向性を提示。

 技術開発の方向性や、ユーザー（電気事業者等）のニーズ等の多様な認識を、関係

者間で議論・共有し、認識の共有化を図る。

 技術開発支援

 技術の成熟度や開発主体に応じた、きめ細かい支援策を講じ、多様な技術開発を推

進する。

 ユーザー（電気事業者等）の視点も取り入れた適切な評価・絞り込みを実施する。 

 研究基盤の提供

 原子力機構が産業界・大学・海外等を繋ぐハブの役割を果たし、多様な技術開発に

設備・知見を提供。

 原子力に限定しない多様な分野の知見を取り入れる。

 人材育成

 他組織・他分野との融合や国際協力を通じて、人材育成の拠点を形成。

 育成プランの修正・統合を進め、効果的な人材育成を実施。

 規制との対話

 今後の規制との対話のあり方について検討。

両者は、開発に関与する主体が有機的に連携し、基礎研究から実用化に至るまで連続的に
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イノベーションを促進することを目指し、NEXIP（Nuclear Energy × Innovation Promotion）

イニシアチブを立ち上げました。具体的には、文部科学省の「原子力システム研究開発事業」

と経済産業省の「原子力の安全性向上に資する技術開発事業」及び「社会的要請に応える革

新的な原子力技術開発支援事業」について、原子力機構の研究基盤等も活用しながら、相互

に連携することにより、原子力イノベーションの創出が目指されています（図 8-4） [33]。 

図図  88--44    NNEEXXIIPP イイニニシシアアチチブブににおおけけるる文文部部科科学学省省及及びび経経済済産産業業省省のの  

研究開発・技術開発支援事業の位置づけ 

 （出典）第  2 回原子力科学技術委員会原子力研究開発・基盤・人材作業部会 資料 1-1 文部科学省「原子力イノベーションの実

現に向けた研究開発事業の見直しについて」（201 9 年） [33] 

特に、経済産業省の「社会的要請に応える革新的な原子力技術開発支援事業」は、民間の

 創意工夫を生かした原子炉技術のイノベーションを実現することを目的とし、2019 年度に

新たに開始されました。同事業では、民間団体等に補助金を支給し、更なる安全性・信頼性、

経済性、機動性の向上や、エネルギーの多目的利用、廃棄物対策の実現等の社会的要請に応

える炉型の開発を支援するものです [34]。 
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米国でも、原子力研究開発支援の取組が実施されています。支援は主に米国エネルギー省

（DOE）からの補助金等の形で行われています。 

このうち、原子力発電実現技術（NEET10）プログラムは、DOE の原子力エネルギー局が実

施しています。NEET プログラムでは、新型炉や次世代の燃料サイクル技術開発を補完する

ような、分野横断的な革新的技術開発の支援を目的としており [35]、以下のようなテーマ

を対象としています [36]。 

 革新炉や次世代燃料サイクル施設をモニタリングするための、革新的なセンサ・計装

システム

 原子炉建設のコスト低減に寄与する革新的な原子炉機器製造技術

 冷却材の使用と消費量を最小限にする革新的冷却技術

 産業部門や運輸部門での活用やエネルギー貯蔵等も考慮した、総合的なエネルギーシ

ステムの開発

 サイバーセキュリティ

これらの技術開発の取組を支援するために、DOE 傘下の国立研究所等が有する幅広い研究

開発リソースを民間企業に提供する、原子力分野のイノベーション加速プログラム（GAIN）

も活用されています。 

10 Nuclear Energy Enabling Technologies 
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（2） 基礎基盤研究を踏まえた原子力研究開発の状況

① 軽水炉利用に関する研究開発

1950 年代、1960 年代には様々な炉型の数十基の試験炉が建設されましたが [37]、これ

らのうち、軽水炉は最も多く建設され、利用されてきた炉型です。2017 年末時点では、世

界で運転中の 448 基の原子炉のうち軽水炉は 367 基で、発電設備容量では約 89％を占めて

います。国内外における原子力発電の主流は軽水炉によるものであり、現在も世界の多くの

国で継続的に利用され、新規建設も行われています。 

そのため、高経年化対策、稼働率向上、発電出力の増強、安全性向上、過酷事故対策、建

設期間の短縮、建設性の向上、セキュリティ対策等の様々な課題に対応するための研究開発

を今後も行っていく必要があります。また、産業界のみならず関係組織全体でこれらの研究

開発に取り組む必要があり、特に、大学や研究開発機関を含む専門家等が、それぞれの立場

に立って協力・競争することで課題解決を行っていくことが重要です。 

米国の国立研究所では、軽水炉持続プログラム等が進められています。また、欧州におけ

る第 2、第 3 世代軽水炉研究開発の横断的国際連携取組である NUGENIA11でも、EU の研究開

発枠組計画による資金提供を受けるプログラムを中心として、EU 域内で長期運転を行う軽

水炉の安全確保に関する研究プログラム等、様々なプログラムが実施されています [38]。 

 

NUGENIA は、第 2、第 3世代軽水炉技術の研究開発連携プラットフォームです。安全で信

頼性、競争力のある原子力技術を実現するために、欧州を中心とする原子力関係組織や大

学・産業界から 100 以上の組織が参加しており、これらの参加組織が協力・分担して 10 数

件の研究開発テーマを実施しています。各プロジェクトは 2 年間から 4 年間の計画で進め

られ、その多くは EU の研究開発枠組計画（FP12）による資金提供を受けています。資格認証

等の人材育成が組み込まれていることも特徴です。 

NUGENIA は、「プラント安全とリスク評価」、「シビアアクシデント」、「原子力発電所運転

改善」、「構造物、系統及び機器（SSC）の整合性」、「燃料開発、廃棄物管理、廃止措置」、「先

進的大型軽水炉設計・技術」、「欧州検査・資格ネットワーク（ENIQ13）」の 7つの主要技術エ

リアで構成されています [38]。

11 Nuclear Generation II & III Alliance 
12 Framework Programmes 
13 European Network for Inspection and Qualification 
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DOE は、既存の商用炉の経済性の改善、安全性や技術的な信頼性の向上に貢献する技術や

ソリューションの研究開発のために、LWRS14を実施しています。2020 会計年度には、LWRS の

ために 4,700 万ドルの予算が歳出法により賦与されています。LWRS では、以下に示すよう

なプログラムが実施されています [39]。 

プログラム名 概要 目的

材料研究

原子炉の材料の長期劣化の挙動を理

解し予測するための、科学的な基盤

を開発する研究開発

規制機関と原子力産業界の双方に成

果を提供しつつ、構造物、系統及び

機器の供用期限や材料の経年化緩和

アプローチの決定に活用

リスク情報

を活用した

系統の分析

運転中のプラントの経済的な競争力

向上に向けて、統合的なプラントの

系統分析のソリューションを提供

し、経済性、信頼性及び安全性に関

連する意思決定を支援する研究開発

プラントへの影響、物理的な高経年

化、劣化プロセスを統合することに

より、プラントの経済的パフォーマ

ンス及び安全性を最適化するために

活用

プラントの

近代化

イノベーション、デジタル技術を活

用した効率性の向上を通じて、現在

及び将来のエネルギー市場における

プラントの経済的妥当性に対応する

研究開発

技術に重点を置いたビジネスモデル

プラットフォームを構築すること

で、より小さいコストでのパフォー

マンスの改善を支援し、プラントの

系統やプロセスの近代化を実現

柔軟なプラ

ントの運転

及び発電

軽水炉の収益の多様化と向上を目的

とし、コージェネレーションのため

の技術的な実現可能性、潜在的な経

済性、許認可における検討事項を明

確化するための研究開発

再生可能エネルギー発電の増加に、

運転中の原子炉がより容易に対応で

きるようにするとともに、製造業の

低炭素化のために原子力を柔軟にエ

ネルギー源として活用する可能性を

実証

物理セキュ

リティ

費用対効果が高く、最新の物理セキ

ュリティ体制の導入に活用できる方

法やツールを検証するための研究開

発

企業がセキュリティモデルを構築す

るに当たって、過度の保守化防止、

自動化の活用、セキュリティ状態の

最適化、セキュリティ変更の評価に

おいてリスク情報を活用したアプロ

ーチの実現に貢献する成果を創出

（出典）DOE「Department of Energy FY 2021 Congressional Budget Request Volume 3 Part 2」（2020 年） [39]

14 Light Water Reactor Sustainability 
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EPRI は、プロジェクトを提案し、賛同する機関から費用を集めて研究開発を実施してい

ます。そのため、その研究領域には、原子力事業者、原子炉メーカー等の原子力産業界が注

力しようと考えている研究開発分野が反映されることになります [40]。 

EPRI は、米国原子力規制委員会（NRC）と、原子力安全研究協力に関する覚書を締結して

います。覚書では、EPRI の原子力産業界からのニーズを踏まえた研究と NRC の原子力安全

規制研究それぞれから得られるデータや成果は EPRI と NRC の両者にとって価値があり、リ

ソースの有効活用や取組の重複回避のため、費用分担が適切で互いの利益となる場合には

協力を行うとしています [41]。 

このように、EPRI の研究開発の成果は、原子力産業界のみならず NRC によっても活用さ

れています。EPRI の原子力に関する研究分野は、以下の 4 つの分野に区分されて実施され

ています [42]。 

分野 概要

材料管理

原子炉の材料劣化メカニズムの理解を進め、劣化の検知・特徴付け・

緩和・モニタリング、修理の技術を開発する。

【プログラム例：加圧水型軽水炉の蒸気発生器の管理、沸騰水型軽

水炉の原子炉圧力容器と内部構造物、加圧水型軽水炉の材料信頼

性、溶接修理技術センター非破壊検査】

燃料と化学

燃料破損を防止する技術的基盤を提供し、高い信頼性を維持しつつプ

ラントの安全性と経済性を高めるために、燃料の改良オプションを調

査する。水化学を改善するためガイダンスと技術を提供する。高レベ

ルと低レベルの放射性廃棄物管理を強化し、放射線被ばくを減らす。 
【プログラム例：燃料信頼性、使用済燃料と高レベル廃棄物管理、

放射線安全、水化学制御、核燃料の産業研究】

プラント性能

高い機器信頼性と強化されたプラント安全に寄与し、原子力発電所所

有者が技術的に健全な設計、保守、及び運転上の決定をできるように

するツール、技術、及び実施要領を提供する。

【プログラム例：原子炉メンテナンス・アプリケーションセンター、

プラント工学、計測制御、リスクと安全管理】

戦略的

イニシアティブ

技術やプロセスの採用や、新しいプラントに係るリスクを減らすツー

ルとガイドに、プラント運転経験と研究結果を組み入れる。長期運転

やフレキシブルな原子力発電所の運転に関する意思決定のための情

報提供を行う。廃炉作業の改良アプローチを提供する。原子力発電所

の運転を改善する機会を探究する。

【プログラム例：高度な原子力技術、環境修復と廃炉の技術、弾力

的運転、原子力発電所近代化】
（出典）EPRI「Research Areas」 [42] 
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② 高温ガス炉研究開発

高温ガス炉は、外部から手を加えることなく自然に炉心が冷却される固有の安全性を有

しています。発電のみならず、900℃を越える高温の熱を供給することが可能であり、その

多様な産業利用についても期待されています。 

原子力機構は、高温ガス炉の基盤技術の確立を目指し、高温工学試験研究炉（HTTR）を建

設し、その運転・試験を進めています（図 8-5）。HTTR は、1998 年 11 月に初臨界を達成し

た後、2010 年 3 月に定格出力 3 万 kW、原子炉出口冷却材温度約 950℃での連続運転を実現

しました。原子力機構は、2014 年 11 月に、原子力規制庁に新規制基準への適合性審査に係

る設置変更許可申請を行い、2020 年 6 月に許可を取得しました。現在、2020 年度中の運転

再開を目指し、作業を進めています。また、HTTR が達成した 950℃の熱供給能力を有効利用

できる革新的水素製造技術（熱化学 IS15プロセス）の開発を進め、2019 年 1 月には試験設

備において約 150 時間の水素製造試験を実施しました。 

図図  88--55  高高温温工工学学試試験験研研究究炉炉  HHTTTTRR  

（出典）原子力機構大洗研究開発センター「高温工学試験研究炉」 [43] 

③ 高速炉に関する研究開発

高速炉及びそのサイクル技術（高速炉サイクル技術）は、使用済燃料に含まれるプルトニ

ウムを燃料として再利用する技術です。「第 5期科学技術基本計画」 [1]及び「第 5次エネ

ルギー基本計画」 [22]においては、研究開発に取り組むこととしています。

第 2章で述べたように、2018 年 12 月、「高速炉開発の方針」 [44]に基づき、今後 10 年

程度の開発作業を特定する「戦略ロードマップ」 [7]が取りまとめられました。今後、①競

争を促し、様々なアイディアを試すステップ、②絞り込み、支援を重点化するステップ、③

今後の開発課題及び工程について検討するステップ、の 3 つのステップに大きく区分して

研究開発を進めていく計画が示されており、当面 5年間程度は、これまで培った技術・人材

を最大限活用し、民間によるイノベーションの活用による多様な技術間競争を促進すると

しています。 

15 Iodine-sulfur 
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原子力委員会は高速炉開発についての見解を 2018 年 12 月 18 日に決定し、「高速炉とそ

の核燃料サイクルは、軽水炉使用済燃料の再処理の延長上にあり、日本原燃の再処理工場の

竣工と順調な運転を確認するのに今後数年間は必要である。国民の利益や原子力発電技術

の維持、国際市場への対応の観点で検討を進めること、また、これまで得られてきた技術的

成果や知見を踏まえて、その在り方や方向性を将来にわたって引き続き検討していくこと

が必要である。その際には、原子力委員会の「技術開発・研究開発に対する考え方」等にて

示されている考え方を尊重することを期待する。」と述べています [8]。 

1） 高速実験炉原子炉施設（「常陽」）

「常陽」は、1977 年 4 月の初臨界以来、高速増殖炉の開発に必要なデータや運転経験を

蓄積しています。これまでに、累積運転時間約 70,798 時間、累積熱出力約 62.4 億 kWh（発

電設備を有しないため電気出力はない）に達しており、588 体の運転用燃料、220 体のブラ

ンケット燃料及び 101 体の試験燃料等を照射し、高速炉炉心での燃料集合体や燃料ピンの

安全性と照射特性を明らかにしてきました。運転再開に向けて、原子力機構は 2017 年 3 月

に、新規制基準への適合性審査に係る設置変更許可申請を行いましたが、申請書に記載の熱

出力と設備能力が整合していない、事故想定等に関して先行する高温工学試験研究炉16

（HTTR）の審査で得られた知見が反映されていない等が原子力規制委員会から指摘され、審

査保留となりました [45]。原子力機構は設置変更許可申請書を見直して 2018 年 10 月に補

正申請を行い、原子力規制委員会は同年 11 月 20 日の審査会合から審査を開始しました 

[46] 。

2） 高速増殖原型炉もんじゅ

「もんじゅ」（図 8-6）については、トラブル等の影響により 2010 年以降運転を停止して

いましたが、2016 年 12 月の原子力関係閣僚会議において、運転再開はせず廃止措置へ移行

し、今後の高速炉研究開発における新たな役割を担うよう位置付けることとされました 

[47]。これを受け、政府は、「もんじゅ」の廃止措置の安全、着実な実施に当たり原子力機

構が準拠すべき「『もんじゅ』の廃止措置に関する基本方針」（2017 年 6 月）を定めました 

[48]。この基本方針に基づき、廃止措置が進められています。原子力規制委員会は、廃止措

置の実施状況の監視や、燃料取出し工程等廃止措置に係る課題の検討を行っています。 

原子力機構では、敦賀地区に実証部門を創設し、「『もんじゅ』の廃止措置に関する基本的

な計画」の策定から約 5 年半での燃料体取出し作業を終了し、廃止措置作業をおおむね 30

年で完了することとしています。2018 年 3 月には原子力規制委員会から廃止措置計画の認

可を受け [49]、2018 年 8 月からは燃料体の炉外燃料貯蔵槽から燃料池への移送が開始さ

れ、2019 年 9 月からは燃料体の炉心から炉外燃料貯蔵槽への移送が開始されています [50] 

[51]。

16 常陽と同一敷地内にあります。 
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図図  88--66  高高速速増増殖殖原原型型炉炉ももんんじじゅゅ  

（出典）原子力機構高速増殖原型炉もんじゅ/もんじゅ運営計画・研究開発センター「もんじゅとは」 [52] 

3） 高速炉開発に関する日仏協力

ASTRID17は、フランスが開発を進めているナトリウム冷却高速炉です。日仏両政府は、ナ

トリウム冷却高速炉の安全性向上のための共同設計を実施しているほか、安全性、原子炉技

術、燃料等に関する共同研究を進めてきました。 

ASTRID は当初は電気出力 600MWe の実証炉開発が計画されていましたが、フランスにおい

て高速炉の研究開発方針の見直しが進んだ結果、2019 年 6 月、日仏政府間で高速炉研究開

発協力に関する協力覚書が署名され、今後、高速炉協力に関するシミュレーションと実験に

基づく研究開発を実施するための枠組みを定めることとなりました [53]。また 2019 年 12

月には、原子力機構、三菱重工業株式会社、三菱 FBR システムズ株式会社、仏原子力・代替

エネルギー庁（CEA）及び仏 FRAMATOME 社の間で、ナトリウム冷却高速炉開発の協力に係る

実施取決めが締結されました [54]。 

④ 核融合研究開発

核融合エネルギーは、軽い原子核同士（重水素、三重水素）が融合してヘリウムと中性子

に変わる際、質量の減少分がエネルギーとなって発生するものです。将来的かつ長期的な安

定供給が期待されるエネルギー源として、核融合研究開発は 1950 年代から本格的に開始さ

れ、現在は、「原型炉研究開発ロードマップについて（一次まとめ）」（2018 年 7 月） [55]

等を踏まえ、量研、大学共同利用機関法人自然科学研究機構核融合科学研究所と大学等が相

互に連携・協力して段階的に推進しています。 

国際熱核融合実験炉（ITER）計画は、核融合エネルギーの科学的、技術的実現性を確立す

ることを目指す国際共同プロジェクトであり、日本、欧州、米国、ロシア、中国、韓国及び

インドの 7極により進められています（図 8-7） [56]。2007 年に、ITER 計画を実施する国

際機関である ITER 国際核融合エネルギー機構（以下「ITER 機構」という。本部：フランス）

を設置し、2025 年運転開始（ファーストプラズマ）、2035 年核融合運転開始を目標として建

17 Advanced Sodium Technological Reactor for Industrial Demonstration 
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設作業が進められています。我が国では量研が国内機関となっており、ITER 機構との調達

取決めに基づき、超伝導コイル等の主要機器等の製作において欧州に次いで多くを分担す

るなど、ITER 計画の推進に大きな役割を担っています。 

図図  88--77  IITTEERR のの概概要要  

（出典）量研「ITER って何？」 [57]、「ITER 建設地の周辺地域」 [58] 

また、幅広いアプローチ（BA18）活動は、ITER 計画を補完・支援するとともに、核融合原

型炉に必要な技術基盤を確立することを目的とした先進的研究開発プロジェクトであり、

日欧協力により我が国で実施しています。我が国では量研が実施機関となっており、青森県

六ヶ所村にある六ヶ所核融合研究所では、核融合原型炉に必要な高強度材料の開発を行う

施設の設計・要素技術開発のほか、核融合原型炉の概念設計及び研究開発並びに ITER での

実験を遠隔で行うための施設の整備を進めています [59]。さらに、茨城県那珂市にある那

珂核融合研究所では、2020 年 3 月末に先進超伝導トカマク装置 JT-60SA の組立が完了し、

核融合原型炉建設に求められる安全性・経済性等のデータの取得や、ITER の運転開始や技

術目標達成を支援できるような取組等を進めています [60]。 

上記プロジェクトのほか、IAEA や IEA の枠組みでの多国間協力、米国、欧州、韓国、中

国との二国間協力も推進しています。これらの協力を通じて、ITER での物理的課題の解決

のために国際トカマク物理活動（ITPA19）で実施されている装置間比較実験へ参加するとと

もに、韓国や中国の超伝導トカマク装置での実験に参加しています。 

⑤ 国際協力

革新的な原子炉や核燃料サイクル技術（革新的原子力システム）に関する研究開発は、実

用化に至るまで長い時間と膨大な資源が必要です。そのため、人的・資金的資源を分担し、

18 Broader Approach 
19 International Tokamak Physics Activity 
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成果を共有する国際的な枠組みで進めることが合理的であるという認識の下、国際協力の

枠組みを活用して研究開発を進めています。 

1） 第 4世代原子力システムに関する国際フォーラム（GIF2200）

GIF は、「持続可能性」、「経済性」、「安全性・信頼性」及び「核拡散抵抗性・核物質防護」

の開発目標の要件を満たす次世代の原子炉概念を選定し、その実証段階前までの研究開発

を国際共同作業で進めるためのフォーラムです。米国 DOE の提唱により 2001 年に発足し、

2020 年 3 月時点で、13 か国と 1機関（アルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、カナダ、

中国、フランス、日本、韓国、ロシア、南アフリカ、スイス、英国、米国及びユーラトム）

が参加しています21 [61]。現在、第 4 世代原子力システムに求められている達成目標を満

足させ、2030 年代以降に実用化が可能と考えられる 6 候補概念（①ガス冷却高速炉、②溶

融塩炉、③ナトリウム冷却高速炉（MOX 燃料、金属燃料）、④鉛冷却高速炉、⑤超臨界圧水冷

却炉、⑥超高温ガス炉）を対象に、多国間協力で研究開発を推進するとともに、経済性、核

拡散抵抗性･核物質防護及びリスク･安全性についての評価手法検討ワーキンググループで

横断的な評価手法の整備を進めています。 

20 Generation IV International Forum 
21 ただし、枠組み協定にアルゼンチンとブラジルは未署名。 
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8－3 人材の確保及び育成 

東電福島第一原発事故の教訓を踏まえ、更なる安全性の高みを追求していくために

は、高度な技術と高い安全意識を持った人材の確保が必要です。また、原子力分野にお

いては、発電事業に従事する人材以外にも、大学や研究機関の教員や研究者、利用政策

及び規制に携わる行政官、医療や農業、工業等の放射線利用分野において様々な人材が

必要とされます。我が国では、原子力利用を取り巻く環境変化や世代交代等の要因によ

り、人材の枯渇や知識・技術の継承への不安等の問題が生じています。大学教育の強

化・改善のみならず、研究者・技術者の育成等、雇用した人材の能力向上が求められて

います。原子力分野の幅の広さや原子核科学応用に関する奥の深さ等、その魅力を伝

え、優秀な人材を獲得する努力も求められています。 

（1） 原子力分野における人材育成・確保の動向

安全確保を図りつつ原子力の研究、開発及び利用を進めていくためには、これらを支える

優秀な人材を育成・確保する必要があります。しかしながら、原子力利用を取り巻く環境変

化等の要因により、原子力分野への進学・就職を希望する学生の減少（図 8-8、図 8-9）や

現場の技術者の高齢化（図 8-10）が進んでおり、人材の枯渇や知識・技術の継承への不安

等の問題が生じています。 

フィンランド、フランス、米国では原子力発電所の建設が大きく遅延しました。その要因

は、3章で紹介したように、新規建設が長年行われなかったことにより、原子力発電所特有

の土木建設工事や製造経験の継承に失敗したためであると考えられています。原子力分野

の人材育成においては単に教育・研修にとどまらず、このような点にも配慮する必要があり

ます。我が国では、原子力発電所の部品製造に関わる技術継承・維持の取組が開始されてい

ます22。 

22 例えば、資源エネルギー庁の令和 2年度「原子力産業基盤強化事業委託費」 [83]。 
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図図  88--88  原原子子力力関関連連学学科科等等ににおおけけるる入入学学者者数数のの推推移移  

（出典）第 21 回原子力科学技術委員会資料 3-1 文部科学省「原子力イノベーションの実現に向けた研究開発・研究基盤・人材

育成施策の方向性について」（2019 年） [20]  

図図  88--99  原原子子力力産産業業セセミミナナーー来来場場者者数数（（学学生生））のの推推移移  

（出典）一般社団法人日本原子力産業協会「PAI 原子力産業セミナー2020 報告」（2019 年） [62] 
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図図  88--1100  原原子子力力技技術術者者のの年年齢齢構構成成  

（出典）総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会（第 13 回）資料 4 経済産業省「原子力政策の動向に

ついて」（2018 年） [63] 

このような状況の中で、原子力分野の人材育成の重要性は既に原子力関係者の共通認識

となっており、原子力関係の行政機関等において様々な取組や検討が行われています。一方

で、今後の人材育成活動は、東電福島第一原発事故や現在の原子力をめぐる状況やニーズ等

を踏まえつつ、これまでの取組の経験と教訓を参考に、より効率的、効果的な活動とする必

要があると考えられます。 

2018 年 2 月 27 日、原子力委員会は「原子力分野における人材育成について（見解）」を

取りまとめ、優秀な人材の勧誘、高等教育段階と就職後の仕事を通じた人材育成について、

それぞれ留意すべき事項を示しました [64]。 

高等教育段階における具体的な取組としては、原子力分野の魅力や、エネルギーの安定供

給や地球温暖化問題等における原子力の果たす役割の発信、将来のキャリアパスの提示等

による優秀な人材の獲得、海外を含むインターンシップ等の様々な経験を通じた人材育成、

国内外の良好事例の共有を進める等大学教育の改善、学部及び大学院修士課程を通じた体

系的な原子力教育の実施が考えられると指摘しています。 

就職後の人材育成については、キャリアパスを生かすための評価制度や目標管理制度、表

彰、留学、資格取得等のキャリアパス形成に必要な制度的裏付け、分野横断的な研究活動と

連携した人材育成や原子力発電技術の継承や研修資料作成とその実施等、人事管理と関係

する活動を挙げています。特に、研究開発機関における研究開発や仕事を通じた人材育成や、

研究情報交換・連携活動に組み込まれた人材育成活動が必要であると述べています。 

また、原子力発電プラントが長期間停止していることにより、製造や運転管理ノウハウの

喪失等のおそれがあり、必要な技術と経験を確実に伝承するために暗黙知を顕現化させる
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とともにその継承の取組や知識ベース化、技術者の育成が必要であるとしています。 

同見解では、人材育成を原子力利用のイノベーションを生み出すために必要な知識基盤

の構成要素の一部とし、世界が一目置く研究者、研究グループ、研究企画を作ることが研究

開発における人材育成の目標になるとしています。また、この目標を達成することで原子力

利用とその安全の基盤を強固にすることが可能であり、目標実現に向けた原子力関係機関

における人材育成に係る一層の取組を期待するとしています。 

その後、原子力委員会は同見解のフォローアップを行い [65]、海外及び国内の大学にお

いて原子力教育に携わった教員からのヒアリング [66] [67] [68]を基に、我が国の大学に

おける原子力教育について、欧米の大学の厳しい教育運営を参考に、実習・実験・演習の充

実や教育方法等の改善が必要であると指摘しています。 

（2） 原子力人材の育成・確保に関する取組

① 産学官連携による幅広い原子力人材の育成

専門分野に限定することなく、総合的な能力を持つ人材を育てるため、産学官の幅広い連

携と分野横断的な取組が求められます。 

「原子力人材育成ネットワーク」は、国（内閣府、文部科学省、経済産業省、外務省）の

呼びかけにより 2010 年 11 月に設立されました。同ネットワークは、産学官連携による相

互協力の強化と一体的な原子力人材育成体制の構築を目指し、機関横断的な事業を実施し

ています（図 8-11）。具体的には、国内外の関係機関との連携協力関係の構築、ネットワー

ク参加機関への連携支援、国内外広報、国際ネットワーク構築、機関横断的な人材育成活動

の企画・運営、海外支援協力（主に新規原子力導入国）の推進等を行っています23。 

23 原子力人材育成ネットワーク等が日本側のホストを務める IAEA 原子力エネルギーマネジメントスクー

ル（アジア版）の開催については、第 3 章 3-3②「原子力発電の導入に必要な人材育成」を参照。 
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図図  88--1111  原原子子力力人人材材育育成成ネネッットトワワーーククのの体体制制  

（出典）原子力人材育成ネットワーク パンフレット [69] 

 ② 国による取組

原子力人材の育成・確保に関する課題を解決するため、様々な施策が展開されています。 

文部科学省は、「国際原子力人材育成イニシアティブ」や「英知を結集した原子力科学技

術・人材育成推進事業」等により、産学官が連携した国内外の人材育成の取組を支援してい

ます。 

資源エネルギー庁は、我が国の原子力施設の安全を確保するための人材の維持・発展を目

的として、2013年からの継続的な施策として「原子力の安全性向上を担う人材の育成事業」

を実施しています。同事業では、「軽水炉安全技術・人材ロードマップ」 （2015  年 6 月自主

 的安全性向上・技術・人材ワーキンググループ、2017  年 3 月改訂）において重要度が高い

とされた「システム・構造・機器の信頼性向上と高度化などの課題を解決できる人材の育成」

の支援等を行っています [70]。 

原子力規制委員会は、「原子力規制人材育成事業」により国内の大学等と連携し、原子力

規制に関わる人材を効果的・効率的・戦略的に育成するための取組を推進しています [71]。

また、同委員会の下に設置された「原子力安全人材育成センター」では、「原子力規制委員

会職員の人材育成の基本方針」に沿って人材育成制度等の充実に取り組んでいるほか、事業

者等の専門家を確保するために原子炉主任技術者等の国家試験を行っています [72]。 

内閣府は、原子力災害への対応の向上を図るため、原子力災害対応を行う行政職員等を対
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象とした各種の研修等を実施しています [73]。 

③ その他の原子力・放射線分野の人材育成の取組

原子力機構、量研では、それぞれ人材育成センターを設置し、研究者、技術者、医療関係

者等幅広い職種を対象に種々の研修を実施しています [74] [75]。 

このほか、原子力安全推進協会は、原子力事業者等による人材育成の充実・強化のための

リーダーシップ研修、運転責任者判定24、技術的専門性を高めるための各種セミナー、原子

力発電所の保全工事従事者の技量認定制度等を構築、運用しています [76]。また、日本ア

イソトープ協会、公益財団法人原子力安全技術センター等では、放射線取扱主任者資格指定

講習等の資格取得に関する講習会を実施しています。これらの研修・講習では、研究開発機

関だけでなく、地方公共団体、大学関係者、民間企業等からの幅広い参加者を受け入れてい

ます [77] [78]。 

また、人材育成・確保の取組は各地域でも進められており、青森県、福井県、茨城県では、

それぞれ青森県量子科学センター（2017 年 10 月） [79]、若狭湾エネルギー研究センタ

ーや福井県国際原子力人材育成センター（2011 年 4 月） [80]、原子力人材育成・確保協議

会（2016 年 2 月） [81]が設立され、当該地域の関係機関等が協力して原子力人材の育成に

取り組んでいます。 

（3） 今後の原子力人材育成の在り方に関する検討状況

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会の下に設置された原子

力人材育成作業部会は、2019 年 8 月に、先述の「原子力研究開発・基盤・人材作業部会」25

に改組、統合されました。同部会では、我が国全体として効果的に原子力人材育成を中長期

的に形成するに当たり、拠点に必須となる機能や、各拠点における特色をどのように示すか

等について議論が進められています [82]。 

24 原子力発電所運転責任者に必要な教育・訓練、及び、原子力発電所運転責任者に係る基準に適合してい

るか否かについて判定を行います。 
25第 8章 8-2（1）③「原子力研究開発施設の集約化・重点化」を参照。 
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66. 北海道大学 三輪修一郎. Purdue  大学における原子力教育事情. 第 32回原子力委員会

 資料第 1号. (オンライン) 2018年 9  月 12日. 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2018/siryo32/1.pdf. 

67. マクマスター大学 長﨑晋也.  マクマスター大学などの原子力教育事情. 第 36回原子

 力委員会資料第 1号. (オンライン) 2018  年 10  月 16日. 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2018/siryo36/1.pdf. 

68. ミラノ工科大学 二ノ方 壽. イタリア・ミラノ工科大学における原子力教育事情につ

 いて. 第 12  回原子力委員会資料第 1号. (オンライン) 2019  年 3  月 26日. 

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2019/siryo12/1.pdf. 

69. 原子力人材育成ネットワーク. パンフレット. (オンライン) (引用日: 2020 年 7月

17日.) https://jn-hrd-n.jaea.go.jp/material/common/pamphlet20200402.pdf. 

70. 資源エネルギー庁. 原子力分野の人材育成を進めるために. (オンライン) 2018  年 10

 月 4日. (引用日: 2020  年 3  月 13日.) 

http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/nuclear_jinzai.html. 

71. 原子力規制委員会.  平成 29年度「原子力人材育成等推進事業費補助金（原子力規制

人材育成事業）」 について. (オンライン) 2017  年 2  月 15日. (引用日: 2020  年 3  月 13

日.) http://www.nsr.go.jp/nra/chotatsu/hojyokin/20170215.html. 

 72. —. 原子力安全人材育成センターの概要. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日 .)

http://www.nsr.go.jp/activity/jinzai/jinzai_gaiyou.html. 

73. 内閣府. 原子力防災訓練・研修. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日.) 

https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/kunren/kunren.html. 

74. 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構. 原子力人材育成センターとは. (オンラ

イン) (引用日: 2020 年 3  月 13日.) http://nutec.jaea.go.jp/about.html.
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75. 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構. 人材育成センター. (オンライン) (引

用日: 2020  年 3  月 13日.) https://www.qst.go.jp/site/qms/1896.html. 

76. 一般社団法人原子力安全推進協会.   主要活動プログラム. (オンライン) (引用日:

2020  年 3月 13日.) http://www.genanshin.jp/activity/. 

77. 公益社団法人日本アイソトープ協会. 普及啓発. (オンライン) (引用日: 2020  年 3月

13日.) https://www.jrias.or.jp/association/cat1/403.html. 

78. 公益財団法人原子力安全技術センター. 放射線障害防止法に基づく登録業務. (オン

ライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日.) https://www.nustec.or.jp/japan/japan01.htm l.

79. 青森県. 青森県量子科学センターについて. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13

日.) https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/energy/enerugi/shisetsugaiyo.html. 

80. 公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター福井県国際原子力人材育成センター. 福

井県国際原子力人材育成センター長あいさつ. (オンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13

日.) http://www.werc.or.jp/outline/soshiki/kokusai/aisatsu.html. 

81. 原子力人材育成・確保協議会. 原子力人材育成・確保協議会 協議会のご案内. (オ

ンライン) (引用日: 2020  年 3  月 13日.) http://www.genshiryoku-

jinzai.org/about_us.html. 

82. 文部科学省. 原子力イノベーションの実現に向けた研究開発・人材育成事業の見直し

について. 原子力科学技術委員会  原子力研究開発・基盤・人材作業部会（第 1回）資料

 2. (オンライン) 2019  年 8  月 30日.

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/100/shiryo/__icsFiles/af ie

ldfile/2019/09/04/1420802_3.pdf. 

83. 資源エネルギー庁.  令和 2年度「原子力産業基盤強化事業委託費」に係る委託先の公

募について. (オンライン) 2020年 5  月 20日. (引用日: 2020  年 7  月 17日.) 

https://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/2020/05/20200520_002.html. 

URLにアクセスする際、最後の「.」は除いて下さい。 
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1 我が国の原子力行政体制

我が国の原子力の研究、開発及び利用は、1956 年以来、「原子力基本法」（昭和 30 年法律

第 186 号）に基づき、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に自主

的に推進されてきています。また、これを担保するため、原子力委員会、原子力規制委員会、

原子力防災会議が設置されています。 

原子力委員会は、原子力利用に関する国の施策を計画的に遂行し、原子力行政の民主的な

運営を図るため、内閣府に設置され、原子力利用に関する事項（安全の確保のうちその実施

に関するものを除く）について企画し、審議し、及び決定することを担当しています。 

原子力規制委員会は、原子力利用における安全の確保を図るため、環境省の外局として設

置されています。 

原子力防災会議は、内閣総理大臣を議長として、政府全体としての原子力防災対策を進め

るため、関係機関間の調整や計画的な施策遂行を図る役割を担う機関として内閣に設置さ

れています。 

また、関係行政機関として、外務省、総務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環

境省、文部科学省、経済産業省等があり、原子力委員会の所掌事項に関する決定を尊重しつ

つ、原子力行政事務が行われています。 

このように、原子力行政機関は「推進行政」と「安全規制行政」を担当する機関が分離さ

れています。 
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2 原子力委員会

原子力委員会は、「原子力基本法」並びに「原子力委員会設置法」（当時）に基づき、原子

力の研究、開発及び利用に関する国の施策を計画的に遂行し、原子力行政の民主的運営を図

 る目的をもって、1956  年 1  月 1  日、総理府に設置されました（国家行政組織法第 8 条に基

づく審議会等）。国務大 臣をもって充てられた委員長と 4 人の委員（両議院の同意を得て、

内閣総理大臣が任命）から構成され、設置時は、正力松太郎委員長、石川一郎委員、湯川秀

樹委員、藤岡由夫委員、 有澤廣巳委員の 5名でした。なお、 同年 5月に科学技術庁が設置さ

れ、それ以降、委員長は科学技術庁長官たる国務大臣をもって充てることとされました。 

 1974 年の原子力船「むつ」問題を直接の契機として設けられた原子力行政懇談会の報告

を参考とし、原子力行政体制の改革・強化を図るため、1978  年 10月に原子力基本法等の改

正が施行されました。この改正により、推進と規制の機能が分割され、複数の省庁にまたが

る規制を一貫化し、責任体制の明確化が図られました。同時に、従来の原子力委員会が有し

ていた安全の確保に関する機能を分離して、新たに安全の確保に関する事項について企画

し、審議し、及び決定する原子力安全委員会が設置され、 行政庁の行う審査に対しダブルチ

ェックを行うこととするなど、規制体制の整備充実が図られました。 

 また、2001  年 1 月の中央省庁等改革により、原子力委員会は内閣府に設置されました。

同時に、それまで科学技術庁長官たる国務大臣をもって充てられていた原子力委員会委員

長については、委員と同様に両議院の同意を得て内閣総理大臣が任命することとされ、学識

経験者が委員長に就任することとなりました。 

 さらに、2011  年 3 月に発生した東電福島第一原発事故を踏まえ、安全規制体制が見直さ

れ、原子力利用における安全の確保について独立性の高い原子力規制委員会が設置され、原

子力委員会が担ってきた一部の事務が原子力規制委員会に移管されました。さらに、東電福

 島第一原発事故により原子力をめぐる環境が大きく変化したことを踏まえ、2013  年 6 月に

原子力委員会の在り方の見直しのための有識者会議が設置され、同会議にて「原子力委員会

の在り方見直しについて」 （2013  年 1 2 月、原子力委員会の在り方見直しのための有識者会

議）の報告書が取りまとめられました。この報告を踏まえ、2014年 12 月には、原子力委員

会の所掌事務について、原子力利用に関する政策の重要事項に重点化することとし、形骸化

している事務を廃止・縮小するなどの所要の処置を講じた、原子力委員会設置法の一部を改

 正する法律が施行され、委員長及び委員 2 名から構成される新たな体制での原子力委員会

が発足しました。 
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（1） 原子力委員会委員の紹介（2020年 3月時点）

原子力委員会委員長 岡芳明 

（元早稲田大学理工学術院特任教授） 

モットーはたゆまぬ努力です。東電福島事故の痛切な教訓

を生かし、原子力エネルギーと放射線の利用に関する国の

施策を計画的に遂行するため、国民と相互理解を図りつつ、

原子力政策を企画し、実行いたします。 

原子力委員会委員 佐野利男 

（元軍縮会議日本政府代表部特命全権大使） 

東電福島の過酷事故後の安全性確保、地球温暖化に対する

パリ協定の実施、電力自由化後の市場に於る競争など原子

力発電をめぐる環境が激変する中、国民の理解を得つつ、

国際核不拡散問題や核セキュリティー問題に貢献する形で

我が国に於る原子力の平和利用を如何に確保していくこと

が大きな課題と考えております。  

原子力委員会委員 中西友子 

（東京大学大学院農学生命科学研究科特任教授、星薬科大

学学長） 

長年、放射線や放射性物質をツールとして研究をしてきま

した。特に最近は、放射性物質を用いた植物の生育メカニ

ズムを解析する研究に注力しています。その関係で福島に

おける農業問題の研究も行ってきています。憶測によらず、

可能な限り科学的な立場から考えていきたいと思っていま

す。 

（2） 専門部会等

（2020 年 3 月時点） 

名 称 設置年月日 審議事項 

放射性廃棄物 

専門部会 
2016.5.17 

１.特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画の改定

及び関係行政機関等の活動状況に係る評価

２.その他
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3 原子力委員会決定等

（1） 原子炉等規制法に係る諮問・答申について

答申件数 

2019 年 3 月～2020 年 2 月 19  

件名 諮問年月日 答申年月日 

九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.3.6 2019.3.27 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所

の発電用原子炉の設置変更許可（6 号及び 7 号発電用原子炉

施設の変更）について 

2019.5.22 2019.6.12 

関西電力株式会社高浜発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（1号、2号、3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）につ

いて 

2019.6.12 2019.7.5 

日本原子力発電株式会社東海第二発電所の発電用原子炉の

設置変更許可（発電用原子炉施設の変更）について 
2019.6.26 2019.7.18 

関西電力株式会社高浜発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（1号、2号、3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）につ

いて 

2019.6.26 2019.7.18 

京都大学複合原子力科学研究所の原子炉設置変更承認（研究

用原子炉の変更）について 
2019.7.3 2019.7.25 

九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（3 号及び 4 号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.8.21 2019.9.11 

関西電力株式会社高浜発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（1号、2号、3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）につ

いて 

2019.8.21 2019.9.11 

九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.10.23 2019.11.12 

関西電力株式会社大飯発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.11.6 2019.12.6 

九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.11.20 2019.12.20 

東北電力株式会社女川原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（2号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.11.27 2019.12.20 

関西電力株式会社高浜発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（1号、2号、3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）につ
2019.12.11 2020.1.15 

385資料編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



件名 諮問年月日 答申年月日 

いて 

関西電力株式会社美浜発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（3号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.12.11 2020.1.15 

関西電力株式会社大飯発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.12.11 2020.1.15 

四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（3号発電用原子炉の変更）について 
2019.12.11 2020.1.15 

九州電力株式会社川内原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（1号及び 2号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.12.11 2020.1.15 

九州電力株式会社玄海原子力発電所の発電用原子炉の設置

変更許可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2019.12.11 2020.1.15 

関西電力株式会社大飯発電所の発電用原子炉の設置変更許

可（3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 
2020.1.29 2020.2.19 
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4 2018 年度～2020 年度原子力関係経費 

2018～2020年度 原子力関係経費  総表
単位：百万円

債：国庫債務負担行為限度額

2018年度 2019年度 2020年度

債 3,511 債 7,759 債 13,930
　一　般　会　計

79,607 79,978 77,762

債 0 債 0 債 0

内閣府 194 199 193

債 0 債 0 債 0

外務省 5,553 6,352 4,918

債 1,684 債 7,565 債 13,811

文部科学省 61,585 60,807 60,250

債 0 債 0 債 0

国土交通省 21 22 23

債 0 債 0 債 0

環境省 1,711 1,690 1,619

債 1,827 債 193 債 119

原子力規制庁 10,541 10,908 10,759

エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定

債 11,103 債 5,086 債 1,501

338,970 335,931 330,777

債 0 債 0 債 0

内閣府 12,729 15,635 15,404

債 0 債 238 債 526

文部科学省 108,808 109,256 108,926

債 0 債 261 債 0

経済産業省 177,041 170,522 166,335

債 0 債 0 債 0

環境省 498 416 382

債 11,103 債 4,587 債 974

原子力規制庁 39,894 40,102 39,730

債 0 債 238 債 526

176,959 170,804 167,503

債 0 債 238 債 526

文部科学省 14,022 14,032 14,095

債 0 債 0 債 0

経済産業省 162,938 156,772 153,408

債 0 債 261 債 0

109,352 109,788 108,532

債 0 債 0 債 0

文部科学省 94,786 95,224 94,831

債 0 債 261 債 0

経済産業省 14,103 13,749 12,927

債 0 債 0 債 0

原子力規制庁 463 815 774

債 11,103 債 4,587 債 974

52,658 55,338 54,743

債 0 債 0 債 0

内閣府 12,729 15,635 15,404

債 0 債 0 債 0

環境省 498 416 382

債 11,103 債 4,587 債 974

原子力規制庁 39,431 39,287 38,956

エネルギー対策特別会計
エネルギー需給勘定
エネルギー需要構造高度化対策

債 0 債 0 債 0

5,000 5,620 7,200

債 0 債 0 債 0

経済産業省 5,000 5,620 7,200

債 2,786 債 9,055 債 20,169
　東日本大震災復興特別会計

93,220 107,696 87,179

債 0 債 0 債 0

内閣府 2,146 0 0

債 0 債 0 債 0

文部科学省 6,547 5,925 5,350

債 0 債 0 債 0

農林水産省 6,446 5,805 5,677

債 0 債 0 債 0

経済産業省 260 260 261

債 2,786 債 9,055 債 20,169

環境省 74,560 92,441 72,770

債 0 債 0 債 0

原子力規制庁 3,262 3,264 3,121

債 17,400 債 21,899 債 35,600
　合　計

516,797 529,224 502,919

注１）原子力関係経費には、原子力の研究、開発及び利用に関する経費、東京電力福島原子力発電所の事故に伴う経費を計上している。具体的には、原子力（エネルギー及び放射線）
に係る安全対策（原子力災害対策、原子力防災、放射線モニタリング等を含む）、核セキュリティ、平和利用の担保、廃止措置や放射性廃棄物の処理・処分、人材育成・確保、国民・
地域社会との共生、エネルギーや放射線の利用、研究開発、国際的な取組、東京電力福島原子力発電所事故収束に関する活動等に係る経費である。
注２）当初予算を記載。
注３）一部の事業については、予算額全額が原子力のために使用されているわけではない事業もあるが、電源種ごとに支出額を算出することが困難なため、当該事業の予算額全額を原
子力関係予算として計上している。
注４）最終的に事業者負担となる経費や事業者に求償する予算は、含めていない。
注５）四捨五入により、端数において合致しない場合がある。

・電源立地対策

・電源利用対策

・原子力安全規制対策
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設置者名 所在地 炉型
認可出力
（万kW）

運転開始年月日等

高 浜 （３号） 福井県大飯郡高浜町 PWR 87.0 1985-01-17
〃 （４号） 〃 〃 87.0 1985-06-05

大 飯 （３号） 福井県大飯郡おおい町 〃 118.0 1991-12-18
〃 （４号） 〃 〃 118.0 1993-02-02

四国電力（株） 伊 方 （３号） 愛媛県西宇和郡伊方町 〃 89.0 1994-12-15
玄 海 原 子 力 （３号） 佐賀県東松浦郡玄海町 〃 118.0 1994-03-18

〃 （４号） 〃 〃 118.0 1997-07-25
川 内 原 子 力 （１号） 鹿児島県薩摩川内市 〃 89.0 1984-07-04

〃 （２号） 〃 〃 89.0 1985-11-28
日本原子力発電（株） 東 海 第 二 茨城県那珂郡東海村 BWR 110.0 1978-11-28

東北電力（株） 女 川 原 子 力 （２号） 宮城県牡鹿郡女川町、石巻市 〃 82.5 1995-07-28
柏崎刈羽原子力 （６号） 新潟県柏崎市、刈羽郡刈羽村 ABWR 135.6 1996-11-07

〃 （７号） 〃 〃 135.6 1997-07-02
美 浜 （３号） 福井県三方郡美浜町 PWR 82.6 1976-12-01
高 浜 （１号） 福井県大飯郡高浜町 〃 82.6 1974-11-14

〃 （２号） 〃 〃 82.6 1975-11.14
（16基） 1624.5

日本原子力発電（株） 敦 賀 （２号） 福井県敦賀市 PWR 116.0 1987-02-17
泊 （１号） 北海道古宇郡泊村 〃 57.9 1989-06-22
〃 （２号） 〃 〃 57.9 1991-04-12
〃 （３号） 〃 〃 91.2 2009-12-22

東北電力（株） 東 通 原 子 力 （１号） 青森県下北郡東通村 BWR 110.0 2005-12-08
浜 岡 原 子 力 （３号） 静岡県御前崎市 〃 110.0 1987-08-28

〃 （４号） 〃 〃 113.7 1993-09-03
北陸電力（株） 志 賀 原 子 力 （２号） 石川県羽咋郡志賀町 ABWR 120.6 2006-03-15
中国電力（株） 島 根 原 子 力 （２号） 島根県松江市 BWR 82.0 1989-02-10

（9基） 859.3

東北電力（株） 女 川 原 子 力 （３号） 宮城県牡鹿郡女川町、石巻市 BWR 82.5 2002-01-30
柏崎刈羽原子力 （１号） 新潟県柏崎市、刈羽郡刈羽村 〃 110.0 1985-09-18

〃 （２号） 〃 〃 110.0 1990-09-28
〃 （３号） 〃 〃 110.0 1993-08-11
〃 （４号） 〃 〃 110.0 1994-08-11
〃 （５号） 〃 〃 110.0 1990-04-10

中部電力（株） 浜 岡 原 子 力 （５号） 静岡県御前崎市 ABWR 138.0 2005-01-18
北陸電力（株） 志 賀 原 子 力 （１号） 石川県羽咋郡志賀町 BWR 54.0 1993-07-30

（8基） 824.5

電源開発（株） 大 間 原 子 力 青森県下北郡大間町 ABWR 138.3 未定

中国電力（株） 島 根 原 子 力 （３号） 島根県松江市 〃 137.3 未定

建設中（新規制
基準に対して未申

請の炉）

東京電力
ホールディングス（株）

東 通 原 子 力 （１号） 青森県下北郡東通村 〃 138.5 未定

（3基） 414.1

新規制基準に
対して未申請

の炉

東京電力
ホールディングス（株）

小計

建設中（新規制
基準への適合性を

審査中の炉）

小計

小計

発電所名（設備番号）

稼働中

関西電力（株）

九州電力（株）

新規制基準に
基づき設置変
更の許可がな

された炉

東京電力
ホールディングス（株）

関西電力（株）

小計

新規制基準へ
の適合性を審
査中の炉

北海道電力（株）

中部電力（株）

5 我が国の原子力発電及びそれを取り巻く状況

（1） 我が国の原子力発電所の現状（2020 年 2 月時点）
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（注）BWR：沸騰水型軽水炉 

PWR：加圧水型軽水炉 

ABWR：改良型沸騰水型軽水炉 

APWR：改良型加圧水型軽水炉 

FBR：高速増殖炉 

GCR：ガス冷却炉 

（出典）日本原子力産業協会「日本の原子力発電炉（運転中、建設中、建設準備中など）」等に基づき作成 

（参考）

設置者名 所在地 炉型
出力

（万kW）
運転終了年月日等

東 海 茨城県那珂郡東海村 GCR 16.6 1998-03-31
敦 賀 （１号） 福井県敦賀市 BWR 35.7 2015-04-27

東北電力（株） 女 川 原 子 力 （１号） 宮城県牡鹿郡女川町、石巻市 〃 52.4 2018-12-21
福島第一原子力 （１号） 福島県双葉郡大熊町、双葉町 〃 46.0 2012-04-19

〃 （２号） 〃 〃 78.4 2012-04-19
〃 （３号） 〃 〃 78.4 2012-04-19
〃 （４号） 〃 〃 78.4 2012-04-19
〃 （５号） 〃 〃 78.4 2014-01-31
〃 （６号） 〃 〃 110.0 2014-01-31

福島第二原子力 （１号） 福島県双葉郡楢葉町、富岡町 〃 110.0 2019-09-30
〃 （２号） 〃 〃 110.0 2019-09-30
〃 （３号） 〃 〃 110.0 2019-09-30
〃 （４号） 〃 〃 110.0 2019-09-30

浜 岡 原 子 力 （１号） 静岡県御前崎市 〃 54.0 2009-01-30
〃 （２号） 〃 〃 84.0 2009-01-30

美 浜 （１号） 福井県三方郡美浜町 PWR 34.0 2015-04-27
〃 （２号） 〃 〃 50.0 2015-04-27

大 飯 （１号） 福井県大飯郡おおい町 〃 117.5 2018-03-01
〃 （２号） 〃 〃 117.5 2018-03-01

中国電力（株） 島 根 原 子 力 （１号） 島根県松江市 BWR 46.0 2015-04-30
伊 方 （１号） 愛媛県西宇和郡伊方町 PWR 56.6 2016-05-10

〃 （２号） 〃 〃 56.6 2018-05-23
玄 海 原 子 力 （１号） 佐賀県東松浦郡玄海町 〃 55.9 2015-04-27

〃 （２号） 〃 〃 55.9 2019-04-09

福井県敦賀市
ATR

（原型炉）
16.5 2003-03-29

〃
FBR

（原型炉）
28.0

2018-03-28
廃止措置計画認可

廃止決定・
廃止措置中

四国電力（株）

日本原子力研究開発機構

新 型 転 換 炉 原 型 炉
ふ げ ん

高 速 増 殖 原 型 炉
も ん じ ゅ

日本原子力発電（株）

東京電力
ホールディングス（株）

中部電力（株）

関西電力（株）

九州電力（株）

発電所名（設備番号）
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（2） 各国における一次エネルギー需要の見通し
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（3） 各国及び地域の原子力発電所の設備利用率
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（4） 我が国における核燃料物質在庫量一覧

① 原子炉等規制法上の規制区分別内訳

（出典）第 23 回原子力委員会資料第 1 号 原子力規制庁「我が国における 2019 年の保障措置活動の実施結果及び国際原子

力機関（IAEA）による『2019 年版保障措置声明』の公表について」（2020 年） 
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② 国籍区分別内訳

（出典）第 23 回原子力委員会資料第 1 号 原子力規制庁「我が国における 2019 年の保障措置活動の実施結果及び国際原子

力機関（IAEA）による『2019 年版保障措置声明』の公表について」（2020 年）
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③ 原子炉施設等における保管プルトニウム・装荷プルトニウムの内訳
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④ 2019 年における国内に保管中の分離プルトニウムの期首・期末在庫量と増減内訳
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（出典）第 24 回原子力委員会資料第 1 号 「我が国のプルトニウム管理状況」（2020年） 
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⑤ 2019 年における我が国の分離プルトニウムの施設内移動量・増減量及び施設間移動量

（出典）第 24 回原子力委員会資料第 1 号 「我が国のプルトニウム管理状況」（2020 年） 
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⑥ プルトニウム国際管理指針に基づきIAEAを通じて公表する2019年末における我が国

のプルトニウム保有量

（出典）第 24 回原子力委員会資料第 1 号 「我が国のプルトニウム管理状況」（2020 年） 
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（5） 原子力関連年表

 2019 年

月日 国内 国際 

4.9 九州電力（株）玄海原子力発電所 2 号機が廃

止 

4.10 福島県大熊町の居住制限区域・避難指示解除

準備区域を解除 

4.16 米エンタジー社、廃止措置が実施されるイン

ディアンポイント原子力発電所の売却に関す

る合意を発表 

4.18 米国ニュージャージー州の 3 基の原子力発電

プラントに、ゼロエミッション認証が賦与 

4.24 原子力規制委員会が特定重大事故等対処施設

の設置期限に間に合わない再稼働炉の運転停

止方針を決定 

4.29 米ニュースケール・パワー社と韓国の斗山重

工業、小型モジュール炉（SMR）事業における

協力に関する覚書を締結 

5.3 米国の Xエナジー社、三重被覆（TRISO）燃料

製造における原子燃料工業との協力覚書締結

を発表 

5.7 米エクセロン社、経済性や州の支援策の不成

立を理由にスリー・マイル・アイランド 1 号

機の早期閉鎖を決定 

5.28 国際エネルギー機関（IEA）、クリーンエネル

ギーシステムにおける原子力発電の役割に関

する報告書を発行 

5.29 韓国で使用済燃料管理政策再検討委員会が発

足 

5.31 米エンタジー社、経済的理由でピルグリム原

子力発電所を早期閉鎖 

6.5 ロシア・ロスアトムと中国核工業集団公司

（CNNC）のグループ会社、中国における VVER2

基の建設契約を締結

6.7 「平成 30 年度エネルギーに関する年次報告

（エネルギー白書）」が閣議決定

6.10 米ホルテック社とウクライナのエネルゴアト

ム社、SMR の導入に向けコンソーシアムを設

立

6.11 「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦

略」が閣議決定 

6.12 米国とポーランド、民生原子力利用に係る戦

略的協力に関する覚書を締結 

6.13 ロスアトム、同社製第 3世代＋原子炉（VVER-

TOI）の欧州電気事業者要件（EUR）認証を取

得

6.17 東芝エネルギーシステムズ社が米エイコム社

と、日本国内の廃止措置事業に関する協業契

約を締結 

6.26 経済産業省が仏連帯・エコロジー転換省と、

「エネルギー転換のためのイノベーションに

関する協力覚書」を交換 

6.27 英国で 2050 年までに温室効果ガスの排出量

を実質ゼロにする法律が成立 
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月日 国内 国際 

7.1 米ホルテック社、廃止措置の実施のためエク

セロン社のオイスタークリーク原子力発電所

買収手続を完了

7.8 チェコ政府、原子炉新規建設に向け投資枠組

みを決定

7.12 台湾の原子能委員会、第一原子力発電所の廃

止措置申請を許可 

7.18  中国 CNNC、SMR 建設のモデルプロジェクト

に着手

 国際原子力機関（IAEA）の天野之弥事務局

長が死去

7.23  英ビジネス・エネルギー・産業戦略省

（BEIS）、ロールスロイス社等による SMR 開

発に対する資金援助の方針を発表

 米国オハイオ州で、原子力発電所等の発電

継続支援のための法律が成立

8.15 米原子力規制委員会（NRC）とカナダ原子力安

全委員会（CNSC）、先進炉及び SMR の技術審査

の効率性向上に関する協力覚書を締結 

8.26 米ホルテック社、廃止措置実施に向けた、エ

ンタジー社のピルグリム原子力発電所買収手

続の完了を発表

8.27 韓国水力原子力（KHNP）、米 NRC からの韓国国

産炉 APR1400 の標準設計認証（DC）取得を発

表 

9.1 法改正により「特定放射性同位元素の防護（セ

キュリティ対策）」を法の目的に追加すること

に伴い、「放射性同位元素等による放射線障害

の防止に関する法律（放射線障害防止法）」が

「放射性同位元素等の規制に関する法律」に

名称を変更

9.2 原子力委員会が「平成 30 年度版原子力白書」

を公表 

9.4 原子力規制委員会が東電福島第一原発事故の

調査・分析の再開を表明 

9.9 韓国電力公社（KEPCO）とアラブ首長国連邦

（UAE）・バラカ原子力発電所の運転会社、第

三国へのプラント輸出に向け協力覚書を締結 

9.11 東京電力と仏オラノ社が東電福島第一原発の

廃止措置に係る協力合意を締結 

9.17 原子力機構の「もんじゅ」で燃料体の取出し

が開始 

韓国とサウジアラビア、韓国製小型モジュー

ル炉のサウジアラビアでの商用化に向け技術

協力を開始

9.19 米デューク・エナジー社、全 11 基の原子炉で

2度目の運転認可更新を申請する方針を発表 

9.26  英国のロールスロイス社、ウェスチングハ

ウス（WH）社へ北米における原子力事業を

売却

 米ニュースケール社とチェコ電力（CEZ）、

SMR 導入に関する覚書を締結

9.30 東京電力福島第二原発全号機が廃止 フランス電力（EDF）、フェッセンハイム 1、2

号機の運転認可の取消申請を政府に提出
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月日 国内 国際 

10.3 GE 日立ニュークリア・エナジー、エストニア

のフェルミ・エネルギア社と SMR 導入に関す

る覚書を締結 

10.11 「もんじゅ」で燃料体を原子炉容器から炉外

燃料貯蔵槽へ移送する作業が終了 

10.14 資源エネルギー庁と米国エネルギー省（DOE）

が共同議長を務め、第 1 回最終処分に関する

政府間国際ラウンドテーブルが開催 

10.15 米ファーストエナジー社、事故を発生させた

スリー・マイル・アイランド 2 号機の売却を

発表

10.16 中国 CNNC、漳州原子力発電所 1 号機（華龍 1

号）の建設開始を発表 

10.17 英国政府、イングランドにおける地層処分社

会基盤に関する国家政策声明書（NPS）を制定 

10.31 原子力機構が将来ビジョン「JAEA 2050＋」を

公表 

11.8 フランスで、原子力比率 50％への縮減目標達

成時期の 2035 年への後倒し等を規定した法

律が公布

11.11 米国の X エナジー社とヨルダン原子力委員会

（JAEC）、ヨルダンへの SMR 導入に向けた基本

合意書を締結 

11.12 米エナジーソリューションズ社、ラクロス原

子力発電所の廃止措置プロジェクトの完了を

発表 

11.15 カナダ原子力研究所（CNL）、SMR の研究開発

支援イニシアティブの支援対象候補を選定

11.20 仏 EDF、米国の原子力発電事業から撤退 

11.28 欧州議会、国連気候変動枠組条約第 25 回締約

国会議（COP25）に向けた、原子力発電の役割

を評価した決議文を採択 
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月日 国内 国際 

12.1 カナダ 3 州の首相、SMR の開発・実用化の加

速に向けた覚書を締結

12.2 米連邦議会上院、ブルイエット米 DOE 副長官

の新長官への指名を承認 

12.3 原子力機構、三菱重工業（株）、三菱 FBR シス

テムズ（株）及び仏原子力・代替エネルギー

庁（CEA）の間で、ナトリウム冷却高速炉開発

に係る協力覚書が締結

IAEA 事務局長にアルゼンチンのラファエル・

グロッシー氏が就任 

12.4 カナダのテレストリアル・エナジー社、米 NRC

とカナダ原子力安全委員会（CNSC）が共同で

技術審査する初めての非軽水炉型先進炉とし

ての、同社の一体型溶融塩炉（IMSR）の選定

を発表

12.5 米ターキーポイント 3、4号機、米 NRC より 2

度目の運転認可更新の承認を受け、最長 80 年

運転が可能に 

12.11 原子力規制委員会が関西電力（株）大飯発電

所 1、2号機の廃止措置計画を許可 

12.13 オーストラリア連邦議会委員会、エネルギー

ミックスの一部として原子力技術の将来性の

検討等を求める報告書を連邦政府に提出

12.17 米 NRC、SMR 設置を前提としたクリンチ―リバ

ーサイトへの早期サイト許可（ESP）発行の承

認を発表 

12.20  「『復興・創生期間』後における東日本大震

災からの復興の基本方針」が閣議決定

 2020 年度政府予算案が閣議決定

12.27 第 4 回廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議で「東

京電力ホールディングス（株）福島第一原子

力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロード

マップ」を改訂

403資料編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

特
　
集

は
じ
め
に



 2020 年

月日 国内 国際 

1.3 韓国、同国製小型モジュール炉の建設・輸出

を行う合弁会社の設立に関するサウジアラビ

アとの合意を発表

1.17 広島高等裁判所が四国電力（株）伊方発電所

3号機の運転差止仮処分を決定 

1.23 ロスアトム、浮揚式原子力発電所「アカデミ

ック･ロモノソフ」による送電網への電力供給

を発表

2.3 GE 日立ニュークリア・エナジー社、同社製 SMR

の BWRX-300 の建設に係るフィーシビリティ・

スタディの実施に関する覚書をチェコ CEZ と

締結

2.10 多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小

委員会が「多核種除去設備等処理水の取扱い

に係る小委員会報告書」を公表 

2.14 米ニュースケール・パワー社、ウクライナ国

立原子力放射線安全科学技術センターとの、

ウクライナへの SMR の導入検討に向けた覚書

締結を発表

2.26 原子力規制委員会が東北電力（株）女川原子

力発電所 2号機の設置変更を許可 

3.4  福島県双葉町の帰還困難区域の一部・避難

指示解除準備区域を解除

 福島県双葉町の特定復興再生拠点区域内に

立入規制の緩和区域を設定

3.5  福島県大熊町の帰還困難区域の一部を解除

 福島県大熊町の特定復興再生拠点区域内に

立入規制の緩和区域を設定

3.10 福島県富岡町の帰還困難区域の一部を解除 

3.14 常磐線が富岡～浪江間の運転再開により全線

で運転再開 
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（6） 核兵器不拡散条約（NPT）締約国と IAEA 保障措置協定締結国
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6 世界の原子力の基本政策と原子力発電の状況

世界の原子力発電設備容量は、2020 年 2 月時点で、運転中のものは 441 基、3億 9,157 万

kW に達しており、建設中、計画中のものを含めると総計 604 基、5億 7,113 万 kW となって

います。2018 年中に供給された年間電力量は 2 兆 5,630 億 kWh 0F

1であり、これは全世界の電

力の約 10％に当たります。 

脱原発政策を決定したドイツのような国もあれば、アジアを中心に 54基が建設中であり、

原子力発電の利用を継続・拡大する国や地域もあります。 

表表  11  世世界界のの原原子子力力発発電電のの現現状状（（22002200 年年 22 月月時時点点））  

（注 1）原子力発電比率は、総発電量に占める原子力による発電量の割合。 

（注 2）WNA の集計によるデータであり、5（1）「我が国の原子力発電所の現状（2020 年 2 月時点）」に示した日本原子力産業協会

のデータに基づく表の基数と整合しない部分があります。

（出典）世界原子力協会（WNA）のデータに基づき作成 

1 （出典）世界原子力協会（WNA） 
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2011 年以降においても、世界において 56 基の原子炉について営業運転が開始されている

とともに、47 基の原子炉建設が開始されています。 

表表  22  世世界界のの原原子子炉炉のの運運転転開開始始・・着着工工・・閉閉鎖鎖のの推推移移（（22001100 年年以以降降））  

（出典）日本原子力産業協会「世界の原子力発電開発の動向(2020 年度版)」、IAEA-PRIS（Power Reactor Information System）の

データに基づき作成 
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（1 ） 北米

 ① 米国

米国は、2020  年 3  月時点で 96基の原子炉が稼働する、 世界第 1位の原子力発電利用国で

 す。米国では、シェールガス革命により 2009年頃から天然ガス価格が低水準で推移してお

り、原子力発電の経済性が相対的に低下しています。こうした状況は電気事業者の原子力発

電の継続や新増設に関する意思決定にも影響を及ぼしています。 

 2017  年 1 月に発足したトランプ共和党政権は、原子力が炭素を排出しないクリーンなエ

ネルギー源であると位置付け、その再興と拡大のための取組を進める意向を示しています。

連邦議会では、おおむね共和・民主両党ともに、原子力発電を支持する姿勢が見られます。

米国の政府予算は、毎年歳出法を制定することで連邦議会により決定されます。トランプ政

権の成立後、原子力分野の研究開発予算について、議会は一貫して政権の予算要求を上回る

額を連邦エネルギー省（DOE）に割り当てています。また、2018  年 9月には、先進的な原子

力技術開発等を促進する「原子力イノベーション能力法」が成立しています。 このほか DOE

は、「原子力分野のイノベーション加速プログラム（GAIN）」 等を通じた先進炉や小型モジュ

ール炉（SMR）の開発支援や、 ボーグル 3、4号機建設のために政府の債務保証プログラムを

追加適用する手続の推進等の施策を行っています。 

米国において、原子力安全規制は原子力規制委員会（NRC）が担っています。NRC は、我が

国でも導入に向けた取組が進められている、稼働実績とリスク情報に基づく原子炉監視プ

ロセス（ROP）等を導入することで、合理的な規制の実施に努めています。2019  年 1  月には、

NRC に対し予算・手数料の適正化や先進炉のための許認可プロセス確立を指示する「原子力

イノベーション・近代化法」が成立し、規制の側からも既存炉・先進炉の開発を支援する取

組が進むことが期待されます。 また同年 12  月に NRC は、 ターキーポイント原子力発電所  3、

4号機に対して、2  度目となる 20  年間の運転認可更新を承認しました。米国で 80年間運転

が承認されたのはこれが初めてのことです。なお、産業界の自主規制機関である原子力発電

運転協会（INPO）や、原子力産業界を代表する組織である原子力エネルギー協会（NEI）も、

原子力の安全性向上のための自主的な取組を進めています。 

米国では、民生・軍事起源の使用済燃料や高レベル放射性廃棄物を同一の処分場で地層処

分する方針に基づき、ネバダ州ユッカマウンテンでの処分場建設が計画され、ブッシュ政権

 期の 2008  年 6  月に DOE  が NRC に建設認可申請を提出しました。オバマ前政権が同プロジェ

クトを中止する方針であったのに対し、 トランプ政権はプロジェクトを進める意向であり、

2018  会計年度から 2020会計年度の予算要求においても、プロジェクト遂行のための予算を

要求しましたが、連邦議会は同プロジェクトへの予算配分を認めませんでした。このような

 状況の中、2021 会計年度の予算要求では、ユッカマウンテン計画の膠着状態を傍観せずに

代替の解決策を開発するとの方針が表明されました。 

 なお、1977 年のカーター民主党政権が使用済燃料の再処理を禁止したことを受けて、米

国では再処理は行われておらず、最終処分場も未整備の状況であるため、使用済燃料は事業
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者が発電所等で貯蔵しています。 

② カナダ

カナダは世界有数のウラン生産国の 1 つであり、世界全体の生産量の約 22％を占めてい

ます。カナダでは、2020  年 3  月時点で 19基の原子炉がオンタリオ州（18基）とニューブラ

ンズウィック州（ 1  基）で稼働中であり、2018  年の原子力発電比率は約 15％です。原子炉

は全てカナダ型重水炉（CANDU炉）であり、国内で生産される天然ウランを濃縮せずに燃料

として使用しています。 

各地方政府と電気事業者は、今後の電力需要への対応と気候変動対策の両立手段として

原子力利用を重視していますが、近年は、電力需要の伸びの鈍化や経済危機の影響等も踏ま

え、経済性の観点から、原子炉の新増設よりも既存原子炉の改修・寿命延長計画を優先的に

進めています。その一方で、SMRの研究開発には力を入れており、2018  年 11月には州政府

や電気事業者等で構成される委員会により、SMRによる低炭素社会の実現や国際的な開発競

争における主導権の確保に向けたロードマップが策定されました。ロードマップでは、SMR

の実証と実用化、政策と法制度、公衆の関与や信頼、 国際的なパートナーシップと市場の 4

分野で、連邦・州政府や事業者らに、資金やリスクシェアの体制、効率的な許認可制度の構

築等を促す勧告を提示しています。こうした中、カナダ原子力研究所（CNL）が同研究所の

 管理サイトにおける SMRの実証施設建設・運転プロジェクトを進めているほか、安全規制機

関であるカナダ原子力安全委員会（CNSC）が、小 型炉や先進炉を対象とした許認可前ベンダ

ー設計審査を進めています。 

カナダは使用済燃料の再処理を行わない方針を採っており、使用済燃料は原子力発電所

サ イト内の施設で保管されています。2002 年に核燃料廃棄物法が制定され、処分の実施主

 体として核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が設立されました。NWMO が国民対話等の結果を踏

まえて政府に提案し、採用された使用済燃料の長期管理アプローチに基づき、処分サイト選

 定プロセスが進められており、現在は 2 か所の自治体を対象として現地調査が実施されて

います。 

（2 ） 欧州

欧州連合（EU）では、 欧州委員会が 2019  年 12月に、2050  年までに EUにおける温室効果

ガス排出量を実質ゼロ（気候中立）にすることを目指す政策パッケージ 「欧州グリーンディ

ール」を発表しました。2030年までの温室効果ガス排出削減目標も、 従来の 1990  年比 40％

 から、50～55％に引き上げる方針が示されています。2020  年 3  月現在、このグリーンディ

ール実施に向けて、法令や制度整備の取組が進められています。 

温室効果ガスの排出削減方法やエネルギーミックスの選択は各加盟国の判断に委ねられ

 ており、原子力発電の位置付けや利用方策について、EU として統一的な方針は示されてい

 ません。しかし、2019  年  11  月には  EU  議会が、第  25 回国連気候変動枠組条約締約国会議
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（COP25）開催に先立ち採択した決議文において、気候目標達成と域内電力供給における原

子力発電の役割を評価する文言を盛り込むなどの動きが見られました。 

また、欧州委員会は、低炭素エネルギー技術開発の側面から、原子力分野における技術開

発を推進する方針を示しています。EUにおける研究開発支援制度である「ホライズン 2020」

の枠組みで、EU 加盟国の研究機関や事業者等を中心に立ち上げられた研究開発プロジェク

トに対し、資金援助が行われています。

① 英国

英国では、2020 年 3 月時点で 15 基の原子炉が稼働中であり、2018 年の原子力発電比率

は約 18％です。1990 年代以降は原子炉の新設が途絶えていましたが、北海ガス田の枯渇や

気候変動が問題となる中、英国政府は 2008 年以降一貫して原子炉新設を推進していく政策

方針を掲げています。2020 年 3 月時点では、表 3 に示す 2サイトにおいて新設計画が進め

られています。このうちヒンクリーポイント C サイトにおける 2 基の欧州加圧水型原子炉

（EPR）の建設プロジェクトについては、2016 年 9 月に、政府、フランス電力（EDF）、中国

広核集団（CGN）の 3者が差額決済契約（CfD）と投資合意書に署名しており、2018 年 11 月

に原子力規制局（ONR）からのコンクリート打設の許可が発給され、建設作業が開始されて

います。CfD 制度により、発電電力量当たりの基準価格を設定し、市場における電力価格が

基準価格を下回った場合には、その差額の補填を受けることができるため、長期的に安定し

た売電収入を見込めることになります。 

表表  33  英英国国ででのの主主たたるる原原子子炉炉新新設設ププロロジジェェククトト  

電力会社・コンソーシアム サイト 炉型 基数 

EDF と CGN ヒンクリーポイント C EPR 2 

EDF と CGN サイズウェル C EPR 2 

EDF と CGN ブラッドウェル B 華龍 1号 2 

（注）各プロジェクトへ の ED F  と CG N の出資比率はサイトによって異なる。 

（出典）WN A のデータを基に作成 

 EPRのような大型炉以外にも、 英国政府は SMRの建設も検討しており、そのための技術開

発支援や規制対応支援を実施しています。例えば、英ロールスロイス社は軽水炉をベースと

 する SMRの開発を進めており、 英国政府から 2019  年に 1,800万ポンドの資金援助を受けて

います。 

また、英国政府は、 より先進的な技術を活用した SMR開発も支援しています。原子力分野

の生産性向上に向けて、官民協働の取組をまとめた原子力セクターディール（2018  年 6月）

 では、溶融塩炉や高温ガス炉等の先進的な技術を採用した  SMR  技術を開発している 8 社に

対する支援方針が示されました。さらに、英国政府は、SMRの規制審査を行うため、ONR向

けにも資金提供を行う方針です。 
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一方で、原子炉新設は民間企業によって実施されるものであるため、巨額の初期投資コス

トを賄うための資金調達が大きな課題となります。2019 年 1 月には、ウィルファサイトで

の新設を計画していた日立製作所が、プロジェクトへの出資比率について日英両政府等の

関係者と合意に至らなかったとして、プロジェクトの凍結を発表しました。政府は、新たな

資金調達支援策として、規制機関が認めた収入を事業者が確保できることで投資回収を保

証する規制資産モデル（RAB）の導入を検討しています。 

英国では、1950 年代から 2018 年 11 月までセラフィールド再処理施設で国内外の使用済

燃料の再処理を行っていました。政府は 2006 年 10 月、国内起源の使用済燃料の再処理で

生じるガラス固化体について、再処理施設内で貯蔵した後、地層処分する方針を決定しまし

た。2014 年 7 月に公表した白書「地層処分-高レベル放射性廃棄物の長期管理に向けた枠組

み」に基づき、サイト選定プロセスの検討を進めてきましたが、2018 年 12 月に新たな白書

「地層処分の実施－地域との協働：放射性廃棄物の長期管理」を公表し、地域との協働に基

づくサイト選定プロセスが正式に開始されました。 

なお、英国は 2016 年 6 月の国民投票の結果を受け、2020 年 1 月末に EU 及びユーラトム

から離脱し、2020 年末までの移行期間に入っています。英国政府は、ユーラトム離脱に伴

い、IAEA と 2018 年 6 月に保障措置協定及び追加議定書を締結するとともに、米国と同 5月

に、オーストラリアと同 8月に、カナダと同 11 月に、それぞれ原子力平和利用に関する二

国間協定を締結しました。

② フランス

フランスでは、2020 年 3 月時点で 57 基の原子炉が稼働中です。我が国と同様にエネルギ

ー資源の乏しいフランスは、総発電電力量の約 7割を原子力発電で賄う原子力立国であり、

その規模は米国に次ぐ世界第 2 位となっています。また、10 年ぶりの新規原子炉となるフ

ラマンビル 3号機（EPR、165 万 kW）の建設が、2007 年 12 月以降進められています。

2012年に発足したオランド前政権は、 総発電電力に占める原子力の割合を 2025年までに

 50％に縮減する目標を掲げ、2015  年 8 月には、この政策目標が規定された「グリーン成長

のためのエネルギー転換に関する法律」（エネルギー転換法）が制定されました。2017年に

 発足したマクロン政権もこの方針を踏襲しましたが、2025 年までの原子力縮減目標を実現

すると、温室効果ガスの排出量を増加させてしまう可能性があるとして、目標達成時期を

2035年に先送りしました。また、2020  年 4月に政府が公表した改定版多年度エネルギー計

画（PPE）では、2035年の減原子力目標達成のため、14  基の 90  万 kW級原子炉を閉鎖する方

 針が示される一方で、2035 年以降の低炭素電源の確保のため、原子力発電比率の維持を念

頭に、6  基の E PR  の新設を想定して原子炉新設の検討を  2021 年頃まで行う方針も示されて

います。 

マクロン政権も、フランスの原子力事業者の海外進出等を支援する方針です。政府は、円

 滑な原子力事業者の協力体制を構築するために、株式の大半を保有する  EDF 及びアレバ社
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を中心とする原子力産業界を再編し、アレバ社は燃料サイクル事業を担うオラノ社、原子炉

製造事業を担うフラマトム社等に分割されました。フラマトム社の株式の75.5％をEDFが、

19.5％を三菱重工業株式会社が、5％を仏エンジニアリング会社 Assystem が保有していま

す。また、オラノ社には、日本原燃株式会社及び三菱重工業株式会社がそれぞれ 5％ずつ出

資しています。フラマトム社が開発した EPR は、既に中国で 2 基の運転が開始されている

ほか、フランス、フィンランド、英国でそれぞれ 1基ずつ建設が進められています。 

また、高レベル廃棄物処分関連の動向として、2006 年の放射性廃棄物等管理計画法に基

づき、「可逆性のある地層処分」を基本方針として、放射性廃棄物管理機関（ANDRA）がフラ

ンス東部ビュール近傍で高レベル放射性廃棄物等の地層処分場の設置に向けた準備を進め

ています。同処分場の操業開始は 2030 年頃と見込まれています。なお地層処分場の操業は、

地層処分場の可逆性と安全性を立証することを目的としたパイロット操業フェーズから開

始され、その結果の審査後に地層処分の可逆性の実現条件を定める法律が制定され、その後

に原子力安全機関（ASN）が地層処分場の全面的な操業許可を発給できます。 

③ ドイツ

ドイツでは、2020 年 3 月時点で 6 基の原子炉が稼働中です。東電福島第一原発事故後に

行われた 2011 年の原子力法改正により、各原子炉の閉鎖年限が定められており、2022 年ま

でに全ての原子力発電所を閉鎖して原子力発電から撤退することになっています。これを

受け、2019 年 12 月 31 日にはフィリップスブルク 2 号機が閉鎖されました。次の閉鎖は、

2021 年末に閉鎖年限を迎えるグローンデ、グンドレミンゲン C、ブロックドルフとなる予定

です。 

ドイツでは、1970 年代からゴアレーベンを候補地として高レベル放射性廃棄物処分場計

画が進められてきましたが、東電福島第一原発事故後の原子力政策見直しの一環で白紙化

されました。その後、公衆参加型の新たなサイト選定プロセスを経て、複数の候補地から段

階的に絞り込みを行う方針が決定しました。この方針決定を受け、「発熱性放射性廃棄物の

処分場サイト選定法」が制定され、2017 年に新たなプロセスによるサイト選定が開始され

ました。同法では、2031 年末までに処分場サイトを確定することが定められています。 

④ スウェーデン

スウェーデンでは、2020 年 3 月時点で 7基の原子炉が稼働中であり、2018 年の原子力発

 電比率は約 40％です。同国では、国民投票の結果や政権交代により、原子力政策が何度も

 転換されてきました。1980  年の国民投票の結果を受け、2010  年までに既存の原子炉  12 基

（当時）を全廃するとの国会決議がなされましたが、代替電源確保のめどが立たな い中、

 2006  年に政府は脱原子力政策を凍結しました。その後  2014  年 1 0 月に発足した社会民主党

 と緑の党の連立政権は脱原子力政策を推進することで合意しましたが、2016  年 6 月、同連

立政権と一部野党は、 既存サイトにおいて 10基を上限としてリプレースを認める方針で合
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意しています。

スウェーデンでは、使用済燃料の再処理は行わず、地層処分する方針です。使用済燃料は、

各発電所で冷却された後、オスカーシャム自治体にある集中中間貯蔵施設（CLAB）で貯蔵さ

れています。地層処分場については、2009 年 6 月に立地サイトとしてエストハンマル自治

体のフォルスマルクが選定され、使用済燃料処分の実施主体であるスウェーデン核燃料・廃

棄物管理会社（SKB 社）が 2011 年 3 月に立地・建設の許可申請を行いました。原子力施設

を建設するためには、環境法典に基づく許可と、原子力活動法に基づく許可の二つの許可が

必要となり、前者は土地・環境裁判所、後者は放射線安全機関（SSM）による審査が進めら

れています。環境法典に基づく許可の審査に関して、SSM は政府に対して提出した意見書に

おいて許可を発給するよう勧告していますが、土地・環境裁判所は、政府が環境法典に基づ

く処分場の許可を発給するためには、SKB 社による処分場の安全性立証に関する追加資料の

提出が必要との結論を示しました。SKB 社は 2019 年 4 月にこの追加資料を提出しており、

2020 年 3 月現在、政府の判断が待たれています。 

⑤ フィンランド

フィンランドでは、2020 年 3 月時点で 4基の原子炉が稼働中であり、2018 年の原子力発

電比率は約 33％です。政府は、気候変動対策やロシアへのエネルギー依存度の低減を目的

として、エネルギー利用の効率化や再生可能エネルギー開発の推進と合わせて、原子力発電

も活用する方針です。 

この方針に沿って、TVO 社は国内 5基目の原子炉となるオルキルオト 3号機（EPR、172 万

kW）の建設を 2005 年 5 月から進めていますが、工事の遅延により、運転開始は当初予定の

2009 年から大幅に遅れ、2021 年となる予定です。また、国内 6 基目の原子炉として、

Fennovoima 社がハンヒキビ原子力発電所 1号機の建設を計画しており、2015 年 9 月から建

設許可申請の審査が開始されています。 

フィンランドは、高レベル放射性廃棄物の地層処分場のサイトが世界で初めて最終決定

された国です。地元自治体の承認を経て、2000 年末に政府は地層処分場をオルキルオトに

建設する原則方針を決定し、2003 年には同地において地下特性調査施設（ONKALO）の建設

が許可され、建設作業と調査研究が実施されています。その後、地層処分事業の実施主体で

あるポシバ社は 2012 年 12 月に処分場の建設許可申請を行い、政府は 2015 年 11 月に建設

許可を発給しました。地層処分場は 2020 年代に操業開始する予定です。 

⑥ スイス

スイスでは、2020 年 3 月時点で 4基の原子炉が稼働中であり、2018 年の原子力発電比率

 は約  38％です。同国では、2011  年 3 月の東電福島第一原発事故を受けた改正原子力法が

 2018  年 1  月 1 日付で発効し、段階的に脱原子力を進めることになりました。同法では、新

規炉の建設と既存炉のリプレースを禁止していますが、既存炉の運転期間には制限を設け
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ていません。また、従来英国及びフランスに委託して実施していた使用済燃料再処理も禁止

となったため、今後は使用済燃料の全量が直接処分されます。 

なお、上記の通り既存炉の運転期間に法的な制限はありませんが、ミューレベルク原子力

発電所については、運転者が経済性の観点から閉鎖を決定し、同プラントは 2019 年 12 月

20 日に閉鎖されました。 

放射性廃棄物処分場に関しては、3段階のプロセスで候補地の絞り込みが進められていま

す。2018 年 11 月に「チューリッヒ北東部」、「ジュラ東部」及び「北部レゲレン」の 3エリ

アに候補が絞り込まれ、プロセスの第 2段階が完了しました。現在、最終段階となる第 3段

階の手続が進められており、2030 年頃に最終的なサイトについて政府決定が下り、サイト

が確定する見込みです。 

⑦ イタリア

イタリアでは、1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故により原子力への反対運動が

激化した後、1987 年に行われた国民投票の結果を受け、政府が既設原子力発電所の閉鎖と

新規建設の凍結が行われました。その結果、2020 年 3 月時点で、主要先進国（G7）の中で

唯一、イタリアでは原子力発電所の運転が行われていません。電力供給の約 10％以上を輸

入に頼るという国内事情から、産業界等から原子力発電の再開を期待する声が上がり、2008

年 4 月に発足したベルルスコーニ政権(当時)は、原子力発電再開の方針を掲げ、必要な法整

備を進めました。しかし、2011 年 3 月の東電福島第一原発事故を受けて、国内世論が原子

力に否定的な方向に傾く中、原子力発電の再開に向けて制定された法令に関する国民投票

が実施された結果、原子力発電の再開に否定的な票が全体の約 95％を占め、政府は原子力

再開計画を断念しました。 

⑧ 中東欧及びコーカサス諸国

中東欧及びコーカサス諸国では 2020 年 3 月時点で、ブルガリア（2基）、チェコ（6基）、

スロバキア（4基）、ハンガリー（4基）、ルーマニア（2基）、スロベニア（1基）、アルメニ

ア（1 基）の 7 か国で 20 基の原子炉が運転中、スロバキアで 2 基が建設中です。また、ポ

ーランドでも原子力発電の新規導入が計画されています。なお、同地域で運転中の原子炉は、

ルーマニアの 2基（CANDU 炉）とスロベニアの 1基（米国製加圧水型軽水炉（PWR））を除き、

全て旧ソ連型の炉です。 

このうち EU 加盟国では、EU 加盟に際し、旧ソ連型炉の安全性を懸念する西側諸国の要請

を受けて、複数の原子炉が閉鎖されましたが、電力需要の増加、温室効果ガスの排出抑制、

天然ガス供給国であるロシアへの依存度低減等の観点から、現在、複数の国で原子炉の新増

設や、社会主義体制崩壊後に建設が中断された原子炉の建設再開等が計画されています。た

だし、現在の国際的な経済情勢の下、EU の国家補助（State Aid）規則や公正競争に係る規

則への抵触を避けつつ、いかに原子力事業に係る資金調達を行うかが大きな課題です。 
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原子力発電の新規導入を検討するポーランドでは、軽水炉の次の段階として高温ガス炉

の導入も検討しており、我が国の原子力機構とポーランド国立原子力研究センターが高温

ガス炉技術に関する協力のための覚書を 2017 年に締結するなど、我が国との協力も進めら

れています。 

（3） 旧ソ連諸国

① ロシア

ロシアでは、2020 年 3 月時点で 38 基の原子炉が稼働中で、2018 年の原子力発電比率は

約 18％です。また、4 基が建設中です。2019 年には初の浮揚式原子力発電所であるアカデ

ミック・ロモノソフ 2基が運転を開始しました。また、高速炉についてもベロヤルスクでナ

トリウム冷却型高速炉 2基が運転中です。

原子力行政に関しては、2007 年に設置された国営企業ロスアトムが民生・軍事両方の原

子力利用を担当し、連邦環境・技術・原子力監督局が民生利用に係る安全規制・検査を実施

しています。 

ロシアは、2030 年までに発電電力量に占める原子力の割合を 25％に高め、これまで発電

に用いていた国内の化石燃料資源を輸出に回す方針です。また、原子力事業の海外展開を積

極的に進めており、ロスアトムは旧ソ連圏以外のイラン、中国、インドでロシア型原子炉

（VVER）を運転開始させているほか、トルコやフィンランド等にも進出しています。原子炉

や関連サービスの供給と併せて、建設コストの融資や投資建設（Build）・所有（Own）・運転

（Operate）を担う BOO 方式での契約も行っており、初期投資費用の確保が大きな課題とな

っている輸出先国に対するロシアの強みとなっています。 

またロシアは、政治的理由により核燃料の供給が停止した場合の供給保証を目的として、

2007 年 5 月にシベリア南東部のアンガルスクに国際ウラン濃縮センター（IUEC）を設立し、

IAEA 監視の下、2010 年以降約 120ｔの低濃縮ウランを備蓄しています。 

② ウクライナ

ウクライナでは、2020 年 3 月時点で 15 基の原子炉が運転中であり、総発電電力量の 50％

以上を供給しています。従来、核燃料供給や石油・天然ガス等、エネルギー源の大部分をロ

シアに依存してきましたが、クリミア問題等に起因する両国の関係悪化もあり、原子力分野

も含めてロシアへの依存脱却に向けた取組を進めています。 

ウ クライナ政府は、2017  年 8  月に策定された  2035  年までの新エネルギー戦略において、

2035 年まで総発電量が増加する中で、 原子力比率を約 50％に維持する目標を設定していま

す。1990  年に建設途上で中断したフメルニツキ 3、4号機については、ロシアの協力で両機

を完成させる計画でしたが、議会は 2015 年にロシアに発注する計画の撤回を決議しました。

ウクライナは、ロシアに代わる事業引継に関連して、2016年 8月には韓国水力原子力（KHNP）

 と原子力分野における協力拡大に関する  MOU を締結するなど、ロシア以外の国との関係を
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強化しています。このほか、既存原子炉への燃料供給元の多様化や寿命延長のための安全対

策等も、欧米の企業や国際機関の協力を得て進めています。 

なお、チェルノブイリ原子力発電所では、1986 年に事故が発生した 4 号機を密閉するた

め、国際機関協力の下で老朽化したコンクリート製「石棺」を覆うシェルターが建設され、

2019 年 7 月にウクライナ政府に引き渡されました。 

③ カザフスタン

カザフスタンは、世界一のウラン生産国です。ウルバ冶金工場（UMP）で国営原子力会社

カズアトムプロムが、ウラン精錬、転換及びペレット製造等を行っています。同社は、2030

年までに世界の核燃料供給の 3割を占めることを目標に、事業の多国籍化・多角化を図って

おり、UMP 内のプラントにラインを増設して様々な炉型向けの燃料を製造する計画です。ま

た、カズアトムプロムは、低濃縮ウランの国際備蓄にも大きく関与しています。2017 年に

は、IAEA との協定に基づき UMP で建設が進められていたウラン燃料バンクが完工し、2019

年 12 月までに 90ｔの低濃縮ウラン納入が完了し備蓄が開始されました。このほか、カズア

トムプロムは、ロシアのアンガルスクにある IUEC に 10％出資しています。

カザフスタンでは現在、中小型炉を中心とした原子力発電の本格導入も検討されていま

す。同国では 2012 年に、2030 年までに原子力発電設備容量を 150 万 kW とする発電開発計

画が策定され、2014 年にはロシアと、設備容量合計 30～120 万 kW の原子炉建設に係る政府

間協定に署名しました。新規原子炉の運転開始時期は 2025 年以降と見込まれています。 

我が国との間では、2010 年に原子力協定が締結されています。2015 年には、日本原子力

発電株式会社及び丸紅ユティリティ・サービスがカズアトムプロムと、原子力発電導入に向

けた協力に関する MOU を締結しました。また、原子力機構も、ウラン開発や高温ガス炉の研

究開発で継続的に協力しています。 

（4） アジア

① 韓国

韓国では、2020 年 3 月時点で 24 基の原子力発電所が運転中で、2018 年の原子力発電比

率は約 24％です。また、4基の原子炉が建設中です。韓国政府は、エネルギーの安定供給や

気候変動対策に取り組むため、二酸化炭素の排出が少ない電源として原子力発電を維持す

る方針を示し、原子力技術の国産化と次世代炉の開発等、積極的な原子力政策を進めてきま

した。しかし、2017 年 5 月に発足した文在寅（ムン・ジェイン）政権は、新増設を認めず

設計寿命を終えた原子炉から閉鎖する漸進的な脱原子力を進める方針を掲げました。政府

は討論型世論調査の結果を踏まえ、2017 年 10 月に、建設中の新古里 5、6 号機については

建設継続を認めましたが、計画段階にあった 6基の新設は白紙撤回し、設計寿命満了後の原

子炉の運転延長を禁止する脱原子力ロードマップを決定しました。 

ただし、文政権は、国内で脱原子力政策を進める一方で、輸出については国益にかなう場
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合は推進する方針を打ち出しています。韓国電力公社（KEPCO） は 2012年から、アラブ首長

国連邦（UAE）のバラカ原子力発電所において、4  基の韓国次世代軽水炉 APR-1400の建設を

 進めてきました。2018  年には 1  号機が竣工し、2020  年 2  月には同機に対し  60 年の運転認

可が発給され、2020年 3月には燃料の初装荷が完了しました。 

また、韓国政府はそのほかにも、サウジアラビア、チェコ等の原子炉の新設を計画する国

 に対してアプローチしています。サウジアラビアとは  2015  年に、10  万  kW 級の中小型原子

炉（SMART）の共同開発の覚書を締結しています。 ヨルダンには熱出力 0.5  万 kWの研究用原

子炉を建設し、2017年に完成しています。

 ② 中国

 中国では、2020  年 3  月時点で  47  基の原子炉が稼働中で、設備容量は合計  4,500  万  kW を

 超えています。また、12  基の原子炉が建設中です。原子力発電の拡大が進められており、

2018  年 1  月から 2019  年 12月までの期間に、10基の原子炉が商業運転を開始しました。こ

 れには、米ウェスチングハウス（WH）社製の AP1000  が 4基、フランスのフラマトム社が開

 発した EPR  が 2基含まれています。2019  年 10月には、 福建省の漳州原子力発電所 1号機の

建設が開始されました。中国で、政府により原子炉の建設開始が承認されたのは、 約 4年ぶ

りです。また、東電福島第一原発事故を契機に、安全性の向上に向けた取組も強化されてい

ます。 

中国では、米国及びフランスの技術をベースに、中国核工業集団公司（CNNC）と中国広核

 集団（CGN）がそれぞれ軽水炉の国産化を進めてきましたが、これを統合して国産の第 3世

代炉 「華龍 1号」を開発、2015  年 12月に両社出資による華龍国際核電技術有限公司（華龍

 公司）が発足しました。華龍 1  号は国内外での展開を想定しており、国内では 2015年に華

 龍 1号の初号機 （福清 5号機）の建設が開始されています。今後、国内で複数基の建設が予

 定されているほか、国外でも、華龍 1  号を採用したパキスタンのカラチ原子力発電所 2、3

号機の建設も開始されています。 

 なお、中国はクローズドサイクルの実現に向けた高速炉開発も進めており、2010 年には

 中国実験高速炉 CEFR が初臨界を達成し、2011年に送電を開始しました。 また 2017年には、

高速実証炉の建設が開始されています。 

中国は近年、原子炉の国外輸出を積極的に進めています。前述のパキスタンに加え、英国

 でも 2015年の両国首脳合意に基づき、原子力発電所新規建設への中国企業の出資が予定さ

れており （ヒンクリーポイント C、 サイズウェル C）、更には華 龍 1号の建設も検討されてい

ます （ブラッドウェル B）。このほか、中国の原子力事業者は、東欧や中東、アジア、南米に

 おいても、高温ガス炉や、AP1000  の技術に基づき中国が自主開発している  CAP1400 等を含

む各種原子炉の建設協力に向け、協力覚書の締結等を進めています。 
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 ③ 台湾地域

 台湾地域では、2020  年 3  月時点で 2  か所の原子力発電所で合計 4 基の原子炉が運転中で

 あり、総発電電力量の 10％以上を供給しています。 

 台湾では、2000  年発足の民進党政権が段階的脱原子力政策を掲げていました。その後、

 2008 年の政権交代で成立した国民党政権は、原子力発電を再生可能エネルギー社会に至る

までの過渡的な電源として維持する方針を示し、龍門で建設中であった第四原子力発電所

（ABWR2 基、 各 135  万 kW）の建設を継続するとともに、既存炉のリプレースや増設も検討す

 る意向を示しました。しかし、2011  年の東電福島第一原発事故を受け、政府は同年 6 月、

中長期的な脱原子力発電へと再度政策を転換し、既存炉の寿命延長やリプレースを行わな

いことを決定しました。ただし、第四原子力発電所の建設については、安全性を確認した上

で継続する方針が示されていました。 

 しかし、台湾当局と議会は 2013  年 2月に、第四原子力発電所建設中止の是非を住民投票

で決定することで合意し、これを受けて住民投票実施まで建設に関する活動を凍結するこ

 とになりました。その後、住民投票は実施されないまま、蔡政権（民進党）下の  2017  年 1

 月に、2025 年までに原子力発電を全廃するとの内容を含んだ改正電気事業法が成立しまし

た。しかしながら、2018  年 11月に実施された住民投票により、この法規定は廃止されまし

 た。住民投票を受け、2025 年以降の原子力発電所の運転継続をどのように実現するかにつ

いて、現在当局が検討を行っています。また、第四原子力発電所の建設については、住民投

票で改めてその是非を問うことが、2019  年 12 月に決定されています。 

 ④ ASEAN諸国

ASEAN  を構成する 10 か国は、2020  年 3月時点で、いずれも原子力発電所を持っていませ

ん。しかし、気候変動対策やエネルギー安全保障の観点から、原子力計画への関心を示す国

が増加しています。 

 ベトナムでは 2009年に、2020 年の運転開始を目指し、 原子力発電所を 2か所（100  万 kW

 級の原子炉計 4基）建設する計画が国会で承認されました。同国初の原子力発電所となるニ

ン トゥアン第 1、 第 2原子力発電所は、それぞれロシアと我が国が建設プロジェクトのパー

ト ナーに選定されましたが、政府は  2016  年 1 1 月に国内の経済事情を背景に両発電所の建

設計画の中止を決定し、国会もこれを承認しました。 

インドネシアは、2007 年に制定された「長期国家開発計画（2005  年から 2025年）に関す

る法律」において、2015  年から 2019年に初の原子炉の運転を開始し、2025年までに追加で

4基の原子炉を運転開始させる計画を示しました。しかし、ムリア半島における初号機建設

 計画は 2009年に無期限延期となりました。2010 年以降は、バンカ島を新たな候補地として

検討が継続されていますが、原子力発電所建設の決定には至っていません。一方で、政府は、

ロシアや中国の協力を得て実験用発電炉（高温ガス炉）の建設計画を進めるなど、商用発電

炉導入に向けたインフラ整備を進めています。 
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タイは、2010 年の電源開発計画（PDP2010）において、2020 年から 2028 年に 5基の原子

炉（各 100 万 kW）を運転開始する方針を示していましたが、東電福島第一原発事故や 2014

年の軍事クーデター後の政情不安等に伴い、計画は先送りされています。軍による暫定政権

下で 2015 年に発表された電源開発計画（PDP2015）では、初号機の運転開始時期が 2035 年、

2基目が 2036 年とされています。 

マレーシアは、2010 年策定の「経済改革プログラム」において原子力発電利用を検討し、

2011 年にマレーシア原子力発電会社（MNPC）を設立しました。2021 年と 2022 年に原子炉各

1 基を運転開始することを目標としていましたが、マハティール現首相は 2018 年 9 月に行

った演説の中で、原子力利用の可能性を否定しています。 

フィリピンは、現行のエネルギー計画（2012 年から 2030 年）には原子力発電利用の計画

を盛り込んでいないものの、2016 年に就任したドゥテルテ大統領が、1986 年に完成後、運

転しないままとなっているバターン原子力発電所（60 万 kW）の建設再開検討に言及しまし

た。なお 2018 年 4 月に同国エネルギー省が大統領に提出した原子力政策に関する提言では、

バターン原子力発電所の建設再開ではなく、ほかのサイトでの新設検討を提案しています。 

⑤ インド

インドでは、2020 年 3 月時点で 22 基の原子炉が運転中です。このうち 16 基が国産 PHWR、

2  基が BWR、2  基が VVER、2  基が CANDU炉です。また、7基の原子炉が建設中です。 

インドは、急増するエネルギー需要を賄うため 、原子力発電の拡大を計画しています。

 2018 年か ら 2 027  年を対象とする国家電力計画では、原子力発電設備容量を、2017 年の約

600  万 kW  から 2027  年 3  月までに約 1,700  万 kWへと拡大する見通しが示されています。 

核兵器不拡散条約（NPT）未締約国であるインドに対しては従来、核実験実施に対する制

裁として国際社会による原子力関連物資・技術の貿易禁止措置が採られ、その間専ら国産

PHWRを中心に原子力発電の開発を独自に進めてきました。しかし、2008年以降に米国、フ

ランス、ロシア等と相次いで二国間原子力協定を締結したことにより、諸外国からも民生用

原子力機器や技術を輸入することができるようになりました。 

 既に運転を開始しているロシアの VVERに加え、2018  年 3  月にはフランスからの EPR導入

について枠組み合意が結ばれました。2019  年 3月には、米国との高官協議で、AP-1000導入

 に合意しました。さらに、2017  年 7 月には、我が国との間で日印原子力協定が発効してい

ます。このように、インドでは今後、国産炉、国外炉両輪での原子力拡大が進むと考えられ

ます。また、インドは独自のトリウムサイクル開発計画に基づき高速増殖炉（FBR）の開発・

導入を進めています。1985年に運転を開始した高速増殖実験炉（FBTR）は、2011年に、2030

年までの運転延長が決定しました。また、 上述の建設中 7  基のうちの 1基として、高速増殖

原型炉（PFBR）の建設が進められています。 
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（5） その他

① 中東諸国

中東地域では、現在稼働中の原子力発電所はありませんが、電力需要の伸びを背景として

原子力発電所の建設・導入に向けた動きが活発化しています。 

UAE では、電力需要の増加により、2020 年までに 4,000 万 kW 分の発電設備が必要である

とされています。そのため、フランス、米国、韓国と協力し、原子力発電の導入を検討して

きました。UAE が 2020 年までの 100 万 kW 級原子炉 4基の建設に関する国際入札を実施した

結果、2009 年末に韓国電力公社（KEPCO）を中心とするコンソーシアムが選定されました。

建設サイトであるバラカでは、2012 年に建設が開始された 1号機に対して、2020 年 2 月に

運転認可が発給され、同年 3月には燃料装荷が完了しています。 

トルコは、経済成長と電力需要の伸びを背景として、原子力発電の導入を進めています。

アキュ原子力発電所ではロシアが 120 万 kW 級原子炉 4 基を建設する予定であり、1 号機の

建設は 2018 年 4 月に開始されています。 

サウジアラビアは、2030 年までに 16 基の原子炉を建設する計画です。原子力導入に向け

て、2018 年 7 月には、2基の商用炉を新設するプロジェクトの応札可能者として米国、ロシ

ア、中国、フランス及び韓国の事業者が選定されています。

ヨルダンは、フランス、中国、韓国と原子力協定に署名し、同国初の原子力発電所建設を

担当する事業者の選定を進めていました。2013 年 10 月にはロシアを優先交渉権者として選

定し、2015 年 10 月に原子力発電所の建設・運転に関する政府間協定を締結したものの、

2018 年 7 月にロシアからの商用炉導入計画の中止が公表されました。 

イランでは、ロシアとの協力で建設されたブシェール原子力発電所 1号機が 2013 年に運

転を開始しました。さらに、両国は 2014 年、イランに更に 8基の原子炉を建設することで

合意し、このうちブシェール 2号機の建設が 2019 年 11 月に開始されています。 

② アフリカ諸国

アフリカでは、唯一南アフリカ共和国で原子力発電所が稼働中です。南アフリカ共和国で

は、クバーグ原子力発電所で 2基の原子炉（PWR）が稼働しており 2018 年の原子力発電比率

は約 5％です。同国では、今後の原子力導入に関する検討が続けられています。 

エジプトは、ロシアとの間で、2015 年 11 月に 120 万 kW 級の原子炉 4 基の建設・運転に

関する政府間協定を締結し、更に 2017 年 12 月には、ダバ原子力発電所建設に係る契約が

発効しています。 

アルジェリアは、2027 年の運転開始を目指して国内初の原子力発電所の建設を計画して

おり、2007 年 12 月のフランスとの原子力協定締結をはじめとし、米国、中国、アルゼンチ

ン、南アフリカ共和国、ロシアと原子力協定を締結しています。

モロッコは、2009 年の国家エネルギー戦略に基づき、2030 年以降のオプションとして原

子力発電の導入を検討する方針です。2017 年 10 月にモロッコとロシアは、2017 年 10 月に
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原子力協力覚書を締結しており、モロッコ国内での原子力発電導入を目的とした共同研究

を開始することとしています。 

ナイジェリアは、2025 年までに 120 万 kW 分の原子力発電所の運転開始を目指し、2035 年

までに合計 480 万 kW まで増設する計画です。同国はロシアとの間で、2009 年 3 月に原子力

協力協定を、2017 年 10 月にはナイジェリアにおける原子力発電所の建設・運転に向けた協

定を締結しています。 

ケニアは、中長期的な開発計画「Vison 2030」の中で、総発電電力設備容量を 1,900 万 kW

まで拡大する目標を掲げており、この目標の達成に向けて原子力を活用する方針です。その

ため、ケニアは韓国、中国、ロシアとの協力を進めています。 

③ オーストラリア

オーストラリアは、世界最大のウラン資源埋蔵量を有していますが、豊富な石炭資源を背

景に、現在まで原子力発電は行われていません。ただし温室効果ガス排出削減の観点から、

原子力発電導入の是非が度々議論されています。2005 年の京都議定書発効後、ハワード保

守連合政権下で原子力発電の導入を検討する方針が示されましたが、2007 年の総選挙で原

子力に批判的な労働党政権が誕生し、検討は中止されました。近年は再び、パリ協定の目標

達成に向けた気候変動対策と電気料金高騰抑制の観点から、原子力発電導入の可能性を検

討する機運が高まっています。2016 年には、南オーストラリア州政府が委員会を設置して

原子力発電に関する検討を行い、同委員会の報告書を受けて州政府は、原子力発電について

は商業的に困難との見方を示す一方で、放射性廃棄物に関しては、国外からの使用済燃料を

受入れ管理・処分することが同州に利益をもたらすとの見解を示しました。2019 年には、

連邦議会下院の環境エネルギー常任委員会が政府に報告書を提出し、原子力利用に関して、

第 3 世代プラス以降の先進炉を将来のエネルギーミックスの一部として検討することなど

を提言しています。 

なお、2017 年には、オーストラリア原子力科学技術機構（ANSTO）が、第 4世代原子力シ

ステムに関する国際フォーラム（GIF）に正式加盟しています。

オーストラリアは近年、初の原子力発電所建設中の UAE に加え、長年禁輸対象であったイ

ンド、燃料供給のロシア依存度低減に取り組むウクライナ等と協定を締結し、新興国等への

ウラン輸出拡大を図っています。

④ 中南米諸国

中南米諸国では 2020 年 3 月時点で、メキシコで 2基、アルゼンチンで 3基、ブラジルで

2基の計 7基の原子炉が運転中です。 

メキシコでは、2基の BWR が稼働中であり、2018 年の原子力発電比率は約 5％です。今後

の新設に関しては、2018 年に発行された「国家電力システム開発プログラム（PRODESEN）

2018-2032」において、2029 年から 2031 年に 1 基ずつ、計 3 基を運転開始する計画が示さ
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れていましたが、2019 年に公表された「PRODESEN2019-2033」では、2033 年までの原子力発

電所の建設計画は示されていません。 

アルゼンチンでは、PHWR2 基と CANDU 炉 1 基の計 3 基が稼働中であり、2018 年の原子力

発電比率は約 5％です。さらに、1基（PHWR）が中国の協力の下で建設される計画です。ま

た、その後の計画として、中国製 PWR「華龍 1 号」の導入やロシア製 VVER 建設も検討され

ています。 

ブラジルでは、2基の PWR が稼働中であり、2018 年の原子力発電比率は約 3％です。経済

不況により 1980 年代に建設を中断していたアングラ 3号機は、2010 年に建設が再開されま

した。しかし、2015 年以降建設は再度中断されています。2019 年 7 月には、政府が同機の

建設を再開する方針を公表しました。同機の運転開始は 2026 年頃と見込まれています。ま

た、核燃料工場をはじめとするサイクル施設が立地するレゼンデでは、燃料自給を目的とし

て濃縮工場が 2006 年から稼働しており、段階的に拡張されています。 

キューバでは、1980 年代に 2 基の原子炉が着工しましたが、提供者であった旧ソ連の崩

壊に伴い建設中止となりました。キューバとロシアは、2016 年 9 月に原子力の平和利用に

関する二国間協定を締結しており、2019 年 10 月には多目的照射センターの建設について合

意しています。 

ボリビアでは、ロシアとの協力により、研究炉 1基やサイクロトロンを含む、原子力技術

研究開発センターが建設される計画です。 
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7 放射線被ばくの早見図

（出典）量研放射線医学総合研究所「放射線被ばくの早見図について」（2018 年） 
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